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序章 
0.1 はじめに－研究課題と目的 
 今日、地方政府はグローバリゼーションの影響や少子高齢化、また財政難などの問題
を受けて、地方政府が抱える問題の範囲は年々広がっている。特に財戦難という問題は
財政制約という条件を作り出し、行政需要に対応する政策を導出する行政の能力に深刻
な影響を与える。そのため、地方分権改革や NPM（新公共管理）が進められ、職員の意
識改革やシステムを変更し行政活動の効率化が図られている。しかしながら、そのよう
な自治体ごとの自由な経営が進められる一方で、自治体によっては地域社会運営が上手
くいっている地域とそうでない地域に明暗が分かれているというのが、今日の自治体に
関する一つの問題といえる。 
 このような背景を受けて、民間の調査機関や研究者は自治体の政策パフォーマンスに
関心を寄せており、筆者も本研究を始めるにあたって大変関心のある問題が自治体の間
に生じる政策パフォーマンスの地域差である。 
政策パフォーマンスの違いはアウトプット、アウトカムの問題である。先行研究では、
その主因の一つとしてデモグラフィックな要因、例えば人口規模、都市化度（人口集中
人口比率）、産業構造（第一産業比率）、持ち家比率などが挙げられている（横山 2010；
金 2006；坂本 2010）。それによれば、様々な指標1が政策パフォーマンスに設定されて
いる中で、都市化の比率が高く、人口規模が大きいほど、産業構成比率が都市的である
ほど、政策パフォーマンスが高い（金 2006：163；横山 2010：202；坂本 2010：148）。 
他方で地方政府－市民社会組織関係に関する市民社会要因が指摘され、自治体運営に
効果を持つローカル・ガバナンスの影響が明らかとなってきた。小田切（2014）は京都
市の政策実施過程に着目して、協働している事務事業とそうでない事務事業を比較し、
協働している事務事業の方が、市民満足度評価と行政職員の目標達成度評価が高いこと
が分かっている。また、辻中・伊藤編（2010）は全国市区町村調査を基に体系的なロー
カル・ガバナンス分析を行い、「自治体のガバナンス意識（分権志向）」や「NPO や社会
団体の業務委託度合い」、そして、「NPO に対する自治体の関与得点」が自治体の行政サ
ービス充実度にデモグラフィックな要因を統制してもなお、影響を与えていることを明
らかにしている（辻中 伊藤編 2010：218）。上記の分析結果を踏まえると、都市の政策
パフォーマンス研究はこれまで見落としがちであった地方政府と市民社会組織関係から
                                                        
1 横山（2010）は、政策パフォーマンス指標として 2007 年～2008 年に、文部科学賞特
別推進研究「日韓米独中における 3 レベルの市民社会構造とガバナンスに関する総合的
比較実証分析」を受けて筑波大学（代表：辻中豊氏）が実施した「行政サービスと市民
参加に関する自治体全国調査」（母集団＝1,827、回収地点（市民活動部署）＝1,179、回
収率＝64.5％）から得られた公共サービスの水準および各自治体が整備する様々な条例
などの制度整備までを含めた、政策アウトプットを政策パフォーマンスとしている。  
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成るローカル・ガバナンスの研究にまで発展してきている2。 
このような研究蓄積を受けて、政策パフォーマンス研究に関してより成熟した議論を
行うためには、自治体ごとの制度的条件を考慮し、類似した制度的条件を加味した研究
を行う必要がある。各市区町村の制度的配置やそれぞれの自治体が抱える問題の質には
地域的な差異が生じており、高齢者比率や就業者比率等、社会経済状況や歴史的経緯が
都市によって異なっている。そのため、全国の市区町村の自治体を比較するには環境条
件の設定が必要となる。また、市区町村は県庁所在地とそうでない地方都市とでは上位
政府としての都道府県との距離が異なっているので、場合によっては政策に与える都道
府県の影響力が大きい都市もあることが想定される。一遍に市区町村を比較して分析す
るのではなく、基礎自治体の権能を規定する制度的配置を分けて都市を分析する必要が
ある。 
以上のことから、本研究は都市の政策パフォーマンスの地域差という問題について、
類似した制度的条件という前提を置いて研究を行う。そこで、筆者はその試論の一つと
して首都・東京の特別区を研究対象として政策パフォーマンスの地域差の問題を取り上
げる3。本研究では、筑波大学（代表：辻中豊教授、現在東海大学教授）の JIGS（Japan Interest 
Group Study）研究チームが 2006 年から 2007 年にかけて実施した日本で初の全国規模の
市民社会組織調査を用いて「市民社会組織が評価した政策満足度の地域差」に関する問
題を扱う。 
筆者は、現在の JIGS 研究プロジェクトで進められているローカル・ガバナンス研究に
携わっており、その研究の中で、都市・東京を分析している。それによると、「東京・特
別区」を活動範囲としているローカル・レベルの社会団体や NPO、そして自治会・町内
会が評価した特別区の政策運営に対する「政策満足度」評価には地域差が生じている。
                                                        
2 神谷（2017）はローカル・ガバナンスが進展した背景として、市民社会組織の台頭を
挙げている。一方で、先行研究では地方政府―市民社会組織の関係様式という観点から、
地域社会運営における地方政府の機能の変遷と統治空間における地方政府-市民社会組
織関係の相互依存の深化という変化を実証的に捉えてきた（森・辻中 2002；村松・稲継
編 2003；村松・稲継編 2009；辻中・山本・ペッカネン編 2009；辻中豊・伊藤編 2010；
辻中・坂本編 2012；真山編 2012；小田切 2014；辻中・戸川 2018）。市民社会組織の台
頭は主に行政側から考えれば庁議制に市民活動に関わる部局が再編されたこと（田尾 
2009：170）、組織間関係に対する行政側の対応が変化したこと（中村 2009：68）や行政
が NPO 等の市民社会組織に委託して政策運営を行うことが効率性の観点から求められ
（田中 2012：65）、歳出総額に占める委託費・指定管理費の割合が上昇したこと（田部
井 2009：91-92）などの①都市行政機構の組織内部の運営を変容させたことが考えられ
る。そして市民社会組織側からみれば②政策運営の政策実施の過程、政策形成過程およ
び評価の過程に及んで運営の担い手として組み込まれるように変化したことがいえる 
3 本来であれば、特別区の他に想定される制度的配置に全国を切り分けてメカニズムの
検証を試みるべきであるが、地域的条件にも考慮しているため、同様の時にして特別区
として再編された 23 区に着目することで地域的条件が整っており、比較可能性があると
いうことから、試論的に本研究では研究可能な東京の特別区を対象として行った分析結
果を明らかにしている。 
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筆者は、その内容を第一章で述べており、上記の問題は市民社会組織からみて政策運営
に明暗が分かれていることを意味する。 
一方で、見方を変えれば、東京・特別区に関しては、2017 年に『23 区格差』が中公新
書から上梓されており、都市の間に地域差があることは社会経済的背景が大きく異なる
特別区の間では当たり前であるという発想もできる。しかしながら、政策に対する満足
度はあくまでも市民社会組織が、自治体が供給する政策に対して 5 件法のリッカート・
スケールで評価した指標であるので、集計した結果、政策満足度の高い地域と低い地域
に分散があるということは、行政学や地方自治論また政策研究からは重要な知見である。
つまり、「政策満足度の高水準な地域」とは、そうでない地域に比べて「市民にとって効
果的な地域社会運営」が可能となっていることを意味する。市民にとって効果的な地域
社会運営を議論する地方自治論や行政学の上では、学術的意義があろう。また、今日、
市民社会組織は地方政府を補完する「新しい公共の担い手」として機能しているので、
市民社会組織の行政需要を視野に入れて望ましい政策運営を考えて、類似した区の間で
生じるローカル・ガバナンスの地域差を研究することは市民社会論や政策研究にも関わ
っている。 
政策満足度の地域差という研究課題には市民社会論や政策研究に学術的意義があるこ
とを認識した上で、筆者は「類似した制度を導入してもなお、東京・特別区の間の政策
満足度には何故、地域差が生じるのか」という東京・特別区のローカル・ガバナンスの
問題を本研究の課題とする。そして、この問題を通して、「市民に効果的な地域社会運営
のメカニズムを明らかにすること」が本研究の目的である。 
 
0.2 研究課題に関する主要な概念の定義 
本研究の主要な問題となるのが、東京・特別区の間に生じる政策満足度の地域格差に
関する問題である。それは「東京・特別区におけるローカル・ガバナンスの比較実証研
究」としても位置づけられよう。 
本節では、研究目的をより明確に説明するために、「政策満足度」、そして分析対象の
「市民社会組織」と、活動範囲の「ローカル」、そして「ローカル・ガバナンス」に関す
るそれぞれの用語についての認識を共有しておきたい。そこで、これらの概念を以下の
通り説明する。 
 
0.2.1 政策満足度 
 政策満足度指標は、これまで、地方自治体が NPM（ニュー・パブリック・マネジメン
ト）の影響を受けて、政策運営を評価する一つの手段として用いられてきた。政策満足
度は市民を対象とした政策評価の指標として測定されている（野田 2011：73）。 
本研究では主に政策パフォーマンスを測る代理指標として、社会集団から得られた政
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策満足度指標を用いている。それは①自治会・町内会調査（『町内会・自治会など近隣住
民組織に関する全国調査』、以下自治会・町内会調査と表記。）および②社会団体調査（『団
体の基礎構造に関する調査』、以下社会団体調査と表記。）と NPO 調査を合算して得られ
た非営利組織データにおける自治体の政策全般に対する政策満足度評価を用いている。 
上記の社会調査の調査票では、5 件法のリッカート・スケールによって政策に対する
満足度を尋ねている。自治会・町内会調査では問 384の枝設問 M「全般な市町村の政策」
によって、「1．満足である、2．やや満足である、3．ある程度、4．やや不満である、5．
不満である」を、社会団体調査では問 235（設問表では Q23）の枝設問 B「政策全般（自
治体）」によって、「5．非常に満足、4．満足、3．ある程度、2．不満、1．非常に不満」
を、尋ねている。加えて、NPO 調査では、社会団体調査と同様の設問項目（5 件法のリ
ッカート・スケール）に基づいて、問 25（Q25）の枝設問 B で尋ねている。 
 政策満足度を測ることは、自治体側にとっては、出力した政策が、きちんと市民の要
求に対応できているのかどうかを把握する政策評価の手立てになるだろう。その一方で、
市民のニーズを探るための公共政策立案の手法ともいえる。政策満足度評価は、このよ
うに有益な手段であり、インタビュー調査よりも容易で、コストが低いので、全国の自
治体に広がったといえる6（野田 2013：ⅱ）。自治体の政策現場では、市民のニーズを簡
単に、そしてリッカート・スケールによって、ある程度客観的に施策ごとの成果を把握
できる指標であることから、様々な自治体に受け入れられている。 
また、政策満足度指標は学術的にも政策満足度研究として、一定の評価が得られてい
おり、市民に直接行政サービスの質を尋ねているので、市民の要求に政策が応えられて
いるかどうか、自治体間に生じる応答性の違いを反映していると考えられる。そのため、
自治体が政策を立案・評価する際には欠かせない市民が評価した政策パフォーマンス指
標ともいえるだろう。 
但し、政策満足度研究では、主観的な評価という問題がつきものである。主観的な政
策満足度が何を測っているのか、という指標に関する曖昧さは、政策満足度研究の中で
共有されており、それに対するリプライとして他の客観的指標との関係性の検証が行わ
れてきた（Brudney and England 1982；Kelly and Swindell 2002a；Kelly 2003）。 
それによれば、政策満足度は必ずしもいたずらに測られた指標ではない。上記の先行
                                                        
4 設問のワーディングは「市町村の政策の地域にとっての「a.重要度」と、現在（2006
年調査時点）の「b.満足度」をおたずねします。次の各項目（A～M）について、それぞ
れあてはまる番号に〇をつけてください。」、「b.満足度」から選択可能となっている。 
5 設問のワーディングは、「あなたの団体は、国や自治体の政策に、どのくらい満足して
いますか。政治全般とあなたの団体の活動分野のそれぞれについてお答えください。」と
なっている。 
6 野田（2013：45）によれば、三重県における環境や道路、そして医療や防犯、ごみ対
策等の分野別に尋ねた市民の政策に対する満足度と、それぞれの分野に対応した客観的
指標（環境の満足度の場合には硫黄酸化物の排出割値や防犯に対する満足度には刑法犯
罪認知件数など）には統計的に有意な正の関係性があることが報告されている。  
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研究では政策全般の指標と客観的指標との関連性は小さいが、政策分野を分けた客観的
な指標と統計的に有意な関係性は確認されている。そのため、主観認知に基づく政策満
足度評価が個人の誤認に基づくものと必ずしも断定できるものではない。 
先行研究では、政策満足度指標は、政策に対する市民の評価を測るのには妥当な指標
である。しかしながら曖昧さが指摘されるので、本研究ではあらかじめ、「市民社会組織
が評価する政策満足度指標が何を測っているのか」を検証する必要がある。そして、客
観的な政策パフォーマンス尺度を設定して、特別区の政策満足度の地域差の含意につい
て確認する。筆者は第 1 章でその確認を行い、政策パフォーマンス指標を部分的に反映
し得る概念であることが実証分析から認められたので、本研究では出力された政策を評
価している概念として政策満足度指標を理解している。 
 
0.2.2 市民社会組織－自治会・町内会・非営利組織 
次に、本研究の分析対象でもある「市民社会組織」について明示しておきたい。筆者
は、市民社会および、市民社会組織の概念については Schwartz（2003）；辻中(2002)；辻
中・森（2002）に依拠している。ローカル・ガバナンスの文脈では、地方政府に加えて
自治会・町内会や非営利組織などの市民社会組織が、自治体運営にとっては重要だと考
えられる。 
まず、市民社会7とは、「家族と政府の中間的な領域であり、そこでは社会的アクター
が市場の中で利益を追求するのではなく、また政府の中で権力を追求するのでもない領
域」（Schwartz 2003：23＝辻中 2010：10）と捉えられる。それは、辻中（2010）が示す
概念図（図 1）の様に考えることが出来る。市民社会を構成する組織とは、「政府との相
違を明確にするために N・GO（非政府組織）が位置づけられ、営利企業（市場）との相
違を明確にするために N・PO（非営利組織）が位置づけられる。そして、家族などの親
密圏との相違を明確にするために非私的組織」によって構成されている。 
また、辻中（2002：23－24）によれば、市民社会組織は利益団体としての機能も担う。
それは、市民社会組織が、「何等かの形で公共性や国家や多元主義を意識しながら、多様
な形で、社会過程においてその活動を遂行している」組織であるからであり、その萌芽
が「利益集団化の開始」といえる。そのため、「政治・政策関心を有した市民社会組織」
は「利益団体」と理解される。この様に、利益集団というレンズで捉えれば、市民社会
組織は自己利益を追求する社会団体ともいえる。一方で、市民社会組織は単なる自己利
益の追求を超えて、公共利益の追求も行っているので、本研究では市民社会組織と利益
                                                        
7 市民社会とは，辻中（2002：15）によれば，「国家、市場、共同体と相関しつつ現象す
る、多様な非政府の社会組織による公共的な機能、およびその機能の場（空間）」とも定
義される。 
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団体は二分されるわけではなく同義であるという立場を採る8。 
 
出所）辻中（2010：11）、「図序―1」を引用9。 
図 0-1 市民社会の概念図 
なお、Schwartz（2003）の定義と重なって、多くの論者が引用するペストフ（2000：
48）の福祉トライアングルに依拠すると、本研究で扱う市民社会組織とは第三セクター
としてのアソシエーション（ボランタリー・非営利組織）と第四セクターのコミュニテ
ィの近隣住民組織を含んだ概念となる（澤井 2004：45-46）。 
また、今日のマクロな政治変化を踏まえると、行政改革の影響を受けて小さな政府を
志向するようになり、地方政府の対応は財政制約の下、新自由主義的政策の影響を受け
ている。そのため「家族による福祉や生活保障、教育、安全が十分に供給されなくなっ
てきている」ので市民社会組織は、「新たな公共の担い手」として、重要な役割を果たし
ていると考えられる10（辻中 2010：16－17）。その意味合いで、アソシエーションであ
る非営利組織および、コミュニティの中で市民社会組織としての役割を果たす自治会・
町内会はローカル・ガバナンスの構成要素として重要である。 
自治会・町内会は全国を網羅した近隣住民組織のネットワークとして機能しており、
                                                        
8 市民社会組織、利益団体、利益集団の違いは辻中（2002：20-27）を参照。なお、本研
究では辻中（2002）の定義に依拠し、外部から把握出来、一定の継続性を持ち公共性を
追求する組織を市民社会組織、その内、政治・政策関心を有した組織が利益団体（辻中  
2002：23）である。利益集団とは、「特殊な、自己利益中心の集団」という一般通年もあ
るが、「（利益は）公共的利益（Public Interest）、公共的な利益集団（public interest group）」
とも理解できるので、本稿では自己利益を追求する利益団体も公共性を追求する市民社
会組織と実態としては同義のものとして扱っている。 
9 なお、辻中・森（2010：16）は、この図を作成する際に、重富（2002）および Pestoff
（1998＝2000）を参考にしている。 
10 政権が短かった民主党政権時代に政策理念として掲げられたのが、「新しい公共」と
いう用語であり、「新しい公共」宣言では、政府以外の多様な市民社会組織の自発性に基
づく「協働の場」という考え方を指すとしている（平成 22 年 6 月 4 日第 8 回「新しい公
共」円卓会議資料、http://www5.cao.go.jp/npc/pdf/declaration-nihongo.pdf、平成 30 年 8 月
16 日アクセス）。 
7 
 
目的別に組織化された NPO とは異なって、伝統的に行政から請けた業務を古くから遂行
しながら、地方政治に利益を働きかける社会アクターである（阿部 2016：45）。 
そして、NPO や社会団体等の非営利組織は、利益集団という側面を持ち、社会の中で、
「準統治機能（坂本 2010：287）」を担っている。準統治機能とは、政府が行う政策形成
や政策執行活動について、市民社会組織が協力し、補助金や助成金等の政府による支援
を受けながら、自主的に秩序形成や公共サービス提供に取り組むことを指す。 
以上から、地域社会運営の枠組みを地方政府―市民社会組織の関係から捉えなおすロ
ーカル・ガバナンスの文脈では、自治会・町内会や NPO、社会団体は、地方政府に加え
たローカル・ガバナンスを構成するアクターである。そして、自治会・町内会、非営利
組織と地方政府の相互作用（対立・協調）から成る関係性は市民に効果的な地域社会運
営を導出するネットワークとして意義がある。以上より、ローカル・ガバナンスでは市
民社会組織を自治会・町内会と非営利組織から把握している。 
 
0.2.3 ローカルの概念 
では、本研究で用いている「ローカル」の概念について明示しておきたい。ローカル・
ガバナンス研究では、「ローカル」の範囲に関する問題11が指摘される（Goss2011;佐藤・
前田 2017：10-11,70）。 
自治会調査は、自治会長を対象としている。自治会長が評価した政策満足度とは、各
コミュニティを単位とした地域状況が集計された特別区の状況を反映している。つまり、
コミュニティの観点から政策のパフォーマンスを把握したものである。一方、非営利組
織は、地域的な区域に留まらず、社会課題の解決を目指し、各々の政策関心を有する目
的集団である。そのため、非営利組織が自治体行政を活動範囲としていたとしても自治
体の政策全般に対する認識は、コミュニティを単位とした自治会長の認識よりも幅広い
と考えられる。 
JIGS 調査の非営利組織データについては、社会団体調査および NPO 調査では同様に
各組織の活動範囲12を尋ねている。活動範囲については、社会団体および NPO も同様に
「１．市町村レベル、2．都道府県レベル、3．複数県にまたがる広域圏レベル、4．日本
全国レベル、5．世界レベル」から選択可能となっている。そこで、筆者はローカルを自
治体の行政活動までを範囲とし「1．市町村レベルおよび 2．都道府県レベル」を包括し
                                                        
11 どれくらいの範囲を「ローカル」として含んでいるのかというのは地理学的検証にお
いては重要な問題とされている。佐藤・前田（2017a：10）は広義に捉え、ローカルの範
囲を「国家より境域の範囲」としているが、どこまでを含むのかという問題は論者によ
って異なる。ローカル・ガバナンス研究の現状をみれば、論者によって、何を地域社会
い運営の問題として扱っているのかという事例が様々であり、どこまでの地理的範囲を
ローカルとすれば良いかは、問題設定とその研究目的に依拠していると考えられる。  
12 設問のワーディングは、「あなたの団体が活動対象とする地理的な範囲は、次の 
どのレベルですか。」となっている。 
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た「東京・特別区」をローカルの範囲として分析に適用した13。 
つまり、本研究では、図 1-1（36 頁）に示した地理的範囲を問題としている。少なく
とも筆者が扱う「ローカル」という概念はコミュニティという自治会を単位とした地域
の基礎的集団範囲から東京都や特別区を活動範囲とした非営利組織の認識までを含めて
いる。そのため本研究では自治会の活動範囲と非営利組織の活動範囲を分けてローカ
ル・ガバナンスを論じているという特徴を持つ。そして、自治会と非営利組織が各々活
動する範囲から評価された政策パフォーマンスを分析できるため、特定のアクターに留
まらない一般的な政策パフォーマンスに対するローカル・ガバナンスのメカニズムが分
析できよう14。 
 
0.2.4 ローカル・ガバナンス 
 ガバナンス（Governance）とは、語源を辿れば英語では「操縦する（pilot）」や「舵を
取る（steer）」ことを意味している（坂本 2009：8）。中でも、画一的な地域社会運営を
行い、政策形成から政策実施に至る全ての政策運営の舵取り（Stearing）と舵漕ぎ（Rowing）
を地方自治体が行うという見方は伝統的ガバナンスの見方である。 
一方で、ローカル・ガバナンス研究では総合行政主体15としてみた地方政府に基づく
地方自治論の在り方とは異なるアプローチから地域社会運営を捉えている（水谷 2016：
120）。ローカル・ガバナンスは伊藤（2015：81）の定義に依れば「ガバナンス論は地方
自治研究にも応用され、連携・協働しながら地域における政策課題の解決や公共サービ
スの供給にかかわっている状態」を指す概念である。これは「地域共有の課題によりよ
く対処するためにいかなる枠組みがありうるのか」（大西 2016：25）という問題に対す
る共通理解として、ローカルにおける多元的なアクターに基づく政策運営が望ましい状
況であることを意味している。 
本研究では主に、地方政府―市民社会組織によって行われる相互作用（対立・協調）
                                                        
13 なお、「2．都道府県レベル」を含めた理由は、N の制約からであるが、東京全域で活
動する非営利組織であったとしても、それは特別区と無関係とは限らない。それ故、本
研究では「2．都道府県レベル」を加味した範囲までを設定している。 
14 ローカル・ガバナンス状況が、必ずしも行政区単位と一致して生じているのかという
と、一概に整理できない場合がある。自治会・町内会は大字や小学校区より狭い区域を
設けた町丁目別に配置されているため、問題状況をコミュニティの問題に設定できるが、
非営利組織については一概に言えない。しかしながら、本研究で用いる非営利組織デー
タでは活動範囲を分けてみているので、特別区ないし東京都の範囲に生じる問題にガバ
ナンス対象を限定できることに留意したい。 
15 総合行政主体としての見方は、平成 20 年 3 月 2 日の「全国町村会」のコラムに於い
て、大森彌によれば、「地方自治法第 1 条の 2 第 1 項（「地方公共団体は、住民に福祉の
増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を
広く担うものとする。」）に係わっている」（全国町村会 online:2671.htm）としている
（URL：http://www.zck.or.jp/column/oomori/2671.htm、平成 30 年 7 月 3 日アクセス）。そ
れは、一元的指揮命令系統を持つ官僚制の効率的運営を前提とする伝統的行政学に依る
ものである（伊藤 2015：81）。 
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を示す概念としてローカル・ガバナンスを理解する。そして、ローカル・ガバナンスの
文脈では市民社会組織と地方政府の協働関係を評価して、第二章では市民に効果的な地
域社会運営を導出する理論としてローカル・ガバナンス論を展開している。 
0.3 本研究の分析アプローチ・論文構成 
0.3.1 政策満足度の地域差の問題に対する 3 つの対応能力からのアプローチ 
では、市民に効果的な地域社会運営のメカニズムを解明する本研究の分析アプローチ
を掲示する。なお、筆者は市民に効果的な地域社会運営を導出するためには（１）政府
の対応能力、（２）地方政府－市民社会組織における市民社会組織の対応能力、（３）コ
ミュニティの対応能力という要因が相互に関係していると考える。そこで、分析アプロ
ーチの骨子を提示するに先立って、今日の地域社会運営に対する筆者の認識（仮説）を
以下に簡単に述べる。そして上記 3 つの視点から望ましい地域社会運営のあるべき方向
性を考察した上で図 0－2 に示す分析アプローチを掲示することにしたい。 
 
市民に効果的な地域社会運営に対する筆者の認識（仮説）： 
従来の地方政府であれば、地方政府が抱える山積した問題に対して政府の画一的で一
元的な公共サービス運営は行政需要に上手く応答することが出来ていた。そのため政策
運営の中心的役割は地方政府が担ってきたといえる。しかしながら、今日は財政難を迎
え地方政府が処理しなければならない問題が多くなってきた中で市民に効果的な地域社
会運営を行うためには地方政府の対応能力だけでは十分ではないと考えられる。むしろ、
山積した問題に対する解決方法としては地方政府が協働型政府を志向し市民社会組織と
の協働を模索することによって解決を図るローカル・ガバナンスから地域社会運営をと
らえる視点が必要である。さらに、市民社会組織から自発的協力を得られるかどうかと
いう非制度的要因に関する問題が伴ってローカル・ガバナンスの明暗が分かれていると
考えられるので、その文脈においてコミュニティのソーシャル・キャピタルの地域偏在
は市民に効果的な地域社会運営に影響を与えている可能性が十分にあると考えられる。   
以上より市民に効果的な地域社会運営を導出するメカニズムには（１）政府の対応能
力、（２）地方政府－市民社会組織における市民社会組織の対応能力、（３）コミュニテ
ィの対応能力が関係している。そして、その影響を受けて政策満足度に地域差が生じる
と考えられる。 
 
（１）政府の対応能力に関する議論 
政府の対応能力が高いほど、政策満足度が高いという議論は Mouritizen（1989）が挙
げた規模と政策満足度に関する関係から考えることが出来る。「都市制度改革を支持する
議論（The reform theory）（Mouritizen 1989＝野田 2013：78）」によれば、都市の規模を
拡大することで、税収面から政策の対応能力を引き上げることが出来るとしている。加
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えて、人口規模の増大は行政運営の人員を増員させ、一人当たりの公共サービス供給コ
ストを少なくさせる。そして、財源が確保されるので一人当たりの税負担が小さくなる
としており、それらは規模の経済に関する議論を援用した考え方である（同上：662）16。
この考えに立脚すれば、政策運営における人的資源である公務員数を増員すれば対応能
力は高くなると想定される。 
 但し、現実には地方政府の画一的行政システムだけで山積した問題を解決することは
難しい。例えば、真山達志は、ローカル・ガバナンス論が浸透した中で、なお一層、自
治体に対する検討を行うために『ローカル・ガバメント論』を編纂しているが、今日問
題が山積した中では、既に「省庁縦割りに即した事業担当や、場合によっては法制度の
枠など、これまでの仕事のやり方や考え方を超えた対応が」行政職員には「求められる」
として、従来型の画一的な政府による一元的なサービスの供給を可能とする職員の政策
形成能力ではなく、環境変化に即した能力の開発に努めなければならないとしている（真
山 2012：32）。 
つまり、従来型のトップ・ダウン型の行政は、画一的な志向によって一元的なサービ
スの供給には長けているかもしれないが、環境の変化に適応しながら、仕組みを変えて
行動変容に移すという能力に長けているとは言い難い。 
しかしながら他の社会アクターとは違って、「地域の問題解決のための総合力」という
観点からすれば、「統合性を必要とされる場面や公権力の行使を伴う業務などについては、
行政がその本分として行動し能力を発揮する」ことができるので、調整という意味では
地方政府の重要な役割としては依然として変わらない。それ故、市民に効果的な地域社
会運営に対しては地方政府の影響も大きいことが考えられる。その一方で、今日山積し
た問題に対する解決方法として政府の対応能力だけで処理することは難しい。 
 
（２）ローカル・ガバナンス研究からの知見 
では、どのように地域社会運営を管理するべきであろうか。このような地方政府だけ
では十分ではないと考えられる場合、ローカル・ガバナンス研究の知見は有用である。 
ガバナンス研究では、ガバナンスが要請される背景として、政府の失敗を例に挙げ、
政府を補完する存在として市民社会組織の対応能力を求めている。ガバナンス論者にと
っては中央政府による一元的管理に対する限界的な発想を持っている。そして理想の統
治形態としては多元的アクターによるガバナンスが望ましい統治プロセスと捉えている。 
今日ではガバナンスという用語は社会アクターが政府の「重要なステイクホルダーと
                                                        
16 また、モウリツェンの原文には、対立した議論として、政治経済理論（political economy 
theory）を挙げているが、それは、都市制度改革に関する議論と逆説的な関係を議論し
ており、ダール＝タフティ（邦訳 1979）の参加の観点からの適正規模に関する議論を援
用している。 
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して、政府と共通の目的つまり公益目的」に向けて、「政策の決定段階、実施の段階、評
価段階に関与」することを意味している（新川 2011b：16）。そして、地方政府と市民社
会組織の間で行われるローカル・ガバナンスの一形態が「協働」である。新川（2011b：
42）は協働を「住民や住民団体、あるいは NPO・NGO や民間営利部門などと行政とが
ネットワーク化されていること、専門分野ごとにある種の政策コミュニティが形成され
ること、そこでは比較的フラットにコミュニケーションが成立し、連携協力関係が構築
されている」（同上：42）状況と捉えている。協働を考えると地方政府を補完する市民社
会組織の役割が重要となる。その意味で、ローカル・ガバナンスを視野に入れた地域社
会運営の対応能力としてはなお一層市民社会組織の対応能力が関係していよう。 
 
（３）ソーシャル・キャピタル論からのアプローチ－コミュニティの対応能力を測る 
一方で、協働は「複数の組織ないしは行為者が、対等な資格で、政策的課題の解決の
ために、領域横断的に行う、自発的かつ透明で開かれた協力関係ないし共同作業」とも
定義される（稲生 2010：48）。そのため、協働という概念には「自発的」な「協力関係
ないし共同作業」という意味が含意されている。つまり、ローカル・ガバナンスにおけ
る非制度的要因の必要性が協働には含意されている。 
他方で、今日の行政学や地方自治の文脈では協働を促進させる制度設計として自治基
本条例が重要視される。自治基本条例やまちづくり条例は市民と政府の関係を明示した
ガバナンス・ルールを定めている。しかし、本来、市民社会組織と行政が行う協働は自
治基本条例などが整備されたとしても法的強制力があるわけではない。一方で、多数の
識者が述べるように行政職員の意識を変えるスローガンとしては地方政府の方針を指し
示す意味で重要な決定事項といえる。しかし、市民社会組織と地方政府の協働水準の実
態を規定しているものではない。そのため何故、協働が活発な地域とそうでない地域で
ガバナンスの明暗が分かれているのかという問題は市民社会組織の自発的協力を得られ
るかどうかという問題と関係している。その文脈において、コミュニティにおけるソー
シャル・キャピタル偏在の問題はガバナンスにとって重要な論点となる。コミュニティ
の対応能力も視野に入れ、市民に効果的な地域社会運営を考える必要がある。 
 
図 0-2 本研究の分析アプローチ（俯瞰図） 
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以上、筆者の認識（仮説）を整理すると、図 0－2 に示すような分析アプローチを採り、
市民に効果的な地域社会運営を導出するために 3 つの対応能力を要因として考える必要が
ある。そこで、筆者は東京・特別区の政策満足度の地域差に対して図 0-2 に示した分析ア
プローチを適用し、東京・特別区のローカル・ガバナンスに関する比較実証研究を行うこ
ととしたい。 
なお、政府の対応能力とは次の様に考えられる。政策満足度は、出力された政策に対す
る市民社会組織の評価を反映しているので、政策が出力されるために必要な資源から政府
の対応能力を捉えることが出来る。それは行政職員数などの人的リソースや財源を指して
いる。つまり、図 0-2 の左端に示している様に行政職員数の規模や財源から対応能力を捉
えると、人的リソースや予算が多い都市であるほど山積した問題に対する地方政府の処理
能力は上昇し、市民に効果的な地域社会運営に寄与すると考えられる17。 
しかしながら、筆者は財政制約下にある地方政府とガバメントからガバナンスへと統治
プロセスが変化している現状を前提としている。財政制約は行政需要に対応する自治体経
営を難航させる。そのため現状の地域社会運営では「新たな公共の担い手」として地方政
府を下支えする市民社会組織が与える影響は大きいと考えられる。 
そこで、筆者は図 0-2 の中央に政府と市民社会組織のガバナンス要因を設定している。
つまり、政策研究に見落としがちであった市民社会要因に着目し、行政学や地方自治の視
点を中心とせず地方政府－市民社会組織の相互作用（対立・協調）によって行われるロー
カル・ガバナンスは市民に効果的な地域社会運営に与える影響が大きいと考えられる。筆
者は組織間関係に着目することで、地方政府の利害関係者として協働する市民社会組織の
対応能力と協働型政府を志向しガバナンス状況への変化に対応する地方政府の対応能力の
関係を分析し、市民に効果的な地域社会運営を導出するメカニズムを明らかにする。 
他方でローカル・ガバナンスには市民社会組織から自発的協力を得られるかという問題
が関わっている。市民に効果的な地域社会運営を導出するためには協働に影響を与えるソ
ーシャル・キャピタルの地域偏在という問題が解決されなければならない。ソーシャル・
                                                        
17 なお、本分析で捕捉している政府の対応能力は一部分にしか過ぎないという批判がある。
政府の対応能力を中心に分析する場合には行政学の文脈で議論される都市行政機構の組織
論を捕捉する必要がある。そのため、本研究で捕捉している地方政府の対応能力は、組織
論的分析アプローチからすれば政府の人的リソースや財源という組織の一部分しか着目し
ていないが故に十分ではない。本来であれば行政職員のガバナンス意識など組織風土も地
域社会運営に着目しなければならないが、本研究では人的リソース、財源からしか測れて
いないことに留意する必要がある。 
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キャピタルに富んでいる地域であれば住民同士のまとまりが良く、自治体に対する信頼も
蓄積されているために協働関係が容易に形成されやすいと考えられる。上記の視点から市
民に効果的な地域社会運営を導出するためには 3 つ目の要因としてソーシャル・キャピタ
ルの影響が考えられよう。 
なお、本研究では市民に効果的な地域社会運営を指し示す代替変数として政策満足度が
設定している。そして、以上の分析アプローチを政策満足度の地域差に適用し、その差異
が生じるメカニズムを明らかにする。 
 
0.3.2 本論文の構成 
研究課題： 類似した制度を導入してもなお東京・特別区の間の政策満足度には何故、地域差が生じるのか 
   
 序章 序論：本研究課題を取り上げ、ローカル・ガバナンスの研究枠組みから分析するアプローチを提示 
   
 第 1 章 研究対象である東京・特別区の概況と本研究課題で取り上げている問題の意義を明確に説明  
   
 第 2 章 ローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から市民にとって効果的な政策運営に関する仮説を導出  
   
 第 3 章 2 章で導き出された仮説を分析し、協働と自治体のネットワーク管理の役割の効果を実証 
   
 第 4 章 2 章で導き出された仮説を分析し、ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてのソーシャル・キャピタルの効果を実証  
   
 第 5 章 本研究から得られた知見を集約し、東京・特別区の政策満足度に地域差が生じる原因に答え、研究の展望を提示する  
出所）筆者作成 
図 0-3 各章の役割と意義 
前節による分析アプローチを確定した上で、筆者は 6 章立ての論文を構成し、本論文の
作成を行った。各章の意義は図 0-3 に示した通りである。 
本研究の序章は、既に議論を進めている様に、本研究課題として設定した「類似した制
度を導入してもなお、東京・特別区の間の政策満足度には何故、地域差が生じるのか」と
いう問題を解明するにあたり、問題設定の意義と分析アプローチ、分析に用いるデータを
詳述する役割を担っている。そして、第一章では主に研究対象である東京・特別区の概況
と政策満足度の地域差が何を意味するのかを示す役割を果たしている。東京・特別区の 23
区内では人口、面積、社会経済的状況に大きな差異が生じており、政策パフォーマンスに
違いがあることは当然の様に思える。しかしながらデモグラフィックな要因から政策満足
度の地域差を考察すると、類似した政策課題を共通している特別区の間でもなお政策満足
度に地域差が生じている。そして、共通した政策課題を有する都市の間で政策パフォーマ
ンスに違いが生じている。また、協働が活発な地域と政策満足度が高水準な地域とが重な
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るケースが幾つか発見されるので、東京・特別区の政策満足度の差異は地域社会運営の違
いを反映している。以上の知見から第一章ではどのようにして市民に効果的な地域社会運
営を導出するべきかを検討する必要があることを指摘している。 
そこで、上記の問題意識を受けて第 2 章ではローカル・ガバナンスとソーシャル・キャ
ピタルに関する先行研究を振り返り、市民に効果的な地域社会運営を導出する仮説を提示
している。そして、第 3 章、第 4 章は第 2 章から得られた仮説が東京・特別区の政策満足
度の地域差に妥当し得るのかを検証する実証研究としての役割を果たしている。 
第 3 章では主にローカル・ガバナンスの先行研究から得られた「協働」と協働型政府と
してガバナンス状況に対応した政府の「ネットワーク管理」に対する効果の検証を行い、
ガバナンスの有効性を分析している。そして、第 4 章ではローカル・ガバナンスの地域差
を問題として設定し、第 2 章から導き出されたようにローカル・ガバナンスの非制度的要
因としてソーシャル・キャピタルが作用して政策満足度とガバナンスに違いをもたらして
いるのかを検証するべくガバナンス、政策満足度に対するソーシャル・キャピタルの有効
性を分析している。 
以上の分析結果を通して第 5 章では本研究の問題である「類似した制度を導入してもな
お、東京・特別区の間の政策満足度には何故、地域差が生じるのか」という問題にローカ
ル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から答えている。そして、ローカル・ガ
バナンスとソーシャル・キャピタル概念が市民に効果的な地域社会運営を導出する要素と
して有効性があることを指摘し、本研究の応用可能性を展望として論じている。 
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0.4 本研究に用いるデータ 
本研究で用いるデータについて詳述する。筑波大学（代表：辻中豊教授）は JIGS（Japan 
Interest Group Study）18研究を立ち上げて、2006 年から 2007 年に JIGS 研究の第 2 波調査（以
下、JIGS2 と表記）を行った。これは文部科学省特別推進研究の一環として行った、日本
で初となる全国規模の市民社会組織調査である。3 レベルの市民社会組織の存立様式およ
び行動様式と地方政府の体系的な実態調査が行われた。データは図 0-4 に示す①「社会団
体調査（「団体基礎構造に関する調査」、以下社会団体調査と表記）」、②「自治会調査（「町
内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、以下自治会調査と表記）」、③「NPO
調査」および、地方政府についても体系的に調査した④「市区町村調査」である（辻中・
森編 2010：17）。本研究はこの 4 調査データを扱い、以下では、4 調査の概要19を記述し、
東京・特別区のデータ状況を概観する。 
 
 
図 0-4 分析に用いるデータ 
 
                                                        
18 JIGS（Japan Interest Group Study）研究プロジェクトとは、日米独韓における地球環境政
策ネットワークの比較政治学的実証分析（Global Environmental Policy Network、略称 GEPON, 
1995-2003）プロジェクトから始め、その団体の基礎構造を把握する研究部門として 1996
年から始まった「団体基礎構造に関する研究会（代表：辻中豊氏）」である 
19 本研究で記した概要部分では、自治会調査の詳細なプロセスの内容は辻中・ペッカネ
ン・山本編（2009）の巻末の付録 1「調査実施のプロセス」および、その調査方法に関す
る記述（同上：32－36）を、社会団体調査に関してはコードブック（辻中 2009a）そして
辻中・森（2010：17-20）を、NPO 調査では、辻中・坂本・山本編（2012：37-39）を、市
区町村調査では、コードブック（辻中 2009b）の概要に依拠している。 
区分 自治会調査 社会団体調査 NPO調査 市区町村調査
調査機関 2006.8～2007.2 2006.12～2007.3 2006.12～2007.3 2007.8～2007.12
対象 自治会の長 団体のリーダー 団体のリーダー 4部署の行政職員
規模 日本全国 日本全国 日本全国 日本全国
母集団数（a） 296,770
（１）
協力自治体（890）
91,101（２）
タウンページ
23,403（３）
内閣府・都道府県HP
1827（4）
調査票配布数（b） 33,438 91,101 23,403 7,308
回収数（c) 18,404 15,791 5,127 4,550
回収率（c/b） 55.0 17.3 21.9 62.2
調査内容
市区町村の概要、住民自治
制度、行政サービス、各種団
体との関係、政策形成過程、
自治体運営への意見など
（１）総務省自治行政局行政課：地録による団体の認可事務の状況等に関する調査結果、2003年7月
（２）NTT番号情報（株）iタウンページ, http://itp.ne.jp/servlet/jp.ne.itp.sear.SCMSVTop, 2005年12月時点
（３）内閣府および各都道府県のホームページからNPO法人数をカウントしている（2006年1月～5月）
（４）4部署の総回収数
出所）辻中・森（2010：18）を一部修正し、引用
団体の概要、活動内容、行政・政党との関係、他団体との関係、組織
の課題・意見、行政の政策評価、リーダーの特徴など
辻中（2006）－JIGS2プロジェクトによる日本の市民社会組織に関する調査（郵送法）
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0.4.1 母集団情報 
 まず、日本の市民社会領域における自治会などの近隣住民組織は、総務省の推計によれ
ば、2008 年時点では認可地縁団体として法人格を取得した団体（35,564 団体）も含めて全
国に、およそ 30 万団体（294,359 団体）いるとされている20。なお、自治会調査の母集団は、
2006 年を調査時点としているので、総務省自治行政局行政課が推計した 2003 年時点の『地
縁による団体の許可事務の状況等に関する調査結果』によれば、296,770 団体となっている。
本調査の自治会調査とは 2003 年に推計された近隣住民組織の数、およそ 30 万団体を母集
団として行われた調査となっている。 
次に、社会団体調査の母集団とは、職業別電話帳（タウンページ）の「組合・団体」（但
し、重複して記載された団体、解散された団体、団体本体と認められない登録情報（団体
の店舗、工場、診療所などの施設類）は除く）となっており、それを「社会団体」と呼ん
でいる。その数は、最終的には N=91,101 団体となっている21。社会団体も自治会調査と同
様に台帳が存在しないので、タウンページで代理的に使用している。つまり、JIGS2 調査の
社会団体調査の母集団とは「電話番号を公開している活動団体」であり、1997 年の第一回
調査（JIGS1）から一貫している（同上：18）。 
 そして、NPO 調査の母集団は、NPO 法人として認定された団体 N=23,403（2006 年 12
月時点）を対象にしたものである22。JIGS プロジェクトでは、電話帳を登録している団体
を母集団としている社会団体調査を補うために、JIGS2 プロジェクトにおける日本の市民
社会組織実態調査では、社会団体調査に加えて、NPO 調査を別途行った（辻中・坂本・山
本編 2012：35）。NPO 調査の母集団および調査設計のプロセスについては辻中・坂本・山
本編（2012：287-292）の「付録 1 NPO 調査の設計と実施」が参考になる。 
                                                        
20 団体数のデータに関しては、辻中・ペッカネン・山本編（2009：23）が引用した総務省
自治行政局行政課（2008）による『地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査結果』
の数値に基づいている。なお、自治会数について、直近の推計値は平成 25 年 4 月 1 日現在
の総務省の推計結果が公表されている（http://www.soumu.go.jp/main_content/000307324.pdf、
平成 30 年 8 月 8 日アクセス。）それによると、平成 25 年 4 月 1 日現在では、自治会数（許
認可地縁団体を含む）は、298,700 団体となっている。なお、許認可地縁団体数は同様に
平成 25 年 4 月 1 日現在の数値では 44,008 団体となっている 
21 母集団数の処理方法については、①i タウンページに登録されている「組合・団体」は平
成 17 年 12 月現在で N=199,856 団体から、②「団体と認められない登録情報（店舗、工場、
診療所などの施設類）」を除外している（辻中・森 2010 編：19）。 
22 母集団を確定させるプロセスとしては、辻中ほか編（2012：37-38）を参照されたい。
内閣府の NPO 法人リストが採択された理由は、①各市民活動団体が任意であるために、正
確な台帳が存在しないこと、②NPO の特徴である「「公益性」、「新興性」、グラスルーツ性」」
（同上：37）は、NPO 法人を対象として把握できるからだとしている。 
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加えて、市区町村調査では、日本の全市区町村を対象として、複数の部署（市民活動、
環境、福祉、産業振興）の課長級以上の職員を対象に調査を行った23。2007 年３月時点の
市区町村数は 1,827 団体となっており、2007 年 8 月から 12 月にかけて 4 部署に 7,808 票の
配票を行った。 
 
0.4.2 調査方法・プロセス・郵送結果 
 次に調査方法・プロセス・郵送結果について述べる。自治会調査の方法は辻中・ペッカ
ネン・山本編（2009：223-228）が詳しい。「付表 1 調査実施のプロセス」によると、自
治会数については現在の政府の公表状況によると、住民基本台帳や有権者名簿の様に正確
で包括的な台帳が存在しない。それ故、自治会と密接な関係が既に構築されていると想定
される市区町村の担当課を通じて、個々の自治会に関する連絡情報を得ることから調査プ
ロセスは始まった。本調査は「市区町村の調査協力」を依頼することから始まり（同上：
223）、調査サンプル数を確定させる方法としては「原則として市区町村ごとの自治会数を
比例配分するかたちで」行っている。加えて、市区町村内の自治会については、無作為抽
出という方法が採用された（同上：35）。配布サンプル数は図 0-4 に示している通りであり、
N=33,438（回収数 N=18,404、回収率 55.0％）の調査票が配布され、過半数の有効回答数が
得られた。 
 加えて、社会団体調査の方法としては、辻中・森（2010：343）の「付録 1 JIGS2 調査
の設計と実施」が参考になる。2005 年 12 月時点の i タウンページを用いて、母集団数を
特定し、2006 年 11 月から 2007 年 3 月にかけて、全数サンプルを対象に、郵送による配布
を行った。配布数は N=91,101（回収数 N=15,791、回収率 17.3％）となっており、回収率
は自治会調査結果より大きく下がるが、1 万 5 千以上の有効回答結果が得られている。そ
して、NPO 調査とは、社会団体調査の枠組みを踏襲した NPO 法人の実態を調査したもの
であるので、主に内閣府・都道府県で認定された NPO 法人を対象に調査を行った。配票数
は、N=23,403（回収数 N=5,127、回収率 21.9％）となっており、2 割程度の回収率となっ
ているが、5 千以上の有効回答数が得られている。 
                                                        
23 4 部署を尋ねることは「領域ごとの政策形成過程の相違を把握」できるという利点があ
る。そして、「政策形成には、資源、権力構造、政治的党派性、社会経済的環境など」の個
別の市区町村で異なる諸要因を検討することが出来るとしている（辻中 2009b：40）庁内
組織の構造はそれぞれの自治体によって異なるが、それぞれの課に相当する部署への回答
を依頼している（辻中 2009b：ⅸ）。 
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 さらに、市区町村調査では、主に市区町村への協力依頼をし、調査票の配布を行った。
回収結果としては、市民活動部署からは N=1179（回収率 64.5％、以下同様）のサンプル数、
環境部署では N=1,139（62.3％）、産業振興部署では N=1,121（61.4％）を得ている。 
 なお、4 調査の回収サンプルの妥当性は既に確認されている。社会団体調査で得られた
回収サンプルを団体分類別の母集団分布と比較してみると「大きくても 1 ポイント程度の
差」しか生じていないため、調査サンプルの代表性は満たされている（辻中・崔・山本 2010：
351）。また、以下同様に NPO 調査の回収サンプルは、都道府県別の NPO 法人数分布およ
び認定された活動分野の都道府県別状況との分布比較を行い、全体の分布の推移が母集団
と変わらないという傾向が得られている。そして市区町村調査に関しては市区町村の人口
規模、地域分布、産業構成（第 1・2・3 次産業就業者比率）、行政職員数の分布と比較し、
いずれも母集団の分布状況とほとんど違いが確認されないために調査結果の代表性は十分
満たされている（辻中 2009b：ⅸ-xiii）。 
 
0.4.3 調査項目の内容 
 以下、調査項目の内容は調査票の大設問の順序に応じて設問内容を羅列したものを示し
ている。4 調査では総じて、市民社会組織の存立様式から始まり、次に他団体関係に関す
る組織・団体の活動状況を尋ねている。本調査では他組織との関係行動に関する体系的な
調査が行われているため、本研究で研究対象となっているローカル・ガバナンスの状況を、
組織レベルからアプローチするには、十分な調査データである。 
 
（１）自治会調査 
①自治会・町内会の基礎情報（発足年数、加入世帯比率、役員の選出の方法等、収入内
訳、支出内訳）、②地域の状況、③自治会活動状況、④自治会―市・区関係（協調・行政媒
介等）、⑤自治会―他団体関係、⑥地域課題の状況と地方政府の取り組み満足度、⑦政策満
足度、⑧自治会長の基礎情報（年齢、性別、交際関係、組織信頼など）について尋ねてい
る。 
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（２）社会団体調査 
 調査項目、内容としては、社会団体調査では、①団体の概要（設立年数、会員・職員数、
会員条件、団体分類、政策関心、活動目的、法人格の有無、活動範囲、主観的影響力認知、
意見に対する認識など）、②他団体関係（設立援助の有無、情報源、行政・政治接触の有無、
要望・働きかけ（直接）、要望・働きかけ（間接）、政党・働きかけ（直接）、行政・政党相
談接触、信頼性、政策満足度、全国団体の有無、全国団体の影響力認知、日本政治に対す
る他団体の主観的影響力、協調・対立関係）、③団体の活動（メディア登場回数、一般人向
けの活動、政党支持経験、政党からの選挙・働きかけ、選挙活動、予算編成働きかけ、要
望・要求手段、政策実施・成功・阻止経験、④団体の存立様式（一般会員の活動内容、会
員同士の交流、組織内部の運営、会員の学歴、職業、団体収入、回答者のプロフィール（学
歴、交際関係、イデオロギー））を尋ねている（辻中 森編 2010：354-366）。 
 
（３）NPO 調査 
 NPO 調査は、社会団体調査の枠組みを踏襲して補完的に NPO 法人の実態を把握した調
査であるので、NPO 調査の設問項目は社会団体調査とほぼ同様の設問を尋ねており、設問
項目は対応関係にある。そのため、詳細な記述は控えるが、NPO 調査では、①団体の概要
として「法人格取得日（登記日）」、「所轄官庁の所在（内閣府かもしくは都道府県の選択）」、
「団体設立理由」、「活動目的（利益代表）」、「NPO 方で定められた活動分野」が、以下同
様に②他団体関係としては「自治会・町内会との関係（連携理由を含む）」が、④団体の考
えとしては NPO の有意な点、行政との関係、政策策定への関与、意見・立場に関する設問
表が加えられている（辻中 2009：93-104）。 
 
（４）市区町村調査 
市区町村調査は、主に 4部署共通設問と各部署に固有の設問が調査票に組み込まれている。
詳しくは辻中（2009b：ⅵ）を参照されたいが、設問項目は以下の通りである。 
まず、4 部署に共通して A)回答者の属性（部署名、役職、在籍期間）、E）各種団体との
かかわり（NPO・市民団体との関わり、諸団体との関係、諸団体の参加、自治会・NPO・
諸団体との接触内容、NPO・市民団体についての意見、行政と団体の接触についての意見）、
F）政策形成（情報源、接触の頻度、接触の方向、政策立案の際に時間をかける事柄、政策
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執行の際に樹脂する事柄、政策形成における各アクターの影響力）、G）職員意識（地方自
治・社会状況についての意見、市民参加の望ましい方法）を尋ねている。 
そして、市民活動部署に限っては、前述した設問項目に加えて、B）住民自治（自治会に
関する条例・要綱、自治会よりも大きな住民自治組織、自治会への業務委託、自治会への
支援・施策、自治会等への補助金交付・資材提供先、自治会等と市町村の望ましい関係、
自治会等の現状・今後についての意見）、C）行政サービスの状況（市民参加制度等への取
り組み・導入年度、行政サービスへの取り組み、外部委託、財政政策への取り組み）、D）
政治状況等（市町村合併、首長支持議員割合、首長への政党支援、革新首長経験、議会実
議員定数、職員数、議員割合、大企業の有無）を尋ねている。 
さらに 3 部署固有の設問としては、F）政策形成の大設問の中で、環境部署では「廃棄物
収集・処理施策の立案・決定手続き」を、産業振興部署では「産業施設誘致・設置の際の
手続き」を追加して尋ねている。 
 
0.4.4 本研究に用いるデータの加工作業 
表 0-1 分析対象地域の一覧 
分析対象地域一覧       
特別区＼調査 自治会 非営利組織 自治体 特別区＼調査 自治会 非営利組織 自治体 
千代田区  〇 〇 渋谷区  〇  
中央区  〇  中野区 〇 〇 〇 
港区  〇  杉並区 〇 〇 〇 
新宿区  〇 〇 豊島区  〇 〇 
文京区 〇 〇 〇 北区 〇 〇 〇 
台東区  〇 〇 荒川区  〇  
墨田区 〇 〇 〇 板橋区 〇 〇 〇 
江東区 〇 〇 〇 練馬区  〇  
品川区  〇 〇 足立区 〇 〇 〇 
目黒区 〇 〇 〇 葛飾区 〇 〇 〇 
大田区 〇 〇  江戸川区  〇  
世田谷区 〇 〇 〇        
        合計 12 23 17 
出所）筆者作成       
筆者は、分析を行う前に、幾つかの加工作業を行っている。JIGS2 データは前述したよ
うに、全国の市区町村を対象としている。それ故、1）研究に用いる地域の抽出作業として、
東京 23 区の特別区に該当するデータのみを抽出するという作業を行った。 
それによると、全国の市区町村のうち、観察可能な特別区に関しては表 0-1 の様になっ
ている。自治会調査では都心（千代田区、中央区、港区）の状況は分からないが、墨田区
や江東区、大田区、北区、足立区、葛飾区等の東京の中でも下町地域と、杉並区や中野区、
目黒区、そして世田谷区などの山の手地域の自治会状況が把握可能である。一方で後述す
る新たに作成した非営利組織データ（NPO 調査＋社会団体調査データの統合、以下非営利
組織データ）に関しては 23 区の状況が総じて把握できる。さらに、市区町村調査は 17 区
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の状況が把握可能である。このように JIGS2 データでは観察対象に偏りがあるということ
に留意する必要がある。また、地域そのものを理解するには限界がある。本研究は定性的
な事例研究ではなく定量研究のデザインを採用しており、本データによって分析すること
が可能な東京・特別区の状況から、特別区のローカル・ガバナンスに関する知見を明らか
にする。 
次に、前述した 2）非営利組織データの作成方法（NPO 調査と社会団体調査データの加
工作業）について説明しておきたい。JIGS2 調査では NPO と社会団体のリーダーを対象に
した調査票の内容がほとんど類似しており、同様の設問項目は対応関係にある。 
現実社会では、NPO も社会団体も第三セクターとして同様の領域で活動していると判断
し、本研究では社会団体と NPO を同一の領域で活動する組織と解釈し、「非営利組織」と
呼んでいる24。具体的には、尋ね方が一致している設問項目を基準とし、リッカート・ス
ケールの設問に関しては選択の順序を整え、社会団体データに NPO データを縦に挿入する
形で統合作業を行った25。その詳細は付表 1 を参照されたいが、主に対応関係のある設問
のみ統合を行っているため、それぞれのデータに固有の設問は分析に用いていない。 
 そして、筆者は東京・特別区の状況を指し示す回収サンプルが、母集団の分布を反映し
ているのか、加工作業の妥当性を確認するために分布状況の確認を行った。表 0-2 は母集
団と回収サンプルの分布を比較したものである。それによれば、まず非営利組織の「3：回
収サンプル数」を代表する母集団には内閣府の「NPO 法人リスト」から得られた「1：NPO
法人数（母集団）」を、そして「2：社会団体（母集団）」には i タウンページの「組合・団
体数（分析対象外は除外）」を用いている。分布状況を確認すると、非営利法人数の母集団
は、組織が都心に集中し、台東区や墨田区にもある程度分布しているという傾向を示して
                                                        
24 なお、本研究で市民社会組織に位置づけている「社会団体」は「団体の基礎構造に関す
る調査」の母集団はタウンページに載っている「組合・団体」であるため、営利組織が含
まれている可能性がある。そのため、必ずしも NPO の様に非営利性が保証されているわけ
ではないデータとなっている。しかし、本研究ではすでに説明している様に第三セクター
として NPO と同様に活動している等、営利団体の活動も市民の利益を媒介して公共性を帯
びている可能性があることを鑑みて、本研究では便宜的に非営利組織として総称している。
そのため、社会団体全般を非営利組織として捉えられるかという問題は本研究の分析アプ
ローチでは検討の余地が残されている。 
25 なお、編集作業の工程については、本論文の巻末資料の付表 1「統合作業の変数一覧」
を参照されたい。社会団体調査は主に、「国」および「自治体」の対象に分けた設問項目と
なっているが、NPO 調査では細微に尋ねており、「国」と「都道府県」、「市区町村」に分
けて設問を構築している。そのため、統合作業の限界としては、社会団体の「自治体」に
合わせて NPO 調査の設問のうち「都道府県」と「市区町村」で分けられている項目を統合
したことである。それ故、非営利組織データには、「市区町村」に対する情報が「都道府県」
と合わさってしまい、「自治体」として情報が集約されていることに留意されたい。 
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いる。それに対して、回収サンプル数も同様の傾向を示している。3 と 4 の割合（パーセ
ント、以下％と表記）を比較してみると、大きくても千代田区の割合の差が 4 ポイント（以
下、pt と表記）程度であり、分布状況は概ね一致している。その結果より非営利組織とし
て得られた回収サンプルの東京・特別区の代表性は満たされている。 
 一方、自治会データは、そもそも 23 区全体が調査されていないため、特別区の状況は限
定的でしか反映されていない。主に山の手地域と下町地域の状況を反映しており、都心の
状況が分からず、全体で比べた場合の分布状況が正確にわからない。そこで、表 0-3 に別
途、観察可能な対象特別区（12 区）だけで分布状況の確認を行った。それによると分布の
割合に大きく違いがないといえる。都心の状況が分からず、限定的ではあるが、本研究で
は回収サンプルが特別区の自治会を代表していると仮定できる。本研究は地域研究が目的
ではないために、観察可能な特別区を対象に、東京・特別区のローカル・ガバナンスの分
析を行うこととしたい。
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表 0-2 非営利組織・自治会数の分布（東京・特別区） 
 １ ２ ３ ４ 5 6 
  
NPO 法人 
（母集団） 
社会団体 
（母集団） 
NPO 法人＋社会団体 
（母集団） 
非営利組織 
（回収サンプル） 
自治会数 
（母集団） 
自治会 
（回収サンプル） 
2005 2005 2005 2006-07 2018 2006-07 
度数 度数 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 
千代田区 355 1603 1958 14.5 412 18.5 109 2.6 - - 
中央区 257 1026 1283 9.5 264 11.9 176 4.2 - - 
港区 434 1390 1824 13.5 359 16.1 230 5.4 - - 
新宿区 434 916 1350 10.0 225 10.1 - - - - 
文京区 181 481 662 4.9 132 5.9 154 3.6 27 7.3 
台東区 104 487 591 4.4 104 4.7 199 4.7 - - 
墨田区 41 178 219 1.6 29 1.3 167 3.9 30 8.1 
江東区 84 260 344 2.5 39 1.8 278 6.6 42 11.4 
品川区 115 282 397 2.9 59 2.7 203 4.8 - - 
目黒区 97 135 232 1.7 37 1.7 82 1.9 9 2.4 
大田区 109 305 414 3.1 40 1.8 217 5.1 43 11.7 
世田谷区 231 274 505 3.7 53 2.4 197 4.6 32 8.7 
渋谷区 311 590 901 6.7 134 6 105 2.5 - - 
中野区 113 156 269 2.0 29 1.3 112 2.6 12 3.3 
杉並区 186 203 389 2.9 48 2.2 161 3.8 21 5.7 
豊島区 161 350 511 3.8 66 3 129 3.0 - - 
北区 72 153 225 1.7 21 0.9 182 4.3 19 5.1 
荒川区 42 134 176 1.3 16 0.7 120 2.8 － - 
板橋区 99 184 283 2.1 32 1.4 220 5.2 27 7.3 
練馬区 142 163 305 2.3 44 2 250 5.9 - - 
足立区 90 180 270 2.0 34 1.5 434 10.2 73 19.8 
葛飾区 42 129 171 1.3 20 0.9 238 5.6 34 9.2 
江戸川区 77 167 244 1.8 29 1.3 276 6.5 - - 
合計 3777 9746 13523 100.0 2226 100 4239 100 369   
出典）1：内閣府（2006）「NPO 法人リスト（東京）」、2：NTT 番号情報（株）i タウンページ（2006）「組合・団体数（重複記載団体、解散団体、認めら
れない登録情報を除く）」4：辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査」、6：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、
但し、5：自治会数（2018）は各自治体 HP 調べ。 
表 0-3 観察可能な自治会の分布状況（東京・特別区） 
  自治会数（母集団） 自治会（回収サンプル） 
  2018 2006-07 
  度数 ％ 度数 ％ 
文京区 154 6.3 27 7.3 
墨田区 167 6.8 30 8.1 
江東区 278 11.4 42 11.4 
目黒区 82 3.4 9 2.4 
大田区 217 8.9 43 11.7 
世田谷区 197 8.1 32 8.7 
中野区 112 4.6 12 3.3 
杉並区 161 6.6 21 5.7 
北区 182 7.5 19 5.1 
板橋区 220 9.0 27 7.3 
足立区 434 17.8 73 19.8 
葛飾区 238 9.7 34 9.2 
合計 2442   369   
出典）同上    
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第1章 政策満足度の地域差問題をめぐる東京・特別区の概況 
では、政策満足度の地域差メカニズムを解明する準備段階として、政策満足度の差異が
何を意味するのかを検討するべく、本章では研究対象である東京・特別区の概況に関する
考察を行う。 
そこで、まずどのような地域で政策満足度が高いのかという問題に答える前に、東京・
特別区におけるデモグラフィックな要素や産業構造、また市街地の拡大分布の状況等を整
理して都市の居住特性の違いを把握する。そして、区民の居住特性の地域分布を確認する
ために社会地区分析を行い都市の概況を示す。 
次に、本研究課題として設定されている東京・特別区の政策満足度の地域差の問題を取
り上げて、その状況を説明する。具体的には、東京 23 区の地理的分布を図 1-1（36 頁）に
示す。そして、本研究の主要な問題である東京・特別区における政策満足度の地域差の状
況を表 1-5（33 頁）および図 1-2（37 頁）の散布図を作成して概観する。 
続いて、地域の間に生じる政策満足度の差が何を意味するのかを確かめるべく以下の三
つの視点から考察を行う。一つは社会経済状況の違いに照らし合わせながら政策満足度の
地域差の考察を行う。具体的には本章の前段階の分析によって得られた社会地区分析と政
策満足度の関係を分析する。類似した制度といえども居住特性の異なる特別区では、どの
ような地域の間で政策満足度の違いが表れているのかを確認する。そして社会地区の共通
性と差異に着目して政策満足度の違いを考察する。 
二つ目には政策満足度指標に関する問題に着目して考察を行う。筆者の理解では政策満
足度は、市民から入力された要望が変換された出力（政策）に対する評価を反映している
ため、都市の政策パフォーマンスと連動していると考えられる。しかしながら、政策満足
度は主観的評価であるために誤った認識に基づく評価であるという批判は免れない。そこ
で、政策パフォーマンスを別に設定して政策満足度との関係を分析し、誤認という政策満
足度の問題に対する考察を行う。 
以上の考察を整理した後、居住者特性の違いを考慮した上で政策パフォーマンスの違い
が確認され、政策満足度の地域差は地域社会運営の違いを反映している可能性がある。そ
れを受けて、三つ目にはローカル・ガバナンスの視点から協働・まちづくりの先端事例の
頻出・頻度を調べることによって地域社会運営の違いに着目して考察することにしたい。 
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1.1 東京・特別区の概況 
東京都は、日本列島のほとんど中央に位置し、周囲に千葉県、埼玉県、山梨県、神奈川
県に囲まれた東西に広がる、政治、経済、社会の中心であり日本の首都である。そして、
東京の基礎自治体は現在では 26 市、5 町、8 村となっており、首都圏機能を担う、市と同
等の基礎的な自治体が 23 区の特別区である。特別区全体の人口・世帯数（国勢調査）は
2015 年時点では、927 万 2,740 人、世帯数は 480 万 1,194 世帯となっており、1985 年（人
口 835 万 4,615 人，世帯数 332 万 678 世帯）と比べると人口は約 100 万人、世帯は約 150
万世帯が増加した「東京大都市地域」である（藤野 2017：3）。以下では、（１）人口・面
積・密度・行政職員数、（２）産業構造の分布と市街地拡大の歴史、（３）都心・下町・山
の手の居住者特性という観点から、23 区の地理的状況について概観しておきたい。 
 
（１）人口・面積・密度・行政職員数 
区別の概況に関しては規模から次のことがいえる。筆者は、平成 18 年 1 月時点の住民
基本台帳による人口および可住地面積をもとに、人口密度を算出し、加えて人口１万人当
たりの一般行政職員数の算出を行った（表 1-3・表 1-4 を参照）。 
それによると、都心部の千代田区は人口が 5 万人程度で、可住地面積も 11.64 ㎢と大き
くないために密度が最も小さく、中央区や港区も人口密度がやや少ない。23 区の傾向とし
ては、都心部を除いた各特別区は、比較的人口密度が 1 万人以上に推移している。一方で、
人口が最も多いのは都心部を挟んで西側の山の手地域に位置する世田谷区（82万 5458人）
や練馬区（68 万 6237 人）、そして過去 30 年間で 3 ㎢ほど埋め立てを行って拡大した大田
区（67 万 6342 人）や下町地域に位置する江戸川区（66 万 896 人）や足立区（64 万 5770
人）となっている。人口が多い分、多様なニーズに応答する必要がある。また世帯人口が
多いために世代間の交流や新旧住民の交流などのコミュニティ政策が重要となってくる。 
一方で、特別区の特徴について政府の一般行政職員数からみると、人口規模と行政職員
数にはギャップが存在している。行政職員数／人口（万人）の 23 区全体平均は 66.55 人と
なっている。それを超える特別区とは千代田区（202.95 人）、中央区（121.98 人）、港区（101．
79 人）と人口が小さい都心部となっている。つまり、人口が少ないのにもかかわらず首都
圏機能が集中しているために行政規模は最も大きい。次いで、副都心に位置づけられる渋
谷区（92.41）や台東区（88.11）、豊島区（84.23）の職員数が多い。さきほど挙げた人口規
模の大きい都市は職員数が最も少ないという特徴を持つ。人口規模が高いことは、言い換
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えれば多様なニーズを持った人が定住していることを意味する。しかしながら、23 区の状
況を人口規模と政府の行政職員数という観点から考えると、サービス水準の需給関係には
ギャップが生じている可能性がある。 
 
（２）産業構造の分布と市街地拡大の歴史 
続いて、地域の地理的分布や経済社会状況に対する 23 区の状況について概観していき
たい。23 区は大きく分けて都心部、下町地域、山の手地域で異なる地域特性を有している。
さらに、それは東京の市街地拡大の歴史と関係しており、産業構造の分布に表れている。 
東京の産業構造は、第二次産業事業所比率および第三次産業事業所比率の構成比から読
み取れる（表 1-3・表 1-4 を参照）。向島などが統合された墨田区（31.94）や団地が残存し
ている荒川区（31.76）、柴又で有名な葛飾区（27.34）や、足立区（25.70）、江戸川区（23.44）
などの下町地域は工業集積の地域として第二次産業比率が高い。 
次に、第三次産業比率が高いのは、渋谷区（93.68）、港区（93.37）、千代田区（91.8）、
新宿区（91.06）となっており、都心部および副都心部で顕著である。また、数値には示し
ていないが、杉並区や世田谷区、練馬区や目黒区などの都心部を挟んで西側に位置する特
別区は住宅街としての地域特性を有している。現在は京王線、小田急線、大井町線、井の
頭線などの人口の増大とともに交通網が発達し、東京西部の郊外として住民が定住してい
る地域といえる。 
倉沢（1986：21）は、東京の都市化の発展を「関東大震災までの時期」、「昭和戦前期」、
「戦後復興期・高度経済成長期」の 3 つに分けている。中でも下町地域に工場が集積した
背景としては明治の時代に遡る。国策として掲げられた殖産興業の推進政策によって工場
集積が始まった。企業は下町地域に工場を建設し、現在の台東区・浅草周辺に皮革工業が、
中央区・京橋に、印刷業がそして港区・芝浦に機械工業が集積し、墨田川や荒川領域の本
所や月島地区等には「染織、機械、化学をはじめ各種の工場が密集」するようになった。
関東大震災を経験し、焼け野原となった後も、下町地域に関する都市計画の区画整備の基
調としては工業集積の用途地域が指定されるようになり、下町地域は「住工混在の商・工
業地区」としての歴史を経験している（倉沢 1986：21-23）。 
加えて、首都圏機能が都心部に作られたことは、明治初期に国家行政組織が東京に移転
し、中枢管理機構として企業の本社機能が集積したことに端を発して、都心部は東京の中
心、国政の中心、ビジネス街の中心として位置付けられている。 
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一方で、現在の杉並区や世田谷区、そして板橋区などの都心部を挟んで西側の特別区が
区として再編されたのには「昭和戦前期」以前に起きた関東大震災（大正 12 年）が関係し
ている。関東大震災によって、現在の中央区の日本橋（100％消失、以下消失の割合を示し
た数値を表記）、京橋（86％）、千代田区の神田（94％）、江東区の深川（83％）、台東区の
浅草、隅田宇の本所（95％）はほとんど消失してしまい下町の一帯が壊滅となった。震災
の影響を受けて、人口が都心・下町部分から西側の郊外部に増えたのである。そして山の
手地域は住宅地として整備された、住宅街としての特徴を有している（倉沢 1986：23-26）。 
 
（３）都心部・下町・山の手の居住者特性 
では、都心部、下町地域、山の手地域と地域の景観・特色が大きく異なる中で、特別区
を構成する居住者の傾向には、どのような違いがあるのであろうか。23 区の居住者傾向の
違いを把握する方法は都市社会学の中で研究されている。それは計量的に都市内部の構造
を把握するために 500 メートル・メッシュや町丁目データを利用してコミュニティの単位
別に違いを明らかにした『東京の社会地図』研究である（倉沢 1986；倉沢・浅川編 2004）。
官公庁等の統計情報から得られたデモグラフィックな要因をもとに社会地区分析26という
手法を用いて、居住者の類似傾向を抽出している。加えて、戸川（2017）は、倉沢（1986）
の分析を援用して、2012 年時点の 23 区の社会地区状況から、地域特性の傾向について検
証を行っている。 
社会地区分析から導かれる地域の居住者特性とは、例えば、倉沢（1986）の枠組みに準
拠した取得可能な変数群を用いた戸川（2017）の分析によれば、主に都市化度、治安、用
途地域（産業構造）、家族的地位特性（住民構成）、活力特性、社会経済的地位特性（地域
社会経済変数）などの 6 因子が抽出されている。家族的地位特性は、都心部よりも下町、
山の手エリアの方が高水準という共通した特徴がある一方で、治安特性には 3 地域で特徴
が分かれているなど、6 因子による違いは、社会地区のスケールに留まらず、都心部、下
町、山の手という 3 区分にも表れている27。そこで、筆者は戸川（2017）の分析時に用い
                                                        
26 都市研究の中で社会的に似通った人々が暮らす地域を統計学的に析出し、地域を各特徴
毎に類型する社会地区分析という手法を用いることにする（浅川・玉野：2010）。類型され
たエリアは社会地区（Social-Area）と呼ばれるが、社会地区分析は社会調査から得られた
居住者の意識や行動などのミクロデータや、官公庁が実施した国勢調査などの小地域集計
データから得られた地理的情報をもとに、質的に似通った居住者特性を見出して地域を類
型化する手法を指す。 
27 戸川（2017：129－130）によれば、家族的地位特性が都心よりも山の手・下町エリアの
方が高水準であること、産業構造（用途地域）指標は、都心、山の手地域では商業地域の
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られた変数の 2008 年時点のデータを収集し、本研究課題である JIGS 調査時点に合わせた
東京 23 区の社会経済状況に関する社会地区を抽出することとした28。方法としては上記に
示した諸変数の 2008 年時点データを収集し、主成分分析（バリマックス回転）を実行し、
地域の特徴の分類を試みた29。 
主成分分析に用いた指標とは、表 1-3 及び表 1-4 に載せている諸変数となっている。性
質別にみていくと、例えば、「人口密度」、「一般行政職員数（万人：人口）」は、都市化度
ないし政府規模に関する性質を、「昼夜間人口比率」は「社会的異質性」を、「第二次（第
三次）産業事業所比率」は「産業構造」を、「認知刑法犯罪件数／人口（万人）」は「治安」
を示している。以下、同様に「家族的地位特性」については、「平均世帯数」、「持ち家比率」、
「核家族世帯比率」、「女親と子供世帯比率」、「年少人口比率」の指標から複眼的に測って
いる。そして、「65 歳以上単独世帯比率」、「老年人口比率」は居住者の「活力特性（倉沢 1986）」
を測っている。地域社会経済変数は、主に「労働力率」、「ホワイトカラー比率」、「サービ
ス業就業者比率」、「最終学歴（短大・大卒以上）」の比率から測ったものである。 
筆者は、上記 17 変数（単位：特別区集計）の標準化得点を用いて主成分分析（バリマ
ックス回転）を実行した。その結果は表 1-1 に示している。表は分析に用いられた 17 変数
が 4 因子に縮減された各主成分と、各主成分得点を説明する各変数の因子負荷量を示して
いる。分析の妥当性を測る統計値には KMO 値を設定している。KMO 値は 0≦KMO≦1 を
推移し、サンプリング適切性基準は 0.6 以上の値を示していれば分析結果を許容すること
が出来るので本結果は 0.664 であるため統計的に望ましい結果を示す。さらに寄与率は約
89.7％が説明されており分析結果の妥当性は十分に得られている。 
それに依拠して各特別区別に計算された 4 つの主成分得点を分析結果として採用してい
                                                                                                                                                                  
指標を示し、下町地域は工業特性に顕著な地域であること、社会経済的地位特性の指標は
都心部、山の手地域の高等教育修了者及びホワイトカラー就業者比率が高いのに対して下
町地域については対照的であることなど、産業構造特性の傾向と一致傾向も得られている。
演繹的社会地区分析指標では家族的地位特性、社会経済的特性、都市化特性がきれいに 3
区分エリアごとに分離しており、社会地区研究の知見から社会関係の構造に一定の違いが
あると考えられる。 
28 なお、2008 年時点のデータが収集できなかったものに関しては、2008 年時点に近いデ
ータを集めている。出所等の詳細については表 1-3 および表 1-4 の註を参照されたい。 
29 なお、本研究では、戸川（2017：128）が用いた重化学工業事業所比率、および、工業・
作業所・鉱業所数、織物衣服身の回り品小売り事業所比率、卸売事業所比率などの産業構
造を規定する要因としては、「第二次作業事業所比率」、「第三次産業事業所比率」に代替さ
せている。さらに、治安特性には、交通事故発生件数（㎢）を除外し、犯罪件数（㎢）の
み用いており、都市化特性としては、流入人口（5 年前と比較）が含まれていないことに
留意されたい。 
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る。筆者は 4 つの主成分得点を用いて、その中でそれぞれの特別区が最大の値を示す得点
を、各特別区の特性を示す代表値と解釈した。そして各特別区を代表する値を基に 23 区を
4 つの地域にグルーピングするという作業を行った。これは 23 区を主成分 1 が突出した地
域、主成分2が突出した地域という様な意味を成す 4地域に類型していることを意味する。 
表 1-1 東京・特別区の地域特性（１）（主成分分析：バリマックス回転） 
回転後の成分行列     
精度 
KMO 値 0.664 
N 23 
寄与率 89.7 
区別 成分 
1 2 3 4 
類型 
下町地域 都心部 下町・山の手 混在地域 山の手地域 
9 区 3 区 6 区 5 区 
39.1% 13.0% 26.1% 21.7% 
Z ホワイトカラー比率（H17） -0.895 0.323 -0.132 -0.189 
Z 第二次産業事業所数比率（H16） 0.878 -0.248 -0.152 0.243 
Z 第三次産業事業所数比率（H16） -0.877 0.249 0.154 -0.244 
Z 最終学歴（大卒・短大）割合（H16） -0.849 0.255 -0.185 -0.115 
Z 女親と子供世帯比率（H17） 0.816 0.177 -0.102 0.489 
Z 労働力率（H17） 0.800 0.074 -0.051 0.118 
Z 一世帯当たり人員（H17） 0.752 -0.085 -0.425 0.467 
Z 核家族世帯比率（H17） 0.685 -0.066 -0.501 0.494 
Z 年少人口率（H17） 0.669 0.099 -0.657 0.206 
Z 認知刑法犯罪件数／人口（万人） -0.186 0.886 0.342 0.046 
Z 可住地面積当たり人口密度（H18）  0.005 -0.872 0.337 -0.087 
Z 一万人当たり一般行政職員数（H18） -0.276 0.856 0.333 0.055 
Z サービス業就業者比率（H17） -0.052 0.241 0.893 -0.103 
Z 老年人口率（H17） 0.287 -0.030 0.690 0.584 
Z65 歳以上単独世帯比率（H17） 0.539 -0.086 0.160 0.783 
Z 持ち家比率（H17） 0.239 0.308 -0.219 0.775 
固有値 6.392 2.791 2.662 2.504 
負荷量平方和 39.953 17.442 16.640 15.649 
因子抽出法: 主成分分析 （バリマックス回転）     
出所）筆者作成     
表 1-2 東京・特別区の地域特性（２）主成分得点結果 
区分 
主成分１ 主成分２ 主成分３ 主成分４ 
家族・労働 治安・規模 商業・高齢者 老年・住宅 
下町地域 都心部 下町・山の手混在 山の手地域 
足立区 1.674 0.082 -0.211 0.514 
江戸川区 1.541 0.232 -1.830 -1.696 
葛飾区 1.428 0.040 -0.384 0.817 
墨田区 1.426 -0.260 0.514 0.016 
荒川区 1.099 -0.582 0.816 0.756 
江東区 0.775 0.304 -1.311 0.019 
大田区 0.656 0.087 -0.817 -0.350 
板橋区 0.529 -0.477 -0.176 -0.087 
品川区 0.085 -0.222 -0.004 -0.794 
千代田区 -0.324 3.884 0.307 0.816 
中央区 -0.734 1.293 -0.033 -1.403 
港区 -1.408 0.788 -0.068 0.286 
台東区 0.267 -0.066 2.043 1.817 
豊島区 -0.166 -0.496 1.782 -0.439 
新宿区 -0.276 -0.048 1.255 -1.505 
北区 0.408 -0.587 1.031 0.121 
中野区 -0.673 -0.980 0.764 -1.410 
渋谷区 -0.951 0.239 0.494 -0.692 
練馬区 -0.874 -0.797 -1.226 2.362 
文京区 -0.926 -0.518 -0.761 0.211 
目黒区 -1.006 -0.593 -0.399 0.405 
世田谷区 -1.181 -0.522 -1.320 0.328 
杉並区 -1.369 -0.799 -0.466 -0.091 
出所）筆者作成    
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表 1-1 の分析結果によると、23 区は次の特徴によって分けることができる。なお、各特
別区の主成分得点の結果は表 1-2 に示している。表 1-1 および表 1-2 を参照しながら分析
結果を読み取ると、まず主成分 1 は足立区、江戸川区、葛飾区、墨田区、荒川区、江東区、
大田区、板橋区の下町地域と品川区の計 9 区に共通した特徴を持っているため、第一主成
分は「下町地域」の特徴を示している。以下同様に第二主成分は「都心部（3 区）」の千代
田区、中央区、港区、第三主成分には「下町・山の手混在地域（6 区）」の新宿区、台東区、
渋谷区、中野区、豊島区、北区、第四主成分得点には「山の手地域（5 区）」の文京区、目
黒区、世田谷区、杉並区、練馬区がグルーピングされた。 
本分析では、地域のグルーピングには 4 つの分類が妥当であることを示唆している。主
成分得点にまとめられた地域は等質的、分けられた地域は異質的居住者特性を示す。以下
では表 1-2 の主成分得点を参考として下町、山の手、都心の内部にどのような共通性と差
異がみられるのかを概観することにしたい。 
まず、下町地域の中でも足立区（1.674）、江戸川区（1.541）、葛飾区（1.428）、墨田区（1.426）、
荒川区（1.099）の主成分得点が最も高く、板橋区（0.529）の水準が最も低い。下町地域
は工場集積地域であるため、それと関連してホワイトカラーの就業者比率が最も少なく高
学歴の卒業者が少ない。但し、いまだに「職住一致」している向島等の墨田区などがあり、
人口も比較的多い地域であるから家族的地位特性の指標の中でも女親と子供世帯比率や平
均世帯人員数が高くなっている。つまり、23 区の中でも多くの住民は下町地域に定住して
おり、ブルーカラー就業者が多い地域であることを意味する。一方で、表 1-1 の分析結果
よると認知刑法犯罪件数/人口（万人）（-0.186）は比較的少ないという傾向が示されている。
それを踏まえると、犯罪が少なく比較的住みやすい環境は子育てしやすい環境となってい
る可能性がある。 
続いて、第二主成分にまとめられた都心部のうち主成分得点は千代田区（3.884）が最も
高く、次いで中央区（1.293）、港区（0.788）の順に値が大きくなっている。主成分得点を
みると、認知刑法犯罪件数（0.886）、一般行政職員数（0.856）の値が正に対応しており、
人口密度（-0.872）と負に対応している。つまり、犯罪件数は他の地域に比べて最も多い
こと、行政職員数が高いこと、そして人口密度が少ない、という特徴が他の地域と最も異
なっているのが都心部となっている。この含意は人口が少ない割に行政職員数が多いため
に手厚い公共サービスが保証されていることを意味しているとも考えられる。また都心部
はホワイトカラーの就業者数が多く、高学歴・高収入で商業集積という特徴を持っている。
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なお千代田区に限っては核家族世帯、年少人口、女親世帯比率が高い。これは単身世帯が
多く、子育て世代が多いので、政策としては家族を対象とした公共サービスも必要となっ
ていることを意味する。さらに前述したように、犯罪件数が多い都心部では夫婦と子供が
いながらも安全面では十分注意が必要な地域となっており、コミュニティにおける防犯活
動などのサービスに対しても十分に気を払わなければならない地域でもある。 
そして、下町・山の手混在地域については台東区（2.043）、豊島区（1.782）、新宿区（1.255）、
北区（1.031）の主成分得点が高く、順に中野区（0.764）、渋谷区（0.494）まで共通した特
性を持つ地域としてまとめられている。副都心である新宿区や渋谷区や豊島区、台東区が
集約された。特徴としては老年人口が多く、サービス業就業者比率が最も高いので商業地
域としての特性も示している30。下町、山の手地域の老年人口比率は台東区（22.8％）、北
区（21.6％）、豊島区（19.6％）、新宿区（18.6％）の順に大きくなっており、既に台東区や
北区は超高齢社会（老年人口比率 21％以上）に突入しており、一方で年少人口も少ないこ
とから、行政はその課題への対応が求められている地域といえる。 
さらに山の手地域は高級住宅街の地域であるから、持ち家比率が高く、単身の高齢者世
帯が多く、核家族世帯比率が高い。表 1-2 によれば特に練馬区（2.362）が最も主成分 4 を
代表しており、次いで目黒区（0.405）、世田谷区（0.328）、文京区（0.211）の準に値は推
移している。また、杉並区（-0.091）は主成分 4 にまとめられている一方で、値が若干程
度、負に対応し、持ち家比率が比較的少ない。山の手地域は犯罪件数も下町に次いで少な
く、安全で豊かなコミュニティといえる。 
以上の分析より、東京 23 区の社会地区は「都心部」、「下町」、「山の手」、「下町・山の
手混在地域」の 4 類型に分けられる。地域によって定住人口の構成には違いがある。山の
手地域は単身高齢者比率が高く、下町・山の手混在地域では年少人口比率が低く少子高齢
化の問題が課題となっている。そして千代田区等の都心部では比較的経済的には豊かな地
域である一方で犯罪等の問題が挙げられる。居住者特性や社会経済状況は大きくことなる。
                                                        
30 老年人口比率とサービス業従業者比率がまとまった背景には、戸川（2017：130）が分
析した町丁目データを用いたクラスター分析から考えると、活力特性である老年人口比率
は都心、下町、山の手地域というようにきれいに分離するものではない特徴が挙げられる。
また、豊島区や台東区などはサービス業の中でも卸売業の商業集積がある地域でもある。
サービス業従業者比率の様な社会経済的地位特性と活力特性は町丁目別分析結果からは、
違いを正確に把握することが出来る一方で下町、山の手地域の双方に共通して混在するケ
ース（町丁目）が複数あるため、下町と山の手混在地域の特徴として上手く分離されてい
ないと考えられる。 
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表 1-3 記述統計―東京・特別区の社会地図分析変数一覧（１） 
性質（操作化） 治安 家族的地位特性 活力特性 産業構造 
 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
特別区 
認知刑法犯罪件数
／人口（万人） 
平均 
世帯数 
持ち家 
比率 
核家族世帯
比率 
女親と子供
世帯比率 
年少 
人口率 
65 歳以上単
独世帯比率 
老年人口
率 
第二次産業事
業所比率 
第三次産業事
業所比率 
  件数 世帯数 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
  H17 H17 H17 H17 H17 H17 H17 H17 H18 H18 
23 区全体 269.40 2.02 46.00 46.72 6.42 10.08 20.93 18.77 16.70 83.26 
千代田区 1128.71 1.98 53.00 45.21 7.38 10.38 21.38 20.16 8.17 91.80 
中央区 388.85 1.76 43.00 38.25 5.05 8.88 14.49 16.26 6.03 93.95 
港区 392.11 1.78 48.60 39.17 5.79 9.24 18.17 17.75 6.60 93.37 
新宿区 399.45 1.75 35.60 36.34 5.14 7.91 17.42 18.56 8.92 91.06 
文京区 146.33 1.92 46.90 43.03 5.67 9.70 17.75 18.31 15.25 84.75 
台東区 379.14 2.05 55.60 46.38 7.10 9.03 27.94 22.83 18.55 81.44 
墨田区 191.63 2.14 48.20 50.87 7.49 10.58 24.00 20.18 31.94 68.04 
江東区 160.57 2.21 48.50 57.22 7.76 11.45 22.67 17.28 23.44 76.53 
品川区 236.02 1.94 44.60 43.75 5.88 9.32 17.65 17.96 17.16 82.82 
目黒区 137.53 1.96 48.00 45.87 5.79 9.09 19.45 17.56 11.13 88.80 
大田区 151.31 2.10 47.70 49.76 6.36 11.13 20.13 18.38 25.41 74.57 
世田谷区 144.51 1.98 49.70 46.25 5.49 10.29 17.13 16.90 10.51 89.31 
渋谷区 433.29 1.76 41.50 37.36 5.01 7.87 17.06 18.14 6.29 93.68 
中野区 180.33 1.79 33.90 37.01 5.06 8.32 15.11 18.19 10.76 89.21 
杉並区 145.18 1.86 40.50 40.56 4.97 8.89 17.23 18.61 9.45 90.49 
豊島区 360.05 1.83 41.90 38.44 5.46 7.41 21.76 19.62 10.84 89.14 
北区 172.95 2.02 38.50 46.99 7.18 9.40 24.24 21.64 17.32 82.66 
荒川区 183.52 2.19 50.80 51.17 7.66 10.61 24.98 20.80 31.76 68.23 
板橋区 171.53 2.09 44.90 50.36 6.95 10.76 22.40 18.74 21.15 78.84 
練馬区 158.35 2.29 51.20 58.71 6.68 11.56 28.85 18.89 16.78 83.16 
足立区 203.80 2.34 48.90 58.44 8.50 12.87 27.79 19.78 25.70 74.28 
葛飾区 161.10 2.35 52.50 58.22 8.20 12.58 26.51 19.85 27.34 72.64 
江戸川区 170.05 2.30 43.90 55.25 7.01 14.51 17.26 15.39 23.67 76.28 
データ元：１）    認知刑法犯罪件数（H19）＝H19『警視庁の統計』、人口（H19）＝H19『住民基本台帳』     
      ：２～6、8）「1 世帯当たり人員」、「核家族世帯数（H17）」、「女親と子供から成る世帯（H17）」、「一般世帯数（H17）」、「持ち家比率（H17）」、「人口総数（H17）」 
「H1「年少人口（H17）」＝H17『東京都の人口』 
      ：７）    「65 歳以上高齢者単独世帯数（H17）」＝「特別区における単独世帯等の状況－「特別区の低所得者の実態と支援」基礎調査―」
（https://www.tokyo-23city.or.jp/research/jishu/document/2009_07_setai.pdf、平成 30 年 7 月 29 日アクセス） 
      ：9～10） 「第二次産業事業所（H18）」、「第三次産業事業所（H18）」、「事業所数（H18）」＝H18『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』 
表 1-4 記述統計―東京・特別区の社会地区分析変数一覧（２） 
性質（操作化） 経済社会状況 コミュニティ歴史 規模 
社会的 
異質性 
 11 12 13 14 15 16 17 18 
特別区 労働力比率 
ホワイトカラー比
率 
サービス業就業
者比率 
最終学歴（短大・
大卒以上）比率 
非営利組織 
設立年 
一般行政職員数
/人口（万人） 
人口密度/面積
（Km2） 
昼夜間人口比率 
  ％ ％ ％ ％ 年数 職員数 人口密度 ％ 
  H17 H17 H17 H22 H18 H18 H18 H17 
23 区全体 56.92 28.76 11.43 38.01 1979.74 79.25 138.63 166.42 
千代田区 58.06 32.95 12.06 48.05 1967.97 202.95 3975.86 2047.3 
中央区 55.76 32.81 12.75 48.86 1956.66 121.98 10115.76 659.50 
港区 46.06 33.40 12.37 41.88 1980.83 101.79 9670.65 489.40 
新宿区 53.13 29.60 12.88 37.28 1974.95 82.50 16760.07 253.50 
文京区 57.39 31.62 9.90 47.22 1971.69 79.05 16563.40 177.40 
台東区 60.34 25.87 13.84 32.45 1968.78 88.11 16914.70 185.60 
墨田区 64.08 25.63 11.44 31.21 1972.15 79.49 17045.50 113.60 
江東区 63.09 28.43 10.40 38.49 1979.70 55.49 10836.76 116.60 
品川区 58.87 28.79 11.46 39.17 1972.58 62.87 15185.88 146.40 
目黒区 55.93 31.87 11.10 42.83 1983.15 78.00 17425.24 109.10 
大田区 60.95 27.52 10.38 37.81 1979.43 66.06 11374.74 99.00 
世田谷区 53.65 31.54 10.15 44.24 1984.55 52.76 14212.43 89.70 
渋谷区 51.83 30.73 11.80 41.27 1978.62 92.41 13718.60 272.40 
中野区 49.59 29.97 12.11 40.86 1990.57 76.24 19774.48 92.00 
杉並区 54.29 31.51 10.43 51.61 1987.77 60.97 15502.06 84.10 
豊島区 56.69 27.96 13.08 33.11 1985.39 84.23 19366.88 162.30 
北区 58.59 27.47 11.70 33.35 1998.00 70.62 16052.80 93.00 
荒川区 58.02 24.24 12.16 31.30 1975.25 76.30 18734.90 96.30 
板橋区 59.23 27.41 10.87 33.71 1981.93 62.24 16281.54 89.90 
練馬区 51.25 28.75 9.82 39.17 1988.77 61.54 14249.11 82.40 
足立区 60.95 23.14 11.19 23.96 1990.75 55.00 12138.53 86.60 
葛飾区 62.28 24.32 11.05 27.37 1976.36 61.27 12618.66 80.70 
江戸川区 59.10 25.90 10.04 29.02 1988.08 50.89 13281.67 81.80 
データ元：11～13）「労働力人口（H17）」、「就業者数（H17）」、「ホワイトカラー職人口数（管理職数＋事務職数）（H17）」、「サービス業従業者数」＝H17『東京の人口』 
      ：14）   「最終学歴人口（H22）」、「最終学歴人口（短大・高専＋大学・大学院）（H22）」＝H22『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』 
      ：15）   「非営利組織・設立年（区別平均）」＝辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査 
      ：16）   「一般行政職員数」＝H18『都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）』、「人口（住民基本台帳）」＝H18『総務省自治行政局市町村課』
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/020918.html、平成 29 年 8 月 6 日アクセス） 
      ：17）   「人口（H18）」、「可住地面積（ha）（H18）」＝H18『東京の統計』 
      ：18）   「昼夜間人口（H17）」、「人口（総務省統計）（H17）」＝H17『東京の統計』 
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1.2 東京・特別区における政策満足度の地域差に関する予備的考察 
1.2.1 東京・特別区における政策満足度の地域分布 
では、社会経済的状況の異なる地域の中で類似した特別区という制度を有する都市の間
ではどのような政策満足度の地域差の問題が生じているのであろうか。本研究では主に辻
中豊氏が「JIGS2 プロジェクト」の中で行った 4 つのサーベイ・データを基本とし、その
中で、市民社会組織からみた政策満足度の地域差を問題とする。具体的には、自治会・町
内会（以下、自治会。）と NPO・社会団体（以下、非営利組織と表記。）調査の自治体の政
策に対する全般的な満足度（5 件法、以下、政策満足度と表記。）の「4：満足している」
＋「5：やや満足している」の集計結果を問題とする31。表 1-5 は、政策満足度の区別集計
を割合で示している。非営利組織は 23 区全体の状況、自治会は 12 区の状況を把握できる。
非営利組織の政策満足度の最小値は０％であり、最大値は葛飾区（25.0）となっている。
区によっては全く「満足している」及び「やや満足している」と回答した団体がいない。
一方で、自治会の政策満足度の最小値は墨田区（15.4）、最大値は目黒区（50.0）となって
おり非営利組織の政策満足度より満足度の水準が高い。 
表 1-5 政策満足度の区別集計結果 
                                                        
31 なお、本研究では、非営利組織や自治会の主観的評価に基づく政策満足度評価の厳密性
に重点を置くため、「ある程度満足している」と回答した以上の評価を各特別区の政策運営
を評価する指標として用いていない。本研究では上位 2 カテゴリの評価を採用し政策運営
を測る政策満足度指標として設定している。 
区分 
1 2 参考 
政策満足度 
自治会 
政策満足度 
非営利組織 
政策満足度 
自治会 
政策満足度 
非営利組織 
（％） （％） （平均値） （平均値） 
23 区（全体） 28.85 7.86 3.13 2.54 
千代田区 - 3.80 - 2.47 
中央区 - 5.30 - 2.66 
港区 - 2.90 - 2.56 
新宿区 - 2.60 - 2.42 
文京区 21.10  0.00 3.16 2.46 
台東区 - 8.00 - 2.64 
墨田区 15.40  12.50 3.00 2.69 
江東区 33.30  6.30 3.21 2.56 
品川区 - 5.60 - 2.50 
目黒区 50.00  11.10 3.50 2.78 
大田区 36.40  4.80 3.24 2.43 
世田谷区 25.00  8.30 3.07 2.42 
渋谷区 - 0.00 - 2.55 
中野区 22.20  9.10 3.11 2.18 
杉並区 35.00  15.00 3.35 2.50 
豊島区 - 15.00 - 2.80 
北区 26.70  0.00 3.20 2.63 
荒川区 - 0.00 - 2.10 
板橋区 38.10  10.00 3.38 2.70 
練馬区 - 7.10 - 2.39 
足立区 20.40  5.30 2.90 2.37 
葛飾区 22.60  25.00 3.06 3.00 
江戸川区 - 23.10 - 2.69 
出所）1：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、2・3：辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査」 
注）1・2：5 段階評価の（満足＋やや満足（非常に満足＋満足）の割合 
     3：自治体政策全般に対する満足度 5 段階評価（1=非常に不満、2=不満、3=ある程度、4=満足、5=非常に満足）の平均値 
34 
 
なお、自治会の政策満足度の平均は 28.85％、非営利組織の政策満足度の平均は 7.86%と
なっており水準に大きな開きがある32。 
個別の自治体についてみると、目黒区は観察数が N=9 であるために、外れ値の可能性が
ある。しかし、それを除いても大田区（36.40）や墨田区（15.4）に 20pt（ポイント、pt と
表記。）の開きがある。これは大田区が供給する政策が、自治会の要望に応答していること
を示唆している。一方で、杉並区、江東区の水準も高水準となっており、これらの区に共
通する何等かの要因が政策満足度を押し上げている。 
では、非営利組織にとってどこが望ましいのであろうか。表 1-5 によれば、葛飾区（25.0）
江戸川区（23.1）は非営利組織にとって望ましく他の特別区に比べて 25.0％と大きく開い
ている33。 
さらに興味深い点は、図 1-1 の様に政策満足度の推移を区の地図上に分布すると、隣接
している地域の中で差が生じている。図 1-1(a)は非営利組織の政策満足度の地域分布を示
している。それによれば、都心の政策満足度は港区（2.9％）、千代田区（3.8％）、中央区
（5.3％）と他の地域に比べて最も低水準となっている。一方で、下町地域の中では北区（荒
川区）（0.0％）、大田区（4.8％）、足立区（5.3％）、江東区（6.3％）比べて、台東区（8.0％）、
墨田区（12.5％）であるほど高くなっている。そして、山の手側に近い豊島区の水準は 15.0％
となっており、葛飾区（25.0％）、江戸川区（23.1％）の水準が著しく高い。これは下町の
中で政策満足度の違いあることをはっきりと示している。そして山の手地域では最下位の
地域が見当たらず、最も低くとも練馬区（7.1％）の水準程度となっている。続いて世田谷
区（8.3％）、中野区（9.1％）、板橋区（10.0％）、目黒区（11.1％）の順に政策満足度が推移
している。さらに杉並区は自治会の政策満足度と同様に 15.0％と山の手地域の中では最も
                                                        
32 自治会より非営利組織の方が政策満足度の評価が厳しいという背景には、活動範囲の違
いが挙げられる。自治会・町内会はコミュニティを範囲としており、非営利組織よりも古
くから機関委任事務の関係を行政と構築してきており、非営利組織よりも自治会・町内会
の方が行政から接近しやすいと考えられる。一方で、非営利組織は活動範囲がコミュニテ
ィより広く活動しており、活動範囲とする政策の幅が広く、満足度評価は下がる傾向にあ
る可能性がある。 
33 なお、文京区、渋谷区、北区、荒川区の満足度評価は 0％となっており、4 と 5 を選択
した団体がいない。そこで、その傾向を把握するために、筆者は「3：ある程度満足してい
る」という評価までを加えて、平均値を算出し、推移が他の区と比べてどれだけ異なるの
かということを表 7 で参考値として載せている。それによると、4 と 5 の回答がなく 0％で
あった、北区（2.63）、渋谷区（2.55）は平均よりも若干高い評価がされており、ある程度
満足しているという回答までを含めた評価では、政策に対する満足度はあるようにみえる。
但し、本研究では 4 と 5 を足し合わせた水準をガバナンスの質として解釈して、用いてい
ることに留意されたい。 
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高い。杉並区は自治会、非営利組織双方にとって良い都市となっている。なお、下町地域
（足立、葛飾、江戸川、墨田、荒川、北、台東、豊島、江東、大田）の平均値が 9.0％、
山の手地域（練馬、中野、杉並、世田谷、目黒）の平均値が 10.1％と、山の手地域の方が
非営利組織の政策満足度が高い特徴がある。 
次に、図 1-1（b）は自治会の政策満足度を示している34。江東区と足立区ないし葛飾区
との差や、杉並区、世田谷区、練馬区の間に 10pt 以上の差が生じている。自治会調査では
都心部の回収結果を得られず、特別区の情報は限定的といえる。下町地域（墨田区、葛飾
区、足立区、江東区、大田区）の中では、墨田区（15.4％）が最も水準が低く、足立区や
葛飾区の水準は 20％代であるのに対して、江東区（33.3％）、大田区（36.4％）は 30％以
上となっており 10pt 以上の開きがある。さらに、下町の中で生じる地域差をみると、足立、
葛飾、墨田をまとめ、江東と大田区をまとめた 2 郡の水準の差は統計的に有意である35。 
一方で、山の手地域（中野区、杉並区、世田谷区、目黒区）をみると、杉並区が 35.0％
に対して世田谷区（25.0％）、中野区（22.2％）の水準が低く 10pt 以上の開きが存在してい
る36。なお、上記の下町地域、山の手地域の両方を比較すると、統計的有意性は消失し、
下町と山の手の中で政策満足度に差異があるとはいえないことを示している。 
上記の分析結果の含意とは、隣接した地域であるのにもかかわらず政策満足度には都市
によって大きく異なっていることである。但し、杉並区の様に非営利組織や自治会の双方
にとって望ましい特別区も存在している。一方で、葛飾区の様に非営利組織にとって望ま
しいが、自治会にとっては望ましいとはいえない特別区も分布している。また、自治会の
分析結果は下町、山の手という地域差には統計的差異が認められない。このように考える
と隣接した特別区の政策に対する自治会、非営利組織の政策満足度評価は異なっており、
市民社会組織にとってどのような都市が望ましいのかという問題を考える必要がある。そ
こで、次は自治会と非営利組織の政策満足度の対応関係を分析し、特別区の政策満足度の
状況について考察する。 
                                                        
34 図中の網掛けは水準を均等に分けてみた場合、上位 2階級の網掛けしか機能していない。
しかしながら、政策満足度の地域分布は「30％未満」が葛飾区、墨田区、足立区、北区、
文京区、中野区、世田谷区の都市で、「45％未満」が江東区、板橋区、目黒区、杉並区、大
田区、「45％以上」の都市として目黒区が分布している状況となっている。 
35 Mann-Whitney 検定の結果、2 郡の差の検定（Mann-Whitney の U＝2313.5、p＜0.05）は
漸近有意確率（両側）5％水準で有意な結果となっている。 
36 杉並区と目黒区を括り、中野区、世田谷区を一括りにまとめてみた 2 郡の差の検定結果
（Mann-Whitney の U＝393.0、p＜0.1）は漸近有意確率 5％水準の有意性を満たしていない。 
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（a） 非営利組織の政策満足度の地域分布 
 
(ｂ)自治会の政策満足度の地域分布 
図 1-1 東京 23 区の地域分布37 
出所）公益財団法人特別区協議会 HP（2018）「特別区（23 区）」 
                                                        
37 地図の境界データは総務省統計局「平成 17 年国勢調査」町丁・字等別境界データを
用いて特別区協議会が作成（https://www.tokyo-23city.or.jp/base/intro/about23ku.html、平成
30 年 8 月 11 日アクセス）。 
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 筆者は政策満足度の地域分布について、散布図を作成して考察を行った。以下の図 1-2
の散布図は自治会・町内会の政策満足度を横軸に、非営利組織の政策満足度を縦軸にプロ
ットしており、散布図の線分は、政策満足度の平均線（N=12）を示す。縦線は自治会平均
（28.8％）、横線は非営利組織平均（8.9％）を示し、平均線で散布図を 4 類型に分けると
市民社会組織にとって望ましい地域社会運営には明暗が分かれている。市民社会組織から
みて望ましい地域とは杉並区、板橋区、目黒区となっている。特徴としては 12 の特別区の
うち山の手地域の政策満足度評価の水準が高い傾向にある。 
一方で、葛飾区、墨田区は非営利組織の政策満足度が高く、江東区、大田区は自治会組
織の政策満足度が高い。この様に下町地域には非営利組織、自治会にとって望ましい特別
区が分かれている。このような知見は前段階に行った社会地区との関係をみた場合、どの
ように把握できるであろうか。次項では政策満足度の地域差を社会地区との関係から分析
することで、政策満足度の地域分布についてさらに詳しく見てみたい。 
 
 
 
 
出所）同上 
図 1-2 市民社会組織からみた特別区に対する政策満足度の地域差 
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1.2.2 社会地区分析結果との照合―社会地区の類似性と政策満足度の関係 
筆者は社会地区によってグルーピングされた特別区順に 23 区を整理して政策満足度の
推移を次の表 1-6 に詳しく示している。 
表 1-6 似通った政策課題を有する特別区の間に生じる政策満足度格差 
出所）自治会の政策満足度：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国
調査」、非営利組織の政策満足度：辻中（2006）「団体基礎構造に関する調査」 
表 1-6 によると、社会地区の様に類似した居住者特性に分けてみても、まず確認できるこ
とは社会地区のような共通した特性を持った地域に分けてみても類似した居住者特性を有
する特別区の間で政策満足度の水準に大きな差異がある。都心部を除く下町地域では荒川
区と葛飾区、山の手地域では練馬区と杉並区の様に政策満足度の変動の幅が大きい。 
政策満足度の地域差を等質的な社会地区に分けてみると、単純な地域分布よりも地域差
の意味が考えられる。前段階では下町域と山の手地域の政策満足度の地域差には統計的に
有意でないという結果が示された。これは、それぞれの地域を構成する特別区の間で政策、
満足度に大きな違いがあるから地域別の平均を算出しても傾向が確認されないのであろう。 
さらに隣接した特別区の間に生じる政策満足度の差異は、社会地区との関係から考えると
共通した政策課題を持っている特別区の間に生じる差異を示していると考えられる。それ
は地域社会運営の違いを反映している可能性がある。例えば、下町・山の手混在地域では
老年人口比率が他の地域に比べて最も高く年少人口が比較的少ないので少子高齢化という
問題に悩まされている地域といえる。その中で、入力された要求を変換して出力された政
策に対する満足度評価に違いがあるということは共通した政策課題の解決に成功している
    政策満足度（％）     政策満足度（％） 
    非営利組織 自治会     非営利組織 自治会 
下町地域       下町・山の手混在地域     
 墨田区 12.5 15.4  新宿区 2.6 - 
 江東区 6.3 33.3  台東区 8 - 
 品川 5.6 -  渋谷区 0 - 
 大田区 4.8 36.4  中野区 9.1 22.2 
 荒川区 0 -  豊島区 15 - 
 板橋区 10 38.1  北区 0 26.7 
 足立区 5.3 20.4 山の手地域     
 葛飾区 25 22.6  文京区 0 21.1 
 江戸川区 23.1 -  目黒区 11.1 50 
都心部        世田谷区 8.3 25 
 千代田区 3.8 -  杉並区 15 35 
 中央区 5.3 -  練馬区 7.1 - 
  港区 2.9 -         
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特別区とそうでない特別区に明暗が分かれていること意味していると推察される38。その
ように考えると政策課題を共通している様な下町地域では、墨田区や葛飾区は他の特別区
に比べて非営利組織にとって良好な地域社会運営を行い、大田区、江東区は自治会にとっ
て良好な地域社会運営を行っている結果が政策満足度に反映されていると考えられる。 
上記の分析結果は共通した政策課題を持っている地域で何故、市民に効果的な地域社会
運営を行うことが出来ているのか、望ましい運営に共通した解を見出すためには大変有益
な地域分布であると推察される39。このような類似した居住者特性を持つ都市の間に生じ
る政策満足度の地域差という問題は他の市区町村にも生じている問題であろう。政策満足
度の地域差という問題は行政学や地方自治論の観点からも、どの様にして市民に応答的な
地域社会運営を導出できるのかという研究課題を考える上で重要な問題といえる。 
一方で、政策満足度は主観的評価であるために政策の出力を反映しているというよりは
誤解した認識に基づく結果を示しているという批判がある。しかしながら、筆者の理解で
は上記の分析結果を受けて、地域差に表れている政策満足度の差異は地域社会運営の問題
を意味しており、出力された政策の結果を反映していると考えている。これまで議論して
きた東京・特別区に生じる政策満足度の差異とは単純な誤認に基づく結果を指すのであろ
うか。この問題を考えるために次項では地方政府によって出力された政策のパフォーマン
スと政策満足度の関係を分析することで、地域差の意味を考察する。 
                                                        
38 政策満足度は現状に対する評価を反映しているので、どの様な社会経済状況が政策満足
度に影響を与えるのかという分析は別に詳細に検討することが求められよう。しかしなが
ら、分析結果は社会地区分析によって居住者特性を等質的に整理して地域分布を確認して
みた場合、おおよそ類似している地域であるならば同程度の政策満足度の水準が定まると
想定されるが、本分析結果ではむしろ都市ごとに地域差が生じていることに意味がある。 
39 類似した社会地区であれば共通した政策課題を持っている都市といえる。その場合、課
題が解消されていないならば政策に対する評価は同程度に収束すると考えられる。しかし
ながら、社会地区と政策満足度の関係性をみると、政策満足度には差異があるので運営に
違いがあるといえる。それを踏まえると、上手く政策に対応している地域では政策に対す
る満足度が高いのではないか、という行政学的発想に基づく知見を得られたことが本研究
の意義であろう。また、社会地区は類似した地域を抽出することに重きを置いているのに
対して筆者はさらに政策満足度との関係を分析し政策課題に取り組む行政の運営方法の違
いを指摘していることに違いがある。一方で、どの様な社会地区で政策満足度が高いのか
という問題は「東京の社会学研究」の射程である。その文脈において、本研究の知見と「東
京の社会学研究」がどのように違うのかという問いに対する答えを検証するためには社会
地区の構成要因と政策満足度の関係性をさらに分析する必要があろう。しかしながら、本
研究ではすみわけを目的としているわけではないために上記の問題は今後の課題としたい。 
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1.2.3 政策パフォーマンスとの照合―市民に効果的な地域社会運営と政策満足度の関係 
政策満足度研究では、政策満足度が何を測っているのかという指標の曖昧さが指摘され
ている（Brudney and England 1982；Kelly and Swindell 2002a；Kelly 2003）。先行研究では、
政策満足度と各政策分野の客観的指標との関連性が分析されており、正の相関性が導かれ
ていることから政策満足度指標の妥当性は一部支持されている。しかし、主観的評価であ
るから誤認があることは否定できない。そのため地域差が生じる政策満足度指標が持つ意
味を政策パフォーマンスから測るということが本項の目的である。 
先行研究によれば、現状の政策に対する市民の要求が政策満足度の不満感に表れている
という知見が得られている。Oliver（2007）は市民の心理的側面から「期待と実際のサー
ビスの乖離」が主因であるとしている。一方で、Kelly and Swindell（2002b）はコミュニテ
ィの社会経済状況と政策満足度の関係を分析し、コミュニティの状況に対する不満の声が
政策満足度の不満感に表れていることをハーシュマンの「exist（退出）-voice（声）の理論」
から説明している。いずれにしても、共通している点は個人が抱く政策に対する期待とコ
ミュニティの状況までも含めた政策の実態が大きく乖離しているような場合には政策満足
度の不満感が増し、現状に対する改善を求める声として政策満足度に反映されていると考
えられる。これは言い換えれば現状の政策が市民に効果的であるならば、政策満足度の満
足感に表れることを意味するので政策満足度指標は政策パフォーマンス関連の指標と正に
関係する指標であるといえる。そのため、「地方政府の政策パフォーマンスが高いほど、政
策満足度の水準は高くなる」といえる。 
では、本研究では、どのような政策パフォーマンスに関連する指標を分析に組み込んで
適用できるだろうか。その点に関して、本研究では都市レベルの文脈に合わせた自治体の
政策アウトプットを具体化した内容から操作化をすることにしたい。政策の出力が市民に
効果的であれば、政策満足度は上昇すると予想される。 
但し、都市レベルの政策パフォーマンスといえども行政の守備範囲は広範囲にわたるの
で、具体的な内容を全て網羅して特定することは難しい。横山（2010：190）が先行研究を
整理している様に「経済運営、構造政策、社会的一体性・公平のための政策、公的部門の
運営・制度」や組織の能力、業績が政策パフォーマンスの指標として操作化されている。
政策パフォーマンス指標は研究者の視点によって多様である（同上：190）。そこで、本研
究では自治体の取り組み状況や公共サービスの水準から政策パフォーマンス指標を設定す
る。それは政策満足度指標が市民社会組織による現状の政策評価を意味しているからであ
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る。また、市民社会組織はガバナンスの主体でもある。市民より市民社会組織は公共サー
ビス供給の一翼を担っているので、地域社会運営の実態に対する評価を政策満足度は反映
していると考えられる。以上から、政策の実態を把握できる指標を作成し、政策満足度と
の関係を分析する。 
具体的には序章で示した JIGS2 プロジェクトによって得られた自治体調査データから横
山（2010）が作成した自治体の制度整備の状況や公共サービスの水準に関する 5 つの政策
パフォーマンス関連指標40と、Putnam（1993＝2001）が作成した制度整備の迅速さ得点を
反映する変数をあわせた総計 6 つの代替尺度を設定する。なお、JIGS2 プロジェクトの自
治体調査から得られた指標は、既に横山（2010：199）の分析によって、既存データとの対
応関係が確認されており、指標の頑健性は得られている41。その結果を踏まえ、一般性の
得られた政策パフォーマンス指標として横山（2010）が作成した指標を参考することにし
たい。 
横山（2010）は政策パフォーマンスの関連指標として「①制度的革新度」、「②サービス
充実度」、「③業務委託度」、「④透明度」、「⑤行政革新度」という指標を作成しており、そ
れに準拠して筆者も①～⑤の指標を作成した。上記①～⑤指標のうち「①制度的革新度」
と「④透明度」は主に自治体調査（市民活動課を対象、以下同様）の《設問 9》の「各自
治体の制度整備状況や行政サービスの取り組み状況」の指標から作成されている。その内
容としては「市民参加（自治基本条例やオンブズマン制度の導入有無など、計 10 項目）」、
「情報公開（議会（本会議）議事録のウェブ公開や予算要求内容の公開有無など、計 9 項
目）」、「行政評価（行政評価制度の有無など、計 8 項目）」、「事業委託（指定管理者制度や
PFI 事業の有無など、計 7 項目）」、「その他（苦情処理制度やまちづくり条例などの有無、
計 8 項目）」の総計 42 項目に関する制度整備状況と導入年度を尋ねており、実態を知るた
めには十分な情報が網羅されている。「①制度的革新度」は総計 42 項目の制度整備状況（得
点）によって、「④透明度」は、上記 42 項目のうち情報公開条例や行政評価に関わる制度
                                                        
40 横山（2010：198）は、①制度的革新度～⑤透明度に関する指標に加えて、「制度的革新
度（経過年数含む）」、「行政革新度（経過年数含む）」を含めて指標を作成している。しか
しながら、自治体調査から得られる制度を導入した年度に関する指標は制度整備の迅速さ
という指標を本研究では新たに作成しているので、制度的革新度や行政革新度に含まれず
別の変数として分析に用いている。 
41 頑健性の確認に用いられた客観的データとは、政策パフォーマンス研究で良く用いられ
ている既存の「日本経済新聞社・日経産業消費研究所（2006）」が算出している行政革新度
および行政サービス度に関する指標である。なお、全国市区町村のうち N=520 の市区町村
によって対応関係が確認されている。 
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など計 18 項目の指標によって作成されている42。「①制度的革新度」とは得点が高くなる
ほど先進的かつ革新的行政運営が可能であることを意味し、「②透明性」とは行政情報を開
示する制度整備度合いを示しており、値が高くなるほど行政が有する情報に市民がアクセ
スできる環境が整っていることを意味する（同上：193，197）。一方、「③サービス充実度」
とは、自治体調査の《設問 10》の行政サービスの取り組み状況によって作成されている。
その内容は、治安・防犯、防災、教育、児童福祉政策、高齢者福祉、環境保全、産業振興
に関わる総計 36 項目43となっている。これは行政の主要な政策課題 7 分野の取り組みが充
実しているほどサービス充実度が高いことを意味する指標である（同上：195）。一方、「⑤
行政革新度」とは、「①制度的革新度」と「③サービス充実度」の総和（①＋③）を示し、
革新的制度を備え、主要な政策課題に対する対応が充実している自治体ほど得点が高いこ
とを意味する。そして、「④業務委託度」とは、外部委託 19 項目に対する委託主体 8 項目44
の総合点数によって作成される。さらに、地方政府が自治会や非営利組織、そして企業等
の外部主体をエージェントとしてみなして業務を委託している度合いを指している（同
上：197）。以上①～⑤指標によって行政の政策供給の実態について体系的に把握すること
が出来る。 
加えて、筆者は Putnam（1993＝2001）が作成した制度パフォーマンス（institutional 
performance）指標に倣って制度整備の迅速さという指標を自治体調査から作成している。
それは、前述した「①制度的革新度」に用いられた 42 項目の制度導入の有無に加えて設問
                                                        
42 横山（2010：198）に依れば、情報公開条例、オンブズマン制度、首長交際費の公開、
議会（本会議）議事録のウェブ公開、議会（委員会）傍聴制度、議会（委員会）議事録の
公開、議会（全員協議会）議事録の公開、審議会・懇談会傍聴制度、審議会・懇談会議事
録の公開、予算編成の枠組みの公開、予算要求内容の公開（全部の事務事業）、行政評価結
果の公開（施策）、行政評価結果の公開（政策）、事業採択の理由書の公開、事業はいいし
の理由書の公開、外部監査制度の項目で構成されている（計 18 項目）。 
43 それは「治安・防犯（治安対策担当職員の増員や職員による巡回の有無など、計 5 項目）」、
「防災（消防・防災担当職員の増員や防災器具の確保・整備の有無など、計 5 項目）」、「教
育（教育担当職員の増員や少人数学級の編制の有無など、計 5 項目）」、「児童福祉政策（児
童福祉担当職員の増員や乳幼児のいる家庭への補助金制度の有無など、計 5 項目）」、「高齢
者福祉（高齢者福祉担当職員の増員や一人暮らしの高齢者への支援策・サービスの実施の
有無など、計 5 項目）」、「環境保全（環境保全担当職員の増員（5 年前との比較）や地域環
境計画の策定の有無など計 6 項目）」、「産業振興（産業振興担当職員の増員や地元の青年
会・商工会議所等との事業や支援の協働など計 5 項目）」の総計 36 項目で構成されている。 
44 外部委託項目に関しては一般ごみ収集、し尿収集、ホームヘルパー派遣、在宅配食サー
ビス、学校給食、道路維持補修・清掃等、水道メーター検針、ごみ処理施設、下水処理施
設、図書館、公園、保育所、養護老人ホーム、児童館、体育館、プール、陸上競技場、公
民館、コミュニティ・センターの施設の運営の 19 項目、委託主体に関しては企業、外郭団
体・第 3 セクター、NPO・市民団体、自治会・町内会、広域行政一般事務組合、財団法人、
福祉法人、その他の 8 主体を指している。 
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として設定された「制度を導入した時期（導入年度、西暦）」の変数を用いて作成する。こ
れは、他の自治体よりも制度の導入が早いほど得点が減少するという「⑥制度整備（迅速
さ）」を意味し、山積した政策課題に対する自治体の対応の速さを測っている45。以上、①
～⑤は得点が高くなるほど（⑥は得点が減少するほど）政策パフォーマンスが高いことを
意味する。 
筆者はこの①～⑥の指標を用いて政策満足度との関係の分析を行った。しかし、結論を
先取りすると当初予定した傾向（正の相関）は「①制度的革新度」から「⑤透明性」に関
しては総じて確認されなかった。一方で、「⑥制度整備（迅速さ）」が唯一非営利組織の政
策満足度に対して認められた。非営利組織の政策満足度は政策分野に関わらず一般的な制
度整備の迅速さと関係があり、山積した課題に自治体がいち早く対応しているほど政策満
足度は高くなることがいえる。 
一方で、筆者は自治会や非営利組織の政策満足度がどれだけ政策供給実態を反映してい
るのかを探索的に検証するべく、表 1-7 に示した①～⑥に対応する政策パフォーマンス指
標を別途作成46し政策満足度との関係を分析した。表 1-8 はその相関分析結果を示す。探索
的に調べた結果、42 項目からなる「①制度的革新度」や 36 項目からなる「②行政サービ
ス充実度」と相関性がない。しかし、自治会の政策満足度は地方自治に関係する市民参加
制度整備の度合いを唯一反映している。②サービス充実度に関しては主要な政策課題 7 分
野に一貫して「職員増員」と「その他取り組み」、「高齢者福祉」、「環境政策」と政策満足
度との関係が確認されず、それらを除いたサービス充実度と関係がある。これは職員の増
員と政策満足度に関係がないことを意味せず、主要な政策課題に取り組む職員を増員する
際には、それが政策需要に応答していなければ、政策満足度に対する直接的効果がないこ
とを意味する。また、個別の政策の効果を政策全般の満足度は反映していない。以下では
表 1-8 を参照しながら分析結果の傾向を確認することとしたい。 
                                                        
45 変数作業としては、主に制度に関する 42 項目について Z スコアを作成し合算した値と
なっている。 
46 ②サービス充実度と⑤透明性のみ表 1-7 に示すように修正し、①制度的革新度は探索的
に政策分野別に調べた結果、市民参加制度（制度整備）のみ有意な結果であったので、制
度的革新度と別途指標を作成している。 
44 
 
表 1-7 政策パフォーマンス指標の変数一覧 
市民参加制度 
市民参加：「情報公開条例」、「住民投票条例」、「パブリック・コメント」、「モニター制度」、「オンブズマン制度」、「審議会・懇談会の公募制度」、「市民
意識調査」、「市民からの意見・要望と回答に関する制度」＝1：該当の合算得点 
制度整備（迅速さ） 
「市民参加制度」に関する 10 項目（情報公開条例、自治基本条例、住民投票条例、パブリック・コメント、モニター制度、オンブズマン制度、審議会・
懇談会の公募制度、市民会議・ワークショップ、市民意識調査、市民からの意見・要望と回答に関する制度）、「情報公開制度」に関する 9 項目（首長
交際費の公開、本会議議事録のウェブ公開、議会委員会傍聴制度、議会委員会議事録の公開、議会全員協議会の公開、審議会・懇談会傍聴制
度、審議会・懇談会議事録の公開、予算編成の枠組みの公開、予算要求内容の公開制度）、「行政評価制度」に関する 8 項目（行政評価制度の一
部、全部、施策のみ、政策、結果の公開の内容（一部、全部、施策、政策））、事業委託制度に関する 7 項目（指定管理者制度、PFI 事業、事業採択
の理由書の公開、事業廃止の理由書の公開、窓口業務の民間委託、電話受付業務等のコールセンター委託、一部事務組合などの公務行政制
度）、その他制度に関する 8 項目（苦情処理制度、外部監査制度、バランスシートの作成、行政コスト計算書の作成、職員提案制度、庁内公募制
度、ワンストップサービス、まちづくり条例）の合計 42 項目について、区の職員（市民活動課）が回答したそれぞれの導入年度を使用。42 項目を Z ス
コアに変換し、導入年度が早いほど、値が負の数なる変数処理を実行。計 42 項目について合算して平均化された値を各特別区の制度整備（導入
年度）の代表値として利用。 
制度的革新度 
上記の 42 項目によって構成される「市民参加制度」（10 項目）、「情報公開制度」（9 項目）、「行政評価制度」（8 項目）、「事業委託制度」（7 項目）、
「その他制度」（8 項目）について 1=該当（取り組んでいる）の合算値。 
サービス充実度 
治安・防犯分野：「住民による防犯活動の支援」、「防犯器具の設置」 
防災分野：「防災器具の確保」、「住民による防災活動への支援」、教育分野：「少人数学級の編成」、「少人数学習のための支援」、児童福祉分野：
「乳幼児のいる家庭対象への補助金制度」、「一人親家庭への扶養手当等の補助金」、「出産・育児に関する独自支援策」産業振興：「商店等の保
護・育成制度」、「起業する人への支援」の 1＝該当と回答した項目、合計 11 項目（各分野の職員増加、その他取り組みは除く）の合算値を利用。但
し、本分析では、関係性が有意ではなかった、高齢者福祉分野：「高齢者向け手当等の補助金制度」、「高齢者向け給食サービス等の支援策」、「一
人暮らしの高齢者への支援策」、環境保全分野：「環境管理に関するシステムの導入」、「地域環境計画の策定」、「住民が参加できる審議会・協議
会の設置」に関するサービスについては除外） 
行政革新度 上記の「制度的革新度」＋「サービス充実度」 
業務委託度 
一般ごみ収集、し尿収集、ホームヘルパー派遣、在宅配食サービス、学校給食、道路維持補修・清掃等、水道メーター検針、ごみ処理施設、下水処
理施設、図書館、公園、保育所、養護老人ホーム、児童館、体育館、プール、陸上競技場、公民館、コミュニティーセンターの施設の運営に関する外
部委託（19 項目）について、外郭団体・外郭団体・第 3 セクター、NPO・市民団体、自治会・町内会、財団法人、福祉法人、その他など委託主体 8 項
目別に尋ねた値（1=該当）の合算値（但し、広域行政、起業への外部委託を除外） 
透明度 
情報公開条例、オンブズマン制度、首長交際費の公開、議会（委員会）傍聴制度、議会（委員会）議事録の公開、議会（全員協議会）議事録の公開、
審議会・懇談会傍聴制度、審議会・懇談会議事録の公開、予算編成の枠組みの公開、予算要求内容の公開の計１０項目（但し、行政評価制度を除
く） 
出所）上記変数の設定は、横山（2010：198）の分析に依拠している。なお、本分析に関しては括弧内の作業を探索的に行った。 
表 1-8 制度パフォーマンス指標と政策満足度同士の連関（相関分析） 
値：相関係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
  
行政 
革新度 
制度的 
革新度 
サービス 
充実度 
市民参加
制度 
制度整備 
（迅速さ） 
透明性 
業務 
委託 
自治会 
政策満足 
非営利 
政策満足 
行政革新度注 1 R                 0.632 
N           14 
制度的革新度 R 0.817                 
N 16                 
サービス充実度 R 0.792             0.602 0.572 
N 16             11 14 
制度導入：市民参加
注 2 
R   0.833           0.515   
N   16           10   
制度整備：迅速さ
注 3 
R                 -0.621 
N                 14 
透明性 R 0.754 0.739 0.586 0.657           
N 16 16 17 16           
業務委託 R 0.526 0.776 
 0.618  0.539     
N 16 16   16   17       
出所）筆者作成            
注） 1：行政革新度＝制度的革新度（Z スコア）とサービス充実度（Z スコア）を合算した値 
2：制度取組＝市民参加は、制度的革新度指標を構成するもののうち、市民参加制度の取り組み得点を意味する 
3：制度整備（迅速さ）＝各制度の取り組み得点を Z スコアに変換した合算値 
     （導入した平均年数より導入年数が早いほど（Z スコアが負の数であるほど）、制度整備が早いことを意味する） 
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表 1-8 はそれぞれの変数間の関係について R（相関係数）を統計値として関係の大小を
表にまとめたものである。相関係数は 1≦r≦-1 となっており、±1 であるほど関係性が強
い。表の値は全て漸近有意確率（両側）5％水準で有意傾向となったものである。 
 漸近有意確率（両側）5％水準で有意な結果として、以下の傾向が確認された。 
まず、「行政革新度」と「制度的革新度（0.817）」、「サービス充実度（0.792）」、「透明性
（0.754）」にはそれぞれ構成要素が重なるので相関係数は当然ながら高いという結果が得
られている。一方で、指標の重複のない変数群の関係をみると、サービス充実度と制度的
革新度には関係がないこと、「透明性」と「サービス充実度（0.586）」に関係があること、
「業務委託」と「行政革新度（0.526）」、「制度的革新度（0.776）」、「市民参加制度（0.618）」、
「透明性（0.539）」に関係があるという特徴が挙げられる。 
東京・特別区の公共サービスに関するパフォーマンスについては次のことがいえる。必
ずしも公共サービスの水準が制度の実施状況と相関するわけではない。一方で、サービス
充実度に対して制度的要因の効果がないわけではない。一方で、制度的要因に直接的効果
がないとなると、充実したサービスを提供するためにはガバナンス要因の違いが直接的に
関係している可能性がある。一方で、透明性とサービス充実度の相関係数が高いので公共
サービスの運営は情報開示の制度的影響を受けて、多様なサービスが提供できている可能
性がある。 
そして、「業務委託」は横山（2010：199）が分析した全国の傾向とは異なる結果が示さ
れている。業務委託とは一般的に NPM の影響を受け、行政を効率化させる手段ともいえ
る。そのような業務委託度合いは他のパフォーマンス表と関連性が強いことが東京・特別
区で確認された。「業務委託」は政策実施過程における市民社会組織との協働を示している
政策パフォーマンス指標でもあるので、制度整備度合いと相関していることは制度の影響
を強く受けていることを意味する。つまり、特別区では行政の効率化を図るために行われ
た業務委託は制度を整備することによって推し進められてきたと考えられる。 
では、政策満足度と政策パフォーマンスの関係について次のことがいえる。まず政策満
足度と「制度的革新度」には関係性が確認されなかった。政策満足度は制度整備の影響を
直接的に受けていない可能性がある。しかし、自治会、非営利組織に共通して、「サービス
充実度」と強く相関しているため、政策満足度は公共サービスの運営パフォーマンスを反
映している。また、その関連性は非営利組織（0.572）よりも自治会（0.602）の方が強い。
但し、職員の増員や環境および産業振興に関する取り組み・サービスを除いたうえで、相
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関性を確認している。そのため、政策満足度に対しては職員の増員よりも具体的な取り組
みの結果を反映している。加えて、環境・産業振興のサービスよりも福祉・教育などの社
会サービスの充実度合いを反映している。 
一方で、市民社会組織からみた政策満足度と政策パフォーマンスの関係性は自治会より
も非営利組織の方が大きい。「行政革新度（0.632）」と「制度整備（迅速さ）（-0.621）」と
政策満足度は強く相関している。行政革新度はサービス充実度と指標が重複しているので、
相関性が高く出ている47。ま非営利組織の政策満足度は制度整備の迅速さと有意に関係し
ているので、迅速に制度を整備して問題に対処できている特別区では、市民社会組織の要
望に効率的に応えられているから政策に対する満足度が高水準であると推察される。加え
て、自治会の政策満足度は市民参加や自治に関する制度の影響を受けている。 
以上の分析結果より、一部の政策パフォーマンスと政策満足度には一定の関係性がある。
政策満足度は主観的評価であるが故に誤認を伴うと批判されるが、本研究からは少なくと
も政策運営の実態の制度整備（迅速さ）、サービス充実度、市民参加制度のパフォーマンス
の違いを反映している。 
なお、区の運営の違いは次のように考えられる。表 1-8 によって得られた政策満足度と
相関する「サービス充実度」および「制度整備（迅速さ）」を用いて図 1-3 の様な散布図を
作成した48。その図によれば政策満足度の地域差との関係がより明確になる49。図の左上に
は非営利組織の政策満足度が平均より上位の特別区が位置している。その背景には政策パ
フォーマンスの高さが伺える。また、前段階で分析した単純な地域分布の傾向に対しても
次の様に考えられる。中野区や文京区、杉並区、墨田区の政策パフォーマンスは他の地域
に比べて優れている。一方で、右下の千代田区や足立区はパフォーマンスが劣っているか
ら政策満足度が低いといえる。政策パフォーマンスの善し悪しを背景として杉並区は政策
                                                        
47 制度的革新度との関係が無相関であるので、行政的革新度との関係はサービス充実度の
影響を受けて相関が強いといえる。一方で、行政的革新度と相関する背景には充実したサ
ービスを提供し、サービスを提供する上で十分に制度が備わっている特別区は、行政のス
テイクホルダーとして参画している市民社会組織にとっては有能な政府と判断できるので、
その外部効果として政策満足度が高水準となっている可能性がある。 
48 パフォーマンスの構成要素との関係は、より詳細に検討されるべきであるが、東京・特
別区の政策満足度は制度的革新度との影響を受けておらず、自治会と非営利組織の政策満
足度に共通して関係しているサービス充実度と、他のパフォーマンス指標と重複しない制
度整備（迅速さ）からその実態を把握することが最良であると判断したため特に「サービ
ス充実度」と「制度整備（迅速さ）の散布図を作成している。 
49 図中の特別区における非営利組織の政策満足度（％）の平均は 7.08％となっており杉並
区（15.0）、豊島区（15.0）、墨田区（12.5）、目黒区（11.1）、板橋区（10.0）世田谷（8.3）、
台東区（8.0）の順に高く、足立区（5.3）、千代田区（3.8）、北区（0）の水準は最も低い。 
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出所）筆者作成 
図 1-3 制度整備迅速さ（対：サービス充実度）の散布図 
満足度が他の特別区より高く、足立区は他の特別区に比べて低水準であると理解できる。
なお、政策満足度と政策パフォーマンスとの多様な関係も示されている。例えば、豊島区
は制度整備が迅速に進められている一方で、サービス充実度が乏しいが、非営利組織の政
策満足度が高い。また、江東区や板橋区は制度整備が遅れている一方でサービス充実度が
高水準である自治会の政策満足度が比較的高い。このような何故非営利組織にとって望ま
しい特別区と自治会にとって望ましい特別区が違うのかという問題に対して説明ができて
いないので、そのようなケースも含めると運営の違いに着目して分析する必要がある。 
 
1.3 地域社会運営の違いに着目する－ローカル・ガバナンスの視点から 
 本章では社会地区と政策パフォーマンスのそれぞれと政策満足度との分析をこれまで行
ってきた。上記 2 つの視点から得られた知見を照らし合わせて考えてみると地域差に表れ
る政策満足度の意味は次の様に考えられる。特別区は類似した制度の中でも社会経済的状
況の違いは定住する特別区によって大きくことなる。そのため、政策満足度の違いは社会
経済状況の違いを反映している可能性がある。しかしながら、本章の知見は比較的似通っ
た居住者特性を持つ都市の間でみると政策満足度に地域差が生じていることを示している。
これは共通の政策課題を有している特別区の間で地域社会運営が上手くいっているから高
48 
 
水準の政策満足度が得られると推察される。そのため、政策満足度指標は誤認に基づいて
評価されているとは言い難い。政策満足度は少なくとも政策パフォーマンスの一部分を反
映していることが本研究からは支持される。そして、以上の分析結果は共通の政策課題に
を有している特別区の間で地域社会運営の取り組みが上手くいっている特別区で政策満足
度が高いと推察される。 
上記の分析結果をもとに特別区の差異を説明すると以下の様な現象が特別区の間で生
じている。下町・山の手混在地域では新宿区から豊島区にかけて制度整備が迅速に行われ
ており政策満足度が増加している。そして、世田谷区から台東区、目黒区にかけてサービ
ス充実度が増加するにつれて政策満足度が増加している。さらに、下町地域に関しては足
立区から板橋区、墨田区にかけて、山の手地域では世田谷区から杉並区にかけてサービス
充実度と制度整備（迅速さ）の水準が高くなることによって政策満足度の水準が増してい
ることが考えられる。 
以上の分析結果は、特別区制度という類似した制度が同時期に導入され、共通した政策
課題を有する特別区において、地域社会運営が上手くいっている地域とそうでない地域が
あるという問題を浮き彫りにするものであった。では、どのような地域社会運営が行われ
ていることによって、市民に効果的な地域社会運営が導出されるのであろうか。 
ローカル・ガバナンス論からは市民社会組織と地方政府の協働運営が望ましいとしてい
るので、協働型地域社会運営の違いが東京・特別区の政策満足度の違いに反映されている
可能性がある。 
一方で、ローカル・ガバナンス論では特定の事例に対する特別区の散発的な先端事例が
先行しているので、23 区を比較してその状況を確認することは難しい。一方で、自治基本
条例に関する事例比較の分析からは比較的考察することが可能である。自治基本条例の違
いから協働に対する区の認識の違いが読み取れる研究として新藤（2006）や平井（2015）
の研究がある。 
新藤（2006：35-36）によれば足立区では財政難や構造的不況から NPM 型行革を強く志
向する自治基本条例の意味合いが強く、行政・企業・住民の PPP（Public Private Partnership、
官民協働）や民間への外部委託を進めている。一方で、文京区は協働を「地域社会の公共
的課題の解決のための住民自治の原則」とし、民間委託に限定せず、政策の立案から実施、
評価に至るまでの市民の権利として「協働」を位置付けている。そして足立区と異なる点
は「区が公共サービスを直接提供すること」を否定していない（新藤 2006：37）。また、
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平井（2015：55－57）は新宿区の自治基本条例を挙げている。それによれば新宿区では条
例を最高規範に位置づけて区政運営のステイクホルダーとして区民の定義を区内で働く就
業者および学者、活動者、活動する組織まで広げている。 
以上の様に類似した自治基本条例であるにもかかわらず、動機や協働の認識は特別区の
中で一致していないので、運営に違うが生じていることは十分に考えられる。しかしなが
ら、既に述べたように事例研究の後追いでは十分な状況は確認できない。 
そこで、このような状況を補うために筆者は、ローカル・ガバナンスに関連した用語に関
する頻出・頻度を調べることによって、東京・特別区におけるガバナンスの概況を測るこ
ととした。具体的にはローカル・ガバナンスの文脈から重要と考えられる「協働」・「まち
づくり」という用語の頻出・頻度を新聞記事から把握するという作業を行った。データセ
ットには、朝日新聞記事データベースの『聞蔵Ⅱビジュアル』と東京・特別区の詳しい状
況を知るために『都政新報（電子版）』の用語検索機能（拡張機能）を用いた。それによっ
てヒットした記事件数を用分析に用いている50。朝日新聞の記事データベースは 1985 年か
ら現在に至るまでの『朝日新聞』の記事を調べることができる。筆者は詳細検索機能を用
いて検索対象キーワードが含まれた記事の頻出頻度の検索を行った51。都政新報に関して
は検索対象キーワードを入力し、該当した記事の発行日を 1 年間単位で集計し、頻出頻度
の検索を行った。日本全体と東京・特別区の取り組みに関する各年の記事を追うことによ
って、ローカル・ガバナンスの状況について把握することを試みた。なお本項では主に前
述した作業によって得られた分析結果のうち 23 区の違いが確認された知見にのみ言及し、
東京全体と全国の状況の差異については章末にグラフとして結果を示し、注に解釈を加え
ている52。 
                                                        
50 朝日新聞社が提供している「聞蔵 II（きくぞうツー）ビジュアル」の記事検索機能は
1984 年から現在までの紙面の記事を検索することができ、それは約 140 年間の総計約 1500
万件の記事・広告が検索できる国内最大級の新聞記事データベースであることから、日本
全体の傾向を量るための最適なデータベースと判断し、本節で用いることとしている
（http://database.asahi.com.ezproxy.tulips.tsukuba.ac.jp/help/jpn/about.html、平成 30 年 8 月 18
日アクセス）。同様に、「都政新報」は本研究の研究対象である東京・特別区を対象にした
1950 年 1 月から創立し、発行されている自治体専門紙であるため、本研究で用いることと
した（http://www.toseishimpo.co.jp/modules/general/index.php?id=3、平成 30 年 8 月 18 日アク
セス）。なお、都政新報についてはデジタル版のサービス提供規約に基づいて、直近 10 年
間（2008 年 5 月から現在）の記事件数のみしか検索できない。 
51 筆者は、記事の用語検索機能を用いて、「東京」を発行社とし、「本紙」と「地域面」を
含んだ朝夕刊の朝日新聞における記事（見出しと本分を含む）を検索対象とし、1 年間の
記事発行日を検索単位（1 月 1 日～12 月 31 日（30 日））として検索を行った。 
52 筆者は、東京全体の状況と全国の状況を比較する上でローカル・ガバナンスにとって不
可欠な要素となる用語を調べている。具体的には、ローカル・ガバナンス論では地方政府
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出所）都政新報社「都政新報（電子版）」より筆者作成 
図 1-4 都政新報・ヒットした記事（各区 AND 協働＋各区 AND まちづくり）の比率53 
では、各区の協働に関する取り組みの状況はメディアにどのように取り上げられている
のだろうか。「2008 年から 2018 年現在までの都政新報に取り上げられた先端事例に関する
記事」に関して「各年に取り上げられた記事の頻出・頻度の合計数（全体）」に占める「各
特別区の各年に取り上げられた記事の頻出・頻度数」の割合をそれぞれ算出して 23 区の比
較を行った。算出した結果は図 1-4 に示し、データ元は表 1-9 に示している。 
それによれば、まず、協働・まちづくりに関する記事は過去 10 年間で一貫して各特別
区で一定の割合で都政新報に取り上げられている。そして本研究の対象時点である 2008
                                                                                                                                                                  
による画一的な行政運営よりも市民社会組織との連携・協力を仰ぎながら行う地域社会運
営を志向するので、そのキーワードとして従来行政が担ってきた「行政サービス」から「協
働」・「まちづくり」の用語を調べている。そして、協働施策やまちづくりが展開されるこ
とに伴い協働型政府として、地域社会運営の中に住民や市民社会組織の参加する権利等を
記した憲法的意義があるとされる「自治基本条例」の整備もまた、政府と社会関係を捉え
なおすローカル・ガバナンス論からは欠かせないトレンドであるが故にその用語の頻出頻
度も調べることとした。それは章末に示した図 1-5 によって「朝日新聞」・「都政新報」の
記事件数（頻出・頻度）に関する時系列推移をグラフ化している 
53 グラフは各区の名称と「協働」、「まちづくり」を併記して入力し、ヒットした件数を隔
年ごと記録し、2008 年から 2018 年のヒット件数の合計を全体として各年の構成比率を表
に示している 
都政新報（各区AND協働＋各区ANDまちづくりの頻出・頻度（対：23区・協働＋23区・まちづくりの総合計の％））
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
千代田 3.8% 4.2% 4.0% 2.8% 3.4% 4.1% 4.2% 4.5% 5.2% 4.5% 4.1%
中央 1.9% 3.6% 4.8% 5.1% 4.6% 4.7% 4.4% 5.6% 5.4% 4.2% 5.2%
港 5.7% 6.1% 2.3% 5.1% 6.7% 5.5% 5.4% 4.9% 6.3% 5.2% 6.7%
新宿 5.7% 6.1% 3.1% 3.1% 6.0% 4.9% 4.0% 3.8% 5.2% 3.5% 5.2%
文京 3.8% 4.9% 2.3% 3.9% 4.4% 3.9% 4.2% 3.4% 3.9% 2.6% 3.7%
台東 2.5% 4.2% 3.4% 4.2% 3.0% 4.1% 3.6% 3.0% 3.2% 2.8% 3.7%
墨田 7.5% 4.5% 7.1% 4.8% 4.4% 4.9% 3.0% 4.9% 3.9% 2.6% 4.5%
江東 6.3% 4.2% 6.5% 6.5% 3.6% 6.3% 4.4% 6.8% 5.4% 6.8% 5.6%
品川 7.5% 5.5% 5.1% 3.4% 5.0% 6.5% 7.2% 3.8% 4.5% 4.5% 3.0%
目黒 4.4% 3.6% 3.4% 2.8% 3.6% 2.2% 2.0% 3.4% 3.5% 2.4% 2.6%
大田 3.8% 6.8% 8.8% 7.0% 5.0% 4.5% 5.4% 5.3% 4.8% 4.7% 4.1%
世田谷 3.1% 3.9% 4.0% 7.6% 6.3% 5.5% 4.4% 6.0% 4.3% 6.1% 3.7%
渋谷 1.9% 1.9% 2.5% 2.0% 2.8% 2.7% 3.4% 4.5% 4.1% 3.3% 4.1%
中野 6.9% 5.5% 2.3% 4.2% 4.0% 4.7% 5.0% 4.7% 3.2% 4.7% 4.5%
杉並 7.5% 2.9% 6.2% 6.5% 3.6% 4.5% 5.0% 3.8% 3.3% 4.0% 4.9%
豊島 3.1% 3.9% 4.2% 5.4% 5.6% 3.3% 7.0% 6.2% 7.2% 6.6% 4.5%
北 3.8% 3.2% 4.8% 4.2% 3.0% 3.9% 3.8% 4.3% 3.5% 4.0% 4.9%
荒川 4.4% 2.9% 4.0% 2.0% 3.6% 3.3% 3.8% 2.8% 3.9% 4.9% 3.0%
板橋 6.3% 8.4% 4.0% 4.5% 2.8% 3.1% 3.0% 3.6% 4.3% 4.5% 3.0%
練馬 3.1% 4.2% 4.5% 5.4% 4.6% 3.5% 6.2% 3.6% 4.1% 5.6% 5.2%
足立 3.1% 3.9% 5.7% 4.8% 5.2% 5.3% 4.2% 3.4% 4.8% 4.0% 6.0%
葛飾 2.5% 2.3% 3.4% 0.8% 5.6% 5.7% 4.0% 3.8% 3.2% 5.4% 4.5%
江戸川 1.3% 3.2% 3.7% 3.9% 2.6% 2.9% 2.4% 3.6% 3.0% 3.1% 3.0%
3.9% 4.1% 4.1% 4.0% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2% 4.2%
100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
東京23区
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年の頻出・頻度の割合は墨田区（7.5pt）、杉並区（7.5pt）、品川区（7.5pt）、中野区（6.9pt）、
板橋区（6.3pt）の順に割合が推移している。このような「協働・まちづくり」に関する取
り組みがメディアに取り上げられる頻度が多い特別区は主に自治基本条例54を整備し、「協
働・まちづくり」を緊喫な問題と捉えている特別区である傾向がある。そして、大田区や
杉並区、江東区の「協働・まちづくり」の頻出・頻度は他の特別区に比べて 2008 年から
2011 年にかけて多い。この分析結果を本研究の問題と照らし合わせてみると、政策満足度
が高水準である地域と重なっている。なお、豊島区は自治基本条例が比較的遅くに整備さ
れており、比較的 2014 年以降の最近となって「協働・まちづくり」の先端事例が取り上げ
られる頻出・頻度が多い。 
以上の分析結果は東京・23 区の「協働・まちづくり」に関する先端事例の頻出・頻度に
違いがあることを示している。そして各区の協働・まちづくりの取り組みには地域差があ
り、政策満足度の地域差と幾つか重なる点があることを鑑みると各区の協働運営の違いか
ら市民に効果的な地域社会運営を検討する意義があるように考えられる。しかしながら、
この分析は各区の協働運営の状況を直接的に分析していないので参考結果に留まる。 
以上の一連の考察は研究対象である東京・特別区の概況を整理し特別区の政策満足度に
関する差異の意味を検討するものであった。考察結果より、政策満足度の地域差は地域社
会運営の違いによって把握されるべき問題といえる。そして、協働のローカル・ガバナン
スが関係して市民に効果的な地域社会運営が導出されている可能性がある。
                                                        
54 東京・特別区の自治基本条例の整備状況は以下の通りである。いち早く取り入れられた
都市は杉並区である。2002 年に区政参画の住民自治の仕組みおよび基本理念を定め、区政
の重要事項に対しする区の計画策定に際した案件を、区民に対して事前に公表し、意見を
聴衆した結果、それに対する公式見解を明らかにする「政策に係る区民等の意見提出手続
き制度」等の内容を盛り汲んでいる。また、現在、自治基本条例は 13 区で施行されており
板橋区では自治基本条例に先駆けて、ボランティア活動を積極的に評価する「東京都板橋
区ボランティア活動推進条例」を 1997 年に既に整備していた。その後、体系的に自治基本
条例を杉並区（自治基本条例・杉並区 NPO・ボランティア活動および協働の推進条例）が
整備し、次いで文京区（「文の京」自治基本条例、2005 年）、中野区（自治基本条例、2005
年）、足立区（自治基本条例、2005 年）、豊島区（自治の推進に関する基本条例、2006 年）、
葛飾区（葛飾区区民参加による街づくり推進条例、2006 年）、港区（まちづくり条例、2007
年）、墨田区（墨田区協治（ガバナンス）推進条例、2010 年）、練馬区（区政推進基本条例、
2011 年）、新宿区（自治基本条例、2011 年）の順に整備されている。 
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表 1-9 都政新報に取り上げられた記事（各区 AND 協働＋各区 AND まちづくり）総合計 
 出所）同上 
 
（a）朝日新聞の記事ヒット件数 
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行政サービス 全国・協働 全国・まちづくり 自治基本条例
出所）朝日新聞記事データベース「聞蔵Ⅱビジュアル」、都政新報社「都政新報（電子版）」より筆者作成
検索方法：朝日新聞）朝夕刊（東京紙・地方紙）の記事（本文・見出し含む）、都政新報）週2日刊行の記事（検索ワード含む）
データ取得日：2018年8月18日
検索ワードのカウント方法：朝日新聞）「行政サービス」、「協働」、「まちづくり」の記事件数
都政新報）「各区の名称AND協働」の総合計、「各区の名称ANDまちづくり」の総合計記事件数
都政新報（各区の名称 AND 協働の記事件数（対：23 区・協働の総合計の％））      
  2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
千代田 6 13 14 10 17 21 21 21 28 19 11 
中央 3 11 17 18 23 24 22 26 29 18 14 
港 9 19 8 18 33 28 27 23 34 22 18 
新宿 9 19 11 11 30 25 20 18 28 15 14 
文京 6 15 8 14 22 20 21 16 21 11 10 
台東 4 13 12 15 15 21 18 14 17 12 10 
墨田 12 14 25 17 22 25 15 23 21 11 12 
江東 10 13 23 23 18 32 22 32 29 29 15 
品川 12 17 18 12 25 33 36 18 24 19 8 
目黒 7 11 12 10 18 11 10 16 19 10 7 
大田 6 21 31 25 25 23 27 25 26 20 11 
世田谷 5 12 14 27 31 28 22 28 23 26 10 
渋谷 3 6 9 7 14 14 17 21 22 14 11 
中野 11 17 8 15 20 24 25 22 17 20 12 
杉並 12 9 22 23 18 23 25 18 18 17 13 
豊島 5 12 15 19 28 17 35 29 39 28 12 
北 6 10 17 15 15 20 19 20 19 17 13 
荒川 7 9 14 7 18 17 19 13 21 21 8 
板橋 10 26 14 16 14 16 15 17 23 19 8 
練馬 5 13 16 19 23 18 31 17 22 24 14 
足立 5 12 20 17 26 27 21 16 26 17 16 
葛飾 4 7 12 3 28 29 20 18 17 23 12 
江戸川 2 10 13 14 13 15 12 17 16 13 8 
東京 23 区 159 309 353 355 496 511 500 468 539 425 267 
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(b)朝日新聞・都政新報の記事ヒット件数 
図 1-5「朝日新聞」・「都政新報」の記事件数（頻出・頻度）に関する時系列推移55 
                                                        
55 グラフは 1985 年から 2018 年までの各用語の頻度を示す。政府が主体となって行政需要
に応えることを意味する「行政サービス」という用語は、1985 年から 1990 年代には伸び
悩み、1990 年代には「まちづくり」という動きが頻繁に取り上げられる。これは少子高齢
化社会を迎え、社会経済環境の変化が激しい中で、中央政府の画一的システムによって問
題の対処を求めることが難航したこと、1960 年代に革新自治体が登場し、革新系の知事が
住民自治を標榜して市民の活力を活用しようとたこと、1990 年代は、「官から民へ」、「国
から地方へ」というスローガンを掲げた行政改革とその一連の地方分権改革という一連の
制度変化が地方政府の環境を大きく変えたことに起因している（西尾 2007）。また、「まち
づくり」という用語が頻繁に取り上げられた当時、世田谷区がまちづくりに関心を寄せ、
他の自治体とまちづくりの問題を共有するシンポジウムを開催したこと等の記事が取り上
げられている。さらに 1996 年頃の東京では青島幸男が知事として「生活都市東京を考える
会」等を開き、都政の転換を図ろうとする中で、まちづくりなどの分野で社会的関心を集
めていた NPO（非営利組織）の実態を調査した報告書を編纂するなど行政と NPO の「協
働」を考える取り組みに東京は積極的であった。そしてグラフは 2000 年頃となり「協働」
がまちづくりに後追いで頻出するようになる。2003 年から 2005 年にかけて頻出・頻度が
上昇し、「行政サービス」という用語の頻出傾向が減少していた。地域社会運営の中で「協
働」による運営が希求されたことを意味する。さらに『都政新報』の記事検索機能を用い
て東京・特別区の「23 区・協働」、「23 区・まちづくり」の状況を 2008 年から 10 年間の頻
出傾向調べると、朝日新聞が取り上げている「行政サービス」の記事件数より 2000 年代の
東京で取り上げられた「まちづくり」の頻出・頻度が多い。また、「まちづくり」に関する
記事の頻出傾向は 2006 年をピーク・ポイントとし、同様に「協働」の頻出頻度も頭打ちと
なっている。これは協働による地域社会運営が成熟したことを意味する。一方で、地方政
府の位置づけは市民社会組織によって取って変わるものではない。グラフは 90 年代に「行
政サービス」という用語が下火であったのに対して、その一方で協働・まちづくりの環境
整備として、「自治基本条例」を整備して協働の調整役として自らを位置付ける「協働型政
府」の役割を担うようになったといえる。グラフでは、1990 年代までの「まちづくり」・「協
働」に関する社会の動きに呼応し、2000 年代にかけて「自治基本条例」に関する記事の頻
出頻度が上昇している。 
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出所）朝日新聞記事データベース「聞蔵Ⅱビジュアル」、都政新報社「都政新報（電子版）」より作成
検索方法：朝日新聞）同上、都政新報）週2日刊行の記事（検索ワード含む）
データ取得日：2018年8月18日
検索ワードのカウント方法：都政新報）「各区の名称AND協働」の総合計、「各区の名称ANDまちづくり」の総合計記事件数
注）グラフ中の表記：全国＝朝日新聞の記事件数、23区＝都政新報の記事件数
調べ方＝都政新報は「「各区の名称と「協働」、「まちづくり」を併記して入力し、ヒットした件数を隔年ごと記録した結果を図に示している。
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第2章 ローカル・ガバナンス、ソーシャル・キャピタル、市民に効果的な地域社
会運営に関する先行研究 
 
2.1 はじめに 
本章はローカル・ガバナンスが市民にとって効果的な地域社会運営にどのように結びつ
くことが出来るのかを検討するべく、ローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルに
関する先行研究の整理を行い、本章以降で行われる分析枠組みとなる市民に効果的な地域
社会運営を導く 5 つの仮説を導出することを目的としている。 
本研究は、今日の地域社会運営では市民社会組織がステイクホルダーとして参画しなが
ら自治体が協働型政府として機能していることに着目している。ガバナンスが進展した上
でも、依然としてガバメントは協働型政府としてネットワークを管理する役割がある。そ
のため、地域社会運営は概念的には地方政府と市民社会組織のローカル・ガバナンスから
考えることが出来る。ガバナンスとは、本研究では地方政府と市民社会組織の相互作用（対
立・協調）から形成されるネットワークによる統治プロセスと捉えている。 
先行研究の整理によると、ローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタル、そして市
民に効果的な政策運営に関するメカニズムは、以下の図 2-1 の様に考えることが出来る。 
 
 
 
図 2-1 ソーシャル・キャピタル、ローカル・ガバナンス、市民に効果的な政策運営の関係 
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図の左側ではローカル・ガバナンスの制度的（非制度的）要因を示している。本研究で
は、制度的要因よりもむしろ非制度的要因に重点を置いている。基本的に、自治基本条例
などの制度は協働の環境を整備する上では重要な役割を果たすと考えられる。しかしなが
ら、条例を整備したとしても市民社会組織を従わせる強制力はないので、ガバナンスを機
能させるという文脈においては、ローカル・ガバナンスには非制度的要因が不可欠である
といえる。そうすると、ガバナンスにおいて地方政府がどのように市民社会組織から協力
を得られるのかという問題が発生する。そこで、筆者は、ソーシャル・キャピタルをロー
カル・ガバナンスの非制度的要因と位置付けて必要な要素と捉えている。 
以上の考え方から、筆者は、「ソーシャル・キャピタル→ローカル・ガバナンス（＋）→
市民に効果的な地域社会運営（＋）」の経路を仮説立て、上記の図に示す関係を提示してい
る。本章では、まず市民に効果的な政策運営をもたらすローカル・ガバナンスに関する先
行研究を整理し、市民社会組織との「協働」と地方政府の「ネットワーク管理」としての
役割が必要であることを論じる。そして、ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソ
ーシャル・キャピタルは何故機能するのかについて市民に効果的な地域社会運営に関する 5
つの仮説を導出することにしたい。 
 
2.2 ローカル・ガバナンスと市民に効果的な政策運営の関係 
2.2.1 ローカル・ガバナンス論の展開 
ガバナンス論は統治主体として政府を中心とせず、政府―市民社会組織関係から統治空
間を捉えなおしていることに意義がある56。そのため、地方政府を取り巻くローカルな文脈
において公共利益をどのように実現させるのかという問題を考える主体として市民社会組
織を位置づけ、公共の担い手を拡げた理論的枠組みが「ローカル・ガバナンス論」である。
ローカル・ガバナンスでは、市民社会組織が公益を目指して地方政府のステイクホルダー
として活動することを評価し、政策形成過程から政策実施、政策評価の政策過程全般にま
でに及ぶ政府と市民社会組織の相互依存関係に着目している57。 
その背景には、政治学や行政学、そして公共政策の文脈においてガバナンス論が中央政
                                                        
56 この点に関して、新川（2011：4－5）は、ガバメントを中心に「政策やその過程あるい
はその成果を考えることができるかどうかということへの疑問」を呈し、「いまや、政府の
機能それ自体ではなくてそのガバナンス状況を考える事が求められる」としている。 
57 ガバナンス論において市民社会組織は「自分たちの利益を認識し、自分たちを組織し、
その主張を支持するように他者を説得し、政府担当者に接近し、決定作成に影響力を及ぼ
し、そして政府政策の執行を監視する」存在として理解されている（森脇 2010：33）。 
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府による一元的管理に対して限界的発想を持っていることが関係している58。例えば、
Rhodes（1997）は、イギリスでは財政難等の社会経済状況の変化を受けて、福祉国家路線
が厳しくなると政府のみによる公共運営には限界があるとして、政府の機能を「空洞化
（Hollowing out）」していると表現した。また、デビッド・オズボーンとテッド・ゲーブラ
は『Reinventing Government（邦訳：行政革命）』を出版し、1990 年代のアメリカ社会では政
府が公共運営の漕ぎ手となって、政策の形成から政策実施過程にまで役割を果たす時代は
終わったと述べている。西岡（2006）はそれを「新自由主義的ガバナンス」と捉えており、
公平性の観点から効率性の過剰評価を批判している。 
しかしながら、ガバナンス論ではむしろ非営利組織等の社会アクターが民間委託やアウ
トソーシングを通して政策運営に参画する必要性が認識された点を鑑みて NPM（新公共管
理）を評価している59。 
以上から、政府の統治能力の限界を指摘し、地方政府と市民社会組織の相互依存関係に
着目するガバナンスは岩崎（2011：11）が定義するように「ガバメントの統治能力の低下に
ともない、他のさまざまなアクターがそれを補完もしくは代替するために必要に応じてネ
ットワーク化して政策決定へ関与することによりもたらされた新しい現象」という意味を
含んでいる。したがって、べビア（2012＝2013：10）が定義するようにガバナンスは「ネ
ットワークの内部で複数のステイクホルダーが互いに協力し合うという、複合的で複数の
管轄権を有する新しい統治プロセス」であると考えられる。ガバナンスは政府と社会アク
ターの相互関係の統治プロセスを指す。そして、その構造は「ネットワーク60」として理解
される。 
                                                        
58 例えば、岩崎（2011：3）はガバナンス論の背景には 1970 年代から 1980 年代の先進民主
主義国家に共通した国家の統治能力（governability）の危機があると述べている。加えて若
尾（2003：145‐146）は政府のモラルハザードの問題が、市民の心理的要因に起因して政
府に対する信頼を損なわせたこと、さらには市民のニーズの多様化に伴い、国家の財政難
という問題を受けて政策運営が難しくなったことを、戸政（2000：311）は行政改革等の制
度変化を経た政府が役割を縮小させ市民社会への依存度を増したことを要因として挙げて
いる。 
59 NPM 改革に対して、新川（2011：26）は、「ネットワーク型ガバナンスの視点、つまり
は政府も一つの経営体であり、ガバナンスのネットワークを構成する一主体だという視点」
を提供させたとして公的ガバナンスを大きく変化させるためにはきわめて重大であったと
している。 
60 ネットワークとは、基本的には社会ネットワーク分析の構造に依拠している（Koliba et.al. 
2011）。抽象的なネットワークの概念としては原始的には 2 つのノードからなる一組の二項
関係（dyadic variables）を指す（Kenis 2016：150）。つまり、ガバナンスのネットワークは
政府と市民社会組織の関係から形成される。さらに、Pierre and Peters（2000：14）は歴史的
に整理して、ヒエラルキー、市場に次ぐ第三のガバナンスの構造としてネットワークを捉
えている。 
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一方、ネットワークとして政府と市民社会組織の相互依存関係を捉える場合、それは政
府と市民社会組織の協働61関係を指す。協働は稲生（2010）によれば、「複数の組織ないし
は行為者が、対等な資格で、政策的課題の解決のために、領域横断的に行う、自発的かつ
透明で開かれた協力関係ないし共同作業」と定義される（同上：48）。市民社会組織は協働
によって政府を補完するので、協働はローカル・ガバナンスの重要な要素といえる。現実
には地方政府と市民社会組織の協働関係は政策過程の様々な局面で行われているためにネ
ットワークは政策過程の様々な局面で形成されている62。 
そして、アクターとネットワークは以下の役割を果たす。政府は利害関係者の利益を代
表し、体言化させるための重要な役割を果たす（同上：20）。一方で、ネットワークは、市
民社会組織が自らの利益を政府に働きかける上で重要な役割を果たし、市民社会組織は地
方政府を補完する役割を担う。ガバナンスの統治プロセスは、ガバナンスのアクターが政
治的目標ないし方向を定め、決定を下すために形成されるネットワークの運営の舵を取る
という意味合いが含まれている63。 
                                                        
61 長谷川（2003a：183-184）は協働を「複数の主体が台頭な資格で、具体的な課題達成のた
めに行う、非制度的で限定的な協力関係ないし共同作業」と定義している一方で、長谷川
（2003b：12）は、協働を「＜①対等で、②領域横断的で、③プロジェクト限定的で、④透
明で開かれた協働作業・協働関係＞」とも定義しており、その統合を稲生（2010：45-47 は
行っている。 
62 社会と政治（行政）の接点に関して、団体-行政の関係様式として、実証的に明らかにし
ている JIGS 研究では、例えば行政と何等かの関係を有していると仮定して団体分類の中に
「行政関係団体」という設問項目を設定して日本の行政に関する外延状況を分析している
（森・辻中 2002）。また、行政との関係に対する設問を個別に設けて、団体に対して認知
的な側面としての「信頼関係」および意識レベルでの「協調―対立関係」や団体の「情報
取得源としての行政との関係」を尋ねている。さらに行政関係の実態について、「許認可」、
「法的規制」、「行政指導」、「政策決定・予算活動への協力、支持」、「意見交換」、「審議会
委員派遣」、「ポスト提供」を尋ね、さらに、関係行動（相談接触・直接的働きかけ・間接
的働きかけ）から、団体-行政関係のネットワークの濃淡を把握している（辻中 2002：
350-361）。それ故、筆者は、ネットワークの概念について何をネットワークとして定めて用
いるか、明示すれば分析可能な概念であるという立場を採っている。 
63 ガバナンスは語源に「Steering」という語意を含んでいる。安（2009：66）は、ガバナン
スの語源を辿り、ギリシャ語の「Kuvernan」に行き当たるとしている。それは英語で「Steer
（舵を取る）」を意味しており、語源は航海の方向を定め、調整するという意味を表してい
る。ガバナンスの語源に関する解釈については Pierre and Peters (2000：23)も参照。 
 58 
 
2.2.2 理論的枠組みの検討―社会中心アプローチの限界 
さて、ローカル・ガバナンスでは、地方政府と市民社会組織の相互依存関係の中で、政
府と市民社会組織はどのような役割を担っているのだろうか。 
その点に関して、ガバナンス理論では 2 つのメカニズムが考えられる。一つは政府から
社会への権限移譲の程度が強まる時、社会アクターが自己組織的なネットワーク64を形成し
てガバナンスの舵を取ることを主張する「社会中心アプローチ（socio-centric approach」で
ある。 
二つ目は「政府中心アプローチ(state-centric approach)」である。それはガバナンスが進展
し両者の相互依存関係が深化していながらも、現実には社会アクターだけではネットワー
クとして存続し得るには不十分であるから政府の役割が再認識されるべきと主張している。 
表 2-1 は Rhodes（1997）および Pierre and Peters（2000）をもとに 2 つに類型されるアプ
ローチに関する論者、問題設定、政府（機能）、社会アクター（機能）などの論点の違いを
まとめたものである。 
表 2-1 社会中心アプローチ vs 政府中心アプローチ 
 
  社会中心（socio-centric） 政府中心（State-centric） 
主な論者 Rhodes （1997） 
Pierre and Peters 
（2000） 
問題設定 自己組織的 ネットワークの役割 政府の役割 
政府 政府の空洞化 舵取り 
（機能） なし 目標設定・調整 
社会アクター 舵取り ステイクホルダー 
（機能） 調整 補完 
出所）Rhodes（1997）；Pierre and Peters（2000）を基に筆者作成 
 
社会中心アプローチは、政府の統制に依存しない自己組織的ネットワークによるガバナ
ンスに焦点を当て、空洞化した政府に対する批判を行っている（西岡 2006：10）。地方政
府が空洞化しているので、その役割を補完する役割として市民社会組織はネットワークを
形成すると考えている。そして、市民社会組織が地方政府を補完することで、地方政府の
役割はガバナンスでは最小限に留まることを強調している。 
一方で、この社会中心アプローチが強調している自己組織的ネットワークに対して批判
                                                        
64 ローズによれば、政府から相当程度自律的な組織間のネットワークを自己組織的ネット
ワークと捉えている（Rhodes 1993：15,59-60）。 
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的に検討しているのが、Pierre and Peters（2000：12）である。彼らは自らのアプローチを「政
府中心アプローチ（State-centric approach）」と呼んでいる。 
両者の違いは政府に対する考え方にある。政府中心アプローチではガバナンスにおける
政府の役割を再確認しているので、ローカル・ガバナンスを考える上では有益である。Pierre 
and Peters（2000：1）によれば、ガバナンスとは「経済や社会の舵をとること、そして集合
的目標を達成させる方法」を指す。彼らは、ガバナンスの中で、「政府がこれらの目標を決
定する唯一の方法であるかどうか、あるいはそれがその任務を遂行する有効な方法のまま
であるかどうか」という政府の役割に関する問題を扱っている（同上：1）。 
彼らはガバナンスを定義する上で、自己組織的ネットワーク内に生じるコンフリクトを
どのように調整するべきかという問題に取り組んでいる。彼らによれば、コンフリクトは
ガバナンスにおける集合的利益の達成のために生じる管理・調整の問題に起因しているの
で、それを解決する主体として政府の役割を強調する。そして、社会・経済の舵とり（Steering）
と集合的目標を達成することをガバナンスの定義に含めている。上記の問題が生じるなら
ば、政府の問題設定と方向付けが重要であると述べている（同上：198）。 
では、前述したガバナンス理論のメカニズムは、ローカル・ガバナンスを理解する上で
どのように考えられるだろうか。ローカル・ガバナンス研究は特定事例の研究が多いが、
それぞれの問題に関する知見から両者のガバナンス・メカニズムの妥当性を考えてみたい。 
ここでは 3 つの事例を取り上げる。一つは、地域防災ボランティアを事例とした前田（2017）
論文、二つ目には、鳴門市の地域包括ケアに関する事務事業を報告している畠山（2017）
論文、三つ目には NPO と自治会の協働を考察している栗本（2016）論文を取り上げる。ど
れも、協働関係に関する様々な問題点を指摘しており、ローカル・ガバナンスのメカニズ
ムを考える上で重要な知見を提供している。その結論を先取りすると上記 3 つの事例研究
からは地域社会運営における社会アクターと協働する意義が幾つか確認されている一方で、
社会アクターだけではガバナンスには限界があるということが理解できる。 
例えば、前田（2017）は名古屋市の地域防災ボランティアを事例として扱っている。地
域防災ボランティアと政府の関係は社会中心アプローチが示すように、比較的対等の関係
にある。ボランティアに関わる職員の意識によれば、ボランティア団体に対して「いざと
いうときには我々もお願いしないといけない」と答えており、社会アクターに対する依存
関係が示されている。また、「平常時は我々の方からも色々お手伝いをさせてもらう」と答
えており、相互の水平的関係が構築されている。このような名古屋市の制度設計に関わる
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災害ボランティアの事例の様にボランティア・ワーカーが主体となっている場合には、社
会中心アプローチにはローカル・ガバナンスを考える上で妥当性がある65（前田 2017：120）。 
しかしながら、「いったん構築された結びつきは必ずしも安定的なものではない」（同上：
129）と指摘し、社会アクターがローカル・ガバナンスで主体性を発揮するためには安定的
な財源が必要であり（同上：131）、「いったん構築された結びつきは必ずしも安定的なもの
とは限らない」（同上：131）ため不安定なネットワークといえる。以上より、社会中心ア
プローチには活動資源の持続性と、ガバナンスの持続可能性に関する問題があるので、政
府の介入および地域社会運営に対する連携機能が不可欠であるといえる。 
さらに二つ目の畠山（2017）の事例は、鳴門市の地域包括ケアシステムを取り上げてい
る。その事例からは政府の対応がないと委託された公共サービスに地域差が生じてしまう
ことが報告されている。介護保険事業を委託された事業組合は、任された生活圏域の中で
業務に従事しているため、時として類似した生活圏域内の事業所同士には競合、摩擦が生
じるという。そして、地域特性が異なる場合、圏域ごとに活動している事業所にとっては、
市全体のサービスに偏りのないように意識の統一を図ることが難しい。それを受けて、畠
山（2017）論文は分権的ガバナンスをある程度抑えても上位政府に管理の権限を委譲し、
重層的なガバナンス運営を行うことはローカル・ガバナンスには必要であると述べている。
この事例からは、社会アクター間の政策目的が一致したとしてもコンフリクトの問題があ
ること、関係各所との連絡・情報共有のネットワークを機能させるためには、政府がコー
ディネーターとして働きかけることが必要であると考えられる。 
三つ目の栗本（2016）論文は上越市浦川原区の自治会と NPO の協働を取り上げている。
それによれば、バック・グラウンドの異なる組織間の協働が成功するためには行政の対応
が必要であるとしている。栗本（2016）は基本的には地域自治組織は比較的団体間の競争
が存在しないので、組織間の競争の代わりに政策課題に対する認識の共有が行われるとい
う。そして、パフォーマンスの向上を図るためには課題解決に対する協力関係が優先され
                                                        
65さらに、「災害時の活動を通じて得られた知識・情報などは構成団体間で共有される」（前
田 2017：122）としており、地域情報の保有という上では政府も社会アクターに依存的と
考えられる。加えて、前田（2017）の事例では、災害ボランティアに関する活動が当初の
目的を達成する上で、区内の地縁組織や NPO・ボランティア団体が媒介するようになると、
小学校区単位で啓発活動の場が増え、活動が徐々に地域に浸透するようになったとしてお
り（同上：126）、活動が伝播するかどうかは「こうした取り組み」が「どのような組織や
団体と接続できるかに規定される面がある」としているので（前田 2017：129）、ネットワ
ークとしての自治会・NPO 等の社会アクターが自己組織的ネットワークを自己強化し、政
府を介さずとも問題を解消する社会アクターの調整機能も確認されている。 
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ると述べている（同上：149）。しかしながら、これまで地域の問題を率先して処理してき
た自治会と新しく地域社会運営に参画する NPO では、政策課題に対する認識を共有してい
たとしても見解に相違があるという。その場合には協議会における利害の調整が難しいの
で、地域に関する諸問題を解決するためには行政の関与が少なからず求められるとしてい
る66（同上：164）。 
以上 3 つの事例研究から示唆された社会アクターの必要性は、社会中心アプローチが主
張する知見と整合している点がある。ガバナンスでは地方政府が市民社会組織にリソース
を求めているので、行政職員と市民社会組織の関係が比較的水平的な関係であることや、
財政制約下に置かれている地方政府が政策実施過程において社会アクターと協働すること
は市民に効果的な地域社会運営には不可欠といえよう。 
しかしながら以上の事例は、社会アクターによる自己組織的ネットワークだけでは、地
域課題の解決に伴うコンフリクトおよび乏しい資源状況を克服できないことを示唆してい
る。そして、バック・グラウンドの異なるガバナンスには利益調整の問題からコンフリク
トの問題が生じるので、集合財（共通目的）の達成のためには調整が必要であると考える
と、社会中心アプローチだけでは限界があるといえる。 
以上より、ガバナンスでは政府の空洞化を前提としてもなお、地方政治の文脈では、政
府が政治的目的を設定し、ネットワークに対する政府の働きかけが求められる。その意味
で、ローカル・ガバナンスを考える場合には両者のアプローチを補完的に捉える必要があ
る。市民社会組織と地方政府の相互行為によって、舵取りの機能は補強されると考えられ
る。事例研究と照らし合わせてみると、ローカル・ガバナンスでは、市民社会組織の協働
と地方政府の関与が求められよう。 
 
2.2.3 協働型自治体によるネットワーク管理者としての役割の必要性 
では、権威主義的な行政主体に代わって、どのような自治体がローカル・ガバナンスに
とって望ましいのであろうか。先行研究を整理すると、市民に効果的な地域社会運営のた
めには、次のように政府の位置づけと役割を考えることが出来る。 
まず、地方政府は市民社会組織と連携して地域社会運営を行う協働型政府として位置付
                                                        
66 しかしながら市町村合併を経験した市では、市に対する区域問題が伴っており、行政に
対する地域社会の近接性（心理的距離）が遠ざかっており、調整機能が難しいことを指摘
する（同上：164）。 
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けられる。前田（2007）は政府が、公共サービスの供給主体として中心に位置づけられる
のではなく、条例の制定など協働の環境を整備する主体への変化を捉えている。それによ
れば、協働づくりに向けて自治体は①市民活動推進を目的とした条例を整備し、市民活動
団体を公共サービスの実施主体として規定するようになっている（条例整備）。次に、②行
政改革を経て策定された「行政改革大綱」によって「協働を前提とした組織の再構築」が
行われるようなっていること（協働型組織志向）、③市民活動を活性化させるために相互の
交流を促進することを目的として、市民活動支援組織を設立したこと（市民活動センター
等の環境整備）、④市民活動支援に関する助成金および協働事業を行うようになってきたこ
とを挙げている。（同上：142－146）。また、行政職員の意識改革も進められ、⑤ボランテ
ィア休暇制度（職員のボランティア活動の推進）、⑥職員研修におけるボランティアや NPO
活動に関する研修プログラムが導入されたことを取り上げている（同上：148－150）。つま
り、地方政府はローカル・ガバナンスに向けて「所管や領域を超えて」行政組織を再編さ
せており、政府はローカル・ガバナンスの中で協働型政府として位置付けられよう。 
では、ガバナンスにおける政府の役割をどのように考えるべきであろうか。それはガバ
ナンスの中で生じるアクター間のコンフリクトの問題から考える必要がある。前節で取り
上げた問題とは、要約すれば、ガバナンスはどのように維持されるのかという問題とガバ
ナンス・アクターの中で共通の目的を共有しながらも多様な組織の利益が競合する可能性
があるために、時として対立化して利益衝突が起こってしまうという問題であった。これ
は、ガバナンスが行われるネットワークの脆弱性に起因している。 
ネットワークの脆弱性とは、稲生（2010：80-81）が公共空間67の特徴として挙げる「コ
ミュニケーション構造と意思決定過程が複雑であること」と関係している。ガバナンスは
バック・グラウンドの異なる組織間の協力関係に依拠しているので、組織間のコミュニケ
ーションが複雑である。そして、様々な局面で多様な市民社会組織と地方政府の間でネッ
トワークが形成されている場合には、最終的な意思決定のコンセンサスを得るには難しい。 
このような状況の中で、政府は役割を発揮する。Torfing（2012：102）は政府の役割を複
雑で不安定なガバナンスに介入し、交渉することとし、その理論を「メタ・ガバナンス」
                                                        
67 稲生（2010：80）は公共領域を市民社会組織と地方政府の組織間関係の相互作用として
捉え、協働を捉えるために、公共空間という概念を用いている。本研究では稲生（2010）
が捉えている公共空間という概念は、地方政府と市民社会組織の相互作用によって行われ
る地域社会運営と関係していると考えられるので、ローカル・ガバナンスのネットワーク
と同義であると解釈している。 
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から説明している。メタ・ガバナンスは「ガバナンスのガバナンス」と定義され（Torfing 
2016：525）、従来の伝統的ガバナンス68の政府形態から、新しいガバナンス69における政府
の役割への変化を結びつけている（同上：525，530）。地方政府はガバナンスにおいては「政
策的課題を解決するために、住民なども含めたステイクホルダーの有する有形無形の資源
を調達して、複数の政策的代替案を検討し対応を行う」（稲生 2010：33）存在であると考
えられるので、メタ・ガバナンスとしては政府がガバナンスの脆弱性を補完する役割を担
うと考えられる。 
他方で、ネットワーク論では、ネットワークの管理が行き届いていない場合、ガバナン
スが空中分解してしまう恐れがあることを既に指摘している（真山 2005：79,82）。ガバナ
ンスのプロセスでは政策を形成する上で責任と統制の確保が求められるので（同上：80-81）、
どのようにしてアクター間の目的の不一致や情報の非対称性の問題をマネジメントするの
かを考える必要がある。そこでネットワーク論ではネットワーク・マネジメント研究とい
う分析アプローチを確立し、政府を「ネットワーク管理」を担う主体として位置付けてい
る。 
オランダのガバナンスクラブの流派であるクラインやコッペンヤンらによれば、ネット
ワーク管理とはアクター間の相互作用を促すことを目的とした戦略を指している（Klin and 
Koppenjan 2016：11）。落合（2005：179）も、ネットワーク管理にはアクターに対して利害
の調整を図るために、多数のマネジメント手法があると述べている。その戦略・手法、政
府の位置づけについては新谷（2004：172）も引用している Kickert et al.（1997：181）が参
考になる。それは①政府とは他のアクターと正確にコミュニケーションを行い、取得した
情報に基づいて学習し、共通した目的を達成するために必要な資源やアクターを動員でき
る柔軟な政府（flexible government）であること、政府の役割としては②一つ目には政府以
                                                        
68 ガバナンス論が登場する以前から、ダール（1961）をはじめとして政治学では政策決定
過程に政府以外の社会組織が影響力を持つとする多元主義的な利益集団論（辻中 1988）。
が成立し、政府を一枚岩のハイアラーキーと理解し、明確なガバメントシステムの制度・
機構と社会組織の関係によって捉えられるシステムが「伝統的ガバナンス」を意味してい
る。その特徴として佐川（2003：75‐76）は、①政府という権力的制度と国家の市場介入
が積極的に受け入れられ、国家は選挙民の政治的意思を反映していること、②ガバメント
は管轄権内の権限を行使するが故、制度の内部は一枚岩となっており、統制が効くこと、
③国家の権力や能力が法令の範囲内に及び絶対であること、④憲法という枠組みに行為が
規定されているという特徴をしている。 
69 市民社会組織が政策決定過程に留まらず、政策実施や評価に及ぶ過程まで関与し、政府
と社会アクターの関係が深化した今日のガバナンス論を、「新しいガバナンス」と表記され
ている。それは従来の中央政府と利益集団の伝統的ガバナンスに対峙している。 
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外のアクターと相互に建設的な調整を図ることが出来るように環境整備を行うこと、そし
て、③二つ目には積極的にガバナンスに参加するアクターの仲介者として働くことを言及
している。 
以上のことは、協働を行う上で衝突する利害の不一致に対する仲裁を政府に求めている。
そして、ガバナンスであっても現実には利益の分轄点で政策を供給することは難しいため
に、政府の集合行為が依然として必要であることを示唆している。この様に、ローカル・
ガバナンスの要素には協働に加えて、地方政府の「ネットワーク管理」が必要である。 
 
2.2.4 協働、ネットワーク管理が導く市民に効果的な地域社会運営に関する考察 
筆者は、前節でローカル・ガバナンスにおける地方政府の役割としてネットワーク管理
を挙げている。これまでの議論をまとめると、ローカル・ガバナンスの要素には「協働」
と「ネットワーク管理」が市民の効果的な地域社会運営には重要であることが読み取れる。
では、この要素がガバナンスのネットワークの中で機能するとき、どのようにしてガバナ
ンスは市民に効果的な地域社会運営をもたらすのであろうか。 
一つはガバナンスによって導出される政策がステイクホルダーにとって望ましい価値配
分を反映している必要がある。この点に関して、河野（2006）の論考が参考になる。河野
（2006）は、ガバナンスを「機能としてのガバナンス」と「状態としてのガバナンス」に
分類している。ガバナンスを機能から捉えるということは、ガバナンスの利害関係者であ
る市民社会組織にとって、ガバナンス状況が効率的に機能しているのかを意味している。
それはガバナンスのパフォーマンスともいえる。河野（2006）は効率性を導出するための
機能としてのガバナンスを「利害関係者（stakeholder）のための規律付けメカニズム」と定
義している（同上：2）。 
なお、ガバナンス論における効率性とは、経済学の効率性（efficiency）とはニュアンスが
異なっている70。ガバナンス論における効率性とは、社会的価値の配分を必要としている。
つまり、ガバナンスでは、ある決定が社会にとって望ましい価値配分を達成しているのか
を基準とし、利害関係者にとって望ましい価値配分が政策過程によって出力される時、市
民にとって効果的な地域社会運営が導出される。諸問題に対する解決手法には複数あるが
                                                        
70 阿部（2016：19）は、経済学の効率性の概念を踏まえ、パレート効率性を「「ある人（々）
を利すると同時に誰も傷つけない」ことができない状態」としている。それはゼロ・サム
的なゲームにおいて戦略を持つプレイヤーの片方が利益を独占したとしてもそれが社会的
配分にとって効率的であるときにパレート効率的であることを意味している。 
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ガバナンスによる価値配分が望まれるとき、解決の手段としてガバナンスが必要になる71。 
二つ目に、ガバナンスがどのような統治プロセスを経ているのかを考える必要がある。
それは次のシステム論的に考えることが出来る。Pierre and Peters（2000：31）は政府の最も
主要な役割として一連の政治的目標を達成することであるとしている。政治システム論的
に考えるならば、代表的論者であるアーモンドの政治システムモデルでは国家や地方政府
など公的な決定を行う機関は、社会の外部環境から市民の要求（利益、関心、現状への不
満など）を受け取り（入力）、入力された様々な要求を集約することによって、社会にとっ
て望ましい政策プログラムに変換して出力する（辻中 2012a：33,36）。 
 
図 2-2 河野（2006）の整理を踏まえたガバナンスと市民に効果的な地域社会運営の俯瞰図 
出所）筆者作成 
それを踏まえれば、ガバナンスの統治プロセスも同様であり、上記の図の様に示すこと
が出来る。ガバナンスの統治プロセス全体について俯瞰してみると、まず外部環境だけで
なくネットワーク構造の中からも政策課題を共有している非営利組織や自治会・町内会か
ら地方政府は要求を受ける。そして、地方政府と市民社会組織の相互作用（対立・協調）
を経て出力された政策が、社会にとって望ましい価値配分を達成できているとき、ガバナ
ンスによる成果として市民にとって効果的な地域社会運営が導出される。 
そして、三つ目には市民に効果的な地域社会運営をガバナンスが導出するためには、地
方政府―市民社会組織の「協働」と地方政府の「ネットワーク管理」の要素が不可欠であ
る。まず、協働はガバナンスにおいて利害を有する市民社会組織が要望・要求を地方政府
に働きける上で重要な要素である。市民社会組織は、政府が行う政策形成や政策執行活動
                                                        
71 ガバナンスによる解決が志向され「ガヴァ―ンされている状態」、「それが成立している
ことで公共財が提供される状態」が「状態としてのガバナンス」である（河野 2006a：2,10）。 
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に協力し、補助金や助成金等の政府による支援を受けながら、自主的に秩序形成や公共サ
ービス提供に取り組んでいる。そして、協働によって市民社会組織が地方政府のステイク
ホルダーとして政策運営に関わることで、市民社会組織の要望・要求が政策形成過程に入
力される。協働は上記の経路を通じて政治社会状況的にも組織的にも望ましい方向に政策
が策定されることに寄与する。 
一方で、ガバナンスは構成員の間で共通の目的を掲げて進められているが、バック・グ
ラウンドの異なる市民社会組織と政府との関係によって行われるプロセスであるから、コ
ミュニケーションが複雑で集合行為の問題が避けられない（Torfing 2012：12）。その文脈に
おいて地方政府は協働型政府として「ネットワーク管理」の役割を依然として担っている。
最終的には複数の利害関係者の有する複雑なガバナンスのプロセスの中で、どのくらい出
力される政策に多様な組織の利害が反映されているのか、交渉された結果に対する調整の
役割として地方政府のネットワーク管理は欠かせないといえる。 
以上の文脈から、ローカル・ガバナンスのプロセスでは、政策過程の各局面で市民社会
組織と地方政府の「協働」という要素と、利害を有した関係者の要望に応えた政策・公共
サービスを供給するために利益調整・環境整備としての「ネットワーク管理」は市民にと
って効果的な地域社会運営をもたらすと考えられる。 
そして、上記の統治プロセスによって導出された政策は政策満足度と関連している。政
策満足度とは、現状に対する不満の表出ないし期待に対する現状の評価を反映している72。
つまり、行政職員のみのガバメントシステムによって供給される政策よりも、ローカル・
ガバナンスによって入力された要望が政策に効果的に反映されるとき、ガバナンスは政策
満足度を押し上げるという外部効果を持っている。以上より、ローカル・ガバナンス論か
らは「仮説１：地方政府を下支えする市民社会組織の「協働」が活発で、自治体が協働型
政府として「ネットワーク管理」を積極的に行うほど、政策満足度が向上し、市民に効果
的な地域社会運営が実現される」。 
 
                                                        
72 Oliver(2007)は、政策満足度の規定要因として個人の心理的側面に着目する。それによれ
ば、属性を統制した上でも個人が抱く政策に対する満足度は、社会背景によって異なる各々
が抱く「期待とサービスの実際の乖離」が主因であることが分析結果から得られている。
一方で、地域の SES（社会経済状況）の違いに主眼を置く Kelly and Swindell（2002b）の分
析結果によれば、政策に対する不満感に影響を与える地域要因について、ハーシュマンの
「exist（退出）-voice（声）の理論」を振り返り、コミュニティの状況に対する声が不満足
感に反映されており、個人の置かれた状況に対する改善が自治体には求められとしている。 
 67 
 
2.3 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンスの関係 
前節の議論によって、ローカル・ガバナンス論は、地方政府のネットワーク管理と市民
社会組織の協働によって、外部環境から入力された要望を市民にとって効果的な政策プロ
グラムに変換するのに有効であることを理論化していることが分かった。では、何故、市
民社会組織が協働を志向し、協働が活発な地域とそうではない地域とがあり得るのであろ
うか。本節では、この問題にソーシャル・キャピタル論の観点から論じる。何がローカル・
ガバナンスの地域差を生じさせるのかということを問題設定とし、市民社会組織の側から
協働関係を着目するものである。 
そのために、まず協働関係の非制度的側面を取り上げる。そして、協働が進められるに
は地域社会運営に対して関心を抱く市民社会組織の自発的協力が必要であることを指摘す
る。そして、組織間の集合行為の問題に自発的協力というソフトな解決をもたらす鍵概念
としてソーシャル・キャピタル概念を位置付ける。そして、ソーシャル・キャピタルがロ
ーカル・ガバナンスを促進させ、市民に効果的な地域社会運営を導出するという仮説を提
示する。 
 
2.3.1 ローカル・ガバナンスの非制度的要因―自発的協力の問題とソーシャル・キャピタル 
ガバナンスには、ネットワークに関する脆弱性の問題から政府のネットワーク管理が求
められる。一方で、残されたガバナンスの問題として、「制度化されていない（非制度的）」
要因を取り上げる。そこで、自発的な協調行動に着目する。 
稲生（2010）は長谷川公一が定義した協働の研究を整理して協働を定義している。それ
によると、長谷川が定義した協働の「非制度的」という部分は「自発的」という用語に明
示的に置き換えられている。つまり、協働は「非制度的」性格を有した行為者の間の自発
的協力に基づいている。 
行政が掲げる政策課題を解決することを目的として協働を進めるためには、市民社会組
織の自発的協力が必要である。それは小山（2018）の世田谷区の協働事例からいえる。世
田谷区は住民活動が活発な都市としても有名であり、小山（2018）は太子堂地区まちづく
り協議会の事例を分析している。それによれば、行政と一緒にまちづくりを進めるにあた
って、一緒に構想計画を立案して作成するという先駆的な例が成功した背景には住民同士
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の対立が想定される事項73や行政と対立するプロセスであるはずが、既に長期にわたって行
政と住民の協力関係が出来上がっていたので住民側が行政の話を聞く姿勢ができ、「地域の
ことを自分たちで決めていく」という協力の意思が広く住民にわたっていたからであると
述べている（同上：181）。 
このような知見はコンサルティングの経験を生かした Goss（2011）の『Making Local 
Governance Work』の定性的研究からも得られている。ローカル・ガバナンスの地域社会運
営では、ステイクホルダーとの利害を一致させながら進める必要があるので、行政が市民
に協力を得る必要がある。一方で、協力関係が構築されておらず、コミュニティの自律性
が未熟であるならば、田尾（2001：195）が論じている様に行政側から住民に対して課題へ
の対応を投げかけられたとしても応諾しかできず、行政の介入は一方的にならざるを得な
い。 
以上のケースからも示されるように、協働に不可欠な市民社会組織の協力は自発性に依
拠し、制度の「環境圧力」によって、強制されるものではない。少なくとも協働は、「制度
的圧力を受けながらも」行為者の自発性に基づく関係行動であり、関心を共有している行
為者間が問題を認知して行われる共同作業といえる（同上：47）。その意味においてガバナ
ンスは利害を有するステイクホルダーの自発的協力の部分を必要としている。 
他方で、コミュニティから自発的協力を得るためにはコミュニティの構成員間のまとま
りの良さや帰属意識が求められるので、コミュニティの地域特性の問題と関係している。
Goss（2001：44）によれば、コミュニティの成員全体にわたるような集合的決定にはコミ
ュニティの結束度合いや信頼関係が重要であるとしている74。また、田尾（2001）は、高齢
者の介護サービスなどのヒューマン・サービスには事業を行う主体のリソースだけでは不
十分で、コミュニティに分散されているリソースを生かしてサービスを提供していかなけ
                                                        
73例えば、小山（2018：181）の事例では、新旧住民の違いは、例えば総論としては他人事
で無関心な住民であることが多い。しかし、各論では道路整備の話となると懸案道路の問
題には積極的になるとしており、このような認識の違いが話し合いの対立の要因であると
指摘し、問題が発生する前に既に住民同士の協力関係が出来上がっている必要を述べ、延
いてはそれが行政と協力関係をつくるためには必要であるとしている。 
74 Goss（2001：44）は協議会等に参加する人々の特徴として「コミュニティは同じ地域に
人々が住んでいる」、「それは共通した関心が共有されている」、「コミュニティという考え
は、フットボール・クラブや教会等の余暇活動の間で育まれる」（筆者訳）と答える人々が
多いことを挙げ、協働が推し進められる背景として、それはコミュニティに多様な人々が
居住しアイデンティティが多様で、重層的でありながらも、我々という所属意識が階級や
人種や性別を超えた単純な関心や生活スタイルにおける共有された経験を作り出すとして
いる（同上：45）。 
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ればならないとし、「必要なサービス資源が広く多重に地域社会に偏在して、互いが相互依
存関係にある」と論じている。そして、「市民参加＝パートナーシップ」が効果的に実行さ
れるかどうかという問題は地域差の問題として生じていることを指摘する。また Sundeen
（1985）も同様に行政と市民の協働に適う地域社会は限られることを指摘し、連携関係が
協働に至る可能性が大きくなる地域社会とは、その土台にはコミュニティが自律的であり
行政と信頼関係が醸成され連帯の雰囲気が既に醸し出されているところだと述べている。
つまり、協働は地域特性を伴っている。その様な文脈において、協調行動に地域差が生じ
ている要因として挙げられるのが、昨今取り上げられるソーシャル・キャピタル概念であ
る。ソーシャル・キャピタルはガバナンスと親和性があることは帯谷（2018）の事例研究
からも示されており、ソーシャル・キャピタルの地域差が協働の問題として生じているこ
とが先行研究から示唆されている。 
 
2.3.2 集合行為問題の解決を促すソフトな概念としてのソーシャル・キャピタル 
では、ガバナンスにとってソーシャル・キャピタルはどのような概念であるのか。本節
では自発的協力を得られるかどうかという集合行為問題の一つに対してソフトな解決をも
たらす概念がソーシャル・キャピタルであることを論じる。 
集団には、集団組織の成員全体で共有された共通の集団目的（共通利益）があり、集団
理論の基本には構成員が集団目的の実現を達成させるために参加することを前提としてい
る（森脇 2000：5）。しかしながら、Olson（1965＝1996）はその前提に問題提議をしている。
マンサー・オルソンは集団成員が合理的に行動するならば、必ずしも個人の利益と集団の
共通利益が一致するわけではないとしている。そして、経済学理論を用いて、個人合理性
から出発した演繹的な考え方では、集団目的という集合財75が組織成員関係の中では供給す
ることが難しいという集合行為の問題を指摘している76。 
 この問題は、集団形成の問題に関わらず、集団と個人の関係における利害の衝突に関す
                                                        
75 集団目的は組織の成員が共有（消費）しても、他の成員が共有（利用）できなくなるわ
けではないため、それは「公共財」にあたり、「集合財」と呼ばれる（森脇 2000：6）。つ
まり、集合財が供給されないことは、集団目的が達成されないことを意味する。 
76 それは「ある一集団内の個人の数が少数でない場合，あるいは共通の利益のために個人
を行為させる強制もしくは他の特別の工夫がない場合，合理的で利己的個人は，その共通
のあるいは集団的利益の達成を目指して行為しないであろう（Olson 1965=1996:2）」及び「諸
集団はその利益を増進しようとするというこの広く行きわたった考え方は、社会科学を通
じてよくみられるが、少なくともそれが個人を利己主義的に行為するが故に集団としても
そうするという（しばしば暗黙の）前提に基づくとき、この考え方は必ずしも正当化され
ない」（Olson 1965=1996：3）と批判している。 
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る普遍的問題としても捉えられる。森脇（2000：19）は現代のアノミー化した大衆民主主
義の中では集合行為の問題が発生しやすく、個人のフリーライダー化が社会目標の解決を
志向する協力を難しくさせる集合行為問題にまで議論が敷衍してきたことを指摘する。そ
の問題のうち、ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から問題となるのが、ゲーム
論的に解釈し、発展された「囚人のジレンマ」問題77である（森脇 2000：37）。 
その問題はローカル・ガバナンスのネットワークの中でも生じる。一般的にローカル・
ガバナンスには自治会や NPO 等のバック・グラウンドが異なる中で、共通の政策課題を共
有して協力することが求められる。しかしながら、もし利己的な主体がネットワークの中
で協働しているならば自らの要望を達成させることが成員にとっては合理的であるので、
地域社会にとっての集合財の達成に到達できない可能性がある。 
 この様な問題に対する一つの合理的な解決策として、強制力を行使して協力を選択させ
るという方法が採られる。つまり、ホッブズの古典的解決法に基づいた権力による第三者
の強制執行によるハードな解決を要するものである（Putnam 1993＝2001：203）。 
但し、強制執行による解決に伴うさらなる問題は、そのコストが高いことである。財政
難等の問題を受けて市民社会組織に政府が依存している中で、市民社会組織の行動の監視
にコストがかかってしまうのでは地域社会運営にとっては効率的ではない。他方で、地方
政府－市民社会組織関係からみたローカル・ガバナンスの文脈では、実際に自治基本条例
やまちづくり条例などの制度整備を図ることによって、各主体の役割を定めているが、法
的拘束力はない。以上より、ローカル・ガバナンスには市民社会組織のボランタリーな自
発的協力に依拠し、私的利益と集合財の達成の齟齬を避け、政府の調整を容易に行うため
にもコンフリクトを最小限に抑えるよう働きかける必要がある。 
 その文脈に関してソーシャル・キャピタルは、集合行為問題に対してソフトな解決法を
提供してくれる。Ostrom and Ahn（2003：ⅺ－ⅻ）は、集団理論のモデルの前提として、利
己的市民を前提として議論してきたこれまでの集団理論研究を第一世代集合行為論と名付
                                                        
77 囚人のジレンマ問題に関しては森脇（2000：37-39）を参照。囚人のジレンマゲームとは、
非協力的ゲームとして集合行為問題との関連をゲーム論的に説明するために挙げた２人の
囚人の寓話から始まっている。２人の囚人は独房の中で、警察から自白を求められ、囚人
の戦略としては黙秘（協力）と自白（裏切り）が設定されており、お互いが協力して黙秘
を行うことが、お互いが自白して減刑されるよりも最もお互いにとって都合の良い結果で
あることから、お互いのプレイヤーが協力の選択をすることが望ましい結果（集合財）を
手にすることが出来るが、利己的動機に基づいて自身の利益を追求することを選択してし
まい、結果両者にとって望ましくないという選択をしてしまうという状況を示している（同
上：39）。 
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け、ソーシャル・キャピタルからの議論を展開する自らを第二世代集合行為論と称してい
る。そして、信頼と規範によって促進させる集合行為の枠組みとしてソーシャル・キャピ
タルの有効性を指摘している。Ostrom and Ahn（同上：xⅳ）は、ソーシャル・キャピタル
の構成要素を、「信頼性（Trustworthness）」、「ネットワーク」、「制度（Institutions）」から捉
え、「集合行為の問題を解決する能力を高める個人とその関係の属性（Attribute）」（筆者仮
訳）と定義する。彼らは、利他的な市民を対象とした集合行為問題を解消するモデルの前
提にソーシャル・キャピタルを位置付けている78（同上：ⅹⅳ－xⅴ）。 
ソーシャル・キャピタルは集団内の協調行動を促進させる。Putnam（1993＝2001：206－
207）は、ソーシャル・キャピタルのその機能的側面に着目して、「協調的行動を容易にす
ることにより社会の効率を改善しうる信頼、規範、ネットワークなどの社会的仕組みの特
徴」と定義し、イタリアの南部と北部を比較して、北部の方が橋渡し型のソーシャル・キ
ャピタルに富んでいるから結社的生活に優れており、組織間の協力が容易で集合財の達成
に寄与して統治パフォーマンスが高くなると結論付けている。ソーシャル・キャピタルに
富んでいる市民とは、Putnam（1993=2001:105）が主張した市民共同体度、すなわち「公的
問題に積極的に参加することを特徴とする市民性」と関連している。そして、利他的市民
にとっては社会逸脱行動をとることは非合理的であり、むしろ他人と協調的であることを
望む79。 
それはゲーム理論の知見からも裏付けされており、ソーシャル・キャピタルに富んでい
る個人の選択は囚人のジレンマ状況においても協力が選択されるケースは存在している80。 
                                                        
78 Ostrom and Ahn（2003：ⅹⅵ－ⅹⅶ）は、「信頼性（Trustworthness）」と「信頼（Trust）」
を分けており、信頼は信頼性としてのソーシャル・キャピタルの結果であり、集合行為と
ソーシャル・キャピタルは、その関係を信頼が中核概念としてつないでいるという因果モ
デルを提示している。 
79 一方で、利己的市民にとっては他人と協力して得られる効用より協調するコストが高い
場合には協力せず社会逸脱行動（フリーライダー行動）をとることが合理的となる。 
80 囚人のジレンマモデルのゲームを仮定した場合でも、協力が選択されるケースは二つあ
る。一つのモデルは効用の前提条件を変更した場合である。プレイヤーが利他的市民であ
ることを設定すると、選好は自分の効用に他人の効用を加算し、相手が利得を得ると、そ
の分の利得を自分の利得に転嫁させる。つまり、効用関数に利他的効用が組み込まれると
き、囚人のジレンマゲームから得られる最適戦略は、互いに非協力の選択からむしろ互い
に協力を選択する方が望ましくなる（Osborne 2009：27-28）。一方で、2 つ目にはゲームの
連続性を想定した場合である。山崎（2004：193－194）は囚人のジレンマ状況を設定し、
利他的効用とは別に、繰り返し行われるゲーム状況を設定している。その場合、プレイヤ
ーが相手に対して協力を約束するという信頼が得られるので、プレイヤーの最適戦略が非
協調ゲームとは変化するとして、繰り返しゲームの有効性を指摘する。これは山崎（2004）
によれば、いわゆる「フォーク定理」を指している。「自分が最低限確保できる水準以上の
利得が得られる」と分かっていた時、「固定されたメンバーで繰り返し行われる取引」では、
「全員の協調行動が生じやすい」としている（同上：194）。 
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以上から、ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソーシャル・キャピタルは集合
行為問題に対してソフトな解決をもたらす概念といえる。 
また、ソーシャル・キャピタルは歴史的文脈を経て協力を促進させる。Putnam（1993＝
2001：228）はイタリア州政府の民主主義の安定に作用してきたソーシャル・キャピタルの
効果を 800 年以上の歴史を遡り「制度の有効性を深いところで条件づける」としている。
要するに繰り返しゲームのモデルを念頭に置き、長期にわたって信頼が約束された経緯を
遡って比較歴史学的に北部の豊潤なソーシャル・キャピタルの効果を分析したのである。
それはオストロムが灌漑施設を研究し、コモンズの適切な管理のためにはソーシャル・キ
ャピタルが重要であることを指摘したように、ソーシャル・キャピタルは歴史を経て将来
に向けた協力を促進させる81。 
 
2.3.3 非制度的要因としてのソーシャル・キャピタルの効果 
本節ではガバナンスとソーシャル・キャピタルの先行研究を整理して、ソーシャル・キ
ャピタルの帰属先と性質を分けて、ソーシャル・キャピタルのガバナンスに対する効果を
示す82。ソーシャル・キャピタルは私的財、クラブ財、公共財に分類されるが、前述した協
働とソーシャル・キャピタルの関連性に関する議論は主に、コミュニティを帰属先とした
クラブ財、公共財的なソーシャル・キャピタルの効果に着目している。複数の研究からは
ソーシャル・キャピタルが市民社会組織と行政の協働にポジティブな効果があることは一
貫して見出されており、一般的には、「コミュニティのソーシャル・キャピタルに富んでい
                                                        
81 ソーシャル・キャピタルを構成する要素として「制度」を重要視する考え方は Ostrom
（1992：19,24,38）によるものである。オストロムは灌漑施設の持続的な運営を可能にする
には政府によってつくられる公式な制度ではなく人々が長い歴史の中で築き上げたルール
の集合が重要であるとした。そして、制度は公式的な制度だけではなく、繰り返して行う
活動を可能とするソーシャル・キャピタルは制度であり、市場のパフォーマンスはソーシ
ャル・キャピタルによって補完可能と言及する。 
82 稲葉（2011）によれば、ソーシャル・キャピタルの定義は財の性質から分類できる。主
に個人に属する「私的財」、そして社会に属する「公共財」、さらに私的財のソーシャル・
キャピタルが特定のグループ、クラブに属する場合、それは「クラブ財」としてのソーシ
ャル・キャピタルに整理される。それぞれが意味する概念について、稲葉（2011：5）によ
れば私的財は、ソーシャル・キャピタルは個人間ないしは組織間のネットワークを、それ
が特定の規範と結びついた場合、クラブ財の性質を持ち、「ある特定のグループ内における
信頼・規範（含む互酬性）」と定義づけられる。加えて、マクロと価値観で形づけられるソ
ーシャル・キャピタルは公共財という財の性質を表しているため「社会全般への信頼、規
範」と定義される（同上：5）。公共財は非排除性と非競合性の性質を持ち合わせるため、
誰でもアクセス可能で、誰かが使っても減ることはないという特徴を持つ。またクラブ財
としてのソーシャル・キャピタルは、特定のメンバーの間だけで消費の非競合性を持つ準
公共財としての性質をもつ。 
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るほど組織間の協働が容易になる」という見解は研究者の間で共有されている。 
但し、ソーシャル・キャピタルを性質に分けてみた場合、ガバナンスに対してポジティ
ブな効果を与えていたとしてもそのプロセスは異なっている。そのため、効果を測るため
に仮説を導出する作業としては、ソーシャル・キャピタルの性質とローカル・ガバナンス
の要素を分けて考えていく必要がある。以降ではローカル・ガバナンスにポジティブな効
果を与えるソーシャル・キャピタルのメカニズムについて、それぞれの性質と要素に分け
て市民に効果的な地域社会運営を導出する仮説を提示することにしたい。 
ソーシャル・キャピタルは邦訳では社会関係資本と訳される。そのため人々の個人的な
パーソナルな社会ネットワークから、そのネットワーク構造に埋め込まれている信頼・規
範という概念が含まれている。なお、ガバナンスとソーシャル・キャピタルの先行研究を
整理すると狭義の定義ではコミュニティのソーシャル・キャピタルの効果を測りきれず、
「信頼」、「規範」、「ネットワーク（つきあい・団体参加）」を包括的に捉えた広義の意味合
いが強い。ソーシャル・キャピタル論は実証的研究を通じて得られた科学的根拠に依拠し
ながら発展しているので、議論を始めるにあたっては、あらかじめ「どのような性質の社
会関係が存在し、それぞれの種類はどういう目的において重要なのか」ということをきち
んと細分化させなければならない（埴淵 2018：20－21）。 
ソーシャル・キャピタルの性質は以下の表 2－2 の様に分類され、ガバナンスとソーシャ
ル・キャピタルの関係を論じる場合、ネットワークの構造を基準として 3 つの性質のソー
シャル・キャピタルが存在する。 
表 2-2 ソーシャル・キャピタルに関する 3 つの性質の違い 
性質 
Bonding 
結束型（排他型） 
（例：少数民族集団） 
Bridging 
橋渡し型（包含型） 
（例：非営利組織） 
Linking 
連結型（垂直型） 
（例：自治体―組織関係） 
形態 
フォーマル 
（例：PTA、労働組合、自治会） 
インフォーマル 
（例：バスケットボールの試合） 
混合 
（例：受託関係、協働の関係） 
程度 強い紐帯 
（例：家族の絆、地縁意識） 
弱い紐帯 
（例：知らない人に対する相槌） 
混合 
志向 
内部指向 
（例：商工会議所、コミュニティ） 
外部志向 
（例：赤十字、ボランティア） 
関係志向 
（例：組織間のインターフェース） 
出所）１：Putnam（2000＝2006：19－21）、内閣府（2003：18）から引用し、一部筆者追加。 
    ２：連結型（垂直型）は Szreter and Woolcock（2004）を参照。 
表 2-2 の Bonding 型（結束型）、Bridging 型（橋渡型）という分類は Putnam（2000＝2006）
の整理によるものである。結束型ソーシャル・キャピタルは特定のグループ内のネットワ
ークの中で形成され、そのネットワーク構造は「閉じたネットワーク」の特徴をしている。
つまり、グループの構成要素間の関係性が強く（強い紐帯）、互いに似通った人々で構成さ
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れているために、グループ内部の情報の伝播ないし助け合いの関係が成り立ち、凝集性（ま
とまりの良さ）が高い。これは、内部の人間の間で作業をする等、結束感を重要視する論
者はボンディングなソーシャル・キャピタルの効果を強調する83。 
 それに対して、異質な人々とのつながりを可能にし、グループの間におけるネットワー
クの橋渡しの役割を担い、新しい情報の伝播やイノベーションを起こし、多様性の効果を
もたらすソーシャル・キャピタルの性質が橋渡し型（Bridging：ブリッジング）ソーシャル・
キャピタルである。前者は特に少数民族集団やフォーマルな集団（PTA,労働組合、自治会）
の中で形成されやすく、後者の概念は例えば、インフォーマルなバスケットボールクラブ
や都市の生活圏の中で形成されるパーソナル・ネットワークやボランティア活動等の多様
な人々が集まって行動を起こす団体活動が挙げられる。 
そして、橋渡し型ソーシャル・キャピタルの特異的な性質を持った概念が、連結型（垂
直型、以下連結型と表記）のソーシャル・キャピタルである（Szreter and Woolcock 2004：
12）。これは Szreter and Woolcock（2004）によって提示された概念であり、前述した二つの
性質は異なる特徴を持っている。それは、比較的水平的な間柄のネットワークを想定して
いた結束型と橋渡し型の性質に対して、連結型は政府と市民社会組織の様に垂直的な関係
性の中で形成されるソーシャル・キャピタルを指している。Szreter and Woolcock（2004）は
政府と市民市社会組織が公共サービスを連携する連携して行う様なガバナンスにおける政
府と市民社会組織の相互作用の中で形成されるソーシャル・キャピタルを連結型としてい
る84。 
 先行研究によれば、ガバナンスと 3 つの性質に分けられるソーシャル・キャピタルには
次の図 2-3 の様な関係が考えられる。図 2-3 は Gurung and Shean（2017）によって描かれた
ソーシャル・キャピタルとガバナンスの間に存在するポジティブな効果を示した関係図と
なっている。ガバナンスとソーシャル・キャピタルの関係において、コミュニティの結束
型ソーシャル・キャピタルとは地域的に共有された人間関係を指し、市民の間であれば「住
                                                        
83 しかしながら、内部の結束が強く、他者を排除するコミュニティでは、新しい情報やイ
ノベーション、また異質な人々とのつながりが難しく、かえってグループ内部の行動に逸
脱してしまう者がいれば、グループから制裁を受けてしまい、社会にとっては負の外部性
を生じる可能性もある。 
84 但し、ガバナンスによって形成されるネットワークでは、市民社会組織が特定の政策課
題を有して利害を政府と共有し、互いに資源を交換しているので、比較的水平的関係とも
考えられる。 
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民同士のつきあい」、地縁的活動としては「自治会・町内会活動」、そして市民同士や近隣
住民組織の活動内で形成される「特定化信頼」を指している。 
 
出所）Gurung and Shean（2017：5）の概念図を引用し、筆者加筆85。 
図 2-3 ローカル・ガバナンスにおけるソーシャル・キャピタルの役割に関する概念 
そして、橋渡し型ソーシャル・キャピタルとは、異質なグループの間の水平的関係を意
味し、地縁的ネットワークを超えた異質な人々との関係から形成されるので（同上：４）、
コミュニティの中では多様な人々との接触を可能とする「スポーツ・祭り等の趣味・娯楽
活動」や非営利組織の活動のうち多様な人々の接触を可能とする「一般人へのフォーラム・
イベント活動」や新しくコミュニティに越してきた人々との親しみやすさを表す「社会全
般に対する信頼（一般的信頼）」の存在が重要である。さらに、連結型ソーシャル・キャピ
タルは政府と市民社会組織の関係性から形成される「自治体に対する信頼性（以下、自治
体に対する信頼と表記）」が階層的なネットワークの中で形成される。ガバナンスとソーシ
ャル・キャピタルの関係をコミュニティのソーシャル・キャピタルを念頭にする場合、上
記の要素がガバナンスにポジティブな効果を果たすと考えられ、それは主に以下の（１）
認知的ソーシャル・キャピタルである信頼性の効果と（２）構造的ソーシャル・キャピタ
ルであるネットワーク（つきあい・団体参加）の効果に整理される。 
 
（１） 認知的ソーシャル・キャピタルの効果―信頼性のメカニズム 
Abreu and Matos（2010：109）は連結型ソーシャル・キャピタルがガバナンスの構成員間
の協働を促進させるとして、社会アクターの自治体に対する信頼の効果に言及している。
ガバナンスについてはすでに述べたようにバック・グラウンドの異なる組織間が共通目的
の達成を目指してネットワークを形成して協働を行う。そのため、アクター間の相互作用
                                                        
85 筆者は自治会、非営利組織、市民の関係性を追加して反映させている。 
自治会 非営利組織
市民
Bonding Bonding
Bonding
Bridging
Linking Linking
Bridging Bridging
自治体
ガバナンス・ネットワーク
（自治体‐市民社会組織）
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によって醸成される政府に対する信頼は協調行動を容易にするという考えから、協働を促
進させるという効果を支持している（同上：109）。 
 さらに、Shih（2010：95）は、特に信頼は政府のアカウンタビリティと透明性に効果があ
ることを指摘する。Shin（2010）は台湾の腐敗防止ネットワークに対するアクター間の信頼
性の効果を問題としている86。それによれば、市民社会組織と地方政府の間の相互行為が自
治体に対する信頼を醸成するようになり、政府は信頼を基礎としてアカウンタビリティと
透明性を確保した政府として働き、ガバナンスが促進されると述べている（同上：95,98）。 
 一方で、信頼は動学的である。Edelenbos and Klijn（2007）は、オランダの PPP（プライ
ベート・パートナーシップ）87プロジェクトの参加者に対してインタビューを行っており、
当初プロジェクトの計画段階では自治体に対する信頼は増加傾向ではあったが、本格的な
実施過程に入ると、発生した実際のリスクに関する問題からコンフリクトが生じ自治体に
対する信頼が減少したことを明らかにしている。 
上記の分析で明らかにされている様に自治体に対する信頼は、ガバナンスの中で発生す
るリスクによっては減退してしまうので、より一層のリスク管理が求められる。一方で、
ガバナンスにおいては、ネットワークの維持や環境整備は政府の役割であるために、自治
体に対する信頼は「協働」だけでなく、ローカル・ガバナンスにおける自治体の「ネット
ワーク管理」とも親和性があると考えられる。 
しかしながら、自治体に対する信頼はソーシャル・キャピタルではないという見方もあ
る88。Shih（2010：99）は自治体に対する信頼を合理的選択論から捉えている。それは信頼
するためには事前に信頼性に関する情報が必要であり、「信頼される側（Trustee）」に対する
「信頼する側（Truster）」の便益が、信頼しないというコストよりも高いので、自治体に対
して信頼することを意味している。つまり、合理的選択理論によれば公務員が有能である
                                                        
86 分析アプローチとしては、Shih（2010）は、台湾における省の腐敗防止に関するグルー
プに着目し、コンピューター支援に基づく電子インタビュー調査と、腐敗防止ネットワー
クのインタビューを行い、電話調査は n=3600 のデータが取れており、また非政府組織やニ
ュース、記者、地方公務員等の代表を招き参加させた 4 つのグループの 34 人の参加者から
インタビューした結果をもとに分析を行っている。詳しくは Shih（2010：100）を参照され
たい。 
87 Edelenbos and Klijn（2007：27）によれば、PPP（Public Private Partnership）とは、「リスク
やコスト、そして利益が共有されている中で行為者が、相互の財・サービスを開発する永
続的な(durable)特徴を伴う公私の間の協力」（筆者仮訳）と定義している。 
88 Shih（2010：128）のインタビュー調査結果によれば、信頼が高いほど、腐敗の度合いが
低く、透明性が高くことと正に対応していることから、有能性と信頼の議論を結び付けて
いる。 
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という評価に信頼性が基づいていることになる。これは自治体に対する信頼が道具的信頼
によるものであるからソーシャル・キャピタルではないと批判される89。 
しかしながら、信頼する側は事前に自治体に対する既知情報を参照して信頼するだけで
はなく、受けた厚意に対する返礼の結果、信頼するというケースも考える。Ahn and Ostrom
（2008）らの議論を稲葉（2016：54）は整理して「個人の内面にもっている互酬性の規範
に基づき、たとえ利己的にみれば不利な場合でも、信頼を返すというもので、行動特性で
はなく選好特性」を信頼性として位置付けている。そして、原著にあたれば Ahn and Ostrom
（2008）は「われわれにとっては、信頼性とはたとえネットワークや制度的な誘因が存在
しない場合でも受けた厚意を返そうとする個人の選好（同上：88）」を信頼性としている。
つまり、Ostrom らの定義によれば、自治体に対する信頼は自治体から受けた厚意に対する
返礼と解釈できるため、ガバナンスにおいては自治体に対する信頼もソーシャル・キャピ
タルの要素といえる。 
その理由の一つは、ガバナンスにおける協働は市民社会組織の自発的な協力に基づく地
方政府との共同作業であるからである。自発的な行為から協働が成り立っているとすると、
地方政府との相互作用を通じて自治体に対する信頼が醸成されていると考えられる。また、
自治体が協働型政府としてガバナンスで有効に働いている返礼の結果として市民社会組織
の自治体に対する信頼が蓄積される。つまり、自治体に対する信頼が蓄積され、高水準と
なっているならば、バック・グラウンドの異なる組織の間でコンフリクトが生じやすくと
も自治体に対する信頼は利害調整を容易にさせる。以上から、「自治体の信頼」は協働だけ
ではなく「ネットワーク管理」に対しても効果を持つと考えられる。 
さらに、ガバナンスには橋渡し型の一般的信頼や組織一般に対する信頼も不可欠である
と考えられる。組織と組織の協調・連携によるサービスの供給がガバナンスにはより一層
求められるので、橋渡し型ソーシャル・キャピタルが組織を超えた関係の協調コストを下
げて、協働を促進させると考えられる。これは協働に与える効果を実際に検証してみる必
要がある。 
                                                        
89 Voluntas（2016：1227）も整理した後、協働関係では合理的選択理論に基づいて、費用対
便益を計算した結果、信頼したほうが利得を得られるとする信頼性であって、ソーシャル・
キャピタルではないという見方を取っている（同上：1227）。 
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（２） 構造的ソーシャル・キャピタルの効果―集合的効力感のメカニズム 
先行研究によれば、構造的ソーシャル・キャピタル（ネットワーク）の要素であるつき
あいや団体活動は協働を促進させる効果があると考えられる。 
例えば、辻中・ペッカネン・山本編（2009：30-32）は、自治会・町内会調査の結果より、
住民同士のつきあいが良好な社会では、地域社会運営の中で、自治会のコミュニティ活動
を促進させることを明らかにしている。そして、住民力が向上し、人々が結束力を駆使し
て問題の調整を円滑に行う結果、自治会・町内会の社会サービス活動およびアドヴォカシ
―活動が促進されるという示唆を得ている（辻中・ペッカネン・山本編 2009：30-32）。一
方、ローカル・ガバナンスや都市ガバナンスの研究では、そのような住民同士のつきあい
に関する効果はソーシャル・キャピタルの近接概念である社会的凝集性（Social Cohesion）
として理解されている。双方の概念の関連性に関しては稲葉（2016：61）の整理が参考に
なり、筆者の理解では、社会的凝集性はコミュニティのまとまりの良さを指している。そ
のため、本研究では社会的凝集性とソーシャル・キャピタルのネットワーク（つきあい）
は同義の概念として扱っている。そのように考えると、ガバナンス研究で述べられている
社会的凝集性の効果とは、ソーシャル・キャピタルの文脈では住民同士のつきあい等の結
束型ソーシャル・キャピタルの効果として理解できる。 
また、前述した効果に加えて、住民同士のつきあいが活発な社会では地域社会運営にお
ける集合行動への協力を促進させる。例えば、Kearns and Forrest（2000：996）は、都市ガ
バナンスの文脈から住民同士のつきあいには地域レベルで決定され事項に関する住民の合
意を促すとみている。彼らによれば、近隣住民の一体感の強い地域では集合財（共通目的）
の達成を目指している地方政府が掲げる政策目標に対して協力的であるという。この知見
から、住民同士のつきあいは政府と住民・組織の間に生ずる集合行為の問題が最小限に抑
えられ、協働に正の効果を持つと考えられる。 
一方で、犯罪学の観点からもコミュニティの結束力は住民間の意見を集約するためにも
望ましいという考えは支持されている。これはローカル・ガバナンスとソーシャル・キャ
ピタルの関係を考える上で参考になる。例えば、シカゴの犯罪分析にコミュニティ・レベ
ルのソーシャル・キャピタルを適用した Sampson, Raudenbush,et.al（1997）の議論が参考に
なる。住民同士のつきあいを、高く評価する人々は窃盗率および個々の犯罪被害を受ける
率が少なくなると分析している。その原因としては住民同士のつきあいが良好な社会では、
「集合的効力感」が強いからであると結論付けている。彼らはそれを「相互信頼が作られ
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ているつながりと集合利益に介入する意思」（同上：997、筆者訳。）と定義し、近隣の住民
同士が互いに信頼しあい、集団内で一致した行動に期待しているとき、コミュニティの中
で監視の役割が働くと考えている。 
Lelieveldt（2008）はサンプソンの議論を援用してコミュニティのソーシャル・キャピタ
ルから「Neighborhood politics」について考察している。Lelieveldt（2008）は住民同士のつ
きあいには「集合的効力感」が働くので人々はコミュニティに対して愛着を持ち、コミュ
ニティ成員の中で、問題が起こった場合に自分たちで解決しようとする動きにつながり、
ひいてはコミュニティの中で生じる公的な問題に対して自発的な協力が得られやすくなる
と論じている。この理論は実証的にも支持されている。小山（2013）が世田谷区の住民を
対象として調査した「住民力」に関する分析によれば、住民力が高ければコミュニティの
中で生じる生活課題（災害時の炊き出しや子供の安全を守る活動、または独居高齢者に対
する支援、乳幼児の預かり、並木道の清掃など）に対して、「住民たちで処理」すると回答
した割合が男女を問わず上昇する傾向を示している90。 
以上より、コミュニティの結束型の性質を有する構造的ソーシャル・キャピタル（つき
あい）のうち、「住民同士つきあい」は住民間で問題化された課題に対して自分たちで対応
するという「集合的効力感」が働いて、ローカル・ガバナンスの要素である「協働」に効
果を持つと考えられる。なお、日本の都市レベルでは、コミュニティの意見集約機能は自
治会が担っている。辻中ら（2009）の研究が示している様に、「自治会活動」もコミュニテ
ィの結束型ソーシャル・キャピタルとして「協働」に効果があると考えられる。 
加えて、自治会または非営利組織が行うモニタリングは前述した集合的効力感と関係し
ている。議論がやや異なるかもしれないが、Ostrom が示したコモンズの運営制度のあり方
が参考になる。Ostrom は運営制度（8 つの原理）の一つに、「④モニタリングする者は資源
の利用者に説明責任を果たせるものないしは資源の利用者自身であること」を挙げている
（稲葉 2016：55）。モニタリングは自治会や非営利組織が行政から役割を受けて行う協働
                                                        
90 小山（2013：96）はコミュニティのソーシャル・キャピタルとしては用いておらず、そ
の近接概念として「住民力」を定義し、構造的ソーシャル・キャピタルのネットワーク（つ
きあい・団体参加）に関係している指標を住民力に設定している。それは、つきあいを示
す指標として「親密なネットワーク（親族・近隣・友人の保有量）」、「橋渡しネットワーク
（町内会・自治会役員や市区町村の首長および商店街の店主などの知人保有量）」を、団体
参加を意味する指標としては「地域参加度（お祭りや公園掃除、自治会活動、子供の見守
り活動等の参加度）」を設定している。そして、認知的ソーシャル・キャピタルの近隣住民
に対する特定化信頼を意味する指標として「町内信頼度」が「住民力」には含まれている
（小山 2013：96）。 
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の一つのケースであるが、Ostrom の原理を踏まえるならば、事業評価を行うためには主体
者が請け負った事業に対して自分たちの管理責任を持つ必要がある。それは行政が自治会
や非営利組織から自発的協力が得られなければ、そもそも行政は市民社会組織から委任へ
の受諾を得られないであろう。その様に考えれば、自治会活動や非営利組織の組織内部の
活動が活発することで集合的効力感が増え、モニタリングを引き受ける動機ができると考
えられる。以上のことから、コミュニティのソーシャル・キャピタルの要素である「団体
活動」は「協働」に正の効果を持つと考えられる。 
 
2.3.4 小括―ソーシャル・キャピタルがもたらすローカル・ガバナンスの促進仮説の導出 
筆者はガバナンスとソーシャル・キャピタルの関係を整理してソーシャル・キャピタル
の効果に関する考察を行った。筆者の理解によれば、市民社会組織と行政の協働関係によ
って、ローカル・ガバナンスが成立しているならば、その関係行動を促進する潤滑油とし
て期待される概念がソーシャル・キャピタルであると考えられる。そして、ソーシャル・
キャピタルはガバナンスにおいては共通目的と構成員の間に生じる集合行為問題に対して
ソフトな解決を促す非制度的要因として作用していると考えられる。そのため、ソーシャ
ル・キャピタルが地域特性と関係していることを踏まえると、協働の地域条件としても作
用していると考えられる91。 
 以上の先行研究を整理すると表 2-3 に示すようにソーシャル・キャピタルとローカル・ガ
バナンスには 4 つの仮説が、そして市民に効果的な地域社会運営に関しては後述する仮説 5
が考えられる。 
表 2-3 ソーシャル・キャピタルの構成要素とローカル・ガバナンスの関係 
ソーシャル・キャピタル 
ローカル・ガバナンス 
仮説 
協働 ネットワーク管理 
認知的 
（信頼） 
連結型 【自治体に対する信頼】 ＋ （＋） 
仮説 2 橋渡し型 【一般的信頼】 （＋）   
結束型 【特定化信頼】 （＋）   
構造的 
橋渡し型 
【スポーツ・祭り（活動）】 （＋）   
仮説 3 
【シンポジウム・イベント】 ＋   
結束型 
【自治会活動】 ＋   
仮説 4 
【組織内部のつきあい】 ＋   
【住民同士つきあい】 ＋   仮説 5 
出所）筆者作成     
注）（ ）は先行研究から言及されておらず、筆者の考察から予測した傾向を示している   
                                                        
91 これは、ソーシャル・キャピタルの負の側面と関連し、政策アウトカムの格差を大きく
する可能性があるという見方もある。これはソーシャル・キャピタルが地域に偏在してい
るから生じる問題とも考えられる（辻・佐藤 2014：2）。 
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仮説 2 認知的ソーシャル・キャピタルのうち、連結型の性質を有する自治体信頼および橋
渡し型の性質を有する制度信頼は、市民社会組織の自発的協力を促すので、自治
体との協調行動を活発にさせる。 
仮説 3 認知的ソーシャル・キャピタルのうち自治体信頼および制度信頼が高いほど、調整
に伴うコンフリクトが減るので自治体のメタ・ガバナンス（ネットワーク管理）
が促進される。 
仮説 4 コミュニティの中で、構造的ソーシャル・キャピタルのネットワーク：つきあいに
富んでいるほど、市民社会組織は地域の問題に対する関心が高まり、自治体との
協働に積極的である。 
仮説 5 コミュニティの中で、構造的ソーシャル・キャピタルのネットワーク：団体活動に
富んでいるほど、自治体は市民社会組織の協力が得られやすいので協働が活発で
ある。 
仮説 6 ソーシャル・キャピタルに富んでいる地域であるほど、ローカル・ガバナンス（協
働、ネットワーク管理）を促進させるので、市民に効果的な地域社会運営（高水準
の政策満足度）を促進させる。 
 
 仮説 2 と仮説 3 は認知的ソーシャル・キャピタルの効果を仮説立てしたものである。自
治体信頼や橋渡し型の要素を持つ信頼性は組織間の協調行動を促すので、協働および自治
体のネットワーク管理に対して正の効果を持つと考えられる。また、仮説 4 と仮説 5 は構
造的ソーシャル・キャピタルの効果を仮説立てしたものであり、住民同士のつきあいは集
合的効力感が高まる結果協働が促進させると考えられる。さらに団体活動も同様に組織間
の協調行動の下支えとなって協働を促進させると考えられる。 
以上より仮説 2～仮説 5 はソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンスの関係を仮説
立てたものである。ローカル・ガバナンスの要素である協働とネットワーク管理は市民に
効果的な地域社会運営を導出するためには重要な要素であるから、ソーシャル・キャピタ
ルはローカル・ガバナンスを促進させて市民に効果的な地域社会運営を導出することがで
きると考えられるので、これらをまとめると仮説 6 が考えられる。
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第3章 ローカル・ガバナンスと政策満足度の比較実証研究 
3.1 はじめに 
 前章の前段階では、筆者はローカル・ガバナンス論の先行研究を振り返り、ローカル・
ガバナンスは市民社会組織が地方政府のステイクホルダーとして下支えする「協働」とい
う要素と自治体の協働型政府としての「ネットワーク管理」という要素が十分に備わって
いることで市民に効果的な地域社会運営が可能であるという示唆が得られた。本章では 2
章で導き出された知見が、東京・特別区の地域社会運営に妥当するのかを確かめるべく実
証分析を行う。そして、ローカル・ガバナンス論の観点から政策満足度の地域差メカニズ
ムを明らかにすることが目的である。具体的には、以下の 3 つの視点に分けて分析を行う。
まず、ガバナンス論が述べるように「地方政府の対応能力だけでは市民に効果的な地域社
会運営を行うには十分ではない」ということが確認されるのかを検証し、実証的な観点か
らガバナンス論の必要性を検討する。 
 次に、「ガバナンスが促進されることによって、地方政府の対応能力を補完し得るのか」
を検証するべく地方政府と市民社会組織の相互作用（対立・協調）と地方政府の対応能力
との関係を分析し、実証的な観点から地方政府の対応能力を補完するという協働の効果の
有無を検討する。 
 最後に、「ガバナンスは市民に効果的な地域社会運営を導出することが出来る」という知
見は実証的に確認されるのか、政策満足度とガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）
の関係を分析し、政策満足度に与える効果を明らかにする。 
 筆者は以上の分析結果をもとに、ローカル・ガバナンス論の観点から東京 23 区の比較実
証研究を行い、市民に効果的な地域社会運営のメカニズムを推し量る。 
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3.2 政策満足度に与える政府の対応能力の影響―ガバナンス論の必要性 
3.2.1 政府の対応能力との関係－政府は市民の要望に応えられているのか 
 では、どのような地域社会運営によって、政策パフォーマンスが高く、市民に効果的な
地域社会運営を行うことが可能であるのだろうか。2 章によれば、ガバナンス論では必ず
しも政府が行政需要に応答する唯一の主体ではなく、地方政府のステイクホルダーとして
下支えする市民社会組織の対応能力が市民に効果的な地域社会運営には必要であるとみて
いる。ガバナンス論は財政制約の下、空洞化した政府を前提として市民社会組織が地方政
府を補完することを求めている。このような「地方政府の対応能力だけでは市民に効果的
な地域社会運営を行うには十分ではない」という状況がデータ上から確認されるだろうか。
本節ではこの問題意識に基づき、実証的な観点からガバナンスの必要性を検討する。 
政府の対応能力によって、市民に効果的な地域社会運営が可能であるという考えは規模
と政策満足度の研究から考えることが出来る。Mourritizen(1989)は以下に述べる「改革理論
（The reform theory）92」と「政治経済理論（Political economy theory）」の 2 つの仮説を提示
している。前者の改革理論は行政の対応能力を引き上げることによって行政需要に応えら
れるという仮説を支持している。 
改革理論は規模の経済を指示している。人口規模が拡大するにつれて、税収が増えるの
で、行政需要に対応するリソースが十分に備わるため、政策の対応能力が向上するとして
いる（同上：662）。加えて、人口規模が大きくなることは一人当たりの公共サービス供給
コストの低減につながる。人口規模に比例して行政職員数が配置されると考えられるので、
職員が増員されることによって、一人当たりの公共サービスの供給コストが低減する。さ
らに、財源が確保されるため、市民の一人当たり税負担が小さくなるという利点から市民
の要望に応えることができ、政策満足度が向上すると考えられる。また、規模が大きくな
るほど市民の利益集約機能としての政党や利益集団の組織化が進むため、代議制によるシ
ステムによる公共サービスの供給システムは応答的であるという。（同上：663）。つまり、
行政需要の創出という観点からは一定の人口を必要としているので、規模の拡大は行政職
員数の増大を必要とし、行政職員が増える結果、行政需要に応答できる地域社会運営が可
                                                        
92 原著をそのまま訳すと「改革理論」となるが、その含意は大きな政府に関する規模の経
済を支持する仮説となっているので、その意味合いは「大きな政府」の理論を意味してい
る。日本の文脈では、地方政治に関連して地方分権改革が行われたが、それは小規模の町
村を合併させ、行政能力を引き上げようとすることで行政需要に応えるよう改革を行った
経緯があり、それを踏まえるならば、The reform theory という訳には「大きな政府論」と
いう意味合いが含意されていると考えても良いだろう。 
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能であると改革理論は説明している。 
一方で、上記の対抗仮説として政治経済理論は集合行為問題を指摘する。規模が拡大し、
行政の対応能力が高い地方政府では都市行政機構の専門化が進む。中央に権限が集中し、
専門家された官僚組織の決める政策決定はトップ・ダウンで決められるために、市民の選
好が政策に反映されない可能性がある。専門家が集中した行政組織では、民意が反映され
にくいという問題から必ずしも規模の拡大が市民に応答的な地方政府につながるわけでは
ないとして、政治経済理論では小さな政府を支持している（同上：663-664）。その理由の一
つにはティブーの「足による投票」を挙げている。住民が自治体を選択して住まうとすれ
ば、住民は最も満足度の高い自治体に移ると考えられる（足立・森脇 2003：29）。加えて、
小さい政府では代議士と市民の距離が近いので、市民の意見が投票を通じて反映されやす
く、同質的な人々が多いほど、市民の選好に一致する政策が供給されやすい可能性がある
と説明している（同上：664）。 
以上の相対する 2 つの理論が政府の対応能力と政策満足度の議論には想定される。先行
研究のうち、デンマークの自治体データを用いて分析された Mouritizen（1989）の研究によ
れば、規模（対数：人口）と政策満足度には負の相関関係が確認されるので93、政治経済理
論を指示している傾向にある。しかしながら、前述した因果経路に関する実証的な関連性
は定かではない。 
東京・特別区ではどちらの関係が支持されるのであろうか。この問いに応えるためには、
政府の対応能力を都市レベルの具体化された指標によって本分析に適用する必要がある。
まず、政府の対応能力は政府の規模と関係がある。規模は人口や財政力、面積などから測
ることが出来る（野田 2007：2）。 
但し、行政需要の大きさから政府の対応能力を測ろうとする場合、人口規模を指標とし
て考える事もできる。Mouritizen（1989）は前述したデンマークの都市を比較するために、
対数化した人口を用いている。Mouritizen（1989）は政策課題が特定されるためにはサービ
スを供給する以前に、需要を作り出すための人口が必要であるとして、人口規模を政府規
模に捉えている。そして財源が確保され規模の経済が働いて政府は効率的な公共運営が可
能であると考えるならば政府の対応能力は人口規模と関連がある（同上：662－663）。 
                                                        
93 政府規模の変数として対数化人口得点が用いられたが、政策満足度とは負の相関（相関係数
＝-0.21）の関係を示している（Mourritizen1989：669）。政策満足度の指標は 1981 年に市民を
対象に実施されたセンサスデータ（n=1020）に基づき、N=275 の市に集計されている。 
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一方で、東京の特別区を想定した場合、必ずしも人口密度が、政府の対応能力を意図し
た政府の規模を説明している変数を意味するとは限らない。例えば、昨今は都心回帰の流
れが生じ、千代田区、中央区、港区には高齢者人口が増加するという現象が起きているが、
夜間人口は都心部であるほど少なく、経済規模や首都圏機能から政府規模を考えると必ず
しも密度は適切ではない。但し、人口は公共サービスを需要する自治体の客体を把握する
重要なデモグラフィック要因である。そのため実証分析には補論的に分析に組み込まれる
べきである。 
筆者は主に市民の要求を処理する地方政府の供給能力から政府の対応能力を測ることに
したい。その理由は、市民の要求に対する地方政府の応答性に着目しているからである。
地方政府のうち、基礎自治体とは最も住民に身近な政府であり、地方政府を正当化する根
拠としては、「民主制の強化とサービス供給の効率性」があるとされている（野田 2007：3）。
それは民主主義国家において地方政府の基礎自治体は、国や都道府県等の上位政府から権
限の委譲を受けて、市民の自己決定、自己責任の分権と自治に関する原則に則って、より
市民が実感される現場であるからである（岩崎 2000：3）。市民の生活の場に最も近い場所
で、地方政府が公共サービスを供給しており、サービスの供給は効率的でなければならな
いであろう（野田 2007：同上）。 
上記の様に考えると、一つは、どのくらい政策運営に資源を投入できるのか、という財
政制約の問題に地方政府の対応能力は関わっている。市区町村レベルの自治体の主要なサ
ービスの多くは、医療、保健、介護、福祉、教育などの社会政策であるので、多様な住民
の特性に対処するためにも財源は重要である。また、新しい政策課題に取り組む上で、調
査研究、政策立案を行う際にコストがかかるため、財政力は政府のパフォーマンスを規定
している。財政的に豊かな特別区ほど、政府の対応能力が政策課題に対して十分に発揮す
ることができるといえるので、地方政府の対応能力を測る指標として本分析では「財源」
を考慮する。 
加えて、政府の対応能力を政策に投入する人的資源の観点からすれば、地方公務員の数
から対応能力を考える事もできる。なお、行政学の文脈では国際比較の観点から日本の行
政職員数は人口規模の割には少ない数で日本のパフォーマンスを維持しているという日本
の効率性を意味するものとして位置付けられていた94（前田 2014：4）。公務員の数は官僚
                                                        
94 但し、前田（2014）の着眼点は公務員数が少ないからといって、効率的な運営を示すも
のではなく、公務員ではない主体が公共サービスの供給を担っているという立場をとって
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制の効率性を測る一つの尺度として考えられるので、本分析では「行政職員数」を分析に
組み込むことにしたい。 
以上を踏まえ、本研究では政府の対応能力を測る変数として①財政力＝一人当たり区民
税＋普通交付金（H18）、②人的リソース＝一万人当たり一般行政職員数（H18）を設定す
る。なお、③国勢調査から得られた人口総数（H18）を用いて人口規模も考慮する。 
一方で、行政職員数を地方政府の対応能力として測ることは、メリット・システムの基
準を設けて階層立てられた同程度の能力を有している集団として公務員を判断しており、
組織論的アプローチに基づけば個人の質的な側面による違いを無視している可能性がある。
金（2006）の様に行政の効率的運営に与える組織規範の影響を分析しており、政府活動の
業績に対する「受益者負担の原理」や「責任所在の明確化」、「上司に対する忠誠・服従」
などの組織規範の影響が明らかとなっている（同上：162，163）。そのため、本分析で地方
政府の対応応力の代理変数は、十分に政府の能力を反映しきれていないことに留意された
い。また、要求に応える地方政府の対応能力を測る手段として財政力や公務員規模などの
地方政府のリソースを用いている。 
では、以下の図 3-1 を作成し、特別区の財政状況について言及しておきたい。図 3-1 は東
京都総務部局行政部区政課が出している『平成 18 年度 特別区決算状況』から得られた「特
別区税」と特別区長会の『特区財政調整関係資料』から得られた 23 区の「普通交付金支給
額」の合計金額を「人口（住民基本台帳）」によって除して得られた「一人当たり特別区民
税＋普通交付金」を示したものである。図中では一人当たり普通交付金の金額によって序
列を整えている。それによれば、都心 3 区のうち、渋谷区や港区などの税収が高いところ
では交付金による財源の再分配の影響を受けておらず、比較的中央区の配分額が大きいと
いう特徴がある。一方で、荒川区（205 千円）の配分額が最も多く下町地域であるほど配分
額が大きくなるので、特区財政調整制度の利益を享受しているのは下町地域に集中してい
る。 
                                                                                                                                                                  
おり、公務員の数が少ない意味は他国と比較して、日本は早い段階で、行政改革を実行し、
数の増加に歯止めをかけていたからであったことを明らかにしている。そして、数の少な
さの問題は見方を変えれば女性の社会進出の議論と負に関連していることを論じている。 
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図 3-1 一人当たり特別区民税＋普通交付金の 23 区別推移（単位：千円） 
一人当たり特別区民税からみると、税収には特別区の中で大きな開きがある。交付金が
多い自治体の税収は乏しく、山の手地域は税収が高い。つまり、23 区内の経済格差は激し
く、住む地域によって所得階層が異なる。青山学院大学の西川教授が 2008 年の給与所得者
（所得 8 階層）を対象とした納税データを基に算出したジニ係数95によれば、最も格差が大
きいのは港区（0.548）、次いで渋谷区（0.518）、千代田区（0.506）、目黒区（0.467）等の都
心部および副都心部において格差の程度が大きい96。一方で、足立区（0.331）、江戸川区（0.337）
葛飾区（0.339）等の下町地域では低所得階層が多いが区の経済格差は小さくなっており同
質的である。 
 では、政府の対応能力と政策満足度の関係にはどのような関係があるのであろうか、筆
者は集計データ別に整っている東京・特別区を単位とした相関分析を行い、その傾向を把
握することにした。表 3-1 は、その結果を示している。
                                                        
95 ジニ係数は、青山学院大学の西川教授が 2008 年の納税者データから得られた所得額に
対して所得 8 階層と照合して算出された値を用いている。日本のジニ係数データは都道府
県までしか公表されておらず、市区町村の納税データによって算出されるジニ係数の出所
については西川教授に依るものである。記して感謝申し上げます。 
96 東京 23 区は平均 0.409，標準偏差 0.059 であり、港区の経済格差は平均値＋２SD（値：
0.528）よりも大きい。 
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注）１：人口は、平成18年1月１日現在の住民基本台帳人口『「住民基本台帳による東京都の世帯と人口」
（町丁別・年齢別）』
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２：特別区税は、『平成18年度 特別区決算状況』東京都総務局行政部区政課
（https://www.tokyo-23city.or.jp/base/tokutoukei/27toukei13.html）。
３：普通交付金は、「平成18年度再調整」、『特区財政調整関係資料』特別区長会
（http://www.toukei.metro.tokyo.jp/juukiy/2006/jy06000001.htm）。
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表 3-1 政府規模と政策満足度の関連分析（値：相関係数） 
  
 特区調整済み 
財政 
行政職員数 
／人口（万人） 
自治会 
政策満足度 
非営利組織 
政策満足度 
特区調整済財政注 2 
R  0.872 －0.645 -0.507 
N  23 11 23 
行政職員数／人口（万人） 
R   0.753 注 1 -0.422 
N   11 23 
人口規模 
R －0.908 －0.887 0.813 注 1  
N 23 23 10  
人口密度／可住地面積（㎞ 2） 
R －0.543 －0.556   
N 23 23   
出所）筆者作成      
注）値は漸近有意確率（両側）5％水準で有意な結果を示す 
１：値は政策満足度を被説明変数として分析を行った二次曲線の相関係数を示している 
２：特区調整済財政＝一人当たり特別区民税＋一人当たり交付金総額 
まず、政府の対応能力と政府規模の間の関係について次のことがいえる。特区調整済財
政と人口規模（-0.908）、人口密度（-0.543）の間で、そして行政職員数/人口（万人）と人
口規模（-0.887）、人口密度（-0.556）の間で総じて負の相関関係が確認されている。相関
係数は人口規模と政府の対応能力の関係が最も高い。これは人口を行政需要としてみると
東京・特別区における公共部門の財サービスを供給する上で需給ギャップが大きく生じて
いることを意味する。筆者は、行政職員数と人口規模の散布図を作成して、その関係をさ
らに詳しくみている（図 3-2 を参照）。それによれば、最も人口の少ない千代田区では行政
職員数が最も多く、人口規模が一番大きい世田谷区に対する行政職員数は減少する傾向に
ある。東京・特別区では人口規模と相関し、政府職員が配置されているわけではない97。 
 
図 3-2 東京・特別区の人口（住民基本台帳）と行政職員数との関係 
出所）筆者作成 
では、財政的豊かさと行政職員数と政策満足度にはどのような関係にあるのだろうか。
自治会の政策満足度と特区調整済財政（-0.645）は負の相関が高い傾向が確認された。こ
                                                        
97 特区調整済み財政と人口（住民基本台帳・H18）とも同様の傾向を示しており、特区調
整済み財政との関係の方が、都心三区のプロットされた点が千代田区に近づいており、い
ずれにしても需給ギャップの差が大きくなっている。 
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の結果から、特別区の特徴として財源が高いから市民社会組織にとって望ましい政策を供
給できるわけではない。しかしながら、これは必ずしも「財政資源の乏しい特別区である
ほど、政策満足度が高くなっている」ということを意味しておらず、財源が豊かであって
もそれが市民社会組織にとって効果のある政策でないのであれば、政策満足度に効果がな
いことを意味している98。 
続いて、自治会の政策満足度と行政職員数（0.753）の関係は二次曲線の推定結果が有意
となっている（図 3-3 を参照）99。 
  
図 3-3 一万人当たり一般行政職員数（対自治会の政策満足度（％）） 
出所）筆者作成 
 それによれば、税収規模と同様に必ずしも行政職員数が増えることが自治会の政策満足
度に効果があるわけではない。まず、世田谷区や足立区など行政職員数に比べて人口が多
いために、市民に関する問題の処理に効率的に対応することが出来ていないと考えられる。
一方で、中野区や文京区、墨田区では行政職員数に比べて人口が少ない地域であるのにも
かかわらず、政策満足度は減少している。しかしながら、この散布図からは行政職員数が
比較的中程度の杉並区、板橋区、大田区にかけて政策満足度の水準が他の地域に比べて上
昇する傾向にある。なお、自治会の政策満足度とサービスの充実度、市民参加制度整備の
政策パフォーマンスは既に相関していることが分かっている。しかしながら、表 3-1 から
                                                        
98 税収と政策満足度が正の相関を示さない要因の一つとして、市民社会組織に対する 23
区の補助金運営が考えられる。23 区では財源が少なくとも自治会に対する補助金支給額が
多いというケースがある。財政規模が大きい特別区ほど自治会の補助金収入額は増える傾
向を示しているが（r=0.527、N＝11、p＜0.05）、外れ値のケースがあり、特に大田区では
自治体財政が11区のうち8位程度と比較的最下位の位置であるにもかかわらず自治会の補
助金収入額が最も高く平均して 10 万円程度の補助金収入をもらっているということもあ
る。 
99図 3-4 は目黒区を除いた N=11 の推計結果を示している。 
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はその要因として行政職員数や財政力などの十分なリソースが政策満足度に効果があると
は言い難いことが示されている。組織内リソースが十分にあるからといって、自治会のニ
ーズに効率的に対応できるわけではない。自治会の政策満足度と行政職員数の関係をみる
と、政策満足度にとって最適な点は、政府の対応能力とは異なった要因が働いて位置して
いるといえる。 
では、非営利組織の政策満足度と政府の対応能力についてみていきたい。表 3-1 の相関結
果によれば、非営利組織の政策満足度と特区調整済み財政（-0.507）、行政職員数（-0.442）
と負の相関関係を示しており、自治会の政策満足度に対する傾向と共通している。 
政策満足度との関係によれば、必ずしも政府のリソースが多いことが政策満足度に効果が
あるとはいえない。 
非営利組織の政策満足度と政府の対応能力の関係について、行政職員数を用いた散布図
を作成してみると次の知見が得られる（図 3-4 を参照）。図 3-4（a）は 23 区全体の傾向を示
したものである。千代田区の行政職員数が他の特別区に比べて極端に多く、外れ値となっ
ているので、23 区の状況を分析するために図 3-4（b）を参考にしている。それによると、
三つの傾向が確認される。 
一つは、行政職員数が減少するほど政策満足度が高くなるという全体傾向を確認するこ
とが出来、江戸川区、葛飾区の政策満足度の水準は際立って高評価であるので行政職員数
とは逆相関の関係にある。 
二つ目には、区の違いを詳しくみると、行政職員数が 80-90 の水準に位置する豊島区の政
策満足度と 60－70の水準に位置している杉並区の政策満足度が同程度の水準に位置してい
るという特徴がある。つまり、自治会の政策満足度と同様に、必ずしも行政職員数が少な
いから政策満足度が高いとは言い切れない。何等かの政府の役割が豊島区では働いている
から政策満足度が高いと推察される100。なお、この様な推移は行政職員数が 50－90 に位置
する特別区には複数確認される。 
三つ目には、一つ目の知見と関連しており、行政職員数とは異なる作用が働いて政策満
                                                        
100 なお、野田（2011：79）は、2009 年に大阪府内市町の市民を対象とした Web 調査（n=1,000）
を実施し、市民の政策満足度に与える政府規模の検証を行っている。それによれば、政令指
定都市（大阪市、堺市）、中核都市（高槻市、東大阪市）、特例市（枚方市、茨木市）、一般市
（箕面市、交野市、四條畷市）、町（島本町）の政策満足度の差には定量的分析から明確な線
形関係はない（同上：83）。推定結果の係数変化をみると、規模と政策満足度はサービス全般
の政策満足度について、逆 U 字型の関係があり、本研究における特別区の分析と整合してい
る。 
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足度が押し上げられているという傾向が確認される。例えば、新宿区と比べて豊島区の政
策満足度が高いこと、類似した政策課題を持つ北区や荒川区よりも墨田区の政策満足度が
高いこと、大田区よりも杉並区、葛飾区で政策満足度が高く、足立区や江東区より江戸川
区の政策満足度が高いなどが確認された。これは行政職員数の水準を統制してみると、一
つ目の知見と重なって、自治体のリソース以外の作用が働いて政策満足度が上昇している
ことを意味する。 
 
（a）23 区全体の行政職員数（対：非営利組織・政策満足度） 
 
（b）千代田区を除いた行政職員数（対：非営利組織・政策満足度） 
図 3-4 一万人当たり一般行政職員数（対非営利組織の政策満足度（％）） 
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3.2.2 分析結果の考察―ガバナンス論的分析の必要性 
本節では、2 章で行ったガバナンス論の整理から「地方政府の対応能力だけでは市民に
効果的な地域社会運営を行うには十分ではない」ことがデータから確認されるのか、実証
的な観点からガバナンスの必要性を検討するものであった。 
上記の問いかけに対して本節の分析結果から次の様に考えることが出来る。まず、本研
究で設定した行政職員数や財政力では、政策満足度に効果がなく地方政府の対応能力が高
いほど政策満足度が高いという傾向を説明することが出来ない。東京・特別区においては
地方政府のリソースが乏しい葛飾区や江戸川区等の政策満足度が最も高く評価されている。
また、自治会、非営利組織に問わず市民社会組織の政策満足度と行政職員数および財政力
には負の相関関係も確認されており、政策満足度を向上させるという線形の効果があると
は言い難い。これらの知見から、行政職員数や財政力が低水準の特別区は相対的に政府の
リソースが乏しいと考えられるので、政府の対応能力が高いから政策満足度が向上してい
るということは考えにくい。 
他方で、政府の役割が消極的に評価されるわけではないという知見も確認された。それ
は、自治会の政策満足度にはきれいに変曲点が確認されること、非営利組織の政策満足度
に対しては、比較的行政職員数が中規模の豊島区の政策満足度が上位であることから考え
ることが出来る。 
また、政府のリソースとは異なる要素が働いて政策満足度の高い政策運営が行われてい
る可能性があると推察される。なお、分析上では、政府の対応能力が乏しいほど政策満足
度が高くなるという傾向については注意しなければならない。筆者の理解では必ずしもそ
れは「政府の対応能力が低くなるほど市民社会組織からみた政策満足度が高くなる」とい
うことは意味していない。この分析結果は、行政需要に対して政府が人員を割いて財・サ
ービスを供給していることが、市民社会組織にとって効果的でなければ政策満足度の評価
から見た地域社会運営が達成されないことを意味していると考えられる。 
一方で、政府の対応能力の変曲点が、政策満足度にとって最適点となっている傾向には
どのような意味があるのだろうか。この問いについては次の前田（2014）の知見が参考に
なる。 
村松（1994）は、日本の官僚制には、自分たちの少ないリソースで最大限の効果を得る
ために、組織の外延に組織化を進めようとする「最大動員システム」が働いていることを
指摘している。それを受けて、前田（2014：3-4）は、公務員の数が少ないということは、
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公務員が活動的であることが効率的運営を示すのではなく、「公務員ではない主体が公共サ
ービスの供給を担っていること」を意味すると主張している。それを裏付けるように、続
けて、前田（2014）は日本の公的セクターは人事院の年次報告書「公務員の種類と数」に
掲載されている公務員数（約 339.3 万人）では、現実の数を把握できていない（同上：19-20）
としている101。 
以上の論考に依拠するならば、「公務員数の少ない地域では公務員ではない主体が地方政
府を補完しており、効率的な政策運営が可能となっている」と考えられる。言い換えれば、
地方政府の対応能力を補完する市民社会組織の対応能力が、政策満足度に効果を発揮して
いると推察される。一方で、ある程度の公務員数が政策満足度には必要であることを考え
ると、依然として政府の役割は重要といえる。 
したがって、以上の分析結果は、少なくとも政府のみでは市民に効果的な地域社会運営
を行うには十分ではないということを示している。そして、市民に効果的な地域社会運営
を導出するメカニズムを検討するためには、2 章で既に示されたように地方政府－市民社会
組織関係から捉えなおすガバナンス論の観点から考える必要があるだろう。 
 
 
 
 
 
 
                                                        
101 但し、国税庁の源泉所得税の納税状況によると、政府部門の就労者に指定される規模と
は実際には 893 万人にも上るとされているが、前田（2014：23）は、それはややも実態か
らかけ離れている数字としており、加えて、前田（同上：29）は、野村総研が調査した「公
務員数の国際比較に関する調査」の数（約 538 万）に、87.5 万人の公益法人職員を合わせ
て、公務員の定義を広げると 600 万人ぐらいとなることを推計している。 
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3.3 市民社会組織は政府を補完しているか―東京の地方政府－市民社会組織関係の基調 
3.3.1 問題設定と分析方法 
前節の分析結果は、地方政府のリソースが十分に備わっていることが必ずしも政策満足
度を押し上げる要因ではないことを明らかにし、その背景には地方政府を下支えする市民
社会組織の対応能力が関係しているという可能性を示唆していた。 
もし、政策満足度の地域較差の問題が、ガバナンスの問題であるとするならば、地方政
府の組織内部のリソースが乏しい自治体では、市民社会組織の政策過程への参加が一層求
められるので、地方政府と市民社会組織関係の相互作用（対立・協調）が活発となるはず
である。 
本節では、「ガバナンスが促進されることによって、地方政府の対応能力を補完し得るの
か」を検証するべく、地方政府と市民社会組織の相互作用（対立・協調）と地方政府の対
応能力との関係を分析する。そして、実証的な観点から地方政府の対応能力を補完し得る
地方政府－市民社会組織関係の効果を推し量ることとしたい。 
 そこで、筆者は JIGS 調査の地方政府－市民社会組織関係に関するデータを用いて、後述
する組織間の相互作用に関する様々な変数と行政職員数（5 段階）102に関してクロス集計
分析を行う。 
具体的には、以下の局面から考察する。まず、行政の機能を遂行する団体の分布状況を
確認する。その様な団体は行政関係組織として「①行政の外延（行政機能を遂行する団体）」
に位置する。JIGS 研究では行政関係組織を「補助金の斡旋」や「行政上の便宜を図る」こ
とを「活動目的」とする組織と位置付けて、その動向を把握してきた（森 足立 2002：121-123）
103。そのうち、古くからローカル・レベルで地方政府の機能を補完していたのが自治会・
町内会である。住民の民意を集約し、地方政府の情報を伝達する役割を行政から委任され
てきた。自治会と自治体の「委任事務関係」はそれに属する。 
 続いて、②市民社会組織は、効率的な社会サービスを供給して行政の機能を補完する代
わりに行政に接触し、自らの利益を政策過程に反映させる「行政媒介型組織（Straddling civic 
                                                        
102 筆者は、諸変数との関係を非集計レベルによって確認するために、行政職員数を度数な 
いし値の幅に応じて 5 段階に変換している。自治会にとっては水準４が政策満足度が最も
高い点であり、非営利組織にとっては水準 1 に近づくほど政策満足度が高い傾向にある。 
103 村松（1994）は行政を分析し、「省庁ごとにではあるが、行政組織をこえた、民間組織
をも含むネットワークを作ることによって、社会全体のリソースを最大動員しようとして
きた（同上：4－5）」という最大動員システムを理論化している。JIGS 調査では非営利組
織の中でも行政の様な機能を持った団体がおり、「行政の外延」に位置する行政関係団体と
して、その活動を捕捉している。 
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society」としての特徴を持つ104。自治会、町内会や非営利組織はローカル・レベルで住民の
利益媒介を果たし、社会サービスの供給を補完しながら働きかけている。行政への接触傾
向を把握しネットワークの密度と行政職員数の関係を把握する。 
 そして、③協調―対立関係と④協働関係に着目する。公私の領域を超えた協働が可能で
ある条件として組織間の協調性が必要である（森・足立 2002：123）。市民社会組織は協調
（あるいは対立）関係を築きながら活動している。 
市民社会組織は様々な行動を通じて自治体と関係を築いている。その中でも協働関係は
多義的な概念である。小田切（2014：20-23）によれば、マクロに捉えられる場合と事務事
業の協力作業としてのミクロな意味に限定される場合があるという。政策過程における協
働は政策実施過程に限定して論じる場合と市民社会組織のアドボカシー機能を念頭に置き、
政策形成過程までの市民の参画を含んで議論することも含まれる。そこで、本研究では地
域社会運営の中で要望を入力する市民社会組織の手段として、また効果的な地域社会運営
を導出するための政策形成にとって欠かせないローカル・ガバナンスの要素と捉えている。
そのため、政策運営の全体を通して利害関係者が政策運営に参画する程度を協働水準とし
て把握する必要がある。なお、市民社会組織データでは政策形成から政策実施過程までの
自治体―市民社会組織関係の状況を把握できる。そこで、政策形成過程では「審議会への
参画」や「法案作成への協力」、政策実施の過程では「社会サービスの提供」を、政策評価
の局面では「モニタリング」などの関係行動が協働関係に該当するといえる。 
 筆者は JIGS 調査から得られる上記 4 つの視点―①行政の外延、②働きかけ（接触関係）、
③協調関係、④協働関係の観点から地方政府－市民社会組織関係の相互作用を把握し行政
職員数との関係を分析することとしたい。なお、本分析に用いる変数については順次説明
を加えるが、その一覧に関しては表 3-2 を参照されたい。また、行政職員数との関係を分
析する際に自治会・非営利組織と地方政府関係の濃淡を比較する視点を加えて、地方政府
と自治会および非営利組織の関係の密度も分析する105。 
                                                        
104 行政媒介型組織とは「行政と市民を媒介する市民社会組織（straddling civic society）」
（Read and Pekkanen 2009）である。それは「政府と市民・住民の 2 つの世界に両属してお
り、一方で団体のメンバーである市民のために活動しつつ、他方で行政と連携しつつ円滑
な政策遂行に協力し、自らの主張を伝達」する市民社会組織を指している（辻中ら 2009：
29）。 
105 表は、有効回答数（欠損地を除外）を「全体 N」とし、各変数の代表値を指す回答数を
「該当 N」とし、全体に占める割合を示している。 
そして、行政職員数（5 段階）の各水準の N を分母とし、水準に占める各変数の該当し
た割合を表に示す。なお、便宜上、表の値は総じて pt（ポイント）を省略している。 
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表 3-2 地方政府－市民社会組織関係の関係様式に関する諸変数の説明 
区分 変数 作成方法 
行政の 
外延 
自治会：   
委任事務関係 
自治会は、市町村（特別区に該当）にどのような業務を依頼されているのか、という設問に対する 1 位から 4
位までの回答の選択肢（1．お知らせなどの回覧、2．広報誌の配布、3．募金活動、4．委嘱委員の推薦（民生
委員など）、5．保険料のとりまとめ（年金、国民健康保険、簡易保険）、6．その他）を利用。 
非営利組織： 
 
活動目的 
非営利組織の主な目的、活動の選択肢（会員に情報を提供する、会員に教育・訓練・研修を行う、行政への
主張・要求、啓蒙活動、会員の生活・権利の防衛、会員以外への情報提供、一般向けの無償サービス、一般
向けの有償サービス、専門知識に基づく提言、会員への補助金の斡旋、その他、会員への許認可・契約の便
宜、他の団体や個人への資金助成）のうち「行政への主張・要求」、「会員への補助金の斡旋」を利用。 
要望・働きか
けの関係 
自治会：   
①接触：区の職員 
自治会での要望や意見を政策に反映させるために「市町村（特別区に該当）の担当課に相談」を行う頻度のう
ち「1：頻繁である」、「2：やや頻繁である」、「ある程度」を合算して利用。 
②接触：幹部 
上記設問と同様に「市町村（特別区に該当）の幹部に相談」を行う頻度のうち「1：頻繁である」、「2：やや頻繁
である」、「ある程度」を合算して用いた。 
要望の受け入れ 
自治会の要望が、これまで市町村（特別区）にどのくらい受け入れられたのか、という設問に対して、「1.ほとん
ど受け入れられた」、「2.多少は受け入れられた」、「3：ある程度」という選択肢を合算して利用。 
非営利組織：   
①接触：自治体 
非営利組織が政治や行政に要求や主張をする際に、「自治体との接触（電話、会見など）のうち「5：非常に頻
繁」、「4：かなり頻繁」、「3：ある程度」という選択肢を合算して利用。 
②接触：課長 
非営利組織が行政に＜直接的＞に働きかけをする場合に、「自治体の課長クラス」に対して「5：非常に頻
繁」、「4：かなり頻繁」、「3：ある程度」という選択肢を合算して利用。 
③接触：幹部 
上記設問と同様に、「首長など自治体の幹部」に対して「5：非常に頻繁」、「4：かなり頻繁」、「3：ある程度」と選
択肢を合算して利用。 
④相談接触 
非営利組織と関連する政策について、「自治体」から相談を受ける頻度のうち「5：非常に頻繁」、「4：かなり頻
繁」、「3：ある程度」という選択肢を合算して利用。 
⑤要望の受け入れ（政策阻止・成功） 
非営利組織が自身の活動によって、特定の政策や方針を、「自治体」に＜実施＞または＜修正・阻止＞をさ
せることに成功した経験の「実施」または「修正・阻止」の選択肢を合算して利用。 
自治体との
関係 
非営利組織：   
①接触・相談（自治体） 
非営利組織が行政に＜直接的＞に働きかける場合に「首長など自治体の幹部」と「自治体の課長クラス」に
接触する頻度（1=ある程度以上、0＝なし）と、自身の組織と関連する政策に対して行政から相談を受ける頻
度（1=ある程度以上、0＝なし）の変数を利用し、4 象限の変数（1＝一方的：団体、2=一方的：自治体、3=接触
なし、4=双方向）を作成して利用。 
②接触・相談（政党・議員） 
上記設問に関連して、行政（自治体）に＜間接的＞に働きかける場合に「地方議員」に接触する頻度（1=ある
程度以上、0＝なし）と、自身の組織と関連する政策に対して行政から相談を受ける頻度（1=ある程度以上、0
＝なし）の変数を利用し、4 象限の変数（1=一方的：団体、2=一方的：政党・議員、3=接触なし、4=双方向的）を
利用。 
協働関係 
自治会：   
①区との社会サービス供給の連携 
自治会の活動のうち、A.市町村（特別区に該当）と連携している活動を 1 位から 5 位まで測定。少なくとも 1 位
から 5 位まで回答した選択肢を合算して少なくとも 1 つ以上の回答をカウントし利用。 
②パブリック・コメント 
自治会での要望や意見を政策に反映させるための手段として「H.パブリック・コメント・公聴会」の活用頻度のう
ち「1：頻繁である」、「2：やや頻繁である」、「3：ある程度」を合算して利用。 
③懇親会への出席 
上記設問と同様に、「F.市町村との懇談会などに出席」の活用頻度のうち「1：頻繁である」、「2：やや頻繁であ
る」、「3：ある程度」を合算して利用。 
④モニタリング 
市町村の政策実行に対してモニタリング（日常的な継続的点検を指す政策監視・観察の意味）を行う頻度のう
ち「1：自治会に関係のあるものだけ行っている」、「2：自治会との関係有無にかかわらず、常に行っている」を
合算して利用。 
非営利組織：   
①政策執行への協力 非営利組織が行政機関（自治体）と「政策執行に対して協力や援助をしている」という選択肢を利用。 
②委員派遣 上記設問と同様に行政機関（自治体）に対して「審議会や諮問機関に委員を派遣」という選択肢を利用。 
③モニタリング 
上記設問と同様に行政機関（自治体）に対して「行政の政策執行に対してモニタリングしている」という選択肢
を利用。 
④法案作成の支援 
非営利組織が、政治や行政に要求や主張をする際に、「政党や行政の法案作成の支援」を行う頻度のうち
「ある程度」、「5：非常に頻繁」、「4：かなり頻繁」、「3：ある程度」を合算して用いた。 
⑤専門知識の提供 
上記設問と同様に「技術的、専門的情報や知識の提供」を行う頻度のうち「5：非常に頻繁」、「4：かなり頻
繁」、「3：ある程度」を合算して利用。 
⑥パブリック・コメント 
上記設問と同様に「パブリック・コメント」を行う頻度のうち「5：非常に頻繁」、「4：かなり頻繁」、「3：ある程度」を
合算して利用。 
協力関係 
自治会：   
協力関係 
自治会が、地域の諸問題を解決するうえで、市町村（特別区に該当）とどのような関係であることが望ましい
のかという設問に対して、「3．自治会は市町村と協働する方がよい」という選択肢を利用。 
非営利組織：   
協力関係 
非営利組織と「都道府県（東京都に該当）」、「市町村（特別区に該当）」の協力的な関係頻度（7：非常に強力
的～5 点までの指標」を合算して「協力的である」と回答した選択肢を利用。 
出所）辻中ら（2009）、辻中・森（2010）を用いて筆者作成 
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3.3.2 分析結果―行政職員数と地方政府－市民社会組織の相互作用に関する関係 
（１）活動目的 
表 3-3 自治会の委任事務・非営利組織の活動目的に関する変数の詳細 
    
全体 N 該当 N ％ 
行政職員数 
    水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会：委任事務関係           
 回覧 359 286 79.7 86.1 76.2 87.5 70.0 72.4 
 広報誌配布 359 46 12.8 6.9 4.8 5.0 23.3 25.0 
 募金活動 359 23 6.4 6.9 14.3 6.3 5.0 2.6 
 委嘱委員推薦 359 3 0.8 0.0 2.4 1.3 1.7 0.0 
 保険料とりまとめ 359 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
  その他 359 1 0.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 
非営利組織：活動目的            
 会員への情報提供 590 413 70.0 54.5 67.8 70.6 73.5 80.1 
 会員の教育・訓練・研修 590 319 54.1 44.6 57.4 53.8 53.0 59.0 
 行政への主張・要求 590 190 32.2 26.8 27.0 26.1 34.9 42.9 
 啓蒙活動 590 174 174 25.0 40.0 22.7 27.7 31.1 
 会員の生活・権利の防衛 590 155 26.3 24.1 34.8 21.0 28.9 24.2 
 会員以外への情報提供 590 148 25.1 25.9 27.8 23.5 24.1 24.2 
 一般向けの無償サービス 590 145 24.6 26.8 30.4 24.4 27.7 17.4 
 一般向けの有償サービス 590 121 20.5 25.0 29.6 19.3 18.1 13.0 
 専門知識に基づく提言 590 108 18.3 18.8 20.9 12.6 20.5 19.3 
 会員への補助金の斡旋 590 68 11.5 10.7 9.6 9.2 10.8 15.5 
 会員への許認可・契約の行政上の便宜 590 51 8.6 5.4 5.2 7.6 9.6 13.7 
  他の団体や個人への資金助成 590 16 2.7 3.6 3.5 2.5 1.2 2.5 
 政治目的 590 364 61.7 56.3 68.7 52.1 59.0 68.9 
 行政の外延 590 93 15.8 12.5 11.3 15.1 13.3 23.0 
  行政媒介型組織 590 292 49.5 53.6 58.3 48.7 47.0 42.2 
出所） 
自治会：辻中（2006）「町内会・自治会など近隣住民組織に関する全国調査」、非営利組織：辻中（2006）「団体基礎構造に関する
調査」を元に筆者作成。 
注）行政職員数＝自治会）水準１：55≦、水準２：55-60≦、水準３：60-65≦、水準４：65-71≦、水準５：75≦、以降の表も同様。 
           非営利）累積度数分布に従い 5 つのスケール（20％基準）で分類、水準１：61≦（19.0％）、水準２：61-75≦（19.5％）、水
準３：75-83≦（20.2％）、水準４：84－100≦（14.1％）、水準５：100≦（27.3％）、以降の表も同様。 
 まずは、表 3-3 より東京・特別区に関する地方政府の外延について、自治会の委任事務
関係と非営利組織の活動目的からみていきたい。なお、行政職員数は表の注釈に示してい
る様にスケールを 5 階層に内分して、行政職員数の差異の影響について確認している。以
降の表についても同様の水準の分け方を採用している。 
 自治会の委任事務関係については次のことがいえる。まず、行政の主な手段として「廻
覧」が 8 割（79.7）を占めており、その他の「広報誌」は 1 割程度（12.8）、募金活動は 6pt
程度（6.4）しか行われていない。そして、行政職員数の違いを考慮すると、政策満足度に
とって最適な水準 4 で行われる広報誌配布（23.3）の水準は高い。一方、行政職員数が少
ない地域で活発なのは水準１では回覧（86.1）、水準２は募金活動（14.3）が活発である。
なお、行政職員数と東京・特別区の自治会数との関係を別途計算したところ、高い負の相
関関係にあることが認められている106。そのため、行政職員数の少ない特別区の方が回覧
や募金等の比率が高いことを鑑みると、行政職員数が少ない地域では回覧や募金活動の委
任関係が行政の活動を補完しているという傾向は一部読み取れる可能性がある。 
                                                        
106 自治会数（各自治体 HP 調べ）と行政職員数は r=-0.614（N=22、p＜0.05）と、行政職
員が少ない特別区であるほど、自治会数が増える傾向にあることがデータから確認されて
いる。 
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 続いて、非営利組織の活動目的をみていきたい。行政関係団体を把握する指標としては
太文次で示している「会員への補助金の斡旋」、「会員への許認可・契約の行政上の便宜」
がある。東京・特別区でローカルなレベルで活動する団体のうち 15.8pt 程度存在している。
一方で、政治目的を志向する団体（61.7）が過半を占めている。さらに、自治体の公共サ
ービスの供給を目的とする団体（49.5）が 5 割程度存在している。そのうち、行政職員数
との関係をみると、次のことが言える。まず、政治目的を志向する団体は行政の対応能力
が高い水準 5（68.9）と職員数の少ない水準２（68.7）の割合が同程度であるので、職員数
の影響はあまりみられない。しかし、行政関係団体は行政職員数の多い水準 5（23.0）で最
も多いので、地方政府のリソースの乏しさを補完して立地しているわけではない。一方で、
行政媒介型組織としての目的を有する団体は行政の人的リソースの少ない水準 1（53.6）、
水準２（58.6）において最も多いので仮説立てた通りの結果が示される。つまり、人的リ
ソースの乏しい地域では公共サービスの供給を目的とした団体が多く、行政組織のリソー
スの乏しさを補完している可能性が高い。 
 また、地域別の傾向としては東京ではサービス提供団体は行政の人的リソースの乏しい
下町地域に多く、政治目的を志向し、自らの要望を働き掛ける団体や行政関係団体は行政
職員数の多い都心部に多く分布しているという特徴がある。 
 なお、個別の活動目的の傾向をみると、行政職員数の少ない水準 2 の地域で「会員の教
育・訓練・研修」（57.4）、「啓蒙活動」（40.0）、「会員の生活・権利の防衛」（34.8）を活動
目的とする団体が他の地域に比べて多い傾向にある。そのため下町地域ではサービスを提
供することを目的としながら、政治的に働きかける団体も多いので、行政を補完しながら
自らの要望を政府に働きかけるために接触頻度が高い可能性がある。 
 一方で、「行政への主張・要求」を志向する団体は行政職員数の多い水準４（34.9）、水
準５（59.0）で最も多い。これは、都心部に存在している団体の傾向を指しており、都心
部の団体は活動範囲を東京都・特別区と回答していても中央政府に働きかける可能性も他
の地域に比べて高いので政治的目的を志向する傾向が高いといえる。 
以上より、非営利組織の活動目的のうち、サービスの提供を志向する団体の分布は行政
の人的リソースを補完するように分布していることがデータから確認することが出来、行
政のサービス運営を補完していることは一部支持されそうである。 
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（２）要望・働きかけの関係（自治体との関係） 
表 3-4 地方政府に対する自治会・町内会の接触パターン 
    全体 N 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会：            
 ①接触：区の職員 340 269 79.1 77.3 67.5 81.3 85.7 80.6 
 ②接触：幹部 320 141 44.1 39.8 31.6 44.9 49.1 52.2 
 少なくとも 1 つ以上（①～②：ある程度以上） 344 281 81.7 80.6 70.0 84.0 86.2 83.6 
 高水準（①～③：2/3 以上＝2 点） 344 129 37.5 33.7 27.5 38.7 41.4 43.8 
 要望の受け入れ 347 283 81.6 74.5 85 81.3 81.7 89.2 
非営利組織：                 
 ①接触：自治体 503 265 52.7 60.8  59.2  49.0  48.5  46.6  
 ②直接接触：課長 513 194 37.8 28.6  33.3  39.2  40.8  44.8  
 ③直接接触：幹部 483 129 26.7 17.6  28.7  24.7  28.4  32.1  
 少なくとも 1 つ以上（①～③：ある程度以上） 560 336 60 66.4  63.0  58.3  57.7  55.9  
 高水準（①～③：2/3 以上＝3 点） 560 88 15.7 8.4  19.4  13.9  15.4  19.7  
 相談接触：自治体 532 238 44.7 47.6  51.9  35.8  44.2  44.6  
  要望の受け入れ（政策阻止・成功） 437 134 30.7 27.1  31.5  31.9  34.9  29.4  
出所）同上         
 続いて、地方政府に対する要望・要求の働きかけの傾向についてみていきたい。JIGS２ 
調査では、表 3-4 に示している市民社会組織の直接的働きかけに対する行動頻度を尋ねて
いる。自治会では①市町村の職員に対して、②市町村幹部に対する要望・要求の働きかけ
を、非営利組織では自治体に対する接触および＜直接接触＞の方向先として首長などの自
治体幹部ならびに課長級の職員に対する働きかけの頻度を尋ねている。表 3-4 はそれらの
変数のうち「ある程度以上（頻繁＋やや頻繁を含む）の比率を示したものであり、それぞ
れの働きかけの水準の違いをみることによって、自治会、非営利組織と地方政府との接触
度合いを比較することが出来る。 
 まず、自治会については区の職員に対する働きかけを 8 割（79.1）の自治会が行ってい
る一方で、幹部に対しては 4 割程度（44.1）に落ち込んでいる。但し、少なくとも自治会
長の 8 割（81.7）は行政に対して働きかけを行っており、大多数の自治会長の要望が受け
入れられる度合いは達成されているという評価（81.6）が確認された。それに対して、非
営利組織の接触頻度の水準は自治会に比べて落ち込んでいる。自治体に対する接触は半数
の非営利組織（52.7）が接触することが出来ている一方で、課長級クラスの職員に対して
は 3 割強（37.8）に減少し、幹部に対しては 3 割未満（26.7）の水準となっている。しかし、
自治体から相談を受ける頻度（44.7）の方が課長クラスへの働きかけの水準より多い。そ
して、少なくとも行政と接触できる非営利組織は 6 割程度（60.0）となっているので、非
営利組織よりも自治会の方が行政に対して働きかけやすい環境がローカル・レベルでは整
っていると推察される。また、それと関連して、非営利組織が要望を働き掛けて自らの要
求を達成することのできた比率は 3 割程度（30.7）と、自治会より低水準である。 
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 では、行政職員数の大小とどのような関係にあるのだろうか。筆者はこの分析を通して、
行政職員数が少ない地域でも行政に対する接触ルートは維持されており、非営利組織の接
触頻度は増加傾向にあり関係性の密度が増していることを示す。 
 まず、自治会は区の職員に対する働きかけが政策満足度にとって最適な水準４で最も高
く、行政職員数が少ない水準２（67.5）、水準１（77.3）ほど減少している。自治体幹部へ
の働きかけも同傾向である。また、自治体への積極的な働きかけ（高水準）も同様に行政
職員数の多い水準 5（43.8）よりも行政職員数の少ない水準１（33.7）、水準２（27.5）の積
極的な働きかけが減っている。 
しかし、自治体に対して「少なくとも 1 つ以上」働きかける頻度は行政職員数の少ない
水準１（80.6）、水準 3（84.0）といえども行政職員数の多い水準５（83.6）と同程度となっ
ている。そして、要望の受け入れ頻度も行政職員数の多い水準 5（89.2）と行政職員数の少
ない水準１（74.5）を比較して水準１の程度が大きく後退していることを除いて、行政職
員数の少ない他の地域では要望の受け入れ頻度の落ち込みが小さい。 
つまり、自治会の働きかけと行政職員数の関係については、行政職員数が少なくなるほ
ど直接的で積極的な働きかけは減少傾向にある。しかし、要望が受け入れられるためのル
ートは行政職員数が少なくとも維持されているので、直接的働きかけとは別の手段を用い
て自らの要望を自治体に反映させている可能性がある。 
 一方で、非営利組織が行う自治体への直接的接触は行政職員数の少ない水準１（60.8）
であるほど、高くなる傾向にある。また、行政に働きかけるチャネル（少なくとも 1 つ以
上）は行政職員数が少なくなるほど上昇する傾向にあり、行政職員数の多い水準 5（55.9）
よりも行政職員数の少ない水準 1（66.4）の割合の方が高い。さらに、自治体から非営利組
織への相談頻度は、行政職員数の少ない水準 2（51.9）であるほど高い傾向にある。 
しかしながら、課長級ないし幹部職員に対する働きかけは行政職員数が増えるほど、増
加している。 
以上の知見をまとめると、行政への積極的な働きかけを除いて、行政職員数が少ない地
域であるほど、自治体への接触割合（「少なくとも 1 つ以上」）と、自治体からの相談接触
の割合が増加する傾向にある。つまり、地方政府のリソースが乏しくとも地方政府－市民
社会組織関係の相互作用が密になっており、市民社会組織の対応能力は十分備わっている
ことがデータから確認することが出来た。 
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表 3-5 自治体接触、行政・議員接触パターンと行政職員数の関連性 
    全体 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
非営利組織：          
自治体との関係          
 一方向：団体 526 75 14.3 14.0 10.0 16.0 16.9 14.7 
 一方向：自治体 526 114 21.7 34.0 30.0 15.1 22.1 11.9 
 接触なし 526 213 40.5 37.0 36.0 47.2 39.0 42.0 
 双方向 526 124 23.6 15.0 24.0 21.7 22.1 31.5 
政党・議員          
 一方向：団体 520 101 19.4 21.8 18.2 14.2 25.7 19.3 
 一方向：政党 520 26 5 5.0 5.1 5.7 6.8 3.6 
 接触なし 520 264 50.8 48.5 44.4 57.5 51.4 51.4 
  双方向 520 129 24.8 24.8 32.3 22.6 16.2 25.7 
出所）同上 
注）自治体関係、政党・行政関係の 4 パタ―ン（「一方向」および「双方向」）に関するパースペクティブは森・足立（2002）に依拠している。 
 では、非営利組織の自治体接触パターンについて詳細にみていきたい。非営利組織に関
しては、前述した非営利組織から自治体に対する働きかけと、地方政府から非営利組織に
対する相談接触の双方向の関係があり、理論的には表 3-5 に示した 4 パターンの接触が考
えられる。筆者は森・足立(2002)の手法に準拠しているが、その結果、東京・特別区のロ
ーカル・レベルで活動する非営利組織に関して次のような接触方法があると考えられる。 
まず、団体からの一方的働きかけは 1 割程度（14.3）であるが、自治体からの一方的働
きかけは 2 割程度（21.7）なっているので、地方政府からの接触が多いといえる。 
次に、行政職員数の差異は次の様な違いをもたらしている。まず、団体からの働きかけ
は行政職員数が多い水準４（16.9）の比率が微増しているのに対して、自治体からの相談
は行政職員数が少ない水準１（34.0）、水準２（30.0）の方が水準 5(11.9)に比べて約 20pt
以上も開きがある。傾一方で、双方向的な関係は行政職員数の多い水準 5（31.5）の比率が
高いという傾向が出ている。 
 また、行政・政党（議員）のどちらに働きかけるのかという傾向も言及しておくと、特
筆すべき点は行政職員数の少ない水準２（32.3）であるほど、行政職員数の多い水準４（16.2）
よりも双方向的働きかけのネットワークが形成されている。 
 以上まとめると、行政職員数の少ない地域は、行政職員数の多い地域より、自治体から
市民社会組織に働きかける相談接触や、議員との双方向的ネットワークが形成されている。
前述した分析結果と照らし合わせてみると、行政職員数の少ない地域では行政のリソース
が乏しいため、市民社会組織の対応能力を求めて、地方政府と非営利組織の相互作用が密
になっていると推察される。この結果は、「地方政府のリソースの乏しさを市民社会組織の
対応能力が補完している」という傾向を支持している。 
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（３）協力関係 
表 3-6 市民社会組織と地方政府の協調関係と行政職員数の関連性 
    全体 該当 N ％ 行政職員数 
          水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会            
 ①協働 357 213 59.7 54.0 63.4 62.3 56.5 64.9 
非営利組織           
 ①東京都（協調的） 398 147 36.9 20.2 35.1 42.7 45.6 42.6 
  ②特別区（協調的） 416 209 50.2 57.8 60.5 52.3 46.6 35.6 
出所）同上         
 では、自治会、非営利組織の協力関係について表 3-6 から確認していきたい。自治会調
査ないし非営利組織調査では同様の設問を用いていないがため、その傾向を正確に捕捉す
ることはできないが、水準の違いを把握する一つの手段として自治会の協調的関係（協働
という回答）と非営利組織の協調的関係に対する評価を比較している。 
 それによれば、自治会と協働関係を望んでいる回答比率が 59.7pt となっており、非営利
組織の特別区（協調的）（50.2）との協調関係よりも自治会の方が協調的である。 
行政職員数との関連性をみると、自治会は行政職員数の多い水準５（64.9）の方が行政
職員数の少ない水準 2（63.4）と同程度の水準となっている。しかしながら、行政職員数の
少ない水準１（54.0）の協調的な割合は後退している。 
一方で、非営利組織は行政職員数の多い水準 5（35.6）よりも行政職員数の少ない水準１
（57.8）や水準２（60.5）の方が協調的である傾向がある。 
 なお、非営利組織と地方政府の協調関係は東京都よりも特別区方が協調的と回答する割
合が高くなっている。そして、都道府県に対する協調的な関係は行政職員数の多い都心部
である水準 4（45.6）、水準 5（42.6）ほど高くなっており、特別区に対する協力関係は水準
１（57.8）、水準２（60.5）の方が高くなっている。 
 以上の分析結果をまとめると、行政職員数の少ない地域では自治会は特別区と協調的で
あるという水準が他の地域と比べて高くなり、非営利組織も同様の傾向を特別区に対して
示している。前述した分析結果では地方政府と市民社会組織の接触に関する相互作用は行
政のリソースの乏しい地域で濃いことを明らかにしているが、それと同様の傾向が協力関
係からも示されており、協調的と回答する割合も行政職員数の少ない地域で多くなること
がデータから確認することが出来た。 
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（４）協働関係 
表 3-7 市民社会組織と地方政府の協働関係と行政職員数の関連性 
          行政職員数 
    全体 N N ％ 水準１ 水準２ 水準３ 水準４ 水準５ 
自治会                   
 ①区との社会サービス供給の連携 369 244 66.1 62.9 81.0 62.2 77.4 57.7 
 ②パブリック・コメント 304 62 20.40 17.0 16.7 20.3 24.5 24.2 
 ③懇談会への出席 329 248 75.4 70.0 74.4 76.4 77.6 80.0 
 ④モニタリング（政策監視・観察） 343 168 49.00 43.4 41.0 50.6 58.9 51.4 
 少なくとも 1 つ以上（①～④：ある程度以上） 362 331 91.4 87.5 92.7 88.6 95.1 96.1 
  高水準（①～④：2/3 以上＝3 点以上） 362 112 30.9 22.1 31.7 32.9 45.9 28.6 
非営利組織           
 ①政策執行への協力 590 117 19.8 21.4 16.5 19.3 22.9 19.9 
 ②委員派遣 590 125 21.2 20.5 20.9 24.4 19.3 20.5 
 ③モニタリング 590 52 8.8 11.6 8.7 13.4 6.0 5.0 
 ④法案作成の支援 482 34 7.1 4.1 7.4 7.2 6.1 9.4 
 ⑤専門知識の提供 484 145 30.0 23.5 37.9 25.8 35.8 29.1 
 ⑥パブリック・コメント 481 102 21.2 17.5 22.6 13.5 28.8 24.8 
 少なくとも 1 つ以上（①～⑥：ある程度以上） 590 279 47.3 49.1 53.9 46.2 49.4 41.0 
  高水準（①～⑥：2/3 以上＝4 点以上） 590 35 5.9 5.4 4.3 5.9 7.2 6.8 
出所）同上 
 最後に、自治会、非営利組織と地方政府の協働関係の実態について表 3-7 を基に考えて
いきたい。まず、自治会では、政策実施過程において「区と連携して社会サービスを供給
していること」そして政策形成過程では「パブリック・コメント」ないし「懇談会への出
席」が協働関係として考えられる。一方で、政策評価では「モニタリング（政策監視・視
察）」の関係が協働関係に含まれ、自治会調査からは総計 4 つの指標が協働関係の要素とな
っている。そして非営利組織は政策実施過程では「政策執行への協力」、政策形成過程では
「委員派遣」、「法案作成の支援」、「専門知識の提供」、「パブリック・コメント」が該当し、
政策評価の過程では「モニタリング」が協働関係に該当する。 
筆者は本分析を通じて、自治会と地方政府の協働関係が政策満足度にとって最適な点で
高水準となっており、行政職員数の少ない特別区といえども、参画水準が一定程度あるこ
とを論じる。そして、非営利組織に関しては行政職員数が少ない水準２であるほど協働関
係が高水準となっていることを論じ、以上の分析結果から地方政府のリソースの乏しい地
域で市民社会組織が補完する能力が高いことがデータ上確認することができたことを論じ
る。 
自治会にとって協働関係が密な活動は懇談会への出席（75.4）、区との社会サービス供給
の連携（66.1）、モニタリング（49.0）、パブリック・コメント（20.4）の順となっている。
そして、非営利組織にとっては、専門知識の提供（30.0）、委員派遣（21.2）、政策執行への
協力（19.8）、パブリック・コメント（21.2）、続いてモニタリング（8.8）、法案作成の支援
（7.1）の順となっている。比率の割合を比較してみると、自治会の方が非営利組織よりも
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協働関係を築いている割合が高いという特徴を有している。 
 では、行政職員数の差異とどのような関係にあるのだろうか。まず、自治会は政策満足
度にとって最適な水準４において協働関係の水準が比較的高いとう特徴が示されている。
区との社会サービス供給の連携が 77.4pt、パブリック・コメントは 24.5pt と最も高い。そ
して、懇談会への出席（77.6）、モニタリング（58.9）の参画比率が高水準である。 
また、自治会の協働関係（少なくとも 1 つ以上）は 8 割以上に達しており、中でも懇談
会への出席ないし区との社会サービス連携の水準が高いという傾向を示している。 
さらに、行政職員数が少ない地域ほど市民社会組織の補完機能が高まることは支持され
る傾向にある。協働関係（高水準）の割合は政策満足度にとって最適な点である水準４（45.9）
が最も高く、次いで、行政職員数が少ない水準３（32.9）、水準２（31.7）の順に割合が推
移している。また行政職員数の少ない水準２では区との社会サービス連携（81.0）の水準
が高い。以上より、行政職員数が少ない地域ほど市民社会組織の補完機能が高まっている
ことは支持される傾向にある。但し、必ずしも最も水準の低い水準１で協働関係が高水準
となっているわけではないので、一定の職員数と政府の役割が求められよう。 
では、非営利組織ではどのような傾向を示すのであろうか。まず、特徴としては行政職
員数の大小と協働関係には非集計レベルの分析結果では線形関係が数値からは読み取れな
い。そして、比率の変化を行政職員数の水準から比較してみると、行政職員数の最も多い
水準５の協働比率が高いのは法案作成の支援（9.4）のみである。 
 一方で、分布の特徴としては行政職員数が比較的少ない地域で協働関係の比率が他と比
べて多くなるという分布をしている。「政策執行への協力」は行政職員数が比較的多い水準
４（22.9）が最も高い。しかし、「委員派遣」は行政職員数が中規模である水準３（24.4）
の水準が高く、「モニタリング」も同様に水準３（13.4）の水準が高い。一方で、「専門知
識の提供」は行政職員数の少ない水準２（37.8）と比較的多い水準４（35.8）が同程度であ
ること、「パブリック・コメント」では比較的行政職員数の多い水準４（28.8）の協働比率
が高いという特徴をしている。 
以上の傾向は、水準３と水準４が高いという特徴が多く、自治会の分析と同様に行政職
員数と協働の関係は最も行政職員数が高い水準５で高水準とはなっておらず、その分布に
は非線形性が確認される。 
但し、全体で見た場合、行政職員数が少ない地域の方が協働水準の比率が高くなってい
るという傾向が分かりやすい。「協働関係（少なくとも 1 つ以上）」の比率は行政職員数の
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多い水準 5（41.0）で最も低く、行政職員数が比較的少ない水準２（53.9）で最も高いとい
う傾向が示されている。以上の分析より、行政職員数が少ない特別区であるほど市民社会
組織と協働する接点が多く様々な局面で協働している非営利組織が多い。 
 
3.3.3 分析結果の考察―市民社会組織は地方政府を補完しているか 
 まとめると、行政職員数の大小と地方政府－市民社会組織の関係様式には次の傾向がデ
ータ上から確認された。 
 まず、地方政府と市民社会組織の距離を、関係行動の頻度から考察すると、非営利組織
より自治会の方が地方政府と密接な関係を築いている。地方政府への＜直接接触＞に関す
る働きかけを比較してみた場合、非営利組織よりも自治会の方が少なくとも行政に働きか
ける比率が高水準となっており、関連して要望の達成比率も高い。つまり、地方政府は自
治会の要望を上手く政策に反映できている可能性がある。協調関係も自治会の方が非営利
組織よりも高水準であり、協力的である姿勢からも地方政府と自治会の方が密接な関係性
が築かれている。協働関係の比率（少なくとも 1 つ以上）は非営利組織の 2 倍の水準で自
治会は地方政府と協働している。なお、政策実施過程における「社会サービスの供給連携」
と政策系形成過程における「懇談会への出席」を通じた協働関係の比率が最も多い。 
 続いて、行政職員数と地方政府－市民社会組織関係を分析した結果、本節の問題として
設定した「ガバナンスが促進されることによって、地方政府の対応能力を補完し得るのか」
という問題に対して、次のことがいえる。 
（１）行政の外延に関する分析より、自治会の「委任事務関係」は、広報誌の配布など
一部分に関して政策満足度にとって最適な点（水準４）において高水準といえる。そして、
非営利組織の「行政関係団体」は行政職員数の多い都心部であるほど多く分布し、行政職
員数の少ない下町地域であるほどサービスの提供を志向し、自らの要望を働きかける「行
政媒介型組織」や「サービス提供団体」が多い。以上より、非営利組織の活動目的と行政
から情報伝達の役割を請け負っている自治会の分析から、リソースの乏しい地方政府を市
民社会組織が補完している可能性は十分に考えられる結果を示している。 
（２）働きかけ・要望の分析より、自治会が行う行政への接触・働きかけ頻度は行政職
員数が少ない地域であるほど増加傾向にあり、要望達成度合いも高い傾向にある。そして、
非営利組織に関しても少なくとも行政に働きかける頻度に関しては同様の知見を見出すこ
とができ、さらに行政職員数が少ない地域であるほど自治体からの相談接触が増えている。
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一般的に、行政職員が少ないほど接触機会は減少すると考えられる。しかしながら、要望
の達成度合いも行政職員数の多い地域と比べて微減傾向に留まる。つまり、上記の分析結
果は、むしろ行政のリソースが乏しい地域であるほど、市民社会組織の行政接触の密度が
濃いことを表している。その背景には、行政資源が乏しい地域であるほど相談接触が増え
ているという知見から、市民社会組織の対応能力を求めて、行政の方から地方政府－市民
社会組織の相互作用が増していると解釈できる。また、行政職員の少ない地域では自治会
と非営利組織の接触頻度の差異が縮まる傾向が示されており、以上の分析結果からは市民
社会組織が地方政府を補完している可能性は十分に考えられる。 
（３）協力関係の分析より、行政職員数の少ない地域であるほど、特別区と協力的であ
ると回答した割合が高くなっている。これまで、地方政府－市民社会組織の相互作用の密
度が濃くなっており、地方政府を補完する目的で活動を行っている団体の多くが行政職員
数の少ない地域に分布していることが明らかとなっており、その背景には市民社会組織と
地方政府の協調関係が築かれていることが相互作用を促進させていると考えられる。そし
て、この分析結果は後述する（４）協働関係の分析結果と整合している。 
（４）協働関係の分析より、自治会の協働頻度は行政職員の少ない地域で活発となって
おり、政策満足度にとって最適な点では協働（高水準）の比率が多い傾向が示されている。
そして、非営利組織についても協働の水準（少なくとも 1 つ以上）が活発であることが明
らかとなっており、以上の分析結果から、市民社会組織が地方政府を補完しているという
ことは十分に考えることが出来、協働によって政策に対する外部効果として政策満足度が
高水準となる傾向にあることが推察される。 
 以上、4 つの視点から地方政府－市民社会組織関係に与える行政職員数の影響を分析し
てきた。どの視点でも一貫して行政が少ない地域で市民社会組織の対応能力が高いという
傾向は活動目的、接触頻度、協調関係、協働関係の傾向から支持されている。この分析結
果から、本節の問いである「ガバナンスが促進されることによって、地方政府の対応能力
を補完し得るのか」という問題に対して、地方政府のリソースが乏しい地域では市民社会
組織の対応能力が十分高いことが考えられるため、地方政府を補完している可能性は十分
にあると考えられる。 
次節ではその効果が他の要因を考慮しても有意に与えているのか、検証を試みる。 
  
 107 
 
3.4 政策満足度に対するガバナンス要因の検討―ガバナンスは政策満足度を高めるか 
本節では、「ガバナンスは市民に効果的な地域社会運営を導出することが出来る」という
知見は実証的に確認されるのか、政策満足度とガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）
の関係を分析する。そして、地方政府を補完し、ステイクホルダーとして下支えする市民
社会組織の「協働」と協働型政府としての「ネットワーク管理」の役割が政策満足度に与
える効果を明らかにする。 
 
3.4.1 集計データに基づくガバナンス要因の予備的考察―政策満足度の地域差への影響 
 では、ガバナンス要因が政策満足度の地域差を説明できるのかを検証するべく集計デー
タに基づく政策満足度とガバナンス要因の関係を相関分析によって考察することにしたい。 
各特別区の「協働関係」の水準を測る指標には前節の（４）協働関係に用いた指標を設
定する。自治会は「①区との社会サービス供給の連携（3 段階）」、「②パブリック・コメン
ト（3 段階）」、「③懇談会への出席（3 段階）」、「④モニタリング（3 段階）」の合計得点（最
大 12 点）のうち 7 点以上の協働関係の水準を各区の代表値として設定する107。さらに、非
営利組織は「①政策執行への協力」、「②委員派遣」、「③モニタリング」、「④法案作成の支
援」、「⑤専門知識の提供」、「パブリック・コメント」に関する指標を 2 段階尺度（1：ある
程度以上、0＝それ以下）に変換して合計した得点（最大 6 点）のうち 3 点以上の割合を分
析に用いる108。「協働関係」に設定した指標は割合が増えるほど、政策過程の各局面（実施・
形成・評価）で行われる地方政府と市民社会組織の協働関係が増していることを意味する109。 
                                                        
107 「①区との社会サービス供給の連携（1 位～5 位の選択）」、「②パブリック・コメント（1：
頻繁ではない～5：かなり頻繁である、以下同様。）」、「③懇談会への出席」は 5 段階尺度の
変数である。しかし、「④モニタリング（1：関係あるもののみ、2=常に行う、3=行ってい
ない）」は 3 段階尺度の変数であるので、合計する場合には①～③の変数のウェイトを統制
し全て 3 段階尺度（1=4・5 位（全くない＋あまりない）、2=3 位（ある程度）、3=1 位・2
位（頻繁である＋やや頻繁である）に変換した後、合計得点を算出している。特別区と自
治会の協働関係は平均値 5.46 点（中央値 5.00 点、最頻値 5.00）となっており正規分布をし
ている。6 点は最大 12 点の中位値を示している。この様なデータ状況から６点とは各自治
会の平均的な協働水準より活発な協働関係の中央値を指している。本研究ではこのような
データ状況の中で、特別区のステイクホルダーとして地方政府と政策過程の様々な局面で
平均的な協働関係よりも密度の濃い協働関係を築いている（６点以上）自治会の分布状況
を各特別区の代表値として設定している。 
108 非営利組織の協働関係（最大 6 点）は平均値 0.98 点（中央値 0 点、最頻値 0 点）であ
る。第三四分位数は 2 点である。これは非営利組織の活動が単一争点的であることと関連
し、非営利組織の協働状況のうち 3 点以上の非営利組織は全体の約 15％程度（N＝88，全
体 N=604）である。但し、協働得点の中位値は 3 点であり、3 点以上の協働関係を築いて
いる非営利組織の効果をみるべく、本研究では集計基準を 3 点以上に設定している。 
109 本研究で網羅できていない協働に関する別の変数も考えられる。しかしながら、JIGS
調査の他に政府―団体関係に関する体系的な調査をして、協働関係を捕捉しているデータ
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 そして、「ネットワーク管理」指標には先行研究から得られた要素を満たしていると判断
した具体的な指標を JIGS 調査から探索的に抽出して分析に用いている110。分析に用いた指
標はガバナンスのネットワークの間に生じる問題の調整を図るために行う自治体の対応を
示す変数を意味している。具体的には、行政方針の説明・説得、相互の意見交換、協働活
動の拠点整備などの環境整備、助言や情報の提供、政策立案の際の利害調整などの対応に
関する変数を分析に適用している。それを示す変数として自治会では「自治会調査」から
得られた「市・区の自治会への取り組み」のうち「①情報提供（5 段階）」、「②誠実な対応
（5 段階）」、「③協議の場の提供（5 段階）」の満足度評価を設定して、合計得点（最大 15
得点）のうち 12 点以上の割合を用いている111。そして、非営利組織を対象として行う「ネ
ットワーク管理」指標としては、次項で説明している変数の合計得点を分析に用いている112。 
筆者は、政策満足度と協働およびネットワーク管理の関係を分析し、政策満足度との相
関関係が有意であった「協働」水準および「ネットワーク管理」水準を探索的に検討し、
有意な効果の認められるカット・オフ値を集計データの相関分析に採用している113。
                                                                                                                                                                  
は筆者の知る限りない。但し、各特別区で異なる協働関係の状況は本研究では把握できて
いないため、各区を代表する協働関係を示す割合であるのかという問題はさらに検討する
必要があろう。本研究は政策過程の各局面（実施・形成・評価）の協働状況を包括して捉
えた場合に生じる協働水準の地域差を測っていることに留意されたい。 
110 先行研究の整理は次項で扱っている。指標は JIGS2 プロジェクトによって得られた自治
体調査から本分析に適用可能な変数を設定している。そのため、次項でも説明しているが、
自治体が協働型政府として行う「ネットワーク管理」の一般化された指標ではないために
本分析の結果はそれを推し量るための暫定的指標であることに留意する必要がある。しか
し、日本においては自治体の「ネットワーク管理」機能に着目して行われた実証研究は筆
者の知る限り、まだ行われていないため本分析結果には一定の意義がある。 
111 自治会のネットワーク得点は平均値 9.35 点（中央値 9 点、最頻値 9 点）、第三四分位数
は 11 点である。自治会に対する自治体の「ネットワーク管理」指標が協働、政策満足度に
効果を有するためには第三四分位である 11 点以上の取り組みが必要であることが分析結
果から分かり、本研究では 12 点以上のネットワーク管理評価を区別集計のカット・オフ値
としている。 
112 非営利組織のネットワーク管理得点は平均値 11.46 点（中央値 9 点、最頻値 9 点）、第
三四分位数が 15 得点となっている。 
113 政策満足度に効果を有する協働の水準がどの程度であるのかという問題は、今後検証さ
れるべく問題である一方で、協働をどのように定義して指標を構築するのかという問題に
関わっている。政策満足度と協働に関する研究ではまだこの点に関した議論が定着してお
らず、本研究では探索的にカット・オフ値を定めて政策満足度に対する協働の効果を把握
するように努めていることに留意されたい。本研究はその試論の一つであり、ネットワー
ク管理指標と政策満足度の関係に関する分析方法も同様である。 
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表 3-8 集計データに基づくローカル・ガバナンスと政策満足度の相関分析結果 
（a）自治会    （b)非営利組織   
  政策満足度 ネットワーク管理     政策満足度 ネットワーク管理 
協働 
0.797 0.473  
協働 
0.473 ― 
12 12  21   
ネットワーク管理 
0.647    
ネットワーク管理 
0.562   
11    15   
出所）筆者作成       
注）表中の相関係数は漸近有意確率（両側）5％水準で有意な結果である 
分析結果は表 3-8 に示した通りである。それによれば、自治会、非営利組織を問わず市
民社会組織と地方政府のガバナンスは政策満足度の地域差を協働とネットワーク管理から
説明することが可能であることを示している。 
まず、自治会の「協働」関係得点（7 点以上）は、「政策満足度（0.797）」と高い相関関
係にある114。これは、自治会の協働水準が平均水準（5 点）より高い場合に、協働は市民
に効果的な政策をもたらし得ることが考えられる。また、「ネットワーク管理（0.647）」も
政策満足度と高い相関関係にあり、自治体が積極的にネットワーク管理を行っているほど、
政策は自治会に対して効果を持つことが明らかとなった115。また、自治会の政策満足度と
ガバナンス要因の関係性をみると、ネットワーク管理よりも協働の相関性の方が高いとい
う特徴が示されている。それは、協働関係が密に形成されている行政職員数の少ない地域
では自治体に対する自治会の協働志向が高いという前節の分析結果から推察できる。つま
り、ガバナンスにおいて問題の調整が求められる時、協働が活発な地域では比較的容易に
問題の調整を図りやすいため、ネットワーク管理より協働水準の方が政策満足度に対する
相関性が高いと考えられる。 
また、ネットワーク管理と協働（0.473）には正の関係性が確認されており、ガバナンス
要因は相互に関係している116。その背景には密な協働関係が築かれているほど、自治会に
効果的な政策を供給するためには、自治会のネットワーク調整がより一層必要となってい
ることを意味する。以上の相関分析から自治会の政策満足度に対してガバナンスモデルは
                                                        
114 参考として政策満足度（満足＋やや満足）は、合計得点 6 点以上の協働関係（相関係数
＝0.797、以下同様。）に加えて 7 点以上の割合（0.755）は漸近有意確率（両側）5％水準で
有意に影響を与えている。なお、8 点以上の割合（0.538）、9 点以上の割合（0.575）の区別
集計データは漸近有意確率（両側）10％水準で有意に影響を与えている。まとめると協働
水準は最大 12 得点のうち 6 点以上の水準で、どのカット・オフ値を定めても効果を持つと
考えられる。 
115 参考としてネットワーク管理得点は 11 点以上の割合（0.625）においても漸近有意確率
（両側）5％水準で有意な影響を与えている。 
116 協働とネットワーク管理の関係性は「ネットワーク管理」得点が 12 点以上の割合と協
働水準が 7 点以上の割合（0.504）とも相関していることが確認されている。 
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説明要因として考える事ができよう。 
さらに、非営利組織についてもガバナンス要因は政策満足度の地域差を説明する要因と
して考えられる。まず、政策満足度は協働（0.473）と弱い相関性が示されており、協働は
政策満足度にポジティブな効果を持っている117。但し、自治会の分析結果とは異なり、協
働よりも自治体のネットワーク管理（0.562）の相関性が強い。これは単一争点型で活動し
ている NPO を含んでいる非営利組織の方が自治会よりも活動範囲が広く、ガバナンスによ
って多様な価値を政策に反映させることが難しいので、自治体の調整がなお一層求められ
る結果、ネットワーク管理と政策満足度は強く相関していると推察される。 
では、ローカル・ガバナンスと政策満足度の地域差に関する東京・特別区の具体的な分
布状況についてみていきたい。なお、筆者は図 3-6 に表 3-8 の分析結果を散布図に整理し
てまとめている。しかし、その内容の全体像を掴むため、さらに図 3-5 の様に整理して具
体的な地域分布の状況をまとめた。ここでは図 3-5 を用いて分布状況を確認する。図 3-5
は「ネットワーク管理」を縦軸に、「協働」を横軸に設定したマトリックスである。4 つの
象限には政策満足度の状況が示されている。各象限の枠は「政策満足度」の「平均より上
（平均上）」、「平均より下（平均下）」を意味し、記号（アルファベット）で特別区を枠づ
けている。原点はネットワーク管理と協働の平均となっており、平均からの変動を「（＋）」
と「（-）」で示している。この図から東京・特別区のガバナンスと政策満足度の地域差につ
いて次のことがいえる。 
まず、相関分析の結果から政策満足度はガバナンス要因の協働とネットワーク管理の違
いから説明することができるので、A で枠づけられた目黒区や大田区、江東区、杉並区は
ガバナンスが促進されているから政策満足度が高い地域と考えられる。一方、B で括られ
る葛飾区や中野区、墨田区はガバナンス要因が後退しているために政策満足度は平均以下
となっている。また、ガバナンス要因は C や D の様な地域についても説明ができる。文京
区はネットワーク管理が進んでいても市民社会組織の協働が進んでいないため政策満足度
の低い地域となっている可能性がある。また、足立区は逆に協働よりも自治体のネットワ
ーク管理が不足しているから政策満足度が低い可能性がある。一方で D に位置する板橋区
の様に自治体のネットワーク管理が不足しているが協働が高いことが政策満足度の向上に
                                                        
117 また、集計結果からは、協働の水準が 3 点以上ではなくとも、協働関係の水準が平均よ
り若干低い 2 点以上の割合（0.340）でも弱い相関性が漸近有意確率（両側）5％水準で有
意であるという結果も示されている。 
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寄与している場合もある。足立区と板橋区の間には他の地域特性が関係している可能性が
ある。以上の 12 の特別区のうち 10 区についてガバナンス要因は説明が出来る。しかしな
がら、ガバナンス要因の協働やネットワーク管理が十分備わっているのに世田谷区や北区
の様な特別区が A と同じ象限に位置しているので、他の要因も含めて考える必要がある。 
非営利組織の政策満足度に対してもガバナンス要因は説明可能といえる。葛飾区はガバ
ナンス要因が十分備わっているので政策満足度が最も高いといえる。しかし、B に位置す
る 6 つの特別区はガバナンス要因が不十分のため、政策満足度が低いといえる。一方で、
E に位置する北区や文京区の政策満足度はネットワーク管理が不十分のため、低水準であ
る可能性がある。さらに、協働が活発であるから政策満足度が高い目黒区や中野区が位置
しているため、D と E には異なる地域特性が働いている可能性がある。そして、C に括ら
れる特別区に対しては協働の効果よりもネットワーク管理の効果が有効に働いている。 
以上から、相関分析を基にした予備的考察を行ったことで、自治会も非営利組織も政策
満足度の地域差はガバナンス要因から説明できそうである。しかし、分布状況に他の要因
が関係していることを考慮すると、ガバナンス要因によってのみ説明できるとは判断でき
ないため、他の諸要因を考慮したガバナンス要因の効果を推し量る必要がある。 
 
図 3-5 ガバナンス要因からみた政策満足度の地域差に関する整理 
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（a）協働（対：政策満足度―自治会）   （b）ネットワーク管理（対：政策満足度―自治会） 
 
   (c)協働（対：ネットワーク管理） 
 
 (a)協働（対：政策満足度―非営利組織）   （b）ネットワーク管理（対：政策満足度―非営利組織） 
図 3-6 集計分析―ローカル・ガバナンスと政策満足度の関係 
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3.4.2 政策満足度に関する諸要因の検討 
 本章では、2 章から導出されたローカル・ガバナンスの要素である「協働」と「ネット
ワーク管理」の効果を明らかにすることである。本節では諸要因を統制しても仮説 1 に提
示たローカル・ガバナンスの要素である「協働」と「ネットワーク管理」が政策満足度に
効果を与えているといえるのか、データに基づく知見を明らかにする。 
 
仮説１：地方政府を下支えする市民社会組織の「協働」が活発で、自治体が協働型政府と
して「ネットワーク管理」を積極的に行うほど、政策満足度が向上し、市民に効
果的な地域社会運営が実現される。 
 
 しかしながら、政策満足度研究では政策満足度の地域差はガバナンスだけによって規定
されるわけではない。政策満足度は、社会経済的要因や政治的要因が複合的に作用して、
市民社会組織にとって効果のある政策が供給され、政策満足度が上昇すると考えられる。
そのため、想定される要因は分析に組み込んで統制する必要がある。本節ではその問題意
識から主に先行研究から指摘されているガバナンス以外の要因として、「規模・財政的要因」
と「サービスの質」を、加えて、その他には「政治的要因」を取り上げる。筆者はこれら
の要因を具体化した指標を用いて分析を行う。なお、変数は以下の様に取り扱う。 
 
（１）規模・財政的要因 
 本章の前半で既に指摘している様に、Mouritizen（1989）によれば、小さな政府規模であ
るほど、ティブー仮説が働き政策満足度が高くなるという結果が得られている。一方で、
一政府規模が大きくなるほど、税収が上がり、一人当たりの税負担が少なくなり政策対応
能力が高まり、政策満足度が向上するということも考えられる。実証研究ではどちらかの
影響が支持されると考えられる。筆者は東京・23 区の知見から考えるならば、政府の対応
能力が十分であることは政策満足度に直接的効果が確認されなかったために、負の関係が
支持されると考えられる。 
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（２）サービスの質 
 市民は、サービスの質に対して、期待を持っており、質の高いサービスが供給されるほ
ど、市民は政策に対する満足度は向上すると考えられる。つまり、満足度の政策評価とは、
サービスの受け手側が享受するサービスの質と関連していると考えられる（野田 2013：81
－82）。 
では、どのような変数を分析に設定できるであろうか。先行研究では現状の政策に対す
る改善策を考える際に、政策に対する満足度と重要度の指標を加工して用いる方法がある
118（野田 2013：26）。重要度と満足度の乖離を計算することによって、どのような分野に
行政が資源配分を重点に置いているのかを調べることが出来る。 
本章の分析では上記の知見を適用し次の様に変数を設定する。自治会調査では自治体の
「政策全般に対する満足度」に加えて、「個別の政策分野に対する政策満足度」、「個別の政
策に対する重要度評価」を 5 件法で尋ねている。筆者は、「重要度」と「満足度」の差分を
検討し、サービスの質を測る方法を採る。この方法を用いることによって、例えば、コミ
ュニティ・文化活動の政策に対して重要であると認識しているが、実際の政策に対する満
足度評価が乏しいとする「①サービスの質が低水準」という評価、また重要度を認識して
いるが、満足度評価と変わらない「②サービスの質：中間程度」、さらに、重要度を認識し
ている分野の満足度評価が高い「③サービスの質：高水準」の回答者傾向を割り出すこと
が出来る。筆者はこのような主観的評価に基づく「サービスの質（期待から実際の乖離度
合い）」指標を分析適用した119。 
                                                        
118 例えば、①「満足度・重要度（高水準・高水準）」はパフォーマンスが高いため「継続」
的政策、「満足度・重要度（高水準・低水準）は「目的ほぼ達成」している政策、「満足度・
重要度（低水準・低水準）」は「見直し」を要する政策、「満足度・重要度（低水準・高水
準）」は「今後の重点」政策に位置づけられている（野田 2013：26）。上記 4 指標のうち、
「継続」的政策や「目的をほぼ達成」している政策はパフォーマンスが高く、「見直し」、
「今後の重点」が必要な政策とは現状政策のサービスの質が悪いことを意味する。また、
個人が「期待する質」と「政策の現状」に対する乖離度合いを設問表で尋ね政策満足度と
研究した結果、「期待からの乖離度合い」が与える要因が大きいという研究があり、この分
析方法に依拠すれば、政策に対する重要認識（期待）と現状政策に対する評価（満足度）
の差分の影響が、政策全般に対する満足度に強い影響を与えていると考えられる。そこで、
本研究では、上記の研究方法を受けて、「満足度」と「重要度」をサービスの質を測る尺度
として設定し、重要度を「期待」、満足度を「現状の政策の質」と解釈して、サービスの質
に関する変数の作成を行っている。 
119 変数は「1：サービスの質（低水準）、2：サービスの質（中間程度）、3：サービスの質
（高水準）」に分類され、「期待から実際の乖離度合い（得点）」を示している。重要度は「サ
ービスに対する期待」、満足度は「実際のサービスの評価」を意味していると仮定し、期待
（重要度）から満足度が正に乖離する傾向を「サービスの質：高水準（値＝１）」、期待と
満足度評価が同程度である傾向を「サービスの質：中程度（値＝２）」、「期待から満足が負
に乖離するほど「サービスの質：低水準（値＝３）」に分類している。なお、回帰分析には
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表 3-9 政策関心に関する主成分分析結果 
回転後の成分行列（バリマックス回転） 
精度 
N 620     
KMO 値 0.852     
累積寄与率 54,2％     
              
  成分 
  1 2 3 4 5 6 
N 108 62 110 71 99 170 
％ 17.4 10.0 17.7 11.5 16.0 27.4 
  
経済政策 
特殊利益 
国家基本政
策 
地域・環境 
通信・交通 
科学 
文化・国際 福祉・労働 
金融 0.744 -0.041 0.047 0.213 -0.052 0.146 
通商 0.693 0.095 -0.030 0.153 0.177 0.015 
産業振興 0.678 0.047 0.090 0.109 -0.111 -0.139 
消費者 0.643 0.291 0.260 -0.171 0.096 0.001 
財政 0.380 0.005 0.299 0.249 -0.023 0.369 
平和・安全保障 0.038 0.743 0.125 0.149 0.068 0.129 
外交 0.139 0.665 0.073 0.188 0.039 -0.126 
司法・人権 0.000 0.610 0.109 0.147 0.161 0.404 
女性 0.117 0.600 0.137 -0.031 0.301 0.353 
地域開発 0.067 0.087 0.722 0.107 0.117 0.001 
地方行政 0.070 0.130 0.660 -0.035 0.117 0.218 
環境 0.127 0.141 0.581 0.216 0.172 -0.083 
土木・建設・公共事業 0.033 0.105 0.548 0.429 -0.245 -0.036 
運輸・交通 0.067 0.207 0.141 0.686 0.033 0.020 
通信・情報 0.263 0.099 0.208 0.591 0.270 0.239 
科学技術 0.197 0.117 0.039 0.579 0.387 0.074 
文教・学術・スポーツ -0.053 -0.002 0.039 0.159 0.746 -0.108 
国際交流・協力・援助 0.171 0.233 0.134 0.108 0.558 0.166 
教育 -0.100 0.342 0.268 -0.019 0.550 0.163 
厚生・福祉・医療 -0.183 0.133 -0.037 -0.014 0.087 0.731 
労働 0.208 0.240 0.064 0.281 -0.094 0.546 
団体支援 0.328 -0.081 0.358 -0.053 0.214 0.368 
固有値 2.452 2.1980 2.103 1.770 1.752 1.651 
負荷量平方和 11.145 9.990 9.560 8.046 7.965 7.505 
因子抽出法: 主成分分析  
回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法 
出所：筆者作成 
一方、非営利組織に対しては関心政策（カテゴリ）をサービスの質を測る尺度として代
用する。非営利組織の関心政策とは、表 3-11 に列挙している通りである。金融や財政また
女性政策など多岐にわたった政策分野に構成されている。該当する場合であれば 1＝該当、
そうでない場合は 0＝非該当というコーディング・ルールに従っている。 
筆者はこれらの指標を用いて、それぞれの政策関心を主成分分析（バリマックス回転）
によって類似した関心分野に縮減するという作業を行い、情報を集約された政策関心に基
づく政策全般に対する満足度評価をサービスの質を測る尺度として用いる120。 
政策関心は主に、6 つの因子に縮減される121。第一主成分得点は金融、通商、産業振興
                                                                                                                                                                  
非集計データにおいて政策満足度（5 段階評価）と相関した政策に対する「期待から実際
の乖離度合い（得点）」を合算して一つの変数として分析に組み込んでいる。合算された個
別の政策とは「コミュニティ・文化活動」、「生活安全サービスの質」、「公共施設の整備」、
「厚生・福祉・医療サービスの質」、「教育サービスの質」、「環境問題に対する取り組み（質）」
に関する政策分野となっている。上記 6 指標を合算した変数（合計 18 点）が分析に組み込
まれている。 
120 本来であれば、非営利組織のデータには「関心政策」に対する満足度を尋ねており、こ
れを用いることが適切である。しかしながら、政策満足度との相関性が高く個別の政策に
対する分野によって構成されるカテゴリを用いた方が回帰式のモデルとしては適合してい
るため分析に用いている。 
121 本主成分分析結果の精度に関しては、KMO 値が 0.852 となっており、固有値は総じて
1 以上の主成分因子が抽出されており、回転後の負荷量平方和より分散の約 54.2%が説明
されている。 
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や消費者政策、財政政策などの経済利益に関心のある分野が縮減され、「経済利益・特殊利
益」と命名する。以下同様に、第二主成分得点は平和・安全保障、外交、司法・人権や女
性等の分野が縮減され「国家基本政策」と命名した。第三主成分得点は地域開発や地方行
政等の自治体政策や土木・公共事業等の地域振興に関わる政策が縮減し「地域・環境政策」
と命名した。そして第四主成分得点は運輸・交通等の交通インフラ、そして通信・情報等
の政策と科学技術政策が類似し、第四主成分得点は「通信・交通・科学政策」と命名した。
第五主成分得点はスポーツ政策や文化交流、教育政策の「文化・国際政策」、第六主成分得
点は厚生・福祉・医療や労働等の政策関心が縮減し「福祉・労働政策」と命名した。なお、
抽出された 6 つの主成分得点の大小を比較し、最も傾向の強い因子をカテゴリ化して整理
した。東京 23 区では福祉・労働（27.4%）に関心を寄せる組織が多い。第三セクターの福
祉・労働政策への関心が強く革新自治体の経験を経た東京の特徴的結果といえる。地域・
環境（17.7%）、経済利益・特殊利益（17.4%）、文化・国際（16.0%）、通信・交通・科学（11.5%）、
国家基本政策（10.0%）の順に関心比率は推移している。クロス集計分析の結果、政策関
心と政策の質（関心別政策満足度）122には関係性があり、「通信・交通・科学」に対する満
足度は 3 割強と最も低い（図 3-8 を参照）。次いで、「自治体政策（63%）」、「経済特殊利益
（60%）」、「文化・国際（55.0%）」、「福祉・労働（54.0）」の順に満足度が推移している。
非営利組織の特徴としては自治体政策に関心を抱く組織の満足度が最も高く、通信・交通
のインフラに関する政策に対しては不満を抱いているという傾向が読み取れる。 
 
図 3-7 関心政策別にみた関心政策に対する政策満足度の差異 
                                                        
122 図 3-8 は主成分分析結果から得られたカテゴリと関心政策満足度をクロス集計した結
果を示している。図の値は政策満足度に対する満足度（ある程度＋やや満足＋満足）の結
果を示す。χ2 乗検定の結果、関心政策カテゴリと関心政策に対する満足度のクロス集計
結果は統計的に有意な結果が示されている。 
60%
48%
63%
36%
55% 54%
0%
20%
40%
60%
80%
経済特殊利益 国家基本政策 地域・環境 通信・交通・科学 文化・国際 福祉労働
ある程度以上（満足）
出所）筆者作成 χ2値＝35.448（p＜0.05）
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（３）ネットワーク管理 
 では、次に筆者は本研究の主要な変数であるガバナンス要因の「ネットワーク管理」に
ついて説明し、代理変数を分析に設定する。 
ネットワーク管理の具体的な役割に関しては、その指標を設定して政策のアウトカムと
ネットワーク管理の関係性を定量的分析によって検証した Ysa ほか（2014）の研究123が参
考になる。 
ネットワーク管理に関する指標は 4 つの構成要素に整理される（Ysa ほか 2014：653）。
一つはネットワークにおいてステイクホルダーとの間に生じる紛争や意見の相違を解決す
るための取り組みを指す。ステイクホルダーへの連絡や関係者間で決められた合意への承
認の有無等、ネットワーク内に生じる葛藤に対する処理を指している。 
二つ目には、ネットワークの中では多様な視点が共有され、ステイクホルダー間のコミ
ュニケーションが行われたのかを意味する価値の共有ないしコミュニケーションの機会の
構築を指している。三つ目には、ネットワークの中で管理者が、ステイクホルダーと協議
をしたのか、問題が発生した場合における利益調整の取り組みを指している。四つ目には、
管理者がステイクホルダーと交渉をし、議論を行うプラットフォームを構築しているのか、
管理者のステイクホルダーに対する手配（Arrangement）に関する設問が設定されている。
Ysa ほか（2014）は、ネットワーク管理者が上記に示した管理者としての職責を果たすこ
とで、ガバナンス・ネットワークが掲げた問題に対してステイクホルダーの目的が達成さ
れていることを明らかにしている。 
以上からネットワーク管理とは、ネットワーク間に生じる利益調整の問題を解消させ、
ステイクホルダーとのコミュニケーションの機会を設け、合意を促す役割を指している。
そして、その役割を地方政府が担うことによって、ステイクホルダーが掲げた目的の達成
に寄与すると考えられる。 
筆者は、上記のネットワーク管理の要素を鑑みて、以下の指標を探索的に設定した124。 
                                                        
123 Ysa ほか（2014）は、ガバナンス・ネットワークがネットワークにおけるマネジメント
戦略によって、上手く機能しているのか、オランダの 119 の都市地域振興ネットワークを
ケースに構造方程式モデリングを組み立ててマネジメント戦略と信頼とネットワーク環境
の複雑性と、ネットワークを促進させるアクターのリーダーシップの傾向を独立変数に設
定し、実証研究を行っている。 
124 なお、JIGS2 プロジェクトによって得られた市民社会組織調査では、「ネットワーク管
理」という項目を設けて厳密に代理指標を設定して調査をしているわけではない。そのた
め、筆者は先行研究からガバナンスにおける自治体の取り組みとして行われるネットワー
ク管理の要素（対話・説得、環境整備、利益調整など）と考えられる指標（表 3-12、表 3-13
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表 3-10 自治体-自治会関係におけるネットワーク管理指標 
自治体-自治会関係におけるネットワーク管理指標       
  変数名 N MIN MAX M SD R 注１ 
1. 自治体が団体から自治体に対する要望のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.591 
2. 自治体が行政方針についての説明・説得のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.591 
3. 自治体が相互の意見交換のために組織に接触する 16 0 1 0.310 0.479 0.514 
4. 自治会の振興につながる支援として活動の拠点整備・提供を行う 
16 0 3 2.190 1.047 0.491 5. 自治会の振興につながる支援として助言や情報の提供を行う 
6. 自治会の振興につながる支援として行政との定期的な会合を開催する 
7. 自治体は政策・施策などを立案する際に関係者との調整により多くの時間をつかっている 16 0 6 2.380 1.668 0.197 
8. 自治体は政策・施策などを執行する際に社会の利害バランスにより重視している 16 0 6 2.380 1.821 0.491 
Cronbach's α係数注 2＝0.792、F=19.032（p＜0.01）             
出所）筆者作成       
値 1～3：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の 1＝月 1 回以上、0＝半年に 1 回以上＋半年に 1 回未満の合計得点（最大 4 点） 
4～6：自治会振興政策の合計得点 
7   ：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 1＝該当、0＝非該当の合計得点 
8～9：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 2=該当の合計得点 
注） 1：項目合計と各項目との相関係数を指している 
 2：Cronbach'αは標準化された項目に基づいている 
表 3-11 自治体-非営利組織におけるネットワーク管理指標 
自治体-非営利組織におけるネットワーク管理指標       
  変数名 N MIN MAX M SD R 注 1 
1. 自治体は NPO・市民団体に無償での行政支援を行う 15 0 4 1.470 1.302 0.630 
2. 自治体が行政方針についての説明・説得のために組織に接触する 15 0 2 0.270 0.594 0.405 
3. 自治体が相互の意見交換のために組織に接触する 15 0 4 1.470 1.302 0.566 
４. 自治体は政策・施策などを立案する際に関係者との調整により多くの時間をつかっている 15 0 6 2.670 1.633 0.197 
5. 自治体は政策・施策などを執行する際に社会の利害バランスにより重視している 15 0 6 2.130 1.922 0.506 
6. 自治体は諸団体（NPO・市民団体含む）と接触する際に諸団体と同じくらい働きかけることが多い 15 0 10 5.400 3.376 0.720 
Cronbach's α係数注 2＝0.731、F=17.933（p＜0.01）             
出所）筆者作成       
値 1  ：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の回答 1＝該当と回答した合計得点       
2～4：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の 1＝半年に 1 回以上と回答した合計得点       
5～6：3 部署（環境、福祉、産業振興）の 1＝該当、0＝非該当の合計得点       
7   ：4 部署（市民、環境、福祉、産業振興）の諸団体（NPO・市民団体含む）に対する回答の 1=同じくらいの合計得点    
注） 1：項目合計と各項目との相関係数を指している           
 2：Cronbach'α は標準化された項目に基づいている 
筆者が用いたネットワーク管理の指標は、Ysa ほか（2014）や落合（2008：177－178）
が主張するネットワーク管理の考え方に依拠して構成されている。しかしながら、必ずし
も自治体のネットワーク管理としての役割の全てを反映しているものではなく代理変数に
留まる。なお本研究の分析に自治体―自治会関係、自治体―非営利組織関係に分けて研究
を行うという方法を採用している。その場合には落合（2008：177－178）が指摘するよう
に「個別のネットワークに関する管理」と「ネットワークの間に関する管理」という区分
のされ方が関係している。そこで、本研究では上記の個別のネットワークとネットワーク
全体の管理という考え方と Ysa ほか（2014）が指摘した要素を鑑みて、各要素に対応し得
ると判断された上記の変数を自治体のネットワーク管理を示す代理変数（表 3-10、表 3-11
を参照。）に設定している。 
自治体―自治会関係のネットワーク管理指標は以下の考えから表 3-10 が分析に組み込
まれている。まず、表 3-10 の「1．自治体に対する要望のために組織の接触する」～「3．
                                                                                                                                                                  
の１～８）を設定して分析に採用されている。ネットワーク管理に関する日本の実証分析
は筆者の知る限り、適当な指標が見当たらない。そこで、探索的にネットワーク管理の要
素に対応する変数を代用して分析に用いている。 
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相互の意見交換のために組織に接触する」は自治体（市民活動課）に対して尋ねられた設
問 23 の「内容別接触頻度」の質問から変数に設定している125。自治会との間で形成される
ネットワークの中で自治体が「1．自治会からの要望を聞くために接触」し、「2．行政方針
について説明・説得」を行い、「3．相互に意見交換を行う関係を築く」ことは、自治会と
の関係の中で生じるコンフリクト等を調整する役割があると考えられる。あらかじめ自治
会の利害を認識した上で、要望を聞くための接触や、前もって行政方針を伝えて説得を行
うことはネットワークを前提とした自治体の取り組みである。そして、問題が拡大しない
よう相互の意見を取り入れるよう関係構築に努めることは利益調整の試みの一つと考えら
れる。そのため、これら１～３の指標は①個別のネットワーク内の利益調整の取り組みを
指し、Ysa（2014）の整理では一つ目に指摘した合意や説得を促す問題の処理や、二つ目
に指摘したコミュニケーション・価値の共有に関する取り組みに関係している。 
次に、自治体は自治会だけでなく非営利組織等の他団体も含めて活動している。そのた
め、政策運営の中で他団体の利益も視野に入れた全体的な利益調整も必要となる。筆者は、
この目的を視野に入れた自治体の取り組みとして市民活動部署を除いた環境・産業振興・
福祉担当部署に尋ねている設問を変数項目の 7 と 8 に設定して分析に用いた126。その変数
としては、自治体は政策・施策などを立案する際に「7．関係者との調整により多くの時間
を使い」、「8．政策・施策などを執行する際に社会の利害バランスをより重視している」か
が重要となる。自治体が、効率性を重視するならば、調整に時間を割くよりも費用対効果
の点から効率的な点を導くと考えられるので、関係者との調整に時間をかけることは難し
                                                        
125 《設問 23》のワーディングは「市民活動担当部署では、自治会・町内会、NPO・市民
団体、それ以外の諸団体（Q22 の C~H）とは、次にあげる内容のためにどのくらい頻繁に
接触（面会、電話、手紙、E メールなど）しますか」となっており、本分析にはそのうち
「A.団体から自治体に対する要望」、「B.行政方針についての説明・説得」、「C.相互の意見
交換」を指標に組み込んでいる。一方、「D.団体からの新規事業提案」や「委託業務等につ
いての連絡」は、利益を調整するという目的から連絡を取ることに限定された行為ではな
いと判断し、A～C は自治会とのネットワークにおける問題の調整に配慮した自治体の行
動と解釈して分析に組み込んでいる。 
126 変数項目 7 の設問のワーディングは「貴部署で政策・施策などを立案する際、より多く
の時間を使っている事柄はどちらですか。」となっており、選択肢の「2．関係者との調整」
を分析に採用している。「1．政策等のアイデア探索・立案」は「2．関係者との調整」に比
べて、効率性を重視する自治体の考え方を示していると判断し、本分析には採用していな
い。比較的ガバナンスが行われるネットワークの問題調整の必要性から行われる「2．関係
者との調整」の取り組みをネットワーク管理項目に設定している。同様に変数項目８の設
問のワーディングは「貴部署で政策・施策などを執行する際、より重視している事柄は以
下のどちらですか」となっており、選択肢の「2．社会の利害バランス」を分析に採用して
いる。「1．所轄分野に関する知識・効率性」は、前述したとおりの理由でネットワーク管
理の変数にはみなしていない。 
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いであろう。これはネットワーク管理のうち②ネットワーク間の利益調整に該当し、Ysa
（2014）の整理では 3 つ目に指摘した利益調整に関する取り組みを示している。 
さらに、自治会に対しては、振興政策の一環として「4．活動の拠点整備」、「5．助言や
情報の提供」、「6．定期的な会合を主催すること」は、ガバナンスにおいて自治体が行う環
境整備に関する取り組みを示しているといえる127。それは Ysa（2014：653）が要素として
取り上げる自治会との交渉と議論を行う 4 つ目に指摘した環境整備に関する取り組みと関
係している指標である。ネットワークにはその維持に関するコストがかかるため、自治体
がその③環境を整備することが、ガバナンスには求められる。 
以上の整理から、自治体の自治会に関わるネットワーク管理として、（何らかの利益を受
けて）自治会に対する①個別の利益調整（1～3）と②ネットワーク間の利益調整（７～8）、
③環境整備（4～6）の指標が設定され、それらの指標群に関する信頼性の分析を行った結
果、クロンバックのα係数＝0.792 となっており、上記変数群の内定一貫性は統計上一定の
評価ができる。 
一方、非営利組織と自治体のネットワーク管理に用いられる変数は自治会―自治体関係
の変数と同様の設問を用いている。主に表 3-11 に示した「2.説明説得のために接触」と「4.
自治体が相互の意見交換のために組織に接触する」は自治体―自治会関係の分析で用いら
れる設問項目と同一となっており、非営利組織を対象として尋ねられた変数項目を分析に
組み込んでいる。これは自治会と同様に①個別利益の調整の要素として位置付けられる。
さらに、「6．諸団体（NPO・市民団体含む）と接触する際に諸団体と同じくらい働きかけ
ることが多い」という変数項目は、具体的には「行政職員が人や組織と接触する際に、ど
ちらからの働きかけが多いのかを尋ねた設問」から用いている128。これは、行政職員が、
                                                        
127 変数項目の 4～6 には市民活動部署に対する《設問 5》の選択肢を採用している。設問
は「貴自治体では、自治会等の振興につながるような支援や施策を行っていますか。あて
はまるものすべての番号に〇をつけてください。」となっており、そのうち「3．活動の拠
点整備・提供」、「6．助言や情報の提供」、「8．行政との定期的な会合の開催」がネットワ
ーク管理の要素である環境整備の指標と解釈して分析に用いている。なお、その他の「1．
補助金の交付や資材の提供」、「2．住民への加入働きかけ」、「4．行政への住民要望を受け
付ける窓口を自治会等に一元化」、「5．自治会結成・役員交代の把握」、「7．行事の共催」、
「9．その他」はネットワーク管理と関わらない部分で行われる自治体の取り組みの一環と
して考えられるため、本分析では用いていない。 
128 設問は市民活動課を除いた「環境部署・産業振興部署・福祉部署」に対して、「貴部署
が、次にあげる人や組織と接触する際、どちらが働きかける方が多いですか」というワ
ーディングで尋ねている。首長や副首長等の行政アクター、また、地道府県議会議員や
地元選出国会議員等の政治アクターおよび自治会や NPO、第三セクター団体との接触の
働きかけについて、「1=あちらからが多い」、「2=おなじくらい」、「3=こちらからが多い」
の 3 件法で選択肢が設定されている。中でも、「2=同じくらい」自治体と非営利組織が
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様々なアクターと接触する際に、双方が同じくらい働きかけることを意味するので、Ysa
（2014）の指摘する二つ目のコミュニケーション・価値共有を図るための自治体のネット
ワーク管理指標の一つとして判断している。 
そして、「4．関係者との調整により多くの時間をつかう」、「5．社会の利害バランスによ
り重視している」の変数項目も自治体―自治会関係で用いられた設問と同一の変数項目を
用いている。それは②ネットワーク間の利益調整を示している。一方で、変数項目の「1．
自治体は NPO・市民団体に無償での行政支援を行う」は、ステイクホルダーとしての非営
利組織に対するネットワーク管理に関する一つの取り組みと考えられるため、自治体―自
治会関係で用いられた設問とは異なる指標が用いられている。これは③環境整備に関する
指標を示している129。 
以上の指標群の内的一貫性はクロンバックのα係数が 0.731 となっており、内的一貫性
は統計上一定の評価が出来るので、6 つの変数を統合して分析に用いている。 
筆者は、上記の指標群を、自治会、非営利組織に対するネットワーク管理指標として、
それぞれ、該当すると答えた回答を合算し、自治会に対しては合計 18 点評価（項目 1～3：
それぞれ１点、項目 4～6：3 点、項目 7～8：それぞれ 6 点を合算した値）、非営利組織に
対しては最大 32 点（項目 1 と 3：それぞれ 4 点、項目 2：2 点、項目 4～5：それぞれ 6 点、
項目 6：10 点を合算した値）のネットワーク管理指標得点を算出している。 
また、自治会の調査では調査票によって、活動に関わる支援政策に対する以下に示し自
治体の取り組みに対する満足度を尋ねている。項目としては「A.自治会への補助金・助成
金」、「B.行政情報の提供」、「C.業務の委託」、「D.要望への誠実な対応」、「E.地域問題の協
議の場の提供」、「F.自治会活動への支援全般」に対する満足度を五件法で尋ねている。そ
のうち、自治会に対する活動支援の中でも、行政情報の提供、要望への誠実な対応、地域
問題の協議の場の提供はネットワーク管理の役割と関連していると考えられる。筆者は、
自治会の分析に関しては、前述した自治体調査データから得られたネットワーク管理指標
と、自治体の自治会に対する活動支援の取り組みのうち上記の 3 要素に関する対応関係を
確認した後、主に自治会調査から得られた非集計データによって捕捉可能な活動支援取組
                                                                                                                                                                  
関係性を築いていることは、双方向の関係を示し、自治体からの問題調整と関係してい
るため、本研究ではネットワーク管理の指標と位置付けている。 
129 変数項目１は市民活動部署に対する《設問 20》から採用している。設問のワーディン
グは「市民活動担当部署では、NPO・市民団体とどのように関わってきましたか。それぞ
れについて、あてはまるものすべてに〇をつけてください。」となっており、そのうち「5．
NPO・市民団体に無償で行政支援を行う」を分析に採用している。 
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指標（上記 3 指標の合算値（0～15 点））を分析に用いている。 
これらの対応関係は以下の図 3-8 の通りである。自治会の活動支援に対する合算得点（代
理：ネットワーク管理指標）と、集計データから得られたネットワーク指標は相関してい
る130。自治体のネットワーク管理が行き届いている自治体ほど、自治会長が個別に評価し
た自治会の活動支援評価得点が高い傾向にあるので、筆者は非集計データでは自治会の調
査票に基づくネットワーク管理の指標を分析に用いることとした131。 
 
 
 
 
 
図 3-8 自治体のネットワーク管理（対活動支援（代理：ネットワーク管理）） 
                                                        
130 筆者は、自治会の自治体の活動支援評価（満足度）と前述した自治体のネットワーク管
理指標（表 4-19 に掲載した指標の合算値）との関係を図 4－22 に示している。なお、自治
会の自治体の活動支援評価の区別集計結果は正規分布をしていなが故、探索的に分析した
結果、ネットワーク管理指標とのカテゴリカル分析（N＝11、r＝0.747、R2＝0.558、F＝5.045、
p＜0.05）、によって得られたポリコック相関係数（r＝0.747）の当てはまりが高かった。そ
こで、本稿では、カテゴリカル回帰分析を実行し、順序尺度によって設定された数量化得
点による関連性の結果を図 3-9 に示している。なお、本稿には記載していないが、自治会
に対する自治体の活動支援全般の満足度とネットワーク管理の相関はスピアマンのρによ
れば r＝0.689（n=11、p＜0.05）と強く相関している。 
131 政策満足度との関係についてみると、自治会の活動支援評価得点は政策満足度と r＝
0.466（n=297、p＜0.01）と相関関係があることが認められている。 
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以上の仮説をまとめると、以下の様に影響を与えると予測できる。 
①行政職員からみた政府の対応能力が低い地域であるほど、市民社会組織の対応能力が高
く、地方政府を補完しており、政策満足度が高水準となる（負の関係であるほど＋）。 
②サービスの質が高い特別区であるほど政策満足度は高水準である 
（正の関係であるほど＋） 
③地方政府と市民社会組織のガバナンスが活発で、協働関係が密であるほど政策満足度は
高水準である（正の関係であるほど＋）。 
④ガバナンスの中で、地方政府がネットワーク管理者として機能しているほど、成果とし
て得られる政策満足度は高水準である（正の関係であるほど＋） 
 
 以上の変数に加えて、筆者は市民社会組織と地方政府の協働関係に関する指標と政治的
な行動様式の設問表（表 3-12 を参照）を用いて、自治会および非営利組織の非集計データ
に基づくカテゴリカル回帰分析を実行し、政策満足度に与える影響度を検討した。次項で
はその分析結果を明らかにする。表 3-12 には本分析に用いる変数の一覧を示し、カテゴリ
処理などの詳細を示している。 
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表 3-12 カテゴリカル回帰分析に用いる変数一覧 
【非営利組織】   
変数 値 作成方法 
従属変数 政策満足度 
1：不満＋非常に不満、2：ある程度、3：
満足＋非常に満足 
5 段階尺度を 3 段階尺度に変換 
属性要因 
関心政策 
（サービスの質） 
1：経済・特殊利益、2：福祉・労働、3：
国家基本政策、 4：通信・交通・開発、
5：文化・国際、6：農林・環境 
関心政策 24 分類を主成分分析（バリマックス回転）に
よって 6 つの次元に縮減。縮減された因子を代表値とし
て 6 つのカテゴリにグルーピングし、名義尺度変数を作
成。 
設立年数 
1=1910 年以前、2=1910 年代、3=1920
年代、4=1930 年代、5=1940 年代、
6=1950 年代、7=1960 年代、8=1970 年
代、9=1980 年代、10=1990 年代、11＝
2000 年代 
連続値である西暦を 10 段階にグルーピングし分類し
た結果を名義尺度に変換して作成。 
目的： 
行政媒介型組織 
1=非該当 
2=該当 
「会員以外に情報を提供」・「一般向けにサービス提供
（有償・無償） 」のいずれかに該当する目的を志向する
団体を行政媒介型組織と設定して、2 値のダミー変数を
作成。 
政治要因 
情報源 
1=自治体・地方議員（ローカル）、2=LG
関連団体（NPO・自治会）、3=それ以外
（中央省庁・政党、その他団体（自組織
内役員含む）） 
他の変数のリコード（2 値化）に合わせ、ローカルな政
治状況の影響を検証するため、自治体・地方議員と LG
関連団体のカテゴリを残して、他のカテゴリを「それ以
外」としてまとめるという作業を行った。 
自治体： 
働きかけ・相談 
1=一方向：団体、2=一方向：自治体、
3=接触なし、4=双方向 
団体の直接的接触に関する設問と相談接触に関する
設問を用い、4 値の変数を作成。 
ガバナンス 
要因 
協働 
1=0-1 点 
2=2-4 点 
3=5-6 点 
自治体との関係の中で以下に示す①～⑥の協働関
係を合算した得点を利用。それは「①政策執行への協
力（1=該当）」、「②委員派遣（1=該当」、「③モニタリング
（1=該当）」、「④法案作成の支援（1=ある程度以上）、
「専門知識の提供（1=ある程度以上）」、「⑥パブリック・コ
メント（1=ある程度以上）」となっている。政策満足度を従
属変数としたモデルでは、合計得点が 3 点以上を値=1、
そうでない場合＝2 とした２値のダミー変数では結果が
有意にならなかったため、探索的に変数作成を行い、3
段階の指標を作成した。 
ネットワーク管理 
1=低水準（17 点以下） 
2=高水準（18 点以上） 
2 値のダミー変数の作成方法に従って、探索的に分析し
た結果、左記に示すリコード作業を行った変数を本分析
では採用している。 
【自治会】    
変数 値 作成方法 
従属変数 政策満足度 
1：不満＋やや不満、2：ある程度、3：満
足＋やや満足 
5 段階尺度を 3 段階尺度に変換 
政府規模 行政職員数 
1：対応能力（適正） 
2：対応能力（小） 
3：対応能力（高） 
政策満足度と行政職員数の散布図（区別集計デー
タ）に従い、対応能力を 3 カテゴリに分類し名義尺度を作
成。 
ネットワーク
要因 
他組織との連携 
1=低水準（0-4 点） 
2=高水準（5 点以上） 
調査票では、自治会の活動のうち「B.自治会連合
会」、「C.同じ地域で活動する地縁団体」、「D.NPO などの
市民団体」と連携している活動について 1 位から 5 位ま
でを尋ねている。回答した連携活動数を連携頻度を反
映する得点（最大 5 点）と設定して、B～D の各団体の連
携頻度を全て合算した（最大 15 点）。それを２値に変換
する作業を行い、本分析では 5 点以上を 2=高水準、4 点
以下を 1=低水準の「他組織との連携」指標として設定す
ることとした。 
ガバナンス 
要因 
協働 
1=低水準（0-3 点） 
2=高水準（4 点以上） 
以下に示す自治体との協働関係に関する指標①～④
を合算して最大 4 得点となる変数を用いている。それは
「①区との社会サービス供給の連携（1=少なくとも 1 つ以
上）、「②パブリック・コメント（1＝ある程度以上）」、「③懇
談会への出席（1=ある程度以上）」、「④モニタリング（1=
ある程度以上」の関係を示す変数の合算作業を行って
いる。そのうち 4 点を協働関係が高水準であると判断
し、2=高水準（4 点）、1=低水準（0-3 点）の変数を作成し
た。 
ネットワーク管理 
1=低水準（0～9 点）、2=高水準（10 点
以上） 
調査票では自治会の取り組みについて尋ねており、
ネットワーク管理指標としては「B.行政情報の提供」、「D.
要望への誠実な対応」、「E.地域問題の協議の場の提
供」に対する自治会長の評価（5=満足である～1＝不満
である）を設定している。上記3変数（5段階尺度）を合算
して最大 15 得点のネットワーク管理指標を作成した。そ
して、分析には 10 点以上を高水準、9 点以下を低水準と
した 2 値の変数を作成した。 
出所）筆者作成 
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3.4.3 政策満足度に与えるガバナンス要因の影響―カテゴリカル回帰分析結果 
表 3-13 カテゴリカル回帰分析結果（値：β係数） 
（a）自治会：分析結果    （b）非営利組織：分析結果  
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 193  
区分 
N 311 
R2 0.272  R2 0.192 
Adj.R2 0.249  Adj.R2 0.124 
判別率 66.3%  判別率 51.8% 
従属変数 Y=政策満足度  従属変数 Y=政策満足度  
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
政府要因 政府の対応能力 0.235  
属性要因 
関心政策 0.172 
ガバナンス 
要因 
協働 0.148  設立年数 0.243 
ネットワーク管理 0.355  目的：行政媒介型組織 0.114 
ネットワーク要因 他団体・連携 0.134  政治要因 自治体：働きかけ・相談 0.186 
アウトプット要因 サービスの質 0.193  ガバナンス要因 協働 0.110 出所）筆者作成    ネットワーク管理 0.218 
    出所）筆者作成   
回帰分析によって得られた標準化係数（β係数）から関連性を推し量り、その傾向をカ
テゴリの数量化スコアから判断するものである。分析に用いた変数に関しては以下に具体
的な一覧を設けており、そちらを参照されたい（表 3-13）。以降は、本研究から得られた
分析結果の知見を詳述する。 
 まず、モデルの精度を見ると表 3-13（a）に関しては、次のことがいえる。自治会の政
策満足度を予測する結果として R2＝0.272（調整済み R2＝0.249）の精度を示す結果となっ
ている。しかし、判別率を別途計算した結果、66.3％が的中している。一方、非営利組織
の政策満足度を予測するモデルは自治会の分析結果と同様に R2＝0.192（調整済み R2＝
0.124）という結果となっている。判別率を計算したところ、51.8％的中しており、本分析
結果を採用している。 
 次にβ係数から各要因の関連度をみると、自治会の分析結果（a）によれば、ネットワー
ク管理（0.355）との関連度が最も高く、次いで、政府の対応能力（0.235）、サービスの質
（0.193）、協働（0.148）、他団体・連携（0.134）の順に関連度を示している。つまり、ガ
バナンス要因は政策満足度との関連度が強く、ネットワーク管理と協働は市民に効果的な
政策を供給する上で重要な要因となっており、地域社会運営において自治会が政策過程に
参画し、ガバナンスを進める上で地方政府が協働型政府としてネットワークに関与してい
ることが政策満足度の違いに与える影響は大きいといえる。 
一方で、政府の対応能力を測る行政職員数との関連度も高い。しかし、非営利組織の政
策満足度とは有意な関係が確認されなかった。政府の行政職員数は自治会の政策満足度を
説明する要因としては一定の関連性が示されている。 
また、分析結果では、政策満足度とサービスの質の関係性が支持された。これは、ガバ
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ナンスが進展するほどサービスの質が高くなるとも考えられるので、どのような地域社会
運営で、期待を超えたサービスが提供されているのかどうかという問題と関係している。 
続いて、非営利組織の分析結果（表 3-13（b））によれば、政策満足度を推定する効果の
中で属性要因として組み込んだ設立年数（0.243）との関連度が最も高い。他の要因をコン
トロールしてもなお、設立年数との関連度が高いことの含意は、自治体と非営利組織の組
織運営においてどの程度の時間をかけて協働の関係を築いているのかということが、市民
に効果的な地域社会運営には関係している可能性があることを示唆している。 
次いで、ネットワーク管理（0.218）、自治体：働きかけ・相談（0.186）、関心政策（0.172）、
目的：行政媒介型組織（0.114）、協働（0.110）の順に関連度が有意となっている。 
関連度の結果、非営利組織の分析結果でもガバナンス要因のネットワーク管理得点と政
策満足度の関連度が他の要因に比べて高い。これは成果が市民社会組織にとって効果的か
どうかということが、ガバナンスと関係していることを意味し、中でも自治体は協働型政
府としてネットワークの中で生じるコンフリクトの調整に積極的であるかどうかというこ
とが関係している。一方で、協働の効果も有意であるので、市民社会組織が政策過程に参
画し、協働関係を築くことが市民に効果的な地域社会運営には重要な意味がある。 
続いて、政治要因の中でも非営利組織と自治体の間にどのような関係が構築されている
のかという問題が政策満足度にとって一定の影響を与えている。それは、自治体：働きか
け・相談や行政媒介型組織の活動目的の関連性が有意であることが示している。さらに、
関心政策の違いが政策満足度の差異に表れているので、自治体政策の現状は分野によって
明暗が分かれている。 
以上の自治会、非営利組織の分析結果では、他の要因を統制してもなお協働は有意に関
連していることは、支持された。そして、ネットワーク管理と市民社会組織の政策満足度
の関連性が他の要素に比べて高い結果を示しているので、仮説 1 は自治会、非営利組織と
もにガバナンス要因に対して支持された。
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（１）自治会分析のカテゴリ別傾向 
では、カテゴリ別の傾向について明らかにしていきたい。まず、以下の図 3-9 によれば、
政策満足度は数量化スコアが正の数であるほど満足というカテゴリに対応している。それ
を踏まえると、政府の対応能力には満足度にとって最適な点であるほど政策満足度が高い
ことは非集計データでも支持されている。それは、ネットワーク管理が高水準であるほど、
協働が高水準であるほど、政策満足度が高いという傾向が示されていることと関係してい
る。ガバナンス要因は重要な政策満足度の規定要因である。地方政府が自治会との関係の
中で、協働の環境を整備することや、対話の機会を設け、問題が生じる以前に行政方針の
説得に働きかけるなどステイクホルダーとの利益調整に積極的に行うことが、市民の効果
的地域社会運営を導出するための理想的な協働型政府のモデルと考えられる。そして、地
方政府を下支えする協働の効果が人的リソースの少ない地方政府を補完しているといえる。
一方で、地方政府に対する自治会の要望の働きかけの効果が有意でない理由には協働によ
る働きかけが促進されているから直接的効果がみられなくなったと考えられる。そして、
他団体・連携活動の水準が高いほど政策満足度が高い。これは近隣住民自治組織との連携
活動が政策運営に欠かせないことを意味する。政府が解決できないコミュニティの問題の
中には自治会と近隣住民組織の間で解決している事案もあるので、そのような状況では自
治会のネットワークが必要である。また、サービスの質が高いほど、政策満足度が高い。 
 
出所）筆者作成 
図 3-9 自治会の分析結果から得られたカテゴリの数量化スコア（Y=政策満足度）
満足 1.59
ある程度 -0.303
不満足 -1.501
適正規模 1.198
規模（小） -0.651
規模（高） -1.093
低水準 -1.037
高水準 0.964
低水準 -0.311
高水準 3.218
低水準 -1.227
高水準 0.815
高水準 1.139
低水準 -0.878
ネットワーク
要因
サービスの質
分析に用いた変数 数量化スコア
従属変数
規模要因
ガバナンス
要因
政策満足度
政府の対応能力
ネットワーク管理
協働
他団体・連携
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（２）非営利組織のカテゴリ傾向 
次に、非営利組織の傾向についてみていきたい。図 3-10 によれば、政策満足度の数量化
スコアは、正の数であるほど、満足度評価が高いことを示す。それに依拠すると、関心政
策では通信・交通・開発および農林・環境政策に関心を抱いている非営利組織は政策満足
度に対する評価が高い。一方で、福祉・労働、文化・国際政策に関心を抱く非営利組織は
政策満足度の不満と対応している。政策満足度は現状に対する市民社会組織の声を反映し
ているので、地域の問題の中でも少子高齢社会への対応政策に対する現状や、ジニ係数の
格差が区別集計で大きいことなどが起因し、福祉・労働や経済・特殊利益の問題を政策関
心とする非営利組織にとっては満足度評価の不満と対応しているのだと考えられる。 
さらに、設立年数と政策満足度の関係性については次のことがいえる。本研究では、探
索的に設立年数を 10 年間隔に分けて得られた分析結果を示しており132、それによると 10
年間隔で分けた設立年数の影響を解釈することが難しい。これはしきい値が政策満足度に
対する影響を測るのに適切でない可能性がある133。そのため、政策満足度に対する設立年
数の影響に関する適切な解釈はどのような設立年数のしきい値が必要であるかという問題
を別途検討されるべきであろう。それを踏まえると、本研究の結果は参考値に留まる134。 
なお、先行研究によれば、団体・組織が長期に存続しているほど、リソースが蓄えられ
て主観的影響力は高水準となっており、1950 年代の終戦直後に設立された団体の影響力は
高い。この結果と分析結果を照合すると、1950 年代に設立された非営利組織の政策満足度
が高いことの背景には団体・組織の影響力が関係している可能性がある。 
また、本分析データは、NPO と社会団体を統合して分析しており、1990 年代以降の組織
は NPO が多く設立されている。それを踏まえると、最近設立された NPO の中でも 1990
                                                        
132 なお、JIGS 研究では団体・組織の設立年数による団体の存立分布の違いを 10 年間とい
うスケールに分けて分析している。本研究で用いた設立年数のカット・オフ値はそれに準
拠している。そのため、10 年間隔というスケールを用いて存立様式の分析をしている知見
と整合的な結果が得られる可能性がある。 
133 これは、政策満足度に設立年数のしきい値が明確に定まっておらず、しきい値が異なれ
ば違う分析結果が出る場合がある。しかしながら、別に筆者が再分析した結果によれば
1945 年から 10 年間隔のスケールを用いて分析した結果と本研究の傾向に概ね違いは少な
い。 
134 本分析によれば、①戦前に設立された 1910 年以前に設立された団体から 1940 年代に設
立された団体の間の政策満足度には一貫した傾向がみられないこと、②1960 年代から 1990
年代にかけて生じる政策満足度の年代差への解釈が難しい。これは、本研究とは別に、東
京・特別区の組織に関する比較歴史学的な検討方法によって、設立年数の違いが与える影
響について検討することが求められよう。 
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年代に設立された組織は比較的古くに設立された組織である。1990 年代に設立された組織
の政策満足度が 2000 年代に設立した組織より政策満足度が高いという結果は前述した影
響力の議論と関係している可能性がある。本分析では政策満足度への設立年数の影響を考
察する際に、10 年間隔のスケールが統計的に有意であることが示されたことに意義がある。 
続いて、行政媒介型組織に関連した目的を志向する非営利組織の政策満足度は満足と対
応している。これは、会員外に情報を提供し、サービスの提供を志向している団体ほど、
そうでない団体に比べて満足していることを意味する。また、自治体：働きかけ・相談の
傾向をみると、双方向に関係を築き、自治体から非営利組織へ相談接触の水準が高いほど
満足である傾向にある。以上より、サービスの提供を志向し、自治体と相談接触や双方向
の関係が築かれることによって、政府の利害関係者として要望を働きかけやすく、その外
部効果として政策満足度が高水準の傾向にあると考えられる。 
加えて、情報源の分析結果も上記の知見と関連して、自治体・地方議員から比較的情報
を得ていると評価している非営利組織はそうでない組織より特別区の政策に対して満足し
ているという傾向を有している。 
さらに、ガバナンス要因については次のことがいえる。まず、政策満足度と協働の関係
は、協働水準が中程度（2-4 点）の非営利組織より、高水準（5-6）である非営利組織の方
が、政策満足度が高い。また、協働水準が低水準である非営利組織より高水準の非営利組
織の政策満足度が高い。つまり、協働が活発であるほど、政策満足度が高いという仮説は
本分析で一部支持されるようである。 
しかしながら、数量化スコアを厳密に調べると、協働の水準が低水準である非営利組織
は満足度評価の「ある程度」と関係し、中位程度の非営利組織は「不満」と関係があるの
で、協働水準と政策満足度の関係がはっきりとは示されていない。これが生じる理由の一
つには本分析で設定した協働指標とは異なる方法で、非営利組織は自治体に働きかけてい
ることが関係している可能性がある。データでは、協働水準が低水準の非営利組織の特徴
として、協働水準が中位程度の非営利組織より、「組織から自治体への一方的接触」の水準
が 10.3pt 程度高いという傾向がでている135。なお、分析結果では団体の政治的働きかけが
政策満足度に効果があることが実証されている。これは協働が低水準の非営利組織でも政
策満足度を押し上げてしまうので、矛盾のある結果が生じたといえる。一方で、協働が低
                                                        
135 協働水準 3 類型と自治体 4 類型にはχ2 乗検定で有意な傾向が示されている（χ2 乗値
＝136.9、p＜0.001）。 
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水準の非営利組織の政策満足度が中位程度の非営利組織よりも高いのは、本分析で設定し
た協働指標では、仮説立てた協働の効果の全てを説明できていない可能性がある。本分析
で設定した協働指標は、各指標を合成しているが、その効果を政策過程の各局面にウェイ
トをかけずに合算している。それにより、協働の効果が正確に推定できていない可能性が
ある。例えば、非営利組織データによれば政策満足度と「政策執行への協力」および「委
員派遣」の間には相関係数が r=0.181（p＜0.05）、r=0.118（p＜0.05）と指標によって異な
る。本データでは相関度合いに違いがあるので、今後、検討すべき問題としては非営利組
織が自治体と協働するにあたって政策過程のどの局面に参画可能であることが政策満足度
に正の効果を与えるのかという問題を政策過程の各局面に分けて検討する必要がある。但
し、これまでの政策研究では市民社会要因を見落としており、このような研究状況におい
て、非営利組織の意識調査から得られた協働（政策過程の各局面で行われた協働指標の総
合計）が政策満足度に統計的に有意な影響を与えているという結果が得られたことには一
定の意義があろう。 
その分析結果に依拠するならば、本分析では協働関係を密接に築いている方が、低・中
位水準の協働関係よりも政策満足度に正の効果があることは本分析からは明らかである。
それを踏まえて、本研究では、仮説で想定した協働効果の一部を支持することが出来たと
解釈し、協働は政策満足度に正の効果を有することを本研究では認めている。 
そして地方政府のネットワーク管理が積極的であるほど政策満足度が高くなるという仮
説は支持される傾向にある。以上の分析結果より、政府の対応能力が小さくなる一方で、
行政需要に応える市民社会組織の対応能力を求めながらも、従来の政策運営の路線を変更
して、ガバナンスに対応している協働型政府では市民に効果的な地域社会運営が可能とな
っていることがいえよう。 
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出所）筆者作成 
図 3-10 非営利組織の分析結果から得られたカテゴリの数量化スコア（Y=政策満足度）
満足 3.114
ある程度 0.126
不満 -0.688
経済・特殊利益 -0.407
福祉労働 -0.732
国家基本政策 -0.572
通信・交通・開発 0.876
文化・国際 -0.867
農林・環境 1.815
1910年以前 0.74
1910年代 -1.303
1920年代 1.014
1930年代 -1.35
1940年代 -0.097
1950年代 2.18
1960年代 -0.691
1970年代 0.858
1980年代 -0.229
1990年代 0.449
2000年代 -0.894
なし -1.016
あり 0.984
一方向：団体 0.068
一方向：自治体 0.427
接触なし -1.143
双方向 1.402
自治体・地方議員 1.491
LG関連団体 0.647
それ以外 -0.7
0-1 0.589
2-4 -1.343
5-6 3.352
低水準 -0.474
高水準 2.111
分析に用いた変数 数量化スコア
政治要因
ガバナンス要因
自治体：
働きかけ・相談
情報源
協働
ネットワーク管理
政策満足度
関心政策
設立年数
目的：行政媒介型
従属変数
属性要因
 132 
 
3.5 分析結果の考察―ローカル・ガバナンス・ネットワークの有効性と地方政府の役割 
 本章における筆者の実証分析をまとめると、次の 3 点に集約される。第一に政策満足度
は地域社会運営のアウトプットとしての政策パフォーマンスを測る指標としての妥当性が
あること、第二に、政府の対応能力と政策満足度には負の対応関係がみられ、それを補完
する市民社会組織の対応能力が政策満足度には重要であること、第三に、市民社会組織と
の協働が活発化することで政策満足度は高水準となる傾向があり、市民社会組織の協働が
活発化することに対応して、協働型政府としてネットワーク管理の役割を担うことが政策
運営には欠かせないことを実証分析によって明らかにできた。 
 本章の実証分析の第一義的には政策満足度に関する指標の妥当性を確認したことの意義
がある。政策満足度は主観的評価であるために曖昧であるという指摘はされているが、東
京・特別区の地域差という観点からすれば政府の政策アウトプットを測る概念として少な
からず、否定されるわけではない。 
 そして、地域社会運営をローカル・ガバナンスから捉えることによって、何が政策満足
度を高めるのかという問題に対してガバナンス要因を明らかにしたことである。政策満足
度研究では需要側の問題性が指摘されている。しかし、筆者が分析した市民社会組織の政
策満足度の研究によれば、地方政府－市民社会組織関係のガバナンスが関係している。地
方政府の利害関係者として市民社会組織が政策過程に参画することによって、入力された
要望を地方政府が適切な処理を施して政策に変換することで、その外部効果として政策満
足度が向上すると考えられる。 
 さらに、本分析の意義とは、ガバナンス論の中で政府の役割に対する再確認を必要とし
ていることを実証的に示したことである。ガバナンス論において社会中心アプローチによ
れば、政府の役割が否定されるが、ローカル・ガバナンスの中では政府は依然として役割
を果たしている。但し、従来の様に自らが舵漕ぎ（Rowing）をする行政職員数を必要以上
に求めているものではない。行政改革を経て、行政職員数を削減し、ガバナンスが進行し
ている中で、求められる政府像としては、如何にガバナンスの中で生じるコンフリクト等
を調整して、市民社会組織の要求を政策に変換するネットワーク管理の役割を積極的に行
うことが求められる。先行研究のメタ・ガバナンスは地方政府のネットワーク管理から説
明が出来る。 
 一方で、本章はガバナンスの活発な地域とそうでない地域の明暗を分けるメカニズムを
示してない。次章ではその問題をソーシャル・キャピタルの効果から明らかにする。 
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第4章 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンスの地域差に関する実証研究 
4.1 はじめに 
前章の分析では、ローカル・ガバナンスが促進されることによって政策満足度が向上し、
市民に効果的な地域運営が導出されるメカニズムを明らかにした。それは政策満足度を押
し上げるローカル・ガバナンスが上手くいっている地域とそうでない地域が存在し、地域
社会運営の明暗が分かれていることを意味している。第 2 章で行った先行研究の整理によ
ると、その問題はローカル・ガバナンスの非制度的要因として作用するソーシャル・キャ
ピタルが地域に偏在しているからと推察される。 
本章では上記の知見を受けて「ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソーシャル・
キャピタルが作用することによってガバナンスに違いが生じ、ソーシャル・キャピタルに
富んでいる地域ほどガバナンスが促進されて市民にとって効果的な地域社会運営が導出さ
れる」のか、その因果経路の妥当性を検証する。2 章から導き出した 5 つの仮説に関する
実証的知見を明らかにすることが本章の目的である。そこで、まずは実証分析を始める前
に、本分析で用いるソーシャル・キャピタルの代理変数の設定に関する議論を行い、分析
に適用するソーシャル・キャピタル変数を説明する。そのあと本分析に用いるソーシャル・
キャピタル変数の地域差がガバナンスの非制度的要因として作用し、政策満足度の地域差
に影響を与えているのかを区別集計単位の相関分析から検討し、予備的考察を行う。 
次に予備的考察を行うことで得られた「ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソ
ーシャル・キャピタルは作用する」という知見が他の影響を考慮しても確認されるのかに
ついて、非集計データによる多変量解析を行って分析する。そしてその結果を踏まえてロ
ーカル・ガバナンスに与えるソーシャル・キャピタルの影響に関する仮説 2～仮説 5 の妥
当性を推し量る。 
さらに、後半部分では政策満足度とソーシャル・キャピタルの関係を非集計データによ
って分析し、「ソーシャル・キャピタルに富んでいるほど市民に効果的な地域社会運営が可
能である」ことを確かめる。その結果を踏まえて第 2 章で導出された仮説 6 の妥当性を明
らかにする。
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4.2 本分析に適用するソーシャル・キャピタル変数に関する設定の問題 
4.2.1 ソーシャル・キャピタル変数の設定―市民社会組織調査の利用 
本章では、ローカル・ガバナンスの要素である協働とネットワーク管理、政策満足度に
与えるソーシャル・キャピタルの効果を検討することを目的としており、本項ではどのよ
うな変数をソーシャル・キャピタルの代替尺度として具体化するのか、変数設定の問題を
扱っている。 
ソーシャル・キャピタル研究は、実証的研究を通じて発展してきた学問である。そのた
めソーシャル・キャピタルをどのように捉えるかという問題は実証研究においてしばしば
批判される。それはソーシャル・キャピタル概念が多様で曖昧な概念と指摘されるからで
ある。但し、稲葉（2016）によれば、論者が設定した問題設定に従って、目的に沿ったソ
ーシャル・キャピタルの定義づけを行い、操作化を行えば、問題はなく、それは多くの論
者に共有され、ほぼ指標の操作化も定まってきたというのが現状である。 
 上記の立場から考えると、筆者は地方政府と市民社会組織の組織間関係からローカル・
ガバナンスに着目している。その観点からすれば自治体―自治会関係、自治体―非営利組
織関係やコミュニティにおける自治会と非営利組織の活動、市民の住民同士のつきあいの
中で醸成されるソーシャル・キャピタルが重要となる。つまり、コミュニティや自治体を
活動範囲とした相互作用の中で形成される組織間のネットワークや信頼の問題がガバナン
スには関係している。ガバナンスとソーシャル・キャピタルに関する先行研究によれば、
Putnam（1993）が定義するようにソーシャル・キャピタルの概念は広義に捉えられ、信頼
と規範、ネットワークを構成要素としたソーシャル・キャピタルの効果を検証することが
求められる。広義のソーシャル・キャピタルを構成する変数の収集法については稲葉
（2016：78）が述べるように、社会調査によって、信頼、互酬性の規範、さまざまな活動
と組織への参加に対する人々の認識に関するデータを集めることが出来る。本研究ではソ
ーシャル・キャピタルの測定の問題に対して市民社会組織調査から得られた変数からソー
シャル・キャピタルの代理変数として妥当と考えられる変数を用いて操作化することにし
たい。筆者は地域の住民同士のつきあい状況や自治会活動、自治体や他組織への信頼性に
関する設問から広義のソーシャル・キャピタル変数を捕捉することにしたい136。 
                                                        
136 意識調査は自治会長や団体リーダーの主観的評価に基づく活動状況や組織を取り巻く
コミュニティ状況や行政関係を把握したものである。そのため、基本的には主観的評価に
依拠しているという注意は必要である。しかしながら、完全にソーシャル・キャピタルを
把握する客観的データは存在しない。妥当性を議論した上で、上記調査の指標を用いる。 
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表 4-1 市民社会組織調査から得られたソーシャル・キャピタル設問の検討 
構成要素 性質 変数 出所 設問 カテゴリ 
分析 
利用 
認
知
的 
信頼 
結合型 
【自治体信頼】 
自問 43 
A.行政機関信頼性 
B.区議会議員信頼性 
1=信頼できる、2=やや信頼、3=ある程度、 
4=あまり信頼できない、5=全く信頼できない 
〇 
統合 
・首長 
・自治体 
・地方議員 
1＝全く信頼できない、2＝あまり信頼できな
い、3＝ある程度、 
4＝かなり信頼、5＝非常に信頼 
〇 
【中央政府信頼】 
自問 43 
C.国の行政機関 同上 － 
D.政党・国会議員 同上 － 
統合 
・国会議員・政党 
・中央省庁 
1＝全く信頼できない、2＝あまり信頼できな
い、3＝ある程度、4＝かなり信頼、5＝非常に
信頼 
－ 
橋渡し型 【組織信頼】 
自問 43 
E.裁判所 同上 〇 
F.警察署 同上 － 
G.マスコミ 同上 － 
H.NPO などの市民団体 同上 〇 
統合 
・裁判所 
・マスメディア 
・世論 
・国際機関 
1＝全く信頼できない、2＝あまり信頼できな
い、3＝ある程度、4＝かなり信頼、5＝非常に
信頼 
〇 
結束型 －   －   － 
構
造
的 
ネットワ－ク 
（つきあい） 
結束型 
【住民同士つきあい】 
自問 10 
地域における住民同士 
つきあい（5 年前比較） 
1=活発になった、2=やや活発になった 
3=あまり変わらない、4=あまり活発になってい
ない、5=活発になっていない 
〇 
自問 15 住民同士付き合い頻度 
1=生活面（日用品の貸し借りや相談など）で
協力しあっている、2=日常的に立ち話をする
程度、3=あいさつ程度の最小限のつきあい 
4=つきあいは全くない 
〇 
自問 36 
新旧住民の交流 
1=円滑である、2=やや円滑である、3=ある程
度、4=あまり円滑ではない、5=円滑ではない 
〇 
世代間交流 同上 － 
自問 16 住民による地域活動 
1=盛んである、2=やや盛んである、3=ある程
度、4=あまり盛んではない、5=盛んではない 
－ 
ネットワ－ク 
（組織内部） 
【組織内部つきあい】 統合 
・役員と一般会員顔をあわせる 
・一般会員同士が顔をあわせる 
・一般会員イベント参加 
1=全くない、2=あまりない、3=ある程度 
4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
〇 
ネットワ－ク 
（団体活動） 
結束型 【自治会活動（結束型）】 
自問 22 
B.清掃・美化・リサイクル活動 
C.見回り（防災・防災） 
D.防災訓練 
E.交通安全の指導 
1=8 割以上、2=6～8 割、3=4～6 割 
4=2～4 割、5=2 割以下 
〇 
A.総会 同上 － 
橋渡し型 
【自治会活動（橋渡し型】 
F.地域のお祭り 
G.スポ－ツ・レクリエ－ション 
同上 〇 
【団体活動（橋渡し型）】 統合 
・一般人向け：懇談会・勉強会 
・一般人向け：シンポジウム・イ
ベント 
1=全くない、2=あまりない、3=ある程度 
4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
〇 
出所）筆者作成       
注）出所の表記について、自問＝自治会調査・設問、統合＝非営利組織データ（社会団体と NPO 調査を統合しているため設問番号記載せず）を意味する。 
ここでは、主に表 4－1 を参照しながら、本章の分析に用いるソーシャル・キャピタルの
変数を検討することとしたい。 
先行研究によれば、信頼の中でもガバナンス・アクターが自治体に対する信頼の効果を
支持する実証結果が多い。それは自治体に対する信頼性に関する設問から代替することが
出来る。JIGS 調査では「自治体に対する信頼（以下、自治体信頼。）」を説明できる変数と
して自治会長および団体リーダーの主観的評価を 5 件法のリッカート・スケールによって
尋ねている。筆者は自治体信頼の効果を説明できる変数として、表に示す設問を分析に組
み込むことにした。なお、自治会調査からは「A.行政機関信頼性」、「B.区議会議員信頼性」
に対する設問を、非営利組織データからは「首長信頼性」、「自治体信頼性」、「地方議員信
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頼性」の様な複数の変数を設定している137。筆者は行政に留まらず区議会議員など政治的
アクターに対する一般的な信頼性から「自治体信頼」の効果を測ろうとしている。そのた
め、自治会、非営利組織ともに構成要素別に合算して分析に用いる138。 
自治会や非営利組織は何等かの要望を働き掛けるために自治体とネットワークを形成す
る。市民社会組織は行政や議員などの政治的アクターとの関係において自治体から何等か
の厚意を受けた経験が積み重ねることによって信頼が蓄積されると考えている。そのため、
合算した信頼性評価の総合計の違いは関係性の濃さを反映していると考えられる139。 
 次に、ガバナンスは政府との垂直的な関係に関わらず、自治会と近隣住民組織や、非営
利組織と他団体などの水平的関係から成る組織の信頼性も協働を促進させる上では重要な
意味を持つ。そのため、「組織に対する信頼（以下、組織信頼。）」も測る必要があろう。 
JIGS 調査では表 4－1 に示す「組織信頼」項目に該当する設問を自治体信頼と同様のリッ
カート・スケールによって尋ねられており、「裁判所」、「警察署」、「マスコミ」、「NPO など
の市民団体」に対する信頼性が設定されている。協働はバック・グラウンドの異なる様々
な組織との連携が必要となる。協働水準の地域差には組織一般に対する信頼が効果を持つ
と考えられるため各組織に対する信頼度合いを合算し、協働に対する組織信頼の効果を測
ろうとしている。なお、自治会の分析に用いる際には探索的に検討し、「裁判所」、「NPO な
どの市民団体」に対する信頼性を用いて「組織信頼」の効果を測っている140。 
                                                        
137 一方、JIGS 調査では中央政府に対する信頼性も尋ねているが、本研究は地方政府―市民
社会組織関係のローカル・ガバナンスを分析の射程としているので、分析には用いていな
い。 
138 それは分析に用いる変数を合算して用いることが出来るのかを検証するべく後述する
主成分分析を実施して合算できる変数の内的一貫性を確認した上で行っている。 
139 本分析で用いた「自治体信頼（行政機関信頼性＋区議会議員信頼性）」は、行政接触（職
員＋課長）と地方議員接触頻度の合計（最大 15 点）と非集計データでは r=0.312，p＜0.05）
と正に対応している 
140 なお、ガバナンスに対する「組織信頼」の効果を分析で測るためには自治会調査項目で
尋ねられている「警察署信頼性」「マスコミ信頼性」を除いている。筆者は後にソーシャル・
キャピタル変数を区別に集計して政策満足度およびガバナンス要因の地域差との連動性の
予備的考察を行っており、自治体のネットワーク管理には、裁判所、警察署、マスコミ、
市民団体に対する信頼性の総合計（14 点以上の割合）と r=0.589（N=12、p＜0.05）と正に
相関している。但し、政策満足度に対する効果は警察署とマスコミに対する信頼を除いた
方が有意（r=0.625、N=12、p＜0.05）である。警察署信頼性はストリート・レベルの官僚と
して政策満足度に一定の関係があることは組織に対する信頼（上記 4 指標の総合計）の非
集計データの分析結果（r=0.247，Ｎ＝205，p＜0.05）から読み取れる。しかし、区別集計結
果では確認されず本研究の問題である政策満足度の地域差に対する効果を確認されなかっ
たためガバナンス関連の分析には除外している。マスコミよりも NPO などの市民団体や裁
判所など司法に関わる人権擁護委員などの方が地域社会運営の担い手として関わっている
から政策満足度等に効果があることが示されている可能性がある。区別集計の警察署信頼
性は満足度の低い足立区や北区などで水準が高くなって外れ値となっている。これは政策
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 さらに、筆者は信頼に次ぐネットワークの変数としてはコミュニティの住民同士つきあ
いおよび自治会（団体）活動から測る。筆者は表 4-1 に示す以下「構造的ソーシャル・キャ
ピタルのネットワーク（つきあい、自治会・団体活動）」の指標を分析に設定した。住民同
士のつきあい等はコミュニティのソーシャル・キャピタルの「結束型」の性質を指す。団
体（自治会）活動は橋渡し型と結束型の性質に分けられる。コミュニティのソーシャル・
キャピタルの構成要素であるネットワーク（つきあい）に該当する設問としては、自治会
調査から得られた表 4-1 に示す「住民同士つきあい（5 年前比較）」、「住民同士付き合い頻
度」、「新旧住民の交流」、「世代間交流」、「住民による地域活動」の設問が考えられる。但
し、先行研究では、地域住民同士のつきあいや、新旧住民の交流によってコミュニティへ
の帰属意識が醸成されて集合的効力感を発揮する作用をもたらすソーシャル・キャピタル
の効果が支持されているので、「世代間交流」は分析から除外している。また、「住民によ
る地域活動」は、自治会活動と重複するので分析から除き、上記 3 指標のつきあいに関す
る変数（住民同士つきあい（5 年前比較）、住民同士つきあい頻度、新旧住民交流）の総合
計を分析に用いることとした。 
 加えて、筆者は団体・組織のデータから組織内部のつきあいに関する変数を「ネットワ
ーク（つきあい）」を説明する変数として分析に用いる。非営利組織の組織内部つきあいの
変数は「役員と一般会員が顔をあわせる」、「一般会員同士顔をあわせる」、「一般会員イベ
ント参加頻度」に関する 5 件法の設問によって把握可能である。これらの指標は非営利組
織の役員間、役員と一般会員間、一般会員間の人間関係を説明している。ガバナンスでは、
ローカル・レベルを中心に活動する組織内部の人間関係が整っているほど組織に対する帰
属意識が高くなり活動を促進させるので協働に対して効果があると考えられる。そこで、
「ネットワーク（組織内部つきあい）」の効果を説明し得る指標として上記 3 指標の合算指
標を分析に用いることにした。 
さらに、市民社会組織のデータから自治会や非営利組織の活動状況に関する変数を用い
て「ネットワーク（団体（自治会）活動）」を説明する変数として分析に組み込んでいる。
自治会活動の状況は「A.総会」～「G.スポーツ・レクリエーション」の状況から把握するこ
                                                                                                                                                                  
全般のパフォーマンスが上手くいってなくとも警察のパフォーマンスは高いことが示唆さ
れるので、必ずしも信頼性の効果が否定されるわけでない。但し、政策満足度が政策全般
に対するパフォーマンスを説明しているので、生活安全にかかわる警察信頼性の分析は別
途手法を変えて検討する必要があるため、それに関連して本研究では警察に対する信頼性
を除いている。 
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とができる。それは自治会単位で行われる加入世帯を対象とした「A.総会」～「E.交通安全
の指導」の活動と一般人との交流を視野に入れた「F.お祭り」や「G.スポーツ・レクリエー
ション」に関する活動が網羅されている。A～E の活動は比較的コミュニティ内のまとまり
の良さを反映する「結束型」の性質に、後者の F と G は、コミュニティ外の人と交流する
ことを可能とする「橋渡し型」の性質に分けられる。ローカル・レベルでは自治会が新し
い公共の担い手として重要な役割を果たしているので、これらの変数はガバナンスに与え
る自治会活動の効果を説明する変数といえる。そこで、分析には「B.清掃・美化・リサイク
ル活動」～「E.交通安全の指導」に関する変数を「結束型」の性質を示す自治会活動として、
「F.地域のお祭り」と「G.スポーツ・レクリエーション」の活動を「橋渡し型」の性質を示
す自治会活動として設定する。以上の 6 指標を「ネットワーク（自治会活動）」の変数とし
て分析に用いた141。 
さらに協働に与えるネットワーク（団体活動）の効果を説明する変数として、非営利組
織が行う一般人向けの組織活動の指標を分析に適用する。非営利組織の組織活動では、一
般人向けを対象とした「懇談会・勉強会」、「シンポジウム・イベント」の設問が尋ねられ
ている。これらは組織外部の人との接触の機会を構築し、自治体と協働する上で情報伝達
の役割を果たすなど、ガバナンスに対して正の効果が期待される。そのため、ネットワー
ク（団体活動）の効果を説明する変数として非営利組織の一般人向けの組織活動を代理尺
度として設定し、上記 2 指標を合算して分析に用いている。 
以上の変数設定の議論から分析に採用された変数をまとめると、次の表 4-2 の様に整理す
ることが出来る。自治会調査からは以下に示す 13 変数が分析に設定された。信頼は結合型
の「自治体信頼（①行政機関＋②地方議員）」、橋渡し型の「制度信頼（③市民団体・④裁
判所）」を要素とし、ネットワーク（つきあい）には⑤住民同士つきあい＋⑥つきあい（5
年前比較）＋⑦新旧住民交流頻度の合算指標を用いている。そして、ネットワーク（団体
活動）には結束型活動（⑧清掃・美化＋⑨見回り＋⑩防災訓練、⑪交通安全）と、橋渡し
型活動（⑫スポーツ＋⑬お祭り）に分けられる。非営利組織データに関しては以下の 12 変
数が分析に用いる変数として設定される。変数の構成要素は自治会と同様で、信頼には結
                                                        
141 なお、「A.総会」は分析から除外している。自治会の総会は、コミュニティの状況を自治
会が集約して情報を周知する定例会としての役割を担っており、これは自治体とのガバナ
ンスよりも近隣住民組織との他団体連携と関係していると考えられる。「B.清掃・美化・リ
サイクル活動」など、特定の自治会活動を通して自治体職員とのガバナンスが発生すると
考え、本研究の分析には「A.総会」を除いている。 
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合型の「自治体信頼（①首長＋②自治体＋地方議員）」、橋渡し型の制度信頼（④裁判所＋
⑤マスメディア＋⑥世論＋⑦国際機関）」によって構成されている。そして、ネットワーク
（つきあい）には結束型の「組織内部つきあい（⑧役員と一般会員顔合わせ＋⑨一般会員
同士顔合わせ＋⑩一般会員イベント参加）」を、ネットワーク（団体活動）には「橋渡し型
活動（一般人に対する⑪懇談会・勉強会、⑫シンポジウム・イベント）」を設定した。 
表 4-2 分析に用いるソーシャル・キャピタル指標の詳細 
（a）自治会に関するソーシャル・キャピタル指標 
性質 【結合型】 【橋渡し】 【結束】 【橋渡し】 【結束型】 
変数 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク： ネットワーク： ネットワーク： つきあい 自治会活動 自治会活動 
内容 
①行政機関 ③市民団体 ⑤住民同士つきあい ⑧清掃・美化活動 ⑫スポーツ 
②地方議員 ④裁判所 ⑥つきあい（5 年前比較） ⑨見回り ⑬お祭り   
⑦新旧住民交流 ⑩防災訓練 
 
   
⑪交通安全 
 
     
出所）筆者作成 
      
(b)非営利組織に関するソーシャル・キャピタル指標  
性質 【結合型】 【橋渡し】 【結束型】 【橋渡し型】  
変数 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク：つきあい ネットワーク：団体活動  
内容 
①首長 ④裁判所 ⑧役員と一般会員顔合わせ 一般の人々に対して  
②自治体 ⑤マスメディア ⑨一般会員同士顔合わせ ⑪懇談会・勉強会開催  
③地方議員 ⑥世論 ⑩一般会員イベント参加 ⑫シンポジウム・イベント   
⑦国際機関 
   
出所）筆者作成  
 
4.2.2 ソーシャル・キャピタルの構成要素に関する内的一貫性の確認 
では、想定した構成要素の枠組みに関する内的一貫性を主成分分析（バリマックス）に
よって確認しておきたい。筆者は、戸川（2017）の分析と同様に、主成分分析（バリマッ
クス回転）によって、コミュニティのソーシャル・キャピタルに関する状況の把握を試み
た。それによれば、表 4-3 および表 4-4 の様な主成分得点が抽出された。 
表 4-3 は自治会の調査を対象に主成分分析（バリマックス回転）を実行した結果を示して
いる。精度は KMO 値が 0.809、寄与率が 54.0％と当てはまりの良い結果となっている。ソ
ーシャル・キャピタル変数については、第一主成分得点として自治会活動に参加する加入
世帯の活動頻度の指標が統合されたので、「ネットワーク（自治会活動）」と命名すること
が出来る。以下同様に、第二主成分得点には信頼性の指標が統合され、「信頼（信頼性）」
と命名、第三主成分得点には「（ネットワーク（つきあい））」と命名することが出来る変数
が抽出された。自治会調査ではコミュニティに関わる活動および性質別にソーシャル・キ
ャピタル因子が整理されたことを意味する。
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表 4-3 自治会の主成分分析結果－SC 変数の統合 
回転後の成分行列：バリマックス回転    
精度 
N 369 
KMO 値 0.809 
累積寄与率 54.0％ 
区分 
成分 
1 2 3 
NW：自治会活動 信頼 近隣 SC NW：つきあい 
加入世帯活動：見回り 0.850 0.058 0.014 
加入世帯活動： 防災訓練 0.787 0.053 0.220 
加入世帯活動：交通安全 0.771 0.054 0.215 
加入世帯活動：清掃・美化・リサイクル 0.742 0.065 -0.064 
加入世帯活動：スポーツ・レクリエーション 0.605 0.021 0.270 
加入世帯活動：お祭り 0.578 0.037 0.417 
信頼：市町村議会議員 0.039 0.742 0.138 
信頼：裁判所 0.024 0.710 -0.008 
信頼：行政機関 0.007 0.687 0.204 
信頼：市民団体 0.106 0.635 -0.080 
つきあい：住民同士つきあい 0.076 0.006 0.715 
つきあい：住民のつきあい（5 年前と比較） 0.167 0.028 0.659 
つきあい：新旧住民の交流 0.168 0.175 0.646 
固有値 3.260 1.977 1.775 
負荷量平方和（％） 25.1％ 15.2％ 13.7％ 
因子抽出法: 主成分分析        
出所）筆者作成    
  
第一主成分得点は自治会に加入する世帯内の活動を指しているので、見回りから清掃・
美化活動までは「ネットワーク（自治会活動）」の結束型自治会活動を指している。一方で、
祭りやスポーツ・イベントなどの自治会活動は背景の異なる多様な人々との交流を深める
ので、橋渡し型自治会活動を指している。また、信頼も同様に、統合された指標の中には
市町村議員や行政に対する垂直的関係の中で育まれる結合型の性質を有する自治体に対す
る信頼と、そうではない比較的水平的な対組織・制度信頼が統合されている。 
さらに、住民同士つきあいが統合された「ネットワーク（つきあい）」は他のソーシャル・
キャピタル得点とは共通性を示さず、独立してコミュニティの地縁的住民同士の交流等に
関する変数として統合されている。なお、比較的開放的なコミュニティの状況を反映する
新旧住民の交流の頻度も合成されている。 
では、非営利組織のソーシャル・キャピタルは、どのような傾向を示すのであろうか。
表 4-4 によれば、自治会調査の指標を用いたソーシャル・キャピタルの統合作業とは異なり、
ソーシャル・キャピタルの性質ごとにきれいに分離している。主成分の意味合いを明示し
やすい結果となっている。分析結果は、KMO 値が 0.790 と精度の高い結果を示しており、
累積寄与率も 74.2％であるから十分に東京・特別区のソーシャル・キャピタルを以下の変
数は説明できている。
 141 
 
表 4-4 非営利組織の主成分分析結果－SC 変数の統合 
回転後の成分行列：バリマックス回転     
精度 
N 594 
KMO 値 0.790 
累積寄与率 74.2％ 
区分 
成分 
1 2 3 4 
自治体信頼 制度信頼 
NW：組織内部
つきあい 
（結束型） 
NW：団体参加 
（橋渡し型） 
信頼性：首長 0.884 0.191 0.056 0.117 
信頼性：自治体 0.821 0.235 0.044 0.105 
信頼席：地方議員・政党 0.813 0.232 0.110 0.051 
信頼性：世論 0.202 0.851 0.052 0.104 
信頼性：マスメディア 0.096 0.841 0.057 0.094 
信頼性：国際機関 0.417 0.674 -0.027 0.006 
信頼性：裁判所 0.527 0.629 0.012 -0.026 
つきあい：役員と一般会員が顔を合わせる 0.020 0.046 0.895 0.060 
つきあい：一般会員同士が顔を合わせる 0.015 -0.002 0.890 0.072 
つきあい：一般会員のイベント参加 0.184 0.052 0.638 0.361 
団体活動：シンポジウム・イベント 0.137 0.048 0.159 0.877 
団体活動：懇談会・勉強会 0.034 0.093 0.134 0.875 
固有値 2.672 2.444 2.068 1.721 
負荷量平方和 22.30% 20.40% 17.20% 14.30% 
因子抽出法: 主成分分析      
 回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法     
それによれば、第一主成分得点は首長や自治体、そして地方議員に対する信頼が統合さ
れたので、「自治体に対する信頼」と命名し、以下同様に、第二主成分得点については自治
会調査の方法と同様に「組織・制度信頼（制度に対する信頼と表記）」、第三主成分得点は
組織内部の人間関係を示す「ネットワーク：組織内部つきあい（結束型）」、第四主成分得
点は逆に組織外部の人的交流を指す「ネットワーク：団体活動（橋渡し型）」の 4 主成分得
点が算出された。 
自治体信頼は、結合型の性質を有しているので、対組織・制度信頼とは異なっていると
考えた方が一般的である。また、ネットワーク:つきあい（結束型）に関する非営利組織の
人間関係が抽出されたことは、組織内部の社会ネットワークの中で育まれる関係性にソー
シャル・キャピタルが埋め込まれていることを意味している。それは、組織内部に関する
規律の徹底など組織力と関連性がある。 
一方で、シンポジウムやイベントなどの橋渡し型の活動は懇談会・勉強会等の多様な人々
との交流を深める活動と関連性を示しており、組織外で一般人と交流することによって形
成されるネットワークは、他の構成要素とは性質が異なっている。 
市民社会組織を対象としたコミュニティのソーシャル・キャピタルは、行政関係の中で
醸成される「自治体に対する信頼」、他組織との関係から形成される「組織信頼」の抽出は
共通している。さらに、自治会長の評価によれば、コミュニティにおける「ネットワーク：
自治会活動」と、「ネットワーク：つきあい」が、非営利組織では、「ネットワーク：つき
あい（組織内部）」、と「ネットワーク：団体活動（橋渡し型）」に統合された。 
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以上の分析結果によって分析に用いる変数の内的一貫性が確認された。しかしながら、
主成分分析結果ではソーシャル・キャピタルの性質別に分類されなかった。一方で、筆者
は性質を分けてみたソーシャル・キャピタルの影響を分析することを目的としているため、
表 4－2 に示す構成要素別に合算作業を行った。 
 
4.3 ソーシャル・キャピタル、ガバナンス、政策満足度の地域差に対する予備的考察 
では、前述したソーシャル・キャピタル指標を用いて東京・特別区の状況について分析
することにしたい。自治会調査から得られた「自治体信頼」の合計得点は最大 10 点、「組
織信頼」も最大 10 点、「ネットワーク（つきあい）」は最大 14 点、ネットワーク（自治会
活動）の「結束型自治会活動」は最大 20 点、橋渡し型活動は最大 10 点となっている。非
営利組織データから得られた「自治体信頼」は最大 15 点、「組織信頼」は最大 20 点、「ネ
ットワーク（組織内部つきあい）」は最大 15 点、ネットワーク（団体活動）の「橋渡し型
団体活動」は最大 10 点となっている。非集計データの詳細は以下に示す表 4-5 の通りであ
る。ソーシャル・キャピタル変数を作成するにあたって、統合する変数の数が異なるので、
地域差を検討する際には標準化スコアを別に作成して値の間隔を調整する必要がある。 
表 4-5 記述統計（１）ソーシャル・キャピタルに関する変数（非集計） 
区分 
自治会 非営利組織 
信頼 ネットワーク 信頼 ネットワーク 
自治体 制度 つきあい 
団体活動 
（橋渡し型） 
団体活動 
（結束型） 
自治体 制度 
組織内部 
つきあい 
団体活動 
（橋渡し型） 
全体 N 369 369 369 369 369 604 604 604 604 
有効 N 351 269 368 347 354 468 418 573 564 
欠損値 18 100 1 22 15 136 186 31 40 
平均値 6.89 5.40 10.26 4.73 8.02 7.36 8.85 9.52 4.70 
中央値 7 6 10 5 7 8 9 9 5 
最頻値 7 6 10 4 4 9 12 9 6 
標準偏差 1.76 1.79 2.13 2.05 3.63 2.89 3.41 2.58 2.09 
第一四分位 6 4 9 3 5 5 6 8 3 
第三四分位 8 7 12 6 10 9 12 11 6 
出所）筆者作成          
 
本節では主に上記のソーシャル・キャピタル変数の区別集計データを作成して分析を行
っている。以降の分析では、はじめにソーシャル・キャピタルの地域差について検討して
いる。なお、地域差を検討する方法として表 4-5 の記述統計にまとめたソーシャル・キャピ
タル変数の Z スコアを算出し、標準化得点による比較を行っている142。 
                                                        
142 表 4-6 は表 4-5 に示すデータを Z スコアに変換し区別に集計した結果を表している。標
準化スコアは個別の得点から平均値を引き、標準偏差で除した値を指し、0 点が各変数の平
均値、負の数から正の数であるほど値が大きくなるため、値の大きさは各ソーシャル・キ
ャピタル変数の程度を反映している。 
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続いて、ガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）と政策満足度との関係を把握する
ための相関分析も行っている。その際にはガバナンスや政策満足度との共分散が有意とな
るソーシャル・キャピタルの水準を探索的に検討し、政策満足度やガバナンスに対する効
果が認められた区別のソーシャル・キャピタル変数（一定の得点以上の割合）を分析に用
いている。なお、上記の分析方法を採る以前には、単純区別標準化得点や平均値（中央値）
などを分析に用いて政策満足度やガバナンス要因との関係を検討していた。しかしながら、
そのような変数が政策満足度やガバナンスに対して直接的に影響を与える効果は確認され
なかった。そこで本分析では、ソーシャル・キャピタルが政策満足度やガバナンスの地域
差に直接的に影響を与える水準を探し出し、統計的に認められた水準を採用している。そ
のため、相関分析に用いたソーシャル・キャピタル変数のそれぞれの水準は変数によって
異なっている。この加工作業の含意としては、政策満足度やガバナンスに対するソーシャ
ル・キャピタルの効果を測るには第三四分位などの統計量を用いるなどして集計の基準を
厳しくして高水準のソーシャル・キャピタルを測ることが求められよう。そのため、コミ
ュニティに相当程度のソーシャル・キャピタルが蓄積されることが政策運営には必要であ
ると推察される。 
分析結果を先取りすると自治体信頼などの信頼性は区別平均と同程度の信頼水準を集計
基準とすることで相関性が認められる。一方で団体活動などのネットワークの要素に関し
ては第三四分位の統計量などの集計基準を厳しくした指標と相関性が認められた。本分析
では相関性の認められた集計基準に留意しながら解釈している。なお、相関分析に用いた
ソーシャル・キャピタルおよび政策満足度とガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）
の記述統計については章末に記述統計（表 4-14）を示しているのでそちらを参照されたい。 
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表 4-6 記述統計（２）ソーシャル・キャピタルに関する変数（区別集計） 
（a） 自治会のソーシャル・キャピタル変数（記述統計） 
  自治体信頼 制度信頼  NW：つきあい  ネットワーク：自治会活動（橋渡し） 
ネットワーク：自治
会活動（結束型） 
 N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 
23 区合計 351 0.000 269 0.000 368 0.000 347  354 0.000 
文京区 25 -0.348 15 -0.372 27 -0.174 26 0.020 26 -0.197 
墨田区 29 -0.194 18 -0.223 30 0.020 29 0.318 29 0.203 
江東区 37 0.320 29 0.086 41 0.131 41 0.228 42 0.217 
目黒区 9 -0.066 7 0.257 9 0.140 9 0.078 9 -0.251 
大田区 40 0.287 30 0.132 43 -0.034 40 0.059 41 -0.127 
世田谷区 32 0.113 25 0.203 32 0.114 31 -0.514 31 -0.139 
中野区 12 0.343 10 0.001 12 -0.082 11 -0.134 11 0.244 
杉並区 21 -0.075 17 0.172 21 0.013 18 -0.873 19 -0.644 
北区 17 0.160 14 -0.183 19 -0.171 18 0.160 19 0.342 
板橋区 26 -0.267 20 0.001 27 0.070 26 -0.037 26 -0.197 
足立区 69 -0.121 55 0.022 73 -0.018 66 0.207 69 0.137 
葛飾区 34 -0.057 29 -0.184 34 -0.038 32 -0.143 32 0.020 
出所）筆者作成          
注）値（太文字）は 23 区合計が基準値で高いほど太文字で表記（23 区合計値が負の数であるとき 0 点以上を基準） 
（b）非営利組織のソーシャル・キャピタル（記述時計） 
所在地 自治体信頼 制度信頼 ネットワーク：つきあい（組織内部） ネットワーク：団体活動 
  N Z 値 N Z 値 N Z 値 N Z 値 
23 区合計 468 0.103 418 -0.141 573 0.060 564 -0.043 
千代田区 51 0.044 45 -0.175 60 -0.067 60 -0.006 
中央区 37 -0.168 31 -0.235 48 0.044 46 -0.476 
港区 32 -0.136 30 -0.230 44 -0.169 44 -0.277 
新宿区 34 -0.233 31 -0.424 43 -0.248 40 -0.212 
文京区 23 0.251 23 0.045 26 0.282 24 0.073 
台東区 23 0.128 23 0.081 32 0.192 30 -0.239 
墨田区 14 -0.025 13 -0.293 18 -0.364 20 -0.224 
江東区 14 0.101 12 0.062 19 0.199 19 -0.193 
品川区 20 0.310 18 -0.255 23 0.304 24 0.073 
目黒区 10 0.504 8 -0.066 14 0.052 14 0.252 
大田区 22 0.071 18 -0.147 21 0.132 22 0.071 
世田谷区 22 0.087 20 -0.114 29 0.045 29 0.355 
渋谷区 20 0.240 20 -0.170 25 -0.105 25 0.073 
中野区 13 -0.025 12 -0.008 14 0.640 13 0.611 
杉並区 21 0.143 16 -0.170 26 0.124 24 0.035 
豊島区 20 0.575 17 0.227 23 0.174 20 0.542 
北区 6 -0.084 7 -0.379 10 0.052 10 -0.089 
荒川区 12 0.151 10 -0.212 12 0.083 11 -0.236 
板橋区 9 0.171 7 -0.618 13 0.066 13 0.161 
練馬区 24 0.078 20 -0.142 26 0.411 30 -0.134 
足立区 20 0.222 18 -0.069 22 -0.033 24 -0.096 
葛飾区 9 1.034 8 0.039 12 0.675 9 0.792 
江戸川区 12 0.210 11 0.153 13 -0.164 13 -0.463 
出所）筆者作成        
注）値（太文字）は 23 区合計が基準値で高いほど太文字で表記（23 区合計値が負の数であるとき 0 点以上を基準） 
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4.3.1 ソーシャル・キャピタルの地域偏在の問題 
 表 4-6 を参照し、ソーシャル・キャピタルの地域差については以下の傾向が確認された。
まず、「自治体信頼」の程度は区によって水準の変動（範囲：0.691）が比較的大きいとい
う特徴が示されている。23 区平均に比べて最も高水準である地域は江東区（0.320）や大田
区（0.287）、また北区（0.160）などの下町地域や中野区（0.343）および世田谷区（0.113）
などの山の手地域となっている。一方で文京区（-0.348）の自治体に対する信頼は最も水
準が低い。また板橋区（-0.267）や墨田区（-0.194）も他の地区に比べて後退しているとい
う特徴がある。一方で、「制度信頼」の程度の差も区によって変動（範囲：0.629）が大き
いという特徴が示されている。特に目黒区（0.257）や世田谷区（0.203）の水準が高い一方
で文京区（-0.372）、墨田区（-0.223）の水準が低い。文京区や墨田区に関しては低信頼型
ともいえる特徴が示されている。 
 一方、「ネットワーク（つきあい）」を意味する住民同士のつきあいは次の特徴が示され
ている。まず、区別の変動（範囲：0.314）は信頼に比べて小さい。目黒区（0.140）、江東
区（0.131）が他の区に比べて値が大きい。一方でネットワーク（自治会活動）の「結束型
自治会活動」は墨田区（0.318）、江東区（0.228）の値が大きい。Z スコアで比較してみる
と江東区はソーシャル・キャピタルにとって望ましい地域と考えられる。なお、他の特別
区に関しては 23 区平均と変わりがない。これは、23 区全体でみると自治会活動への加入
世帯の参加状況には大きな差異は見られないが、その一方で、墨田区は低信頼型・高ネッ
トワーク型の地域といえる。 
 さらに「ネットワーク（自治会活動）」を意味するお祭りやイベントへの参加状況は「結
束型自治会活動」に比べて区別集計の変動（範囲：1.191）が最も大きい。東京・23 区では
催し物が行われる頻度は区によって異なる。個別のお祭り・イベントの水準をみると墨田
区（0.318）や江東区（0.228）、足立区（0.207）、など同質的な住民の多い下町地域の住民
が活動的である。しかしながら、住民参加で有名な山の手地域の杉並区（-0.873）、世田谷
区（-0.514）、葛飾区（-0.143）、中野区（-0.134）では住民が催し物に参加する程度が最も
低い。祭りやスポーツ・イベント等の橋渡し型自治会活動のネットワークは下町地域で十
分に構築されている。 
 そして、自治会長が評価したソーシャル・キャピタル変数には次の法則性が相関分析か
ら確認された。自治会長が評価したソーシャル・キャピタルの状況には、自治体信頼と制
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度信頼に正の対応関係が確認されること143、ネットワーク（つきあい）と自治会活動（結
束型）の正の相関関係が強いことなどが挙げられる。また制度信頼とネットワーク（つき
あい）の間に r=0.730（N=12、p＜0.01）の関係が示されているので、住民同士のまとまり
が良い地域では自治会の組織信頼が高くなるという結果がでている。この結果に関連して
江東区や目黒区、世田谷区等の地域は高信頼（橋渡し型）・高つきあい型地域といえる。 
一方で、「住民同士つきあい」と「結束型自治会活動」の間には r=0.719（N=12、p＜0.01）
の関係が認められた。その結果から、墨田区や江東区では住民同士のまとまりが良いので、
地域住民の生活に関わる自治会活動に参加する人々が多いといえる。 
では、非営利組織のソーシャル・キャピタルはどのような傾向を示しているのだろうか。
非営利組織に関しては相関傾向から東京・特別区の状況が理解しやすく、自治体信頼と他
の要素との関連性が多いという特徴がある。相関分析結果によれば、自治体信頼は制度信
頼と r=0.485（N=23、p＜0.05）、ネットワーク（組織内部つきあい）と r=0.495（N=23、p
＜0.05）、ネットワーク（団体活動）の橋渡し型活動と r=0.657（N=23、p＜0.05）という相
関関係が認められる。つまり組織内部のまとまりが良く一般人に対してイベントなどを催
す非営利組織は他の組織に対する信頼性が高く、自治体に対しても信頼する傾向にあると
いえる。 
このような 4 つの構成要素が高水準となっている地域は文京区、豊島区、葛飾区の地域
となっている。つまり 23 区で高信頼型、高ネットワーク型は主に下町地域に該当する。 
一方で、高信頼型・低ネットワーク型や低信頼型・高ネットワーク型の地域も存在して
いる。例えば江戸川区や台東区は高信頼型・低ネットワーク型の地域である。低信頼型・
高ネットワーク型は品川区、大田区、中野区、杉並区、板橋区となっている。都心部から
東部へ向かうほど高信頼・高ネットワーク型や高信頼型の特別区が分布している。そして
都心部から西部へ向かうほど高ネットワーク型の特別区が分布している上記の傾向が生じ
る原因としては下町地域に分布する団体・組織の設立年数平均が比較的古い（1970 年―
1975）ことに関連して信頼が醸成されていると考えられる。一方で西部の山の手地域では
                                                        
143 分析結果によれば、制度信頼と自治体信頼は r=0.327（N=369、p＜0.01）と弱い相関関
係ではあるが、相互に連関しており、信頼性の相関性が確認されている。また、参考とし
て自治会活動（橋渡し）とつきあいも同様に、r=0.361（N=369、p＜0.01）、自治会活動（結
束も）r=0.295（N=369、p＜0.01）、そして自治会活動同士も r=0.533（N=369、p＜0.01）と、
個票レベルでみた分析結果からもソーシャル・キャピタル関連指標の相関性は確認される
（構成要素間の妥当性の確認）。 
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比較的団体・組織の設立年数が新しいので、組織内部のつきあいが高水準といえる144。 
なお、本分析の結果からは都心部のソーシャル・キャピタルは低水準となっている。個
別に整理すると、千代田区に関しては自治体信頼が平均以上であり、ネットワーク指標も
大きく毀損しているわけではない。しかし、制度信頼が低水準であり、中央区はネットワ
ーク（つきあい）を除いてどれも低水準である。港区や新宿は総じて、ソーシャル・キャ
ピタル指標の水準が低い。但し、都心全体でみた本分析結果は必ずしも都心部の一般的な
傾向を示しているのではなく、オフィス街の事業所を中心とした組織の活動と信頼状況が
分析に反映されていることに留意されたい145。 
 
 
                                                        
144 筆者は本分析とは別に東京・特別区のソーシャル・キャピタルの地域分布の規定要因に
関する検証を行い、なぜ下町地域であるほど自治体信頼が篤いのかを分析している。埴淵・
中谷（2013）の論考によればソーシャル・キャピタルの地域差には「構成的要因」とコミ
ュニティの歴史などの「文脈的規定要因」が関係している。構成的要因とは都市化度合い
やコミュニティの社会経済状況を反映するデモグラフィックな要因を指している。先行研
究ではコミュニティの状況が豊かであるほど治安が良く日本の実証研究では子供が多く高
所得の大都市でソーシャル・キャピタルが高水準であるという知見が得られている（埴淵・
中谷 2013：154）。また、コミュニティの歴史に着目した埴淵ら（2008：70）の分析では
「その地域（社会）が「いつ」できたのか」、「地域固有の社会関係や慣習といった点（文
脈的要素）」がソーシャル・キャピタルの地域差に関係がある。上記の知見に基づいて筆
者は第 1 章の分析に用いた「社会地区（1=下町地域、2=都心部、3=下町・山の手混在地域、
4=山の手地域）」と「コミュニティの歴史（1956 年から 5 年間隔）」と「ソーシャル・キ
ャピタル類型（1=自治体信頼・高水準、2=制度信頼・高水準、3=つきあい・高水準、4=橋
渡し型団体活動・高水準）」を用いて章末の図 4-13 に示しているコレスポンデンス分析を
行い 2 次元上に地域社会の状況とソーシャル・キャピタルをマッピングしている。本章の
趣旨と比較して副次的分析に位置づけられるためその分析の詳細については本博士論文で
は言及に留まる。その結果によれば、下町地域であるほど自治体信頼が篤くなる背景には
比較的古い組織（1970-1975，1986-1990）が地域に残存していることが関係しており長期
にわたって自治体との相互作用（対立・協調）が蓄積された結果が現在に反映されている
からという着想が得られる。 
145 都心部の非営利組織はオフィス街に事務所が設置されているために、必ずしも都心部の
ソーシャル・キャピタルを反映しきれていない。戸川（2017）は住民基本台帳を基に稲葉
（2009）が調査した「東京都 9 区調査」を分析して都心部の高信頼型地域を明らかにして
いる。住民基本台帳からビルが集中したオフィス街ではなく、古くから残っている旧市街
地を居住地域とした番町や商店街の残っている地域のソーシャル・キャピタルの状況を理
解することが出来る。戸川（2017）と本章の分析の違いは調査対象者（住民か団体のリー
ダーか）、調査対象地点（居住地域ないし旧市街地か事業所が集中する都心部）、ソーシャ
ル・キャピタル設問（本稿では自治体信頼、戸川（2017）では住民の一般的信頼ないし互
酬性規範）である。そのため、一概に都心部が低信頼型であるとは言い難い。セレクショ
ンバイアスに起因している可能性がある。他方で戸川（2017）の分析結果では都心部の比
較的古くからのコミュニティが残っている地域ほど高信頼型であることが分かっているの
で、本研究から得られた比較的歴史の古い特別区部ほど信頼型が高水準であるという傾向
は一般性がある。 
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4.3.2 ガバナンスと政策満足度の地域差への影響―集計データに基づく相関分析結果 
 では、ソーシャル・キャピタルが地域に偏在されている問題はガバナンス、政策満足度
にどのような影響を与えるのであろうか。 
本項では「ローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソーシャル・キャピタルが作用
することによって、ローカル・ガバナンスに違いが生じ、市民にとって効果的な地域社会
運営が導出される」という因果経路が妥当するのか、集計データに基づき予備的考察を行
う。ソーシャル・キャピタルがローカル・ガバナンスの地域差と対応しているならば、ソ
ーシャル・キャピタルに富んでいる地域ほど市民社会組織の自発的協力を促進させて協働
や政策満足度を押し上げていると推察される。筆者はソーシャル・キャピタルと政策満足
度、ガバナンスの関係を区別集計単位の相関分析から考える事にしたい。なお、前述した
ように集計レベルのソーシャル・キャピタル変数は探索的に検討して以下の様に作成して
いる。まず、自治会長の評価によって得られた「自治会信頼」は合計得点（最大 10 点）の
5 点以上の割合、「制度信頼」は合計得点（最大 10 点）の 5 点以上の割合を用いている。
さらに「ネットワーク（つきあい）」を意味する住民同士つきあいの変数は合計得点（最大
15 点）のうち 8 点以上の割合を用いており、自治会活動のうち橋渡し型自治会活動は合計
得点（10 点）のうち 9 点以上、結束型自治会活動は合計得点（最大 15 点）のうち 13 点以
上の割合を分析に用いている。 
一方で非営利組織の団体・組織リーダーの評価に基づく「自治体信頼」は合計得点（最
大 15 得点）のうち 12 点以上の割合を分析に用いており、「制度信頼」は合計得点（最大
20 点）のうち 14 点以上の割合を、「組織内部のつきあい」は合計得点（15 点）のうち 13
点以上の割合を、一般人に対する団体活動に対しては合計得点（10 点）のうち 8 点以上の
割合を地域別に集計してガバナンス、政策満足度への影響を分析している。それぞれ中位
値以上のソーシャル・キャピタル得点の水準を地域別に測っておりその効果を相関分析に
よって推し量ろうとしている。以下では探索的に分析して行った結果から、地域集計のソ
ーシャル・キャピタルが与える効果の予備的考察を行うこととしたい。 
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表 4-7 自治会の相関分析結果 
  自治会 政策満足度 政策過程への参画度合い 
ネットワーク 
管理（割合） 
自治体信頼 0.688 0.761 0.683 
11 11 12 
制度信頼 0.690 0.450   
12 12   
ネットワーク（つきあい） 0.632 0.669 0.663 
12 11 12 
橋渡し型自治会活動       
      
結束型自治会活動 
 0.633 0.674 
  10 10  
出所）筆者作成 
表 4-7 の分析結果によれば、自治会調査から得られたソーシャル・キャピタルはガバナ
ンス、政策満足度の地域差と次の様に対応している。 
まず、政策満足度の地域差と自治会活動の間に統計的に有意な正の効果は確認されなか
った146。なお、結束型自治会活動の 9 点以上の割合を集計基準として設定すると政策満足
度と-0.717 と負の相関を示している。しかしながら 10 点以上の割合にすると相関関係は
r=-0.580 と負の相関が減少する傾向にある。結束型自治会活動の集計基準を厳しくすると
相関関係は正に変化する。しかしながら、集計基準を厳しくし、統計的に有意な結果は得
られなかった。なお、自治会活動とは自治会と近隣住民組織のネットワークを形成するこ
とや暮らしの安心や生活に関わる社会サービスの供給を補完しているのでローカル・レベ
ルの地域社会運営では重要な役割をもっている。それが関連するように結束型自治会活動
の集計基準を 12 点以上にした場合、墨田区や足立区を除いて協働（0.633）、ネットワーク
管理（0.674）と正に相関している。結束型自治会活動は集計基準を緩やかにした場合、政
策満足度と負に相関するので、活動が高まることによって政策の不備が発見されて不満が
高まる結果、満足度が減少している可能性がある。しかしながら、協働と相関しているた
め、上記の様な結果を含めても結束型自治会活動はガバナンスを下支えする要素として十
分に考えられる。なお墨田区や足立区は結束型自治会活動の水準は高い傾向にあるが、そ
れが協働やネットワーク管理に直接的な影響を与えているわけではない。 
次に住民同士のネットワーク（つきあい）（0.632）は政策満足度と強く相関し、住民の
まとまりの良さによる集合的効力感の効果は地域差にも関係している。基本的に住民同士
のつきあい得点の区別平均は 10.26 点となっており中央値は 10 点であるから 5 点および 6
                                                        
146 分析結果では自治会活動のうちスポーツやイベントへの参加がガバナンスのプロセス
と関係があるとはいえないことが示されている。自治会などのローカルな文脈における東
京・特別区の分析は Putnaｍ（1993）の分析結果とは異なっている。東京・特別区では地
域の問題に関心を持つことから住民が一体となって行う自治会の結束型自治会活動がガバ
ナンスにとっては重要である。 
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点以上の住民同士つきあいの比率はどの特別区でも 100％の比率を示し地域差が現れない。
しかし、5 点以上の割合を算出してから基準を厳しくしていくと、8 点以上の割合からは政
策満足度やガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）の地域差と正に対応し始める。表
4-7 にはその結果を掲載している。なお、政策満足度に対する効果は 12 点以上の割合にま
で基準を厳しくしても統計的に有意な相関が認められる147。さらに 8 点以上の割合を基準
に設定すると北区を除いた地域で協働（0.669）、ネットワーク管理（0.663）と相関してい
る。つまり、政策満足度に対して直接的な効果がある時、ガバナンス要因と連動し始める
ので148、住民同士つきあいはガバナンスと関係がある。そして、住民同士のまとまりが良
いほど自治会は自治体と協働しやすく、自治体も協働型政府として自治会から協力を得ら
れやすいのでネットワーク管理を積極的に行う傾向にあると推察される。なお、ネットワ
ーク管理に対する住民同士つきあいの効果は仮説に設定していなかった知見である。 
では、信頼はどのような特徴が示されるのであろうか。自治会長が評価した「裁判所」
や「NPO 等の市民団体」に対する信頼性を合算した「制度信頼」によれば比較的基準を緩
めて平均値（5.40）以下の5点以上の割合を分析に用いても政策満足度（0.690）、協働（0.450）
に対する効果が認められる。なお、制度信頼は集計する基準を厳しくすると相関性が強く
なる傾向にある149。制度信頼は高水準になるほど組織間の協力が容易になるので協働と密
接に関係している。一方で自治体信頼は表 4-7 に掲載した 5 点以上の割合と相関性が認め
られる150。自治体信頼は板橋区を除いて政策満足度（0.681）と協働（0.761）と強く正に相
関している。板橋区においては、自治体信頼の水準が比較的少なくとも政策満足度や協働
水準が高水準であるので他の要因が働いてガバナンスが促進していると考えられる。一方
                                                        
147 政策満足度と住民同士つきあいの関係は表 4-7に掲載した結果に加えて 9点以上の割合
（0.545）、10 点以上の割合（0.642）、10 点以上の割合（0.642）、12 点以上の割合（0.520）
を算出した場合に統計的に有意な結果が認められる。これはどの比率を用いてもおおよそ
同程度の相関性が結果としてられることを意味している。 
148 住民同士のつきあいと協働の関係は表 4-7 に掲載した結果に加えて住民同士つきあい
が 9 点以上の割合（0.710）、10 点以上の割合（0.535）と同程度の相関性が統計的に認めら
れる。 
149 協働に対しては 5 点以上の割合に加えて 6 点以上の割合（0.614）、7 点以上の割合（0.524）、
北区を除いた 8 点以上の割合（0.669）とも相関性が認められる。 
150 なお、自治体信頼の集計基準を厳しくし 6 点から 9 点以上の比率を算出したとしても政
策満足度およびガバナンス要因の地域差と統計的に有意な対応関係は確認されなかった。
これは高水準な自治体信頼が政策満足度およびガバナンスに効果がないことを示唆するの
ではない。比較的 5 点以上という中位程度の自治体信頼が政策満足度やガバナンスと対応
している背景には政策が上手くいっている地域の便益は自治体と密接な関係を結びついて
いる市民社会組織だけでなく広く市民が享受できると考えられるため信頼の効果を地域比
較分析では信頼することの効果を明確に反映できていない可能性があることに留意された
い。この点に関する因果関係は更なる検証が求められよう。 
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で自治体信頼とネットワーク管理（0.683）の関係は強い相関関係が認められる。 
 以上の分析結果より、自治会の政策満足度に対しては団体活動を除いて信頼と住民同士
つきあいの地域差と正に対応し、その背景にはガバナンス要因である協働とネットワーク
管理の地域差と対応していることが関係していると考えられる。政策満足度に対する関係
の強さは自治体信頼や制度信頼の関係性が最も高い。そして協働やネットワーク管理に対
するソーシャル・キャピタルの効果を比べてみると、自治体信頼の影響が高いといえる。 
では、上記の分析結果は特別区のどのような地域差を説明できるのだろうか。筆者は図
4-2 に、散布図として示している図 4-3、図 4-4 の内容を整理している。図 4-2（a）は協働
に対する効果を「自治体信頼」と「橋渡し型自治会活動」から整理している。枠内の平均
は自治会の「協働水準」を示している。それによれば、自治体信頼と橋渡し型活動が比較
的高水準であることが世田谷区や目黒区の協働水準を高めている可能性がある。それに対
して葛飾区や足立区、文京区は自治体信頼や橋渡し型活動が低水準であることに対応して
協働水準が減少している可能性がある。一方江東区や北区は自治体信頼が協働水準を押し
上げ、板橋区にとっては自治会の制度信頼が重要と思われる。杉並区は自治体信頼が乏し
いために協働が平均水準となっている可能性がある。一方で、自治体信頼が高く制度信頼
が高いのにもかかわらず、大田区や中野区の様に平均より協働水準が低い地域も確認され
た151。 
さらに、図 4-2（b）の様に「自治体信頼」と「つきあい」から整理すると、A や B の地
域に位置する特別区の協働水準の分散は上記のソーシャル・キャピタル変数から説明でき
る。また、墨田区は自治体信頼が高い反面、住民同士つきあいの水準が低いので協働水準
が低い。一方で大田区や杉並区、中野区はかえって住民同士のつきあいが活発であるが自
治体信頼の水準が乏しいので協働水準が低い。その地域では協働型政府としての自治体の
対応が協働水準を上げるためには必要と考えられる。 
次に、図 4-2（c）に整理した「自治体信頼」と「つきあい」からネットワーク管理に対
して次のことがいえる。足立区や葛飾区、墨田区と隣り合っている江東区では自治体信頼
とつきあいの水準が高いので自治体は協働型政府として積極的にガバナンスに関与してい
る可能性がある。また、中野区は自治体信頼が低くとも住民同士のつきあいが高いので帰
                                                        
151 なお、大田区や中野区は、自治体信頼、制度信頼、住民同士つきあいの水準が高い一方
で、結束型自治会活動の水準が平均水準よりも低い。それが協働と結束型自治会活動は正
に相関しているので、それが大田区や中野区にとっては影響が大きい可能性が示唆される 
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属意識が醸成され、行政は自治会に対して誠実で、事前に情報を周知する様な対応に積極
的な特別区である可能性がある。一方で、住民同士のつきあいが十分であっても杉並区の
様にネットワーク管理が平均以下の特別区もある。 
 
 
 
出所）筆者作成 
図 4-1 自治会のガバナンス要因とソーシャル・キャピタルの整理 
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表 4-8 非営利組織の相関分析結果 
値：相関係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  
  
非営利組織 
政策満足度 
政策過程への
参画度合い 
ネットワーク 
管理（得点） 
自治体信頼（割合） 0.579 0.497 0.602 
23 23 12 
制度信頼（割合） 0.652 
   
23    
ネットワーク（組織内部つきあい） 0.487 0.433 0.529 
23 23 15 
ネットワーク（橋渡し型団体活動） 0.650 0.455 0.533 
23 23 14 
出所）筆者作成 
 さて、表 4-8 から非営利組織の分析結果について次のことがいえる。まず、政策満足度、
ガバナンス要因とソーシャル・キャピタルの関係は密接に関係している。非営利組織の政
策満足度に対してソーシャル・キャピタル変数は総じて正に対応している。中でも制度信
頼（0.652）や橋渡し型自治会活動（0.650）との相関性が他の要素に比べて高いことが統計
的に認められる。 
また、ソーシャル・キャピタル変数の中でも政策満足度と「自治体信頼（0.579）」は密
接に関係している。表 4-8 には他の変数との関連性の兼ね合いから最大合計得点が 15 点の
うち 12 点以上の割合を分析に用いている。しかしながら、集計基準を 6 点以上から 14 点
以上までに変えたとしても相関関係は統計的に有意であった152。また区別集計の基準を探
索的に分析してみると政策満足度と相関している中で 12 点以上の割合を算出し始めてか
ら協働（0.497）の地域差と正に対応し始める153。つまり、自治体信頼が高まることによっ
て協働が促進され、政策から得られる便益が増える結果、政策満足度が上昇すると考えら
れる。また、自治体信頼とネットワーク管理（0.602）の関係についても同様のことがいえ
る。しかしながら、留意すべき点は自治体信頼との相関関係をみる場合には外れ値が確認
された。板橋区や杉並区は自治体信頼が低水準といえども協働水準が高く、豊島区、目黒
区、品川区は自治体信頼が高くとも協働水準は他に比べて低い傾向にある。この様に自治
体信頼ではなく他の要因が直接的に働いてネットワーク管理の地域差が生じているケース
も確認されている154。 
                                                        
152 結果を要約すると政策満足度と自治体信頼の集計結果は 7 点以上（0.523）、8 点以上
（0.467）、10 点以上（0.538）、11 点以上（0.626）、12 点以上（0.579）、13 点以上（0.659）、
14 点以上（0.512）の割合との相関結果が有意であることを分析結果は示している。 
153 協働水準と自治体信頼の関係は自治体信頼の水準が 13点以上（0.538）、14点以上（0.648）、
15 点（0.548）であるとき相関結果が統計的に認められる。 
154 自治体信頼とネットワーク管理の関係は板橋区、杉並区、豊島区、品川区を除いて集計
基準が 7 点以上の割合（0.596）、8 点以上の割合（0.600）と相関している。加えて目黒区
も除いたN=12の特別区では 13点以上の割合（0.602）、14点以上の割合（0.584）、15点（0.623）
と相関結果が有意であることが認められた。 
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一方で、ソーシャル・キャピタル変数の中でも表 4-8 に掲載した制度信頼（14 点以上の
割合）は政策満足度（0.657）と相関する一方で、ガバナンス要因の地域差と対応していな
い。協働と相関するためには区別集計の基準をさらに厳しくする必要がある155。この分析
結果は組織一般に対する信頼度は高水準でなければ協働に効果をもたらすのが難しいとい
えるので、他組織との関係性を密に構築することが重要である。 
さらに団体活動と政策満足度、ガバナンスの地域差は密接に関係している。なお、組織
内部の付き合い（平均値＝9.52 点、第三四分位＝11 点）は集計基準を厳しくする必要があ
る。区別集計の基準を 13 点以上の割合と設定すると組織内部の付き合いは政策満足度
（0.487）、協働（0.433）、ネットワーク管理（0.529）と相関している。なお、板橋区、杉
並区を除いた地域で相関性が認められた。組織内部のまとまりが良いほど帰属意識が高く
組織の共通課題への協力を得られやすくなるので組織間の協働が促進されると考えられる。
一方で組織のまとまりの良さが良いほど協働が促進されて自治体も協働型政府として積極
的にネットワーク管理を行っていることが分析結果から把握できた。この結果より組織内
部のソーシャル・キャピタルはガバナンスを促進させる効果を持つと推察される。 
一方で、一般人に対する懇談会・勉強会やシンポジウムを開催する橋渡し型団体活動も
政策満足度と正に対応している。なお、ガバナンス要因に対しては集計基準を厳しくする
と効果が認められた156。筆者の推計では合計得点（10 点）のうち 9 点以上の割合が協働
（0.455）を促進させる。そして豊島区、杉並区、板橋区を除いてネットワーク管理（0.533）
と正に対応し、政策満足度（0.650）を押し上げている。この結果は橋渡し型団体活動が自
治体職員と非営利組織のネットワークづくりの場所として作用していることでガバナンス
が促進されていることを示唆している。 
 以上より、政策満足度およびガバナンス要因とソーシャル・キャピタル変数の関係は密
接に関わっていることがいえる。一方で、政策満足度と制度信頼は関連性が高いけれども、
ガバナンス要因とは集計基準を厳しくする必要がある。協働やネットワーク管理に対して
                                                        
155 制度信頼は区別集計の基準が 16 点以上の場合であるとき、政策満足度（0.578）と協働
（0.424）と統計的に有意な相関関係が認められる。またさらに区別集計の基準を厳しくす
ると 18 点以上の割合と協働水準（0.468）には有意な相関関係が認められる。但し、非営
利組織の「制度信頼」の平均値は 8.85 点、第三四分位は 12 点となっており、それ以降と
なると区別集計結果に 0％が増えるため分析結果の解釈が複雑であり、相関係数が低くな
る。そのため、本研究では比較的 0％の少ない 14 点以上の割合を分析結果には掲載してい
る。 
156 一方で、協働に対する効果に着目する場合には集計基準を緩めたとしても相関結果は有
意であるという特徴が示されている。6 点以上の割合（0.550）、7 点以上の割合（0.547）、8
点以上の割合（0.482）と協働水準には正の対応関係が統計的に認められている。 
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は自治体信頼の効果が大きい。また、団体活動は協働だけでなくネットワーク管理に対し
ても効果がある。一方で組織内部のつきあいよりも組織間のネットワークづくりの機会と
なる橋渡し型活動の方がガバナンス要因との関連性が高い。 
 
 
 
 
 
出所）筆者作成 
図 4-2 非営利組織ガバナンス要因とソーシャル・キャピタルの整理
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 では、上記の知見を東京・特別区の地域差に照らし合わせてみると、どのように地域差
を説明できるだろうか。筆者は図 4-2 に、ガバナンス要因とソーシャル・キャピタルの関
係を整理している。なお、整理する際には図 4-3 の散布図を参考にしている。図 4-2 上の(a)
と(b)の枠内は非営利組織の協働水準を指し、(c)と(d)は「ネットワーク管理」の水準を示し
ている。図 4-2(a)によれば非営利組織の協働はソーシャル・キャピタルの地域差と次の様
に関係している。まず葛飾区や中野区、世田谷区、豊島区は自治体信頼や一般人へのシン
ポジウム・勉強会等の橋渡し型団体活動の水準が高く、協働水準が高い。しかし B の中央
区や新宿区、練馬区、北区は自治体信頼や橋渡し型団体活動の水準が低いため協働水準が
低い。一方、文京区や品川区など C の特別区では団体活動のネットワークが比較的低水準
だとしても自治体信頼が高いので協働水準が高い傾向にある。また、G に括られた荒川区
や江戸川区では自治体信頼が高くとも橋渡し型団体活動が低いため協働水準が平均以下と
なっている。さらに、D に括られた地域では逆に自治体信頼が乏しくとも橋渡し型団体活
動の水準が高いので協働水準は高い傾向にある。なお、杉並区や板橋区は例外で、橋渡し
活動が高いのにもかかわらず低水準の自治体信頼の影響を強く受けて協働水準は低水準と
なっている可能性がある。自治体信頼と橋渡しの団体活動の両方が備わっていることは協
働水準と一定の関連性がある。 
 次は協働水準の地域差の要因を団体活動（結束型、橋渡型）の違いに着目する。図 4－3
（b）の整理によると、団体活動の説明力は自治体信頼よりも高い。A と B に括られた特
別区の数は多く、23 区のうち 12 の特別区の差異を説明できている。加えて組織内部つき
あいの効果をあわせると D を、そして橋渡し型団体活動の効果をあわせると C の特別区の
差異の実態を把握できる。合計 17 の特別区の状況を説明できる可能性がある。 
一方で、E で括られた練馬区や中央区が改善するためには非営利組織のネットワークづ
くりが必要である。墨田区や板橋区は組織内部の非営利組織の帰属意識を高める必要があ
る。なお団体活動の要素が高くとも杉並区の協働水準が平均以下であることは説明できて
いないので、杉並区の協働水準に対しては自治体信頼の影響が大きい可能性がある。 
 そして、ネットワーク管理の差を「自治体信頼」と「団体活動」から整理している（図
4－2(c)(d)）参照）。それによれば、葛飾区のネットワーク管理が高水準であるという特徴
は自治体信頼、団体活動の双方が高水準であることと関係している。一方で新宿や江東区
は自治体信頼や団体活動の水準が他の特別区に比べて低いのでネットワーク管理の水準が
低い。図 4－2(c)によって整理され G に括られている品川区、目黒区、足立区は自治体信
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頼が高くとも橋渡し型団体活動が乏しいので自治体のネットワーク管理の水準が低い。さ
らに D に括られた台東区、杉並区、板橋区は自治体信頼よりも橋渡し型団体活動の効果が
高いのか、ネットワーク管理の水準が平均より上となっている。また(c)の整理だけでは H
に括られた北区の様に自治体信頼と橋渡し型団体活動が乏しいのにもかかわらずネットワ
ーク管理の水準が平均より上であることや、F で括られた中野区や豊島区、墨田区などの
地域差が説明できない。但し、その地域のうち墨田区は(d)の整理から理解でき、結束型団
体活動の水準が低いのでネットワーク管理の水準が乏しい可能性がある。以上より、ソー
シャル・キャピタルとガバナンス要因、政策満足度は密接に関係している。 
他方で、筆者は上記の分析とは別に協働と制度の関係に関する考察を行い、協働水準の
地域差に対する制度要因の影響を分析している157。その結果はソーシャル・キャピタルの
地域差から得られた結果とは異なり協働水準の地域差を十分に説明できていない158。その
知見を踏まえると、ソーシャル・キャピタルはローカル・ガバナンスの非制度的要因とし
て作用して市民社会組織の自発的協力を促しガバナンスを促進させ、市民に効果的な地域
社会運営が導出されている可能性があると考えられる。地域レベルの相関分析では外れ値
も確認された中で、次節では非集計データの全体を対象として分析を行い、他の影響を統
制して確認されるソーシャル・キャピタルの効果と仮説の妥当性について推し量りたい。 
                                                        
157 制度的要因の影響については坂本（2012）が全国市町村レベルの分析によってその効果
を明らかにしているそれによれば、本分析データと同様の自治体調査から得られた制度整
備度合いのうち協働に関する制度を抽出し、被説明変数に協働指標を作成して多変量解析
を行った結果、有意な影響を明らかにしている。筆者はその研究方法を参考にして東京・
特別区の協働に与える影響の分析を行った。「協働に関連する制度整備度合い」の変数につ
いては坂本（2012）が作成した変数を参考とし、「自治体調査」から得られる①自治基本条
例、②審議会・懇談会の公募制度、③市民会議・ワークショップ、④指定管理者制度、⑤
PFI 事業、⑥まちづくり条例に関する各特別区の制度整備度合い（1＝該当、0＝非該当の
合算得点）の合計点を分析に設定した。 
158 筆者は上記の指標と 3 章で用いた非営利組織（自治会）の協働指標との関係を相関分析
から把握している。その結果、非営利組織の協働水準と協働に関連する制度整備との関係
は r＝－0.258（N=16、p＝n.s）となっており、統計的に有意な関係ではない。また、自治
会の協働水準との関係も同様である（r＝－0.519、N=10、p＝n.s）。つまり制度化の整備度
合いが進んでいるほど協働水準が高まるということは類似した特別区制度という制度間に
おいては支持されないことを意味する。しかしながら協働に関連する制度の中でも自治基
本条例とは、一般に、市民社会組織や住民を主体とした自治体のガバナンス・ルールを定
めた制度的枠組みであり、協働型行政運営の指針として諸学者から重視されている（日高 
2004：65；吉田 2003a：234；辻山 2004：79；中林 2007：247；中谷 2008：204；平井 2015）。
そのため、必ずしも制度的枠組みが、協働の活動に影響を与えていないとは限らない。制
度は十分に国家と団体活動のパターンを規定している（Skocpol 2003）。それを踏まえると、
上記の分析結果とは市民社会組織が自らの行動様式を評価して測られた協働水準の実測値
に対しては協働に関する制度を整備しただけでは効果がなく、他の要因が関連している可
能性がある 
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   （a）自治体信頼（対：政策満足度）         (b)制度信頼（対：政策満足度） 
 
   （c）NW：つきあい（対：政策満足度） 
  
（d）自治体信頼（対：ネットワーク管理） （e）NW：つきあい（対：ネットワーク管理） 
図 4-3 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンス変数の散布図―自治会（１）
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    （f）自治体信頼（対：協働）             (g)制度信頼（対：協働） 
  
   （i）NW：つきあい（対：協働）       （j）NW：自治会活動（結束型）（対：協働） 
図 4-4 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンス変数の散布図―自治会（２） 
  
   （a）自治体信頼（対：政策満足度）             (b)制度信頼（対：政策満足度） 
図 4-5 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンス変数の散布図―非営利組織（１） 
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     (c)自治体信頼（対：協働）        (d)制度信頼（対：協働） 
  
（e）NW：団体活動（結束型）（対：協働） (f)NW：団体活動（橋渡し型）（対：協働） 
  
(g)NW：団体活動（結束型）（対：ネットワーク管理）(i)NW：団体活動（対：ネットワーク管理） 
図 4-6 ソーシャル・キャピタルとローカル・ガバナンス変数の散布図―非営利組織（２） 
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4.4 ガバナンスの非制度的要因として作用するソーシャル・キャピタルの有効性 
4.4.1 ローカル・ガバナンスに対するソーシャル・キャピタルの影響 
筆者は第 2 章で、ソーシャル・キャピタルがローカル・ガバナンスにおいて非制度的要
因として機能することを論じている。筆者が行った先行研究の整理によれば、以下の仮説
が考えられる。 
仮説 2 認知的ソーシャル・キャピタルのうち、連結型の性質を有する自治体信頼および
橋渡し型の性質を有する制度信頼は、市民社会組織の自発的協力を促すので、自
治体との協調行動を活発にさせる。 
仮説 3 認知的ソーシャル・キャピタルのうち自治体信頼および制度信頼が高いほど、調
整に伴うコンフリクトが減るので自治体のメタ・ガバナンス（ネットワーク管理）
が促進される。 
仮説 4 コミュニティの中で、構造的ソーシャル・キャピタルのネットワーク：つきあい
に富んでいるほど、市民社会組織は地域の問題に対する関心が高まり、自治体と
の協働に積極的である。 
仮説 5 コミュニティの中で、構造的ソーシャル・キャピタルのネットワーク：団体活動
に富んでいるほど、自治体は市民社会組織の協力が得られやすいので協働が活発
である。 
仮説 6 ソーシャル・キャピタルに富んでいる地域であるほど、ローカル・ガバナンス（協
働、ネットワーク管理）を促進させるので、市民に効果的な地域社会運営（高水
準の政策満足度）を促進させる。 
本項では、カテゴリカル回帰分析を実施して非集計データから得られた知見を基に上記
に示したソーシャル・キャピタルの仮説 2～仮説 5 に関するローカル・ガバナンス促進仮
説を検証する。そこで、カテゴリカル回帰分析に用いる変数のうち、従属変数には本項で
は協働、ネットワーク管理の指標を設定する159。独立変数にはソーシャル・キャピタルに
関する変数を設定し、加えて統制要因としては 3 章の分析で用いた方法と同様で表 4-9 に
示している自治会と非営利組織の属性要因と政治的要因を分析に組み込んで分析を行って
いる。以降では、本分析から得られたカテゴリカル回帰分析の結果について詳述する。
                                                        
159 なお、本分析ではカテゴリカル回帰分析によって得られるカテゴリの数量化スコアの結
果が解釈可能なモデルの構築を目指し、探索的に分析した結果、主に変数を 2 値化できる
変数は分析の準備段階として変数変換を行って分析に組み込んでいる。 
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表 4-9 本章のカテゴリカル回帰分析に用いる変数一覧 
【非営利組織】   
変数 値 作成方法 
従属 
変数 
政策満足度 
1：不満＋非常に不満、2：ある程度 
3：満足＋非常に満足 
5 段階尺度を 3 段階尺度に変換 
協働注 1 1：0 点、2=1-2 点、3=3-6 点 
自治体との関係の中で以下に示す①～⑥の協働関係を合算
した得点を利用。それは「①政策執行への協力（1=該当）」、
「②委員派遣（1=該当」、「③モニタリング（1=該当）」、「④法案
作成の支援（1=ある程度以上）、「専門知識の提供（1=ある程
度以上）」、「⑥パブリック・コメント（1=ある程度以上）」となって
いる。政策満足度を従属変数としたモデルでは、合計得点が 3
点以上を値=1、そうでない場合＝2 とした２値のダミー変数で
は結果が有意にならなかったため、探索的に変数作成を行
い、3 段階の指標を作成した。 
ネットワーク管理 
1=低水準（17 点以下）、2=高水準（18 点
以上） 
2 値のダミー変数の作成方法に従って、探索的に分析した結
果、左記に示すリコード作業を行った変数を本分析では採用。 
属性 
要因 
関心政策 
1：経済・特殊利益、2：福祉・労働、 
3：国家基本政策、 4：通信・交通・開発 
5：文化・国際、6：農林・環境 
関心政策 24 分類を主成分分析（バリマックス回転）によって 6
つの次元に縮減。縮減された因子を代表値として 6 つのカテゴ
リにグルーピングし、名義尺度変数を作成。 
設立年数 
1=1910 年以前、2=1910 年代 
3=1920 年代、4=1930 年代、 
4=1940 年代、5=1950 年代 
6=1960 年代、7=1970 年代 
8=1980 年代、9=1990 年代 
10＝2000 年代 
連続値である西暦を 10 段階にグルーピングし分類した結果を
名義尺度に変換して作成。 
ガバ 
ナンス 
要因 
協働 1=0-1 点、2=2-4 点、3=5-6 点 
上記に示している①～⑥指標を利用して変数の統合作業を行
っている。なお、モデル（Y=政策満足度）に用いた「ガバナンス
要因：協働」の指標には、上記の指標では有意な結果が得ら
れず、探索的に検討した結果、左記に示す変数となるようにリ
コードしている。 
協働：法 
案作成の支援注 2 
2=かなり頻繁＋頻繁、1=ある程度以下 
上記設問の「④法案作成の支援（5 段階）」を 2 値化して分析に
利用。 
政治 
要因 
自治体： 
働きかけと相談 
1=一方向：団体、2=一方向：自治体 
3=接触なし、4=双方向 
団体の＜直接的接触＞に関する設問と＜相談接触＞に関す
る設問を用いて 4 値の変数を作成。 
議員：働きかけと相談 
1=一方向：団体、2=一方向：議員 
3=接触なし、4=双方向 
団体の地方議員に対する＜直接的接触＞に関する設問と＜
相談接触＞に関する設問を用いて 4 値の変数を作成。 
自治体： 
政策実施・阻止の成功 
2=経験あり（実施・阻止両方） 
1=経験あり（片方）、0＝なし 
団体の活動によって、「自治体の政策・方針」について、＜実
施＞および＜修正・阻止＞をさせることに成功した経験の有無
に関する設問を用いて、左記のリコード作業を行った。上記 2
変数を合算して、0-2 点（最大 2 点）の得点を 2 値に変換してい
る。 
協調関係：特別区 1=低水準（中立的以下）、2=協力的 
「R.市町村」に対する団体の関係評価（対立的-協調的）指標を
用いて、7 段階尺度のうち 1-4 点を 1=低水準（中立的以下）と
し、5-7 点を 2=協力的と解釈してリコード作業を行った。なお、7
段階尺度は値が大きくなるほど協調的であることを示してい
る。 
SC 
要因 
自治体信頼 1=低水準（0-6 点）、2＝高水準（7-15 点） 
「団体の権利や利益、意見を主張するとき、次にあげる人・組
織・集団は、一般的にいって、どのくらい信頼できる」のか、と
いう設問に対する 5 段階の信頼性指標（5：非常に信頼できる、
4：かなり信頼できる、3：ある程度、2：あまり信頼できない、1：）
のうち、「地方議員・政党」、「自治体の首長」、「自治体」に対す
る信頼性を合算した変数を「自治体信頼」の変数として代用し
ている。２値化のリコード作業としては最大 15 得点のうち、7 点
以上を高水準＝２、6 点以下を低水準＝１としてリコードしてい
る。 
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【非営利組織】   
変数 値 作成方法 
SC 
要因 
NW：団体活動（橋渡し型） 1=低水準（0-5 点）、2=高水準（6-10 点） 
団体に対する設問のうち「一般の人に向けて」行う活動のう
ち、「懇談会・勉強会」、「シンポジウム・イベント」に対する 5
段階尺度（5：非常に頻繁、4：かなり頻繁、3：ある程度、2：あ
まりない、1：まったくない）を合算した値をネットワーク：団体
活動（橋渡し型）の変数として代用している。分析には上記指
標を左記に準じて２値化した変数を用いている。 
NW：団体活動（橋渡し型） 
：シンポジウム注 2 
1=あまりない＋全く、2=ある程度、 
3=かなり頻繁＋非常に頻繁 
モデル（Y=政策満足度）に対して、上記変数が有意でなかっ
たため、探索的に検証し、上記変数群のうち「シンポジウム・
イベント」のみを抽出し、分析に用いている。リコード作業は
左記に準拠している。 
NW：団体活動（結束型） 1=低水準（0-7 点）、2=高水準（8-15 点） 
会員同士の交流について、「一般の会員同士顔をあわせて
話をする」、「役員と一般会員が顔をあわせて話をする」頻度
（5：非常に頻繁～1：まったくない）と、一般会員の実際の活動
のうち、「イベントなど実地活動に参加する」頻度（同上）の計
3 変数を合算した値を組織内部のネットワーク：団体活動（結
束型）のソーシャル・キャピタル指標として設定している。分析
には上記指標を左記に準じて２値化した変数を用いている。 
【自治会】    
変数 値 作成方法 
従属変数 
政策満足度 
1：不満＋やや不満、2：ある程度 
3：満足＋やや満足 
5 段階尺度を 3 段階尺度に変換 
協働 
2=高水準（8 点以上） 
1=低水準（7 点以下） 
以下に示す自治体との協働関係に関する指標①～④を合算
して最大 12 得点となる変数を用いている。それは「①区との
社会サービス供給の連携（3=やや頻繁＋頻繁、2=ある程度、
1=それ以下、以下同様のリコード作業）、「②パブリック・コメ
ント（同上）」、「③懇談会への出席（同上）」、「④モニタリング
（3=常時、2=関係あるものだけ、1=していない）」の関係を示
す変数の合算作業を行っている。合計 12 得点のうち 2=高水
準（8 点以上）、1=低水準（7 点以下）の変数を作成した。 
ネットワーク管理 1=低水準（0～9 点）、2=高水準（10 点以上） 
調査票では自治会の取り組みについて尋ねており、ネットワ
ーク管理指標としては「B.行政情報の提供」、「D.要望への誠
実な対応」、「E.地域問題の協議の場の提供」に対する自治
会長の評価（5=満足である～1＝不満である）を設定してい
る。上記 3 変数（5 段階尺度）を合算して最大 15 得点のネット
ワーク管理指標を作成した。そして、分析には 10 点以上を高
水準、9 点以下を低水準とした 2 値の変数を作成した。 
属性 
要因 
世帯加入率 
1=低水準（66.5％未満） 
2=高水準（66.5％以上） 
※モデル（Y=政策満足度）で使用 自治会調査から得られた「世帯加入数」を「全世帯」で除した
割合を左記に準拠してリコードした変数を分析に用いている。 1=低水準（80％未満） 
2=高水準（80％以上） 
※モデル（Y=協働）で使用 
政府 
規模 
行政職員数 
1：対応能力（適正） 
2：対応能力（小） 
3：対応能力（高） 
※モデル（政策満足度）で利用 
政策満足度と行政職員数の散布図（区別集計データ）に従
い、対応能力を 3 カテゴリに分類し名義尺度を作成。 
1=水準１、2=水準２、3=水準３、4=水準４ 
5=水準５ 
※（モデル（Y=ネットワーク管理）で利用 
4 章で用いた 5 段階尺度の行政職員数（カテゴリ）を分析に利
用。 
※上記変数がモデルで有意でなかったため、探索的に分析
し、本変数を利用している。 
ネットワー
ク 
要因 
  
他組織との連携 
1=低水準（0-4 点） 
2=高水準（5 点以上） 
※モデル（Y=政策満足度）で使用 
調査票では、自治会の活動のうち「B.自治会連合会」、「C.同
じ地域で活動する地縁団体」、「D.NPO などの市民団体」と連
携している活動について 1 位から 5 位までを尋ねている。回
答した連携活動数を連携頻度を反映する得点（最大 5 点）と
設定して、B～D の各団体の連携頻度を全て合算した（最大
15 点）。それを２値に変換する作業を行い、本分析では 5 点
以上を 2=高水準、4 点以下を 1=低水準の「他組織との連携」
指標として設定することとした。 
1=低水準（7 点以下） 
2=高水準（8 点以上） 
※モデル（Y=協働）で使用 
上記変数（最大 15 点）を用いて、上記とは異なるリコード方法
で 2 値化している（左記に準拠）。 
市町村との関係 1=請負のみ、2=仲介役＋協働、3=独立 
「問 25：地域の諸問題を解決する上で市町村（特別区）とどの
ような関係があることが望ましいか」という設問を左記 3 カテ
ゴリに縮減して利用。 
 164 
 
【自治会】 
変数 値 作成方法 
政
治 
要
因 
交際：政治団体役員 2=あり、1=なし   
直接接触： 
特別区職員＋幹部 
1=なし、2=どちらか片方接触 
3=両方接触 
自治会の要望や意見を反映させるために「A.市町村の担
当課に相談」、「B. 市町村の幹部に相談」頻度（1=ある程
度以上、0＝それ以下）を合算して、探索的に分析した結
果、左記の様にリコードしている。 
円滑度： 
業務遂行 
2=高水準（ある程度以上） 
1=低水準（それ以下） 
自治会長が回答した「G.市町村の業務の遂行」に対する
評価（5：円滑である～1：円滑ではない）を左記の様にリコ
ードし分析に用いている。 
ガ
バ
ナ 
ンス 
要
因 
協働注 1 
1=低水準（0-3 点） 
2=高水準（4 点以上） 
上記のガバナンス要因：協働と同様の変数を用いている
が、モデル（Y=政策満足度）の独立変数には、探索的に分
析し、左記に示すリコードの方法に準拠して変数を作成し
たガバナンス要因：協働指標を分析に用いている。 
ネットワーク管理 同上 同上 
SC 
要
因 
自治体信頼 2=高水準（5 点以上）、1=低水準（4 点以下） 
信頼性に関する設問のうち、「行政機関」、「地方議員」に
対する信頼度合い（1：信頼できる～5：全く信頼できない、
逆順序変換）を合算した得点（最大 10 点）を「自治体信頼」
の指標として設定している。 
NW：団体参加（結束型） 2＝高水準（13 点以上）、1=低水準（12 点以下） 
自治会活動のうち「清掃・美化活動」、「見回り」、「防災訓
練」、「交通安全」に参加する加入世帯の活動頻度（1：8 割
以上～5：2 割以下、逆順序変換）を合算した得点（最大 20
点）をネットワーク：団体参加（結束型）指標として設定して
いる。 
NW：団体参加（結束型） 
交通安全 
2=高水準（ある程度以上） 
1=低水準（それ以下） 
上記変数の「交通安全」を左記の様にリコードして、分析
に利用 
※上記変数が、有意でなかったため、探索的に分析して
利用した。 
NW：つきあい 2=高水準（8 点以上）、1=低水準（7 点以下） 
自治会調査の設問のうち「問 10：5 年前と比べた地域にお
ける住民同士のつきあい（1：活発になった～5：活発になっ
ていない、逆順序変換（以下同様））」、「問 16：住民による
地域での活動（1：盛んである～5：盛んではない）」、「問
36：旧来からの住民と新来の住民の交流（1：円滑である～
5：円滑ではない）」の合算した得点（最大 15 得点）をネット
ワーク：つきあいの指標として設定している。 
出所）筆者作成 
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（１）地方政府―自治会のローカル・ガバナンスへの影響 
表 4-10 自治会のカテゴリカル回帰分析結果（Y=ガバナンス要因） 
(a)自治会の分析：モデル（Y=協働）  （b）自治会の分析：モデル（Y=ネットワーク管理） 
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 296  
区分 
N 304 
R2 0.145  R2 0.124 
Adj.R2 0.118  Adj.R2 0.098 
判別率 85.8%  判別率 62.2% 
従属変数 Y=協働  従属変数 Y=ネットワーク 管理 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
属性要因 世帯加入率 0.115  政府要因 政府規模 0.092 
政治要因 
協調関係：特別区 0.064  政治要因 直接接触：職員＋幹部 0.18 
交際関係：政治団体役員 0.115  ガバナンス要因 協働 0.151 
ガバナンス要因 ネットワーク管理 0.113  
SC 要因 自治体信頼 0.170 ネットワーク要因 他団体・連携 0.216  NW：つきあい 0.224 
SC 要因 
自治体信頼 0.048  出所）筆者作成  
 
NW：つきあい 0.065     
NW：自治会活動（結束型） 0.140     
出所）筆者作成      
 
 筆者は上記に示す表 4-10 の通り、主に属性要因、そして政治要因が与える影響を統制し
た上で影響を与えるソーシャル・キャピタルの効果の推量を行った。地方政府と自治会の
協働とネットワークを従属変数とした分析結果はそれぞれ漸近有意確率（両側）5％水準で
総じて有意な変数のみをモデルに組み込んだ結果を示している160。 
 分析結果から示されるモデルの精度をみると、表 4-10 の（a）に示している協働を従属
変数に設定した回帰分析結果は、R2＝0.145（Adj.R2＝0.118）と 1 割程度の分散しか説明力
を持っていない。しかし、本分析では従属変数を 2 値化して検証しているので、判別率を
別途計算して予測値と実測値の的中率の計算を行っている。それによると 85.8％の結果が
的中しているので良好なモデルとして解釈される。また、表 4-11 の(b)に示した従属変数に
ネットワーク管理を設定した分析結果は R2=0.124（Adj.R2＝0.098）であるが、判別率が
62.2％的中したので良好な分析結果となっている。 
 では、各変数の影響度についてはβ係数（標準化係数）からみると次のことが読み取れ
る。まず、協働を従属変数としたモデルの結果によれば、最も影響度の高い変数は他団体・
連携（0.216）となっており、次いで、結束型自治会活動（0.140）、世帯加入率（0.115）、
政治団体役員との公開関係（0.115）の順に関連している。他団体・連携は自治会と他の近
隣住民組織と連携して活動する社会サービスの供給活動を指している。自治会と近隣住民
組織との連携関係は自治会ネットワークとしての意義がある。この様なネットワークを駆
                                                        
160 筆者は、地方政府-市民社会の関係様式に関する変数のうち政治行動に関する政治要因
と属性要因について探索的にモデルに組み込み統計的に有意な変数のみを抽出している。
それ故、本分析では東京・特別区の特にローカルな市民社会組織にとって有意となったモ
デルの解釈を行うために、モデル毎で組み込まれる変数に違いがあることに留意されたい。 
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使して自治会は特別区との協働活動を高めていることが読み取れる。次に、ソーシャル・
キャピタル要因の結束型自治会活動が有意に関連している。これは自治会が常日頃から地
域課題の解決を目的とした活動と特別区の職員と連携して行う社会サービスの供給活動が
密接に関連していることを示している。なお、自治体信頼（0.048）、住民同士つきあい（0.065）
との関連性は有意な結果として示されているが、関連度が小さくなっている。集計データ
に基づく分析では信頼やつきあいの効果は大きいことが示されていたが、他方で個別の自
治会を単位とした分析結果ではむしろ日ごろの住民自治に関連する活動と協働が密接に関
係しているといえる。また、活動頻度と協働の関係性が比較的強いので、住民がどれだけ、
地域に加わっているかを示す世帯加入率との関連性も比較的高く示されている。 
 加えて、自治体との協働は政治団体との交際関係も関係している。これは協働の場を通
じて、自治体職員や他の政治団体の役員との関係を築いていることが関係していると考え
られる。そして、特別区との協調関係（0.064）と協働に大きな影響は与えていないことが
分析から示されている。 
さらに、協働に対してソーシャル・キャピタル要因の橋渡し型活動は統計的に有意な影
響とは認められなかったので、自治会レベルのローカル・ガバナンスではスポーツやイベ
ントを行うかどうかという問題と、政策運営の中で自治体が地方政府と協働するという問
題には関係がないといえる。 
 では、従属変数にネットワーク管理を設定したモデルではどのような変数が影響を与え
ているであろうか。まず、協働を従属変数に設定したモデルと比較して統計的に有意な変
数が減少している。つまり、自治体の対応を自治会の意識・行動指標から推し量れる変数
が減っていることを意味する。しかしながら、自治会長が評価したソーシャル・キャピタ
ルに関する住民同士つきあい指標（0.224）の関連性が最も高いので、帰属意識と自治体の
対応は密接に関わっているといえる。次いで、政治要因である直接接触：職員＋幹部（0.180）、
また自治体信頼（0.170）、協働（0.150）、政府規模（0.092）の順に関連している。 
 分析結果では、ソーシャル・キャピタルの構成要素として住民同士つきあいに加えて自
治体信頼の影響が他の要因を統制しても統計的に有意であることを示している。また、協
働を従属変数に設定した効果よりも影響度が高い。これは、ソーシャル・キャピタル要因
の中でも自治体信頼はローカル・ガバナンスの要素である協働だけでなくネットワーク管
理の役割に対しても影響があることを明らかにした点で有用な分析結果といえる。ソーシ
ャル・キャピタルとガバナンスの研究では、ソーシャル・キャピタルが協働を促進させる
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という経路は一般的に支持される傾向にあるが、ガバナンスに対する自治体の対応に与え
る影響を明らかにした研究は少ない。その意味で本分析結果は意義がある。 
 続いて、協働水準の違いはネットワーク管理としての協働型政府としての役割と有意に
関係している。これは、自治会が地方政府のステイクホルダーとして地方政府の対応能力
をガバナンスによって補完していることに対応して、自治体も協働型政府として変化して
いることを意味している。また、政府規模は統計的に有意な効果を持っており、行政の人
的リソースが乏しいか富んでいるのかという問題は、地方政府がガバナンスにおいてネッ
トワーク管理の役割を積極的に果たすかどうかという問題に関係していることを意味する。 
 では、カテゴリ別の傾向について、以下の図 4-9 に示したカテゴリの数量化スコアの傾
向をみると次のことがいえる。 
 まず自治会との協働を従属変数とした分析結果によれば、協働のカテゴリ（数量化スコ
ア）は高水準であるほど正の値を示している。それを踏まえると、協調関係は仲介役＋協
働ないし独立の方が、政治団体役員との交際関係があるほど、世帯加入率は高いほど、自
治体のネットワーク管理は積極的であるほど、また自治体信頼に篤く、住民同士のつきあ
いが活発であり、自治会活動が活発であるほど、地方政府と自治会の協働水準は統計的に
有意に上昇することが明らかとなった。 
 これは、ソーシャル・キャピタルが協働の促進に寄与する仮説を支持していることを示
している。まず、自治体に対する信頼が篤いほど自治会から地方政府は容易に協力を得ら
れるので協働が盛んである。つまり、協働に対する仮説 2 は自治体信頼について支持され
た。また、住民同士のつきあいが良好なコミュニティでは帰属意識が高く自治会も積極的
に地方政府との協力を求めるので協働が促進していると考えられる。この結果は、協働に
対する仮説 4 がネットワーク（つきあい）について支持されたことを意味する。さらに、
自治会の見回り活動や防災訓練、交通安全活動など暮らしの生活・安全にかかわる自発的
な問題処理行動が活発であるほど協働が進んでいるという結果が得られた。しかしながら、
スポーツ・イベントは協働に対して効果がない。これは協働に対する仮説 5 は結束型自治
会活動について支持されたことを意味する。 
 また、協働とネットワーク管理は正の対応にある。協働を通じて自治会が要望を働きか
けることは、地方政府がその調整者として役割を果たすことと関係している。つまり、自
治会とのガバナンスが進展している中で、地方政府の役割は縮小しているのではなくむし
ろその役割はネットワーク管理として行政需要に応える動きに変化していると考えられる。 
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では、ネットワーク管理を従属変数に設定したモデルのカテゴリはどのような傾向を示
しているだろうか。図 4-9(b)によればネットワーク管理の水準は数量化スコア値が大きく
なるほど高水準になる傾向にある。それに依拠すると、政府規模の水準は低いほど、そし
て政治要因としては自治会の働きかけが多いほど、そして協働が活発であるほど、ネット
ワーク管理の水準は上昇する傾向にある。さらに、ソーシャル・キャピタル要因は自治体
に対して信頼が篤く、住民同士のつきあいが盛んであるほど、自治体はネットワーク管理
としてガバナンスの中で積極的な役割を果たすことが分析結果から明らかとなった。 
政府規模の傾向は、行政職員数の少ない水準１と水準２のネットワーク管理の水準が高
いことを示しており水準３の様に人的リソースが増加するとガバナンスに対する自治体の
ネットワーク管理水準は減少する。しかし、政策満足度にとって最適な点ではネットワー
ク管理としての対応が高くなり、比較的行政職員数の多い水準 5 のネットワーク管理の水
準は減少する。結果として水準１と水準２の数量化値に比べて行政職員数が増えると数量
化値は減少するので行政職員数が増えるほどガバナンスに対する自治体の対応は減ってい
る。これは、行政職員数の乏しい地域では自治会との協働関係が活発であるから、それに
対応する形で行政の役割が変化していることを意味しよう。また、自治会の要望・接触が
関係していることの含意としてはガバナンスが進展すると要望を働き掛ける自治会が増え
るので、その対応を求められて利害を調整する役割として自治体がネットワーク管理を行
う結果、その水準が上昇すると考えられよう。 
そして、ソーシャル・キャピタルは次の様にガバナンスを下支えしている。自治体は協
働型政府としてガバナンスにおいて積極的な役割を果たすことによって自治体に対する信
頼が蓄積されるので、自治会の協調コストを下げる。そして、地方政府のネットワーク管
理を促進させると考えられる。つまりネットワーク管理に対する仮説 3 は自治体信頼につ
いて認められる。一方で仮説立てしていない効果として、住民同士つきあいが与える自治
体のネットワーク管理への影響が明らかとなった。コミュニティのまとまりの良さはガバ
ナンスに対する自治体の対応を変容させる。
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(a)モデル（Y=協働） 
 
(b)モデル（Y=ネットワーク管理） 
出所）筆者作成 
図 4-7 カテゴリカル回帰分析から得られた数量化スコア（自治会） 
 
低水準 -0.456
高水準 2.192
請負のみ -3.814
仲介役＋協働 0.249
独立 0.437
なし -1.056
あり 0.947
低水準 0.704
高水準 -0.421
低水準 -0.973
高水準 1.027
低水準 -3.292
高水準 0.304
低水準 -3.445
高水準 0.29
低水準 2.646
高水準 -0.378
NW：つきあい
NW：自治会活動（結束型）
従属変数
政治要因
属性要因
ガバナンス
SC要因
協働
協調関係：特別区
交際関係：政治団体役員
世帯加入率
ネットワーク管理
自治体信頼
低水準 -0.955
高水準 1.047
水準１ 0.451
水準２ 1.554
水準３ -1.603
水準４ 0.596
水準５ -0.123
なし -1.572
1 -0.374
2 1.17
低水準 -0.46
高水準 2.176
低水準 -2.176
高水準 0.46
低水準 -0.993
高水準 1.007
自治体信頼
NW：つきあい
従属変数
政府要因
政治要因
ガバナンス要因
SC要因
ネットワーク管理
政府規模
直接接触：職員＋幹部
協働
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（２）地方政府－非営利組織のローカル・ガバナンスに与える影響 
表 4-11 非営利組織のカテゴリカル回帰分析結果（Y=ガバナンス要因） 
値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 309  
区分 
N 271 
R2 0.352  R2 0.088 
Adj.R2 0.294  Adj.R2 0.039 
判別率 71.4%  判別率 80.4% 
 Model3   Model4 
従属変数 Y=協働  従属変数 Y=ネットワーク管理 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
属性要因 関心政策 0.144 
 
属性要因 関心政策 0.131 設立年数 0.222  目的：行政媒介型 0.103 
政治要因 
協調関係：特別区 0.094  政治要因 自治体：働きかけ・相談 0.141 自治体：働きかけ・相談 0.264  議員：働きかけ・相談 0.080 
要望の受け入れ 
：政策実施・成功 0.169 
 ガバナンス要因 協働：法案作成支援 0.150 
SC 要因 
自治体信頼 0.093  SC 要因 自治体信頼 0.167 
NW：団体活動（結束型） 0.122  出所）筆者作成   
NW：団体活動（橋渡し型） 0.187     
出所）筆者作成       
 さて、次は非営利組織の分析結果についてみていくことにしたい。表 4-11 はガバナンス
要因を従属変数として設定した回帰結果を示している。モデルの精度について、R2＝0.352
（Adj.R2＝0.294）と分散の 3 割程度の説明力を持っている。また、判別率を計算したとこ
ろ予測値は実測値の 7 割（71.4％）を的中しているので良好な分析結果となっている。一方
で、ネットワーク管理を従属変数に設定したモデルの分析結果によれば R2＝0.088（0.039）
と精度はほとんど意味を成していない。しかしながら、判別率は 8 割（80.4）を的中してい
るので、本分析の精度は一定の基準を満たしている。 
 では、標準化係数から関連度について考察する。協働を従属変数に設定した分析結果に
よれば、政治要因の自治体：働きかけ・相談（0.264）との関連度が最も高い。次いで、要
望の受け入れ：政策実施・成功の経験（0.169）との関連度が高い。一方で、属性要因の設
立年数（0.222）の関連度も高いことが示されている。非営利組織が地方政府のステイクホ
ルダーとして協働することと、政策課題に対する非営利組織の利益追求活動は密接に関連
している。 
 続いて、ソーシャル・キャピタル要因としてはネットワークの橋渡し型団体活動（0.187）
の関連度が高く、次いで関心政策（0.144）、結束型団体活動（0.122）との関連性が高い。
つまり一般人に向けたシンポジウムや懇談会・勉強会や組織内部のつきあいが密であるか
どうかは帰属意識と関連して協働に有意な効果を与えている。他方で自治会の分析結果と
同様に自治体信頼の影響度（0.093）は小さい。また、関心政策の影響が有意に示されてお
り、協働水準の進展度合いは関心政策によって違いことを意味している。 
 一方で、従属変数にネットワーク管理を設定した分析結果からは次のことがいえる。自
治会の分析結果と同様にソーシャル・キャピタル要因の自治体信頼（0.167）の関連度が他
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の要因に比べて高い。そして、特筆すべき点は非営利組織に対する自治体のネットワーク
管理に対してはソーシャル・キャピタル要因のうち自治体信頼のみが有効であったことで
ある。 
次いで、ガバナンス要因の協働：法案作成支援（0.150）、政治要因の自治体・働きかけ・
相談（0.141）との関連性が高い。政策運営の中でも特に、政策形成の場で非営利組織と地
方政府の協働関係が築かれていることが地方政府のネットワーク管理の度合いに違いをも
たらしている重要な要因であったといえる。また、非営利組織と地方政府の関係の中で行
われる 4 類型の働きかけに関する水準の違いがガバナンスに対する地方政府の対応に影響
を与えている。また、活動目的のうち「行政媒介型組織（0.103）」が有意となっており、非
営利組織がサービス供給を志向するかどうかという問題はガバナンスに深く関わっている。
加えて、ネットワーク管理に対しても関心政策（0.131）の違いが有意に関係している。 
では、カテゴリの傾向はどのように読み取れるだろうか。後に図示しているデータ・グ
ラフによれば協働を従属変数としたモデルによれば協働の水準が上がるほど数量化スコア
の値は大きくなる。 
そして、関心政策は福祉労働、国家基本政策、文化・国際の分野では協働が活発である
一方で、経済・特殊利益ないし通信・交通・開発、農林・環境分野では地方政府との協働
の水準が低い。福祉労働などの少子高齢化問題など行政の側が過重負担である分野で市民
社会組織の対応能力が重要である。一方で、非営利組織が志向する経済・特殊利益や開発、
農林・環境分野においては協働が活発化されていない。経済特殊利益などの私的利益の追
求を志向する非営利組織と、中立性を重要視する地方政府では協働が難しいことを本分析
では示している可能性がある。むしろ協調的に政策課題を解決せざるを得ない福祉労働や
文化・国際政策の範疇で協働が活発化しているとみえよう。 
続いて、設立年数別にみると、戦前に設立された組織は 1910 年代を除いて協働水準が最
も高いという傾向が得られている。一方で 1930 年代に設立された組織の協働水準は最も低
いという傾向が示された。そして 10 年間隔のスケールに関わらず 1940 年代から 1960 年代
に設立された非営利組織の協働水準は高い。1940 年代から 1950 年代にかけて設立された団
体は辻中・森（2010：40-41）によれば「戦後―高度成長期優位型」の形成パターンをとっ
ており、団体の影響力は 1940 年代から 1965 年代に設立された組織が最も大きい。その結
果と関連して協働水準が高まっていることが本分析から考えられる。また、1970 年代以降
の組織は比較的、組織リソースの蓄積も少なく主観的影響力評価も小さくなっているので、
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それに関連して協働水準が低迷していると考えられる。 
さらに、自治体との関係パターンの特徴は直接的な働きかけや相談を受けない組織より
も自治体から相談され、双方向の関係を築いている組織ほど協働が活発となっている。非
営利組織と地方政府の協働が活発であることは双方向の関係が築かれていることと正に対
応している。それは協働を通じて要望が受け入れられる経験が増えるからと考えられる。
一方で、地方政府に対して批判的で対立的な組織であるほど規律付けの意味合いとして協
働を促進させているといえる。さらにソーシャル・キャピタルについては自治体信頼と団
体活動について協働に対する効果が支持された。首長や自治体に対する信頼性は協働を促
進させる効果があることは非集計データからも確認される。そして、団体活動は組織信頼
よりも効果を有している。組織内部のまとまりが良いほど帰属意識が高く自治体との協働
を促進させる。そして、団体が一般人に行うシンポジウムや勉強会は協働を促す情報伝達
の役割を果たすとも考えられるので正の効果が働いていると考えられる。以上より協働に
対して仮説 2 は自治体信頼に支持され、仮説 5 は団体活動に総じて支持されている。 
 
出所）筆者作成 
図 4-8 カテゴリカル回帰分析から得られた数量化スコア（非営利組織：Y=協働） 
なし -0.075
1-2 0.362
3-6 1.544
経済・特殊利益 -0.982
福祉労働 1.122
国家基本政策 1.185
通信・交通・開発 -0.429
文化・国際 0.413
農林・環境 -1.292
1910年以前 2.124
1910年代 -0.35
1920年代 4.043
1930年代 -3.053
1940年代 0.71
1950年代 0.915
1960年代 0.471
1970年代 -0.937
1980年代 -1.483
1990年代 -1.301
2000年代 0.264
一方向：団体 -0.377
一方向：自治体 0.747
接触なし -1.25
双方向 1.01
0 -0.699
1 1.578
2 1.245
対立的 2.394
中立的 -1.027
協調的 0.656
低水準 -1.414
高水準 0.707
低水準 -2.173
高水準 0.46
低水準 -0.94
高水準 1.064
数量化スコア
NW：団体活動
（結束型）
NW：団体活動
（橋渡型）
協働
関心政策
設立年数
自治体：
働きかけ・相談
要望の受け入れ
政策実施・阻止経験
従属変数
分析に用いる変数
協調関係：特別区
自治体信頼
属性要因
政治要因
SC要因
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 では、従属変数にネットワーク管理を設定したモデルのカテゴリ傾向について以下に図
示した図 4-9 の数量化スコア値から次のことがいえる。まず、ネットワーク管理のカテゴリ
と数量化スコアは正に相関し値が大きくなるほど高水準となる。関心政策に関しては経
済・特殊利益および福祉労働政策に関心を持つ団体とネットワーク管理の高水準が対応し
ている。一方、「文化・国際」、「通信・交通・開発」は低水準と対応している。福祉労働政
策に関心を持つ団体は協働水準が高いのでその分自治体はネットワーク管理に積極的とい
える。また、経済・特殊利益を志向する非営利組織と協働する場合には行政の掲げる政策
目的との乖離が生じた場合、なお一層自治体は利害調整のバランスに務めようとすると考
えられるので、ネットワーク管理の高水準と若干対応関係にあると考えられる。しかし、
文化・国際政策などは対立よりも協調が先行されるので、比較的ネットワーク管理の必要
がない可能性がある。 
また、行政媒介型組織の目的を志向している組織が多い特別区ほどネットワーク管理に
積極的である。それに関連してネットワーク管理に積極的な自治体では、地方政府から相
談を受けている組織が多い一方で、双方向の関係を築いている組織が多いほど自治体の役
割が低減するという関係にある。これは、双方向で情報の伝達などの関係性が既に構築さ
れているならば利害調整が容易であるため、自治体の対応頻度は収束すると考えられる。
しかしながら、議員：働きかけ・相談の傾向は行政関係とは異なる傾向が示されており、
むしろネットワーク管理としての役割が積極的な特別区では、非営利組織は議員に対して
働きかけている傾向が強い。 
 さらに、ガバナンス要因の協働：法案作成の支援のみがネットワーク管理に関する変数
と有意に関係し、政策形成過程に参画している非営利組織が多いほど地方政府は利害調整
のバランスに努めていることが伺える。これは協働のウェイトを均一にせず、市民に効果
的な地域社会運営への影響を考慮して考えた方が良いことを意味している。この分析結果
によると非営利組織が政策形成過程の局面で働きかける行動はガバナンスにおいて市民に
効果的な地域社会運営を行う上でウェイトが高いと考えられる。この分析から非集計デー
タにおいて協働とネットワーク管理は政策形成の局面において集計データと同様の知見が
確認された。 
 そして、ソーシャル・キャピタル変数の中でも非営利組織の自治体信頼は他の構成要素
に比べてネットワーク管理と有意に関係している。つまり、非営利組織から信頼されてい
る自治体では、非営利組織の協力を得られやすいので自治体は協働型政府としてネットワ
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ーク管理しやすく利害調整を行いやすいといえる。その関係からネットワーク管理の水準
は高水準であることと対応していると考えられる。一方で、団体活動や組織内部のまとま
りの良さは他の要因を統制すると、ネットワーク管理に対して間接的に効果があると考え
られる。非営利組織に対するネットワーク管理はガバナンスが行われるネットワークの中
で問題となるので自治体信頼の効果が必要と考えられる。以上の結果、ネットワーク管理
に対する仮説 3 は自治体信頼について支持された。 
 
出所）筆者作成 
図 4-9 カテゴリカル回帰分析から得られた数量化スコア（非営利組織：Y=ネットワーク管理） 
低水準 -0.452
高水準 2.212
経済・特殊利益 0.521
福祉労働 0.754
国家基本政策 -0.082
通信・交通・開発 -0.685
文化・国際 -0.2474
農林・環境 0.16
なし -1.034
あり 0.967
一方向：団体 -0.484
一方向：自治体 1.16
接触なし 0.503
双方向 -1.499
一方向：団体 1.348
一方向：議員 -3.157
接触なし -0.059
双方向 0.13
ある程度以下 -0.061
やや頻繁以上 16.432
低水準 -0.452
高水準 2.212
数量化スコア
ガバナンス要因
SC要因 自治体信頼
従属変数
属性要因
議員：働きかけ・相談
政治要因
関心政策
協働：法案作成の支援
自治体：働きかけ・相談
目的：行政媒介型組織
ネットワーク管理
分析に用いる変数
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4.4.2 政策満足度に対するソーシャル・キャピタルの影響 
表 4-12 市民社会組織のカテゴリカル回帰分析結果（Y=政策満足度） 
(a)自治会 値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意）  （b）非営利組織 値：β係数（漸近有意確率（両側）5％水準で有意） 
区分 
N 216  
区分 
N 267 
R2 0.322  R2 0.270 
Adj.R2 0.285  Adj.R2 0.191 
判別率 62.5%  判別率 58.4% 
 Model5   Model6 
従属変数 Y=政策満足度  従属変数 Y=政策満足度 
独立変数 β係数  独立変数 β係数 
政府要因 政府規模 0.105  
属性要因 
関心政策 0.179 
属性要因 世帯加入率 0.145  設立年数 0.285 
政治要因 業務遂行 0.152  
政治要因 
自治体：働きかけ・相談 0.119 
ガバナンス要因 
協働 0.103  情報源 0.187 
ネットワーク管理 0.295  
ガバナンス要因 
協働 0.137 
ネットワーク要因 他団体・連携 0.129  ネットワーク管理 0.246 
アウトプット要因 サービスの質 0.139  
SC 要因 
自治体信頼 0.198 
SC 要因 
自治体信頼 0.161  
NW：団体活動（橋渡し型） 
シンポジウム・イベント 
0.096 
NW：つきあい 0.134  出所）筆者作成   
NW：自治会活動 
（結束型）交通安全 
0.117     
出所）筆者作成       
では、自治会（非営利組織）の政策満足度にソーシャル・キャピタルが与える効果は他
の要因を調整してもその効果が認められるのであろうか。前項の分析と同様の手法を用い
てカテゴリカル回帰分析を行った結果（表 4-12）からソーシャル・キャピタルの効果を推
し量ることにしたい161。表 4-12(a)に示したモデルの精度は R2＝0.322（Adj.R2＝0.285）と分
散の 3 割程度を説明できており判別率は 62.5％を示すので、統計的に一定の妥当性が得ら
れている。また、表 4-12（b）の分析結果も同様、統計的に一定の妥当性が得られよう。Model5
と Model6 は自治会および非営利組織の分析結果を示しており、R2＝0.270（Adj.R2＝0.191）、
判別率は約 6 割程度（58.4％）説明できている。 
 それに依拠すると表 4-12(a)に示す自治会の分析結果によれば、ネットワーク管理（0.295）
の影響力が最も高く、ソーシャル・キャピタル要因は自治体信頼（0.161）、住民同士つきあ
い（0.134）、結束型自治会活動の交通安全（0.117）の順に関連性が示されている。自治体に
対する信頼性と政策満足度には一定の関係性があり、その背景としてはこれまでの議論を
振り返るとローカル・ガバナンスの促進仮説の経路を経て自治体信頼や住民同士つきあい
は政策満足度に効果があると考えられる。また、サービスの質（0.139）よりも自治体信頼
の影響度が高い。政策満足度に関してソーシャル・キャピタルは重要な要因といえよう。
また、結束型自治会活動の全体が政策満足度と関連しているわけではなく、中でもとりわ
け交通安全に関する活動頻度との関係が有意であった。 
                                                        
161 なお、3 章で実証研究を行った政策満足度のモデルにソーシャル・キャピタル要因を組
み込んだ結果を本章では掲載している。そのため同様の知見に関しては本章で論じること
は省略している。 
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 加えて、表 4-12（b）に示す非営利組織の政策満足度を従属変数に設定した分析結果につ
いてみていきたい。まず設立年数（0.285）との関連性が最も高く、次いでネットワーク管
理（0.246）、自治体信頼（0.198）の関連度が高い。一方で、シンポジウム・イベント（0.096）
とも一定の関連性が有意であった。また、ガバナンスと政策満足度に与える制度信頼の影
響を分析したところ、他の要因を統制した場合、制度信頼の効果は有意でなかった。つま
り、地方政府－市民社会組織関係において自治体に対する信頼性は主因となるが、ガバナ
ンスにおいて社会アクター間の信頼性にはより詳細な議論が必要であろう。 
一方で、構造的ソーシャル・キャピタルは自治会では結束型自治会活動が、非営利組織
では一般人に対する橋渡し型団体活動が政策満足度に対しては有用といえる。 
では、カテゴリの傾向について後の図 4-12 に示している数量化値から次のことがいえる。
まず、自治会の政策満足度に対する分析結果によれば、政策満足度は満足しているほど、
数量化スコアの値が正に対応している。カテゴリの傾向としては政府規模が適正規模であ
るほど、サービスの質は高いほどそして住民の自治会加入率が多いほど、そして自治会の
業務が円滑に遂行されるほど、他団体の連携が活発で、協働が促進されていて地方政府が
ネットワーク管理者として積極的であるほど政策満足度は上昇する傾向がある。そして、
自治体信頼は高いほど満足しており、同様に住民同士の交流が盛んで、交通安全に関する
加入世帯の参加頻度が高いほど政策満足度が高いという傾向が示されている。 
ソーシャル・キャピタルからみた政策満足度に影響を与える仮説としては、自治体信頼
および住民同士つきあい、結束型自治会活動のうち特に交通安全活動に関して妥当する。
一方でソーシャル・キャピタルの構成要素である橋渡し型自治会活動のスポーツやイベン
トなどと政策満足度との関連性はデータ上示されていない。これは結束型自治会活動の交
通安全活動を通してストリート・レベルの官僚制としての警察や教育に関わる行政職員と
接触する可能性が高い。コミュニティの生活・安全が交通安全活動によって支えられてい
る結果が政策満足度に反映されている可能性がある。 
 さらに、自治体に対して信頼が高い自治会長ほど、政策に対する満足度を高く評価する
傾向がある。自治体信頼はガバナンスの中で自治会の協力を促進させることで政策満足度
を押し上げていると考えられる。以上の分析結果を考慮すると政策満足度に対して自治体
信頼や住民同士つきあいは協働とネットワーク管理に対する効果を経て仮説 6 を支持して
いる。そして、結束型団体活動は協働に対する効果を経て仮説 6 を支持している。 
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出所）筆者作成 
図 4-10 カテゴリカル回帰分析から得られた数量化スコア（自治会：Y=政策満足度） 
 
 では、非営利組織の政策満足度を従属変数に設定した分析結果のカテゴリの数量化スコ
アの傾向についてみていきたい。後に図示した図 4-11 によれば政策満足度は満足というカ
テゴリであるほど数量化スコアは正の値を示している。関心政策は「農林・環境」、「通信・
交通・開発」政策に関心のある非営利組織は政策満足度の「満足」、「ある程度」と対応し
ており、それ以外の関心政策では「不満足」のカテゴリと対応している。特に経済・特殊
利益などの政治的働きかけを志向する非営利組織やサービス提供団体の多い福祉・労働分
野に関心のある非営利組織のカテゴリスコアの負の値が比較的大きくなっている。これは
特別区によって上手くいっている政策と課題が残されている政策に違いがあることを反映
している。どの政策が上手くいっているかという論点を踏まえて分析する必要がある。本
研究ではそこまでしか考えられていない。関心政策との関係は更なる検証が求められよう。 
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加えて、自治体：働きかけ・相談では「双方向」の関係を築いているほど、「接触なし」
とする非営利組織に比べて、政策に対する満足度は「満足」のカテゴリと対応している。
それは自治体と非営利組織がガバナンスによって双方向の関係をもつことで政策に非営利
組織の要求が入力される結果、出力された政策に対する便益が政策満足度に反映されてい
ると考えられる。同様の知見は情報源からも確認された。「自治体・地方議員」から情報を
得ている非営利組織の方が、そうではない非営利組織に比べて満足度が高い。そして、「LG
関連団体」からの情報取得が政策に対する満足度を高めている。 
そして、ガバナンス要因に関してはソーシャル・キャピタル要因を統制した上でも以下
の知見に変更はなかった。協働は活発であるほど、そしてネットワーク管理としての地方
政府の役割が積極的であるほど政策満足度は上昇する傾向にある。 
 さらに、ソーシャル・キャピタル要因の傾向としては自治体信頼に篤く、橋渡し型団体
活動のうちシンポジウム・イベントの水準が高水準（頻繁＋やや頻繁）であるほど非営利
組織の政策満足度は「満足」と対応している。 
なお非営利組織の自治体信頼は協働、ネットワーク管理に効果がある。非営利組織は自
治体に協調しやすく162共通する地域課題に対する協働が活発的である。そして、地方政府
はネットワーク管理の役割を果たすことで要求が効率的に政策に反映され、政策に対する
満足は上昇すると考えられる。 
一方で、団体活動の橋渡し型の活動を頻繁に行っている非営利組織ほど、自治体から相
談される機会が多いので163、コミュニティの中で非営利組織の一般人に対するシンポジウ
ム・イベントなどの活動はローカル・ガバナンスにポジティブに作用すると考えられる。
以上の知見より、自治体信頼は政策満足度に対して協働、ネットワーク管理を経て仮説 6
を支持している。そして、橋渡し型団体活動は協働を経て仮説 6 を支持している。 
                                                        
162 本文中には結果を示していないが、集計結果より自治体信頼が高いほど、自治体からの
相談接触（ある程度以上の割合）が多く（r=0.507，N=23，p＜0.05）、さらに特別区との協
調関係に対して協力的（5 点以上）という認識が増える傾向（r=0.652，N=23，p＜0.05）に
あるため、自治体信頼に篤いほど地方政府は非営利組織から協力を得られやすいと考えら
れる。 
163 NW：団体活動（橋渡し型）の活動頻度が多い特別区ほど、自治体から相談接触が多く
なる傾向にある（r=0.516，N=23，p＜0.05）。 
 179 
 
 
出所）筆者作成 
図 4-11 カテゴリカル回帰分析から得られた数量化スコア（非営利組織：Y=政策満足度） 
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4.4.3 小括―分析結果の考察 
 表 4-13 本章における仮説の検証結果 
  非集計データ分析結果 
  ガバナンス要因 ガバナンスの質 
   協働 ネットワーク 管理 政策満足度 
自治会 
自治体信頼 〇 〇 〇 
制度信頼 - - - 
NW：つきあい 〇 〇 〇 
NW：自治会活動（結束型） 〇 - 〇 
NW：自治会活動（橋渡し型） - - - 
非営利 
組織 
自治体信頼 〇 〇 〇 
制度信頼 - - - 
NW：団体活動（結束型） 〇 - - 
NW：団体活動（橋渡し型） 〇 - 〇 
出所）筆者作成 
注）〇＝カテゴリカル回帰分析：漸近有意確率（両側）5％水準有意 
  －＝非有意 
 本章では、東京・特別区のローカル・ガバナンスにソーシャル・キャピタルが作用する
のか、非制度的要因としての効果の有効性に関する仮説を設け、その妥当性の検討を行っ
た。その結果、以下の知見が分析から明らかとなった。表 4-13 はその結果を表にまとめた
ものである。 
 それによれば、仮説 2 および仮説 3 の信頼の効果は「自治体信頼」について該当し制度
信頼には該当しない。自治会、非営利組織の分析ともにガバナンスでは信頼はそのネット
ワークの中で醸成される自治体信頼の効果が制度信頼よりも認められた164。地方政府―自
治会関係において自治体に対する信頼が高いほど、地方政府は自治会から協力を得られや
すいので、自治会に関わる利害調整のバランスに積極的であるために、自治会は地方政府
から要望を受け入れられる度合いが増している165。また、実証分析から明らかであるよう
に自治体に対する信頼は自治会の協働を促進させている。なお、地方議員への接触が増え
るほど自治体に対する信頼は増加する傾向にある166。自治体信頼はガバナンス要因とポジ
ティブに関係し政策満足度を高めるので仮説 6 は自治体信頼について該当する。この知見
はソーシャル・キャピタル研究に対して一定の貢献が考えられる。結合型ソーシャル・キ
                                                        
164 本研究で代替させた協働とネットワーク管理の指標に対する制度信頼の効果は認めら
れない。しかし、ガバナンス要因と関連性がないとは言い切れない。別の経路を通じて、
区が供給するサービスの質を高める可能性がある。制度信頼（2 段階）とサービスの質（2
段階）は正に対応しており、制度信頼が高いほど、サービスの質が向上する関係が統計的
に有意である（ピアソンのχ2＝6.181，N=260，p＜0.05） 
165 自治会の非集計データより、以下同様に、自治体に対する信頼（2 段階）と要望の受け
入れ（5 段階）は正に対応しており、要望に受け入れられるほど、自治体に対する信頼は上
昇する傾向にある（ピアソンのχ2＝10.197，N=334，p＜0.05）。 
166 自治体に対する信頼（2 段階）と地方議員への働きかけ（5 段階）は正に対応しており、
地方議員に対する働きかけが高水準であるほど自治体に対する信頼は上昇する傾向にある
（ピアソンのχ2＝24.691，N=282，p＜0.05）。 
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ャピタルの効果はガバナンスでは重要な要素であると本研究結果は示唆しているが、パッ
トナムの研究をはじめとして先行研究では水平的ネットワークの中で醸成されるソーシャ
ル・キャピタルの効果を明らかにする研究が多い。そうした研究の中で、ソーシャル・キ
ャピタルの効果を政治学的に検討する際には市民社会組織と政府の間の相互作用（対立・
協調）によって醸成される結合型ソーシャル・キャピタルに着目する必要があるだろう。 
 一方で、ネットワーク：つきあいの効果はローカル・ガバナンスに対して正の影響を与
えることが統計的に有意であるので、仮説 4 は支持された。新来の住民と旧来の住民との
交流が盛んで、住民同士のつきあいが活発であるほど、社会サービスの供給活動等の政策
実施の過程において自治会と近隣住民組織の関係が密であり、特別区との連携も活発とな
る結果、自治体はコミュニティの協力を得られやすく自治会との協働が促進されている167。 
加えて、住民同士つきあいは自治体のネットワーク管理と正に関係している。住民同士
のつきあいが活発であると、集合的効力感が増すと考えられる。そして、政策に対して関
心を持つ住民が増えて自治会活動への参加が促進される。このような活動が活発的な自治
会では地域の諸問題に対する要望を地方政府に働き掛けているので地方政府はコミュニテ
ィで活動している自治会に配慮する形で利害調の役割を果たしている可能性がある168。 
 また、仮説 5 は結束型自治会活動に妥当し、橋渡し型自治会活動には妥当しない。つま
り、パットナムのソーシャル・キャピタル論の一部が東京・特別区の研究では妥当しない
ことを意味する。妥当しない論点とは、制度パフォーマンスを規定する社会レベルのソー
シャル・キャピタルとして自発的結社のうちスポーツ・文化団体を強調する点である。パ
ットナムはイタリア州政府の制度的パフォーマンスに対して、公的問題に積極的に参加す
る市民の共同体と市民性に関する政治文化論的アプローチが有効であることを実証してい
                                                        
167 NW：つきあい（2 段階）と社会サービス活動のうち親睦（4 段階）の関係が統計的に有
意であり、つきあいの指標が低水準であるよりも高水準の方が、自治会と近隣住民組織と
の連携ないし、区と近隣住民組織両方が連携して行う親睦に関する社会サービスの供給が
活発であるという傾向が示されている（ピアソンのχ2＝7.941，N=245，p＜0.05）。同様に、
地域の諸問題の中で、安全に関する問題対処の活動においても区や近隣住民組織と連携し
て行う社会サービス活動の水準が増加している（ピアソンのχ2＝7.929，N=263，p＜0.05） 
168 一連の傾向について、以下の分析結果が有意であることが示された。NW：つきあい（2
段階）と政策への重要度（5 段階）は、まちづくりと（ピアソンのχ2＝10.358，N=315，p
＜0.05）、観光（ピアソンのχ2＝10.142，N=257，p＜0.05）政策と有意に関連しており、住
民同士のつきあいが活発であるほど、政策に対する重要認識が増している。また、②NW：
自治会活動（結束型）への加入世帯の活動頻度と有意に関連しており、つきあいが活発で
あるほど住民の交通安全や防犯活動また見回りや清掃美化・リサイクル活動に対しての自
治会活動への参加率が高い（ピアソンのχ2＝9.076，N=353，p＜0.05）。そして、NW：つき
あいと③要望の働きかけは有意に関連し、正に対応している（ピアソンのχ2＝20.685，N=346，
p＜0.05）。 
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る。その重要な要素として他者との自発的協力を促す「協力の社会構造」として自発的結
社を取り上げている169（Putnnam 1993＝2001：107）。パットナムによれば水平的なアクター
の間柄の中で市民性が育まれ、「責任を共有する感覚」が養うことができる（同上：108）。
つまり、スポーツや文化団体などの水平的な自発的結社への加入の有無の違いが信頼の社
会構造の違いを生み、制度パフォーマンスの違いをもたらすと結論付けるものであった。 
しかしながら、この点は後にその因果関係が曖昧であるという批判がされており（井戸 
2000：157）、ローカル・ガバナンスの観点からソーシャル・キャピタルの効果を明らかに
している本研究の分析結果によれば必ずしもスポーツ・イベントに関する活動が政策パフ
ォーマンスに重要な要素とはいえない。 
本研究では、地方政府－市民社会組織関係の政治社会的なローカル・ガバナンスと政策
満足度に与えるソーシャル・キャピタルの効果を実証している。特に東京・特別区のロー
カル・レベルの実証結果としてはスポーツ・文化などの活動が政策パフォーマンスとして
の政策満足およびガバナンスの実態としての協働や自治体のネットワーク管理に影響を与
えるものではない。それよりも、自治会活動において住民と日頃からコミュニティの課題
に対して問題対処的に行っている防災訓練や交通安全、また近隣の見回りや清掃・美化リ
サイクル活動などの自治会を基礎とした住民間の自発的な協力が、ガバナンスに影響を与
え、市民社会組織にとって望ましい政策運営に寄与していると考えられる。それは政策課
題を共通としている地方政府を補完する機能として評価されるからであろう。そのため、
政策パフォーマンスとソーシャル・キャピタルの関係という文脈ではむしろ近隣住民組織
と自治会の結束型のソーシャル・キャピタルがスポーツ・イベントに比べて意味を成す指
標であったといえよう。 
 さらに仮説 6 については、自治体信頼、ネットワーク：つきあい、そして自治会活動（結
束型）がローカル・ガバナンスを機能させ、政策満足度に影響を与えることを支持してい
る。 
 では、非営利組織についてはどの程度、仮説が支持されたのであろうか。筆者の実証分
析によれば、2 つの知見を得ることが出来た。 
 まずは仮説 2 および仮説 3 に対して自治体信頼が有効であることを示している。つまり、
                                                        
169 パットナムは「近隣集団、合唱団、協同組合、スポーツ・クラブ、大衆政党」を自発的
結社と捉えている（同上：215）。 
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ガバナンス・ネットワークの中で自治体信頼が育まれているならば地方政府も市民社会組
織から協力が得られやすいので、協働の関係が各局面で形成されており、地方政府は積極
的に利害調整のバランスの役割を担っているため、変換された政策に対する政策満足度が
高水準であると考えられる。 
 続いて、仮説 5 は非営利組織の団体活動（結束型）である組織内部の人間関係の交流お
よび一般人に対する橋渡し型活動が与える協働への効果に対して支持される。一方で、政
策満足度にも影響を与え仮説 6 を支持するのは、団体活動（橋渡し型）である。シンポジ
ウム・イベントなどの一般人を対象とした催しは政策課題に対する地域情報の共有の場と
しても機能するため、政策満足度にポジティブな影響を与えていると考えられる。 
 以上から、コミュニティを範囲とした地方政府―自治会の地域社会運営ではソーシャ
ル・キャピタルは信頼、ネットワーク：つきあい、自治会活動など包括的にローカル・ガ
バナンスに対してポジティブな影響を与え、地方政府―非営利組織の地域社会運営では特
に、ガバナンス・ネットワークの中で構築される自治体信頼と、非営利組織の活動のうち
橋渡し型のネットワークを構築する活動が重要であることが本分析結果から示すことが出
来た。本章の分析はローカル・ガバナンスの非制度的要因としてソーシャル・キャピタル
が有効であることを示唆している。 
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表 4-14 集計分析に用いる変数一覧 
（a）自治会 
区分 
自治会 
政策満足度 
協働 ネットワーク管理 自治体信頼 制度信頼 
NW： 
つきあい 
NW： 
自治会活動 
（結束型） 
NW： 
自治会活動 
（橋渡型） 
単位 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 
文京区 21.1 34.6 18.2 88.0 46.7 88.9 11.5 26.9 
墨田区 15.4 33.3 8.0 82.8 66.7 83.3 17.2 48.3 
江東区 33.3 51.2 23.1 94.6 65.5 90.2 19.0 39.0 
目黒区 50.0 55.6 25.0 100.0 85.7 100.0 11.1 33.3 
大田区 36.4 48.8 21.4 95.0 76.7 90.7 9.8 35.0 
世田谷区 25.0 53.1 22.2 93.8 80.0 90.6 16.1 16.1 
中野区 22.2 41.7 10.0 100.0 70.0 91.7 0.0 36.4 
杉並区 35.0 47.6 14.3 90.5 76.5 95.2 10.5 0.0 
北区 26.7 68.4 25.0 100.0 50.0 94.7 21.1 50.0 
板橋区 38.1 56.0 8.3 76.9 70.0 85.2 11.5 42.3 
足立区 20.4 38.6 15.6 87.0 69.1 87.7 13.0 48.5 
葛飾区 22.6 47.1 12.5 88.2 65.5 88.2 9.4 37.5 
出所）筆者作成        
値）政策満足度           ＝満足＋やや満足の割合 
  協働               ＝モニタリング（3 段階）＋懇談会（3 段階）、パブリック・コメント（3 段階）、特別区との社会サービス連携得点（3 段階）の合計得点 6 点以上の割合 
  ネットワーク管理      ＝自治会に対する特別区の対応指標のうち、情報提供（5 段階）、誠実な対応（5 段階）、協議の場の提供（5 段階）の合計得点 12 点以上の割合 
  自治体信頼         ＝行政、地方議員に対する信頼性の合計得点 5 点以上の割合 
  制度信頼             ＝裁判所、市民団体に対する信頼性の合計得点 5 点以上の割合 
  住民同士つきあい     ＝住民同士つきあい、住民同士つきあい（5 年前比較）、新旧住民の交流の合計得点 8 点以上の割合 
  結束型自治会活動     ＝加入世帯活動のうち清掃・美化リサイクル活動・見回り、防災訓練、交通安全への参加頻度（5 段階）の合計得点 13 点以上の割合 
  橋渡型自治会活動     ＝加入世帯活動のうちスポーツ・レクリエーション、お祭りへの参加頻度の合計得点 9 点以上の割合 
(b)非営利組織 
区分 
非営利組織 
政策満足度 
協働 ネットワーク管理 自治体信頼 制度信頼 組織内部つきあい 橋渡型団体活動 
単位 （％） （％） （得点） （％） （％） （％） （％） 
千代田区 3.8 15.2 9.0 5.9 0.0 6.7 3.3 
中央区 5.3 12.2 - 5.4 3.2 10.4 0.0 
港区 2.9 21.7 - 3.1 6.7 4.5 0.0 
新宿区 2.6 13.3 9.0 2.9 0.0 2.3 0.0 
文京区 0.0 23.1 11.0 0.0 0.0 15.4 0.0 
台東区 8.0 18.2 15.0 4.3 4.3 9.4 3.3 
墨田区 12.5 5.0 9.0 7.1 7.7 5.6 5.0 
江東区 6.3 10.0 7.0 0.0 8.3 5.3 0.0 
品川区 5.6 19.2 2.0 20.0 11.1 17.4 0.0 
目黒区 11.1 26.7 8.0 10.0 12.5 7.1 0.0 
大田区 4.8 13.6 - 4.5 0.0 9.5 4.5 
世田谷区 8.3 17.2 12.0 9.1 0.0 13.8 6.9 
渋谷区 0.0 11.5 - 5.0 0.0 8.0 0.0 
中野区 9.1 21.4 11.0 7.7 8.3 14.3 7.7 
杉並区 15.0 7.7 26.0 4.8 0.0 11.5 4.2 
豊島区 15.0 16.7 3.0 20.0 17.6 8.7 10.0 
北区 0.0 10.0 18.0 0.0 0.0 10.0 0.0 
荒川区 0.0 0.0 - 8.3 0.0 8.3 0.0 
板橋区 10.0 7.1 26.0 0.0 0.0 0.0 7.7 
練馬区 7.1 6.5 - 4.2 5.0 26.9 0.0 
足立区 5.3 12.5 10.0 15.0 11.1 9.1 0.0 
葛飾区 25.0 33.3 21.0 33.3 12.5 41.7 22.2 
江戸川区 23.1 7.7 17.0 8.3 18.2 15.4 0.0 
出所）筆者作成 
値）政策満足度          ＝かなり満足＋満足の割合 
  協働               ＝行政組織に対する非営利組織の「法案作成の支援」、「専門知識の提供」、「パブリック・コメント」、自治体との関係のう 
ち、政策執行への協力、委員の派遣、モニタリングの得点（合計 6 得点）のうち 3 点以上の割合 
  ネットワーク管理      ＝前章で取り上げたネットワーク管理（非営利組織）得点 
  自治体信頼          ＝首長、自治体、地方議員に対する信頼性（合計 15 得点）のうち 12 点以上の割合 
  制度信頼            ＝裁判所、マスメディア、国際機関に対する信頼の合計得点（20 点）のうち 14 点以上の割合 
  橋渡型団体活動      ＝一般の人々向けの懇談会・勉強会の主催、シンポジウム・イベントの開催を行う頻度の合計得点（10点）のうち、9点以上
の割合 
  組織内部つきあい     ＝役員と一般会員顔を合わせる、一般会員のイベント参加、一般会員同士顔を合わせる頻度の合計得点（15 点）のうち、
13 点以上の割合 
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     出所）筆者作成 
図 4-12 非営利組織のソーシャル・キャピタルとコミュニティ（歴史）・社会地区170 
 
                                                        
170 各マークの表記は凡例に従っている。分析結果については各次元の（クロンバックα，
イナーシャ，寄与率）を参照すると、次元Ⅰ、次元Ⅱのクロンバックのα値はそれぞれ 0.8
以上の数値（0≦α≦1）を示し、各次元の信頼性は統計的に妥当性が得られた。また、イ
ナーシャとその寄与率に関して、次元Ⅰは 0.464，0.464、次元Ⅱは 0.528，0.528 を示す。マ
ッピング上の傾向について次のことが読み取れる。ソーシャル・キャピタル指標のカテゴ
リ化についてはソーシャル・キャピタルの標準化スコアを比べて、最も Z 得点の高い（高
水準）ソーシャル・キャピタルの構成要素を代表カテゴリとして各団体・組織のソーシャ
ル・キャピタル指標のカテゴリ化を行っている。構成要因のクラスターと最も関連してい
るのは自治体信頼と組織内部つきあいとなっている。続いて、コミュニティの歴史的要因
との関連を分析すると、コミュニティの古さと信頼とに関連性が示されていることが読み
取れる。 
自治体信頼型制度信頼型
つきあい型（組織内部）
団体活動型
下町
都心
下町・山の手混在
山の手
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次元Ⅰ（0.851,0.528,0.528）
社会関係資本 社会地区 コミュニティ（歴史：設立年）
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第5章 結論－総括と展望 
本研究は、「類似した制度を導入してもなお東京・特別区の間の政策満足度には何故、
地域差が生じるのか」を研究課題に設定し、市民に効果的な地域社会運営を導出するロー
カル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から政策満足度の地域差メカニズムを
明らかにすることを目的としていた。 
第 1 章は研究対象である東京・特別区を地域社会運営という視点から考察し、上記の研
究課題に答えるために第 2 章はローカル・ガバナンスとその非制度的要因として機能する
ソーシャル・キャピタルの観点から先行研究を整理して市民に効果的な地域社会運営をも
たらす仮説を導出する位置づけであった。そして第 3 章と第 4 章は第 2 章から導出された
仮説を東京・特別区の政策満足度の地域差という問題に適用し、その妥当性を検証するこ
とを目的とした東京・特別区の比較実証研究という位置づけであった。 
第 3 章では政府の対応能力だけでは不十分であるというローカル・ガバナンスの前提条
件を実証的に確認した上でガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）に地域差が生じて
いることが市民に効果的な地域社会運営の明暗を分けていることを明らかにした。そして
第 4 章では、上記の問題にさらに踏み込んでローカル・ガバナンスの地域差を発生させる
非制度的要因としてソーシャル・キャピタルの地域差に着目している。そしてソーシャル・
キャピタルの賦存量に地域差が生じていることがガバナンスに違いをもたらし政策満足度
の地域差を生じさせることを明らかにした。 
これは、JIGS2 研究に残された課題として挙げられる市民社会組織研究の多産的な比較
課題であった東京・特別区という都市を 4 調査という立体的な視点に基づいて明らかにす
る交差比較研究の一つである。JIGS2 研究は地方政府の政治システム全体にまで利益集団
理論の射程を広げており（辻中・森 2010b：319）、本研究はこれまで JIGS 調査研究グル
ープが開発・蓄積してきた研究枠組みと分析結果の上に位置づけられる。そして、東京・
特別区という地方政府が行う政策運営に対する期待と現実のギャップが生じる地方政治の
問題を政策満足度の地域差という問題を通じて研究し、ますます重要な論点となり得る地
方の団体世界について分析したものである。本章では結論として、本研究が明らかにして
きた知見を総括し、何故、東京・特別区の間に政策満足度の地域差が生じるのか、その問
題について、ローカル・ガバナンス論の枠組みを援用し、非制度的要因としてソーシャル・
キャピタルを位置付けることによって答えることにしたい。 
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5.1 本研究による知見の要約 
各章の記述と発見された分析結果についてもう一度確認すると次の様に要約できる。序
章は「類似した制度配置の中で生じる政策満足度の地域差」の問題を取り上げて市民に効
果的な地域社会運営のメカニズムを明らかにするという目的を明確にした上で、本研究の
問題を解明することは行政学や地方自治論に留まらず、政策研究の中で見落としがちであ
った市民社会要因の解明に寄与し、市民社会研究の観点からも学術的貢献があることを指
摘している。そして地方政府と市民社会組織のガバナンス状況が今日、進展していること
を鑑みてローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの観点から政策満足度の地域差
メカニズムを検討する分析アプローチを提案している。 
そして、第一章では研究対象である東京・特別区の概況を説明し、地域差として生じる
政策満足度は何を意味しているのかという問題を考察した結果、地域社会運営の違いが政
策満足度に反映している可能性があることを指摘した。類似した制度といえども東京の特
別区にはデモグラフィックな要素に大きな違いがある。社会地区と政策満足度の関係を分
析すると、類似した居住者特性を持つ特別区の間で政策満足度の地域差が生じており胸痛
した課題に上手く対応している特別区の政策満足度が高いという知見が得られている。但
し、政策満足度は誤解に基づく認識によって評価されている可能性があるために、前段階
の知見を確かめるために政策パフォーマンスと政策満足度の関係を分析し、サービス充実
度や制度整備（迅速さ）等の政策パフォーマンスの上手くいっている地域で政策満足度が
高いことを明らかにし、地域社会運営の違いが政策満足度に表れているという確証が得ら
れた。そこで、ローカル・ガバナンスの観点から協働・まちづくりに関する用語の頻出・
頻度を調べ、協働・まちづくりに関する先端事例が多い都市と政策満足度の高い都市とが
重なるケースが幾つか発見している。上記の知見を受けて第一章では政策満足度の地域差
の違いはローカル・ガバナンスに関する協働の地域社会運営の違いから検討される必要が
あることを述べていた。 
続けて、上記の指摘を受けて第 2 章ではローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタ
ルの理論的枠組みを整理して市民に効果的な地域社会運営をもたらす仮説を導出している。 
ガバナンスは地方政府と市民社会組織の相互作用（協調・対立）によって形成するネッ
トワークによる統治プロセスから理解できる。そして、ローカル・ガバナンスの文脈では
社会中心アプローチでは限界があり、現実の政策が市民社会組織に受け入れられるために
はガバナンスの中で利害調整を行う地方政府の「ネットワーク管理」が重要であると理解
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できる。さらにローカル・ガバナンスにとって重要な要素は「協働」と「ネットワーク管
理」であることが先行研究の整理から考えることが出来、次のメカニズムが働いてローカ
ル・ガバナンスは市民に効果的な地域社会運営を導出した。それは市民社会組織は地方政
府のステイクホルダーとして協働することを通して要求を政策過程に入力する。そして、
入力された要望を利害関係者にとって望ましい政策へと地方政府がネットワーク管理者と
して調整することで社会にとって望ましい政策が出力される。その結果、政策から享受し
た便益に対して満足感を得ることで政策満足度は上昇すると考えられる。以上より、市民
に効果的な地域社会運営のためにはローカル・ガバナンスの要素として「協働」と、地方
政府が協働型政府として行う「ネットワークの管理」の効果に関する仮説が立てられた。 
加えて、ソーシャル・キャピタル論からは協働は自然発生的に成立せず、市民社会組織
の自発的協力が必要であることを指摘した。その文脈ではコミュニティのソーシャル・キ
ャピタル偏在の問題がガバナンスの非制度的要因として作用して、ローカル・ガバナンス
の明暗が分かれていることを論じ、「認知的ソーシャル・キャピタル」と「構造的ソーシャ
ル・キャピタル」から考えられる 2 つのメカニズムを提示した。前者のアプローチは自治
体に対する信頼と組織間の信頼性に基づくメカニズムである。地方政府と市民社会組織の
相互作用（対立・協調）によって形成されるネットワークでは地方政府からの厚意に対す
る返礼として信頼が醸成され、蓄積された自治体の信頼が協力コストを下げて協働を促進
させる。さらに自治体信頼に富んでいるほど地方政府は政策課題（集合財）に対する市民
社会組織の協力を得られやすいので、ステイクホルダーとの利害調整を容易に行いやすく、
社会にとって望ましい政策運営に効果を持つことを提示した。さらに、後者のメカニズム
はコミュニティの構造的ソーシャル・キャピタルにおける「住民同士つきあい」や「団体
活動」が有する集合的効力感の効果を指していた。コミュニティにおいて住民同士のまと
まりが良いほど、また自治会活動や団体活動が活発であるほど、帰属意識が高まり、地域
の問題に対する市民社会組織の協力を自治体が得られやすくなるために、「協働」を高める
効果があると考えられる。 
以上のメカニズムを整理して、筆者はガバナンスの観点から仮説を 1 つ提示し、加えて
ソーシャル・キャピタルの観点からは構成要素に応じて 5 つの仮説を提示し、市民に効果
的な地域社会運営をもたらす総計 6 つの仮説を第 2 章で提示した。 
そして、第 3 章、第 4 章では第 2 章から導出されたガバナンス要因（協働、ネットワー
ク管理）の効果とソーシャル・キャピタルに関する 6 つの仮説を東京・特別区の政策満足
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度の問題に適用し、東京・特別区の比較実証分析を試みた。第 3 章では実証研究の前半部
分として「ガバナンスが促進されることによって、市民に効果的な地域社会運営が可能で
あるのか」の検証を行った。 
第 3 章の分析は以下の 3 つの視点から行われている。最初は「地方政府の対応能力だけ
では市民に効果的な地域社会運営を行うには十分ではない」というガバナンス論の前提が
実証的に確認されるのかを確かめている。そのため行政職員数や税収による財政的要因か
ら検討を行った。その結果、必ずしも行政職員数や財源が多く行政需要に応えられるとし
ても、それが市民社会組織によって評価された政策満足度には効果がないことを明らかに
し、むしろ東京・特別区では政府の対応能力が中位であるほど最適な地域社会運営が行わ
れており、行政職員数とは負の対応関係にあることを実証した。そして「行政職員数」と
「協働」の関係を分析し、行政職員数が乏しい地域で政策満足度が高い背景には市民社会
組織と地方政府の協働が活発となっており、政府の対応能力が不十分な問題をガバナンス
が補完していることを明らかにした。 
さらにローカル・ガバナンスの要素である「協働」、「ネットワーク管理」と「政策満足
度」の関係を分析し、「協働」と自治体の「ネットワーク管理」が行われることによって、
市民に効果的な地域社会運営を導出するという第 2 章の知見は実証的に説明できることを
明らかにした。言い換えれば、地方政府の対応能力を補完するように市民社会組織が協働
を通して要求を政策過程に入力し、地方政府はガバナンス状況に対応するように変貌し、
協働型政府としてネットワーク管理の役割を果たすことで、政策満足度の高い地域社会運
営を行うことが可能であることが明らかとなった。 
さらに第 4 章では第 2 章から導き出された「ローカル・ガバナンスの非制度的要因とし
てソーシャル・キャピタルが作用することによってソーシャル・キャピタルに富んでいる
地域ほどガバナンスが促進されて市民にとって効果的な地域社会運営が導出される」とい
う因果経路の妥当性を検証している。 
分析の前段階にはソーシャル・キャピタル変数の設定に関する議論を整理して、市民社
会組織調査から得られたソーシャル・キャピタル変数の妥当性と構成要素の内的一貫性の
確認を行った。その結果、確認されたソーシャル・キャピタル変数を用いて東京・特別区
に生じるソーシャル・キャピタルの地域分布と政策満足度、ガバナンスの地域差との対応
関係に関する予備的考察を行っている。 
それによると、自治体信頼や制度信頼は都心部から下町地域にかけて上昇傾向にあるの
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に対して団体参加（自治会活動）は都心部から山の手地域にかけて上昇している。そして
ガバナンス、政策満足度、ソーシャル・キャピタルの地域差の対応関係を探索的に分析す
ると、以下の知見が確認された。まず、祭りやスポーツ・イベント等の橋渡し型自治会活
動は政策満足度、ガバナンス要因と連動性が確認されなかった。一方で、結束型自治会活
動の生活・安全に関連した問題を処理する自治会活動がガバナンスや政策満足度の地域差
と対応している。さらに、信頼はガバナンスと政策満足度に一定の影響を与えている。自
治体信頼はガバナンスにおいて協働やネットワーク管理の水準の違いを説明できる可能性
がある。また、自治会の組織・制度信頼の集計基準を厳しくすると協働水準との相関性が
強まるので、水平的な自治会ネットワークを築くことが協働の基盤を形成していると推察
される。さらに、住民同士つきあいの水準の違いがガバナンス、政策満足度の地域差と正
に対応している。特にネットワーク管理に対する効果は仮説立てていなかった効果である。 
一方で地方政府―非営利組織関係に関するソーシャル・キャピタル変数と政策満足度、
ガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）の地域差の対応関係も自治会の分析結果と同
様の傾向を示し、ソーシャル・キャピタルは政策満足度の地域差をガバナンスの地域差か
ら考える上で十分集計データからも確認される要因であることが伺える。 
但し、上記に示した関係は他の要因の影響を受けて見せかけの関係性を示している可能
性があるので非集計データに基づく多変量解析を行いソーシャル・キャピタル変数が政策
満足度、ガバナンス要因に他の要因を統制しても有意な影響を与えるのか検証を行った。 
その結果、自治会、非営利組織ともに自治体に対する信頼が協働、ネットワーク管理に
対して重要な役割を果たす。信頼は市民社会組織から協力を得られやすくする。自治体信
頼が蓄積されることによって政府は協働型政府としてネットワーク管理に積極的になりや
すく、利害調整を図りやすいという結果を得られた。続いて構造的ソーシャル・キャピタ
ルの住民同士つきあいは地方政府―自治会関係のローカル・ガバナンスにおいて重要な要
素となっている。住民同士のつきあい・交流頻度が活発であるコミュニティでは住民同士
のまとまりが良く、集合的効力感が働きやすいと考えるので協働が促進されるという結果
を支持している。さらにまとまりの良いコミュニティでは自治体が協働に対して積極的で
ネットワーク管理に対して正の効果をも持っていることが明らかとなった。また、地方政
府―非営利組織関係では協働に対する非営利組織の組織内部つきあい（結束型団体活動）
のまとまりが良いほど協働が促進されるという結果を得られた。以上のことから、ソーシ
ャル・キャピタルはローカル・ガバナンスの非制度的要因としてガバナンスのプロセスの
 191 
 
中で重要な役割を果たしている。第 4 章の分析結果からソーシャル・キャピタルに関する
ローカル・ガバナンス促進仮説とは「自治体信頼」と「ネットワーク（住民同士つきあい・
組織内部つきあい）」、「ネットワーク（団体活動）」に妥当することを意味している。なお、
制度信頼、橋渡し型自治会活動は他の要因を統制して統計的に有意な影響を示していない。
祭りやスポーツはガバナンスと直接的に忌み名がないので有意な効果出なかった可能性が
ある。また協働主体は自治体と市民社会組織の間柄で行われるため、制度信頼の効果が他
の要因を統制してもなお確認されなかったのだろうか。この点については詳細な検討が求
められよう。 
 
5.2 政策満足度の地域差の問題に応える 
上記に示した様に本研究の発見を要約すると、市民に効果的な地域社会運営を導出する
メカニズムとはローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの視点から次の様に考え
ることが出来る。 
今日、財政難や多様な価値観によって一元的な中央政府による画一的な行政運営では、
市民に応答したサービスを供給することは難しいといわれる。これはローカル・ガバナン
スの観点から行った行政職員数と政策満足度の関係分析から考えると、職員数の増加や財
源の豊富さは市民社会組織が評価した政策満足度を押し上げるという直接的な効果がない
という知見から説明することができる。つまり、一万人当たりの行政職員数が少ない特別
区ほど政策満足度が高いという背景には市民社会組織の対応能力が発揮して市民に効果的
な地域社会運営を導出しているからである。他方で、行政学的に考えると地方政府の効率
的運営の結果を反映していると読み込むことができるかもしれない。この点については本
研究の分析アプローチの中で政府の対応能力の捉え方が不十分であることから十分に応え
ることはできない。しかしながら、少なくとも地方政府と市民社会組織のガバナンスを分
析すると、ローカル・ガバナンスが進展して地方政府の対応能力を市民社会組織が下支え
し、政府が協働型政府としてネットワーク管理の役割を果たしているから、東京 23 区の中
ではガバナンスの進展している特別区が市民社会組織にとって望ましい地域社会運営を行
っていると考えられる。 
また、ガバナンス論を分析することによって、依然として、地方政府の役割が不可欠と
なる。ローカル・ガバナンス研究では地域特有の特定事例の知見が散見しているため、社
会中心アプローチによる議論が多い。しかしながら、本研究の知見によれば、ガバナンス
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を成功させるには、「協働」だけでなく、利害関係者の要求を取りまとめて調整する地方政
府のネットワーク管理の役割が必要なのである。なお、他方で行政職員数と相談接触の関
係を分析すると、地方政府から市民社会組織への相談接触は地方政府の行政職員数の少な
い特別区であるほど増えている。これは職員数の少ない地方政府ほどなお一層、市民社会
組織の対応能力を求めて、協働を志向していることを意味する。そのように考えると、政
府は協働を志向してガバナンスに対応する形で協働型政府に変貌し、ネットワーク管理に
積極的となっている可能性がある。このように本研究は市民社会組織の対応能力を視野に
入れガバナンスに対応する地方政府の最適規模を研究するという視点を提供しており、こ
れからの研究の発展可能性がある。 
さらにローカル・ガバナンス論から考えると、協働を通じて市民社会組織が政府に要望
を働き掛けることは必ずしも社会利益の達成に妨げているものではない。少なくとも市民
社会組織にとって効果的な地域社会運営を導出する上では私的利益の追求として批判され
るものではない。協働による市民社会組織の利益表出はガバナンスにとっては重要な役割
を果たしている。 
そして、何故、ローカル・ガバナンスに地域差が生じるのかという問題は、少なくとも
ソーシャル・キャピタル論の視点から考えると協働の非制度的要因が作用していることが
考えられる。本研究ではローカル・ガバナンスの制度的要因として考えられる自治基本条
例の有無が協働水準や政策満足度に与える影響は確認されていない。他方で、既に述べて
いる様に協働に関する条例等の制度はガバナンス・ルールを定めているので行政が向かう
方向性・指針としては重要な意味がある。しかしながら、ガバナンスの実態に効果を有す
るという知見は得られなかったため非制度的要因に着目する必要がある。 
他方で、ローカル・ガバナンスの地域差が生じる理由にソーシャル・キャピタルの地域
差いう問題を非制度的要因として掲げた研究は筆者の知る限りない。そのように考えると
ローカル・ガバナンスの非制度的要因をソーシャル・キャピタルから更なる知見を積み重
ねることは学術的に意義があろう。その上で、本研究がローカル・ガバナンスに影響を与
えるソーシャル・キャピタルの要素を明らかにしていることは学術的意義があろう。本研
究からは広義のソーシャル・キャピタルの中でも地方政府―市民社会組織の連結型の性質
を有する認知的ソーシャル・キャピタルの「自治体信頼」や、コミュニティ・レベルのソ
ーシャル・キャピタルのうち結束型の性質を有する構造的ソーシャル・キャピタルの「ネ
ットワーク（住民同士つきあい・組織内部つきあい）」や「ネットワーク（自治会・団体活
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動）」の影響が重要である。 
そして、政策満足度の地域差を生じさせるローカル・ガバナンスの違いが発生する原因
としてはソーシャル・キャピタル論からは地方政府が市民社会組織からの自発的協力を得
られるかという問題から説明が可能である。自治体信頼に関しては地方政府との協働を通
して政策課題の解決という目的を達成できる経験を得る返礼として、自治体に対する信頼
性が蓄積されて、協働水準が増すと考えられる。そして、自治体に対する信頼が蓄積され
ているならば市民社会組織の協力が得られやすくなるため地方政府の利益調整が容易に行
いやすいためネットワーク管理の役割を積極的に行うようになると考えられる。 
さらに、コミュニティのソーシャル・キャピタルとして住民同士つきあいは自治会と地
方政府のガバナンスを促進させる。自治会の活動範囲の中では地域課題の問題処理を果た
すために地域住民の協力が欠かせない。そのため、既に住民間に生活面で協力し、日常的
に立ち話をするというような日常的なつきあい関係が構築されており、新来の住民と旧来
の住民の交流が容易である地域ではまとまりが良く、帰属意識が高くなる。その結果、地
域課題に対する自治会の取り組みも積極的となり地方政府と自治会の協働水準がそうでな
い地域に比べて高いのである。そして住民相互の人間関係が形成されている地域では自治
体も自治会との協働に対して積極的に要望を政策に反映させようとするため、利害調整を
行いネットワーク管理の役割を果たす水準が、そうでない地域に比べて上昇すると考えら
れる。また、上記の集合的効力感を支持する構造的ソーシャル・キャピタルのメカニズム
は団体活動が協働に与える効果に対しても同様のことがいえる。結束型自治会活動は生活
に関わる防犯や交通安全活動など特定の問題に対する対処活動を通して協働を促進させて
いると考えられる。一方で、非営利組織の組織内部つきあいは組織に対する会員の帰属意
識が高くまるために、政策課題に対して取り組む協働の水準が高くなるのだと考えられる。
以上の実証結果から考察されることはローカル・ガバナンスにソーシャル・キャピタルと
いう非制度的要因が働いていることは十分に考えられる。 
そして、この様な効果を有するソーシャル・キャピタルが地域差を伴って現象し、ガバ
ンス要因（協働、ネットワーク管理）の違いという実態に反映されていると考えるとロー
ソーシャル・キャピタルが地域に偏在していることは問題である。本研究からは政策満足
度の地域差という問題を解決していくために、コミュ二ティにおける既存のソーシャル・
キャピタルに配慮した政策を設計しながら地方政府は市民社会組織と共通目的を掲げて地
域社会運営を進めていくことが求められる。この点について本研究では網羅しておらず、
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次の検討課題として残されている。 
以上の知見を受けて、各特別区の状況を踏まえながら本研究の主要な研究課題である
「類似した制度を導入してもなお東京・特別区の間の政策満足度には何故、地域差が生じ
るのか」という問題に答えると、表 5-1 および表 5-2 の様に地域社会運営を類型すること
によって、特別区の状況について説明ができよう。 
表 5-1 は自治会の政策満足度の水準の「平均以上」、「平均以下」を基準として地域社会
運営良好型と地域社会運営停滞型に分け171、政策満足度の水準に加えて、ガバナンス要因
（協働、ネットワーク管理）と仮説 2～仮説 6 までを支持するソーシャル・キャピタルの
構成要素である「自治体信頼」「付き合い」、「結束型自治会活動」の水準を並べたものであ
る。表の右に示している「地域社会運営類型」は地域社会運営を、ガバナンス要因とソー
シャル・キャピタルの構成要素の特徴に分けて整理したものである。そして、各特別区で
支持される「仮説・経路」を右端に示している。表 5-2 はその形式を非営利組織に採用し
て政策満足度とガバナンス要因、ソーシャル・キャピタルの状況と地域社会運営類型型、
仮説・経路について示したものである。 
以上の表に整理すると、まず自治会の政策満足度の差異に関しては特別区の地域社会運
営は 8 つに類型して説明できる。地域社会運営良好型の特別区は目黒区、大田区、江東区、
板橋区、杉並区である。目黒区はサービス充実度が高水準である地域でもあり、目黒区や
大田区の政策満足度が高い理由には自治体信頼やつきあいの水準が平均以上を示し、ガバ
ナンス要因が高水準である「ガバナンス良好・SC 高水準型」の地域社会運営を行っている
からである。次に江東区は自治体信頼が高いことが協働やネットワーク管理の水準を高め
て「ガバナンス良好・高信頼型」の地域社会運営を行っていることが政策満足度の上昇を
高めており、板橋区は結束型自治会活動が高く協働水準が高いため政策満足度が高いので
ある。一方で、杉並区がどうして政策満足度が高いのかという理由は本研究の分析結果で
はガバナンス要因から説明ができない。但し、住民同士つきあいの水準が高いので、集合
的効力感が影響を与えて政策満足度を高めているといえる。
                                                        
171 なお、政策満足度の水準の違いを厳密に判断して地域社会運営を類型することは、市
民社会組織データの自治会、非営利組織の観察数の N が定まっていないために評価するこ
とは難しい。本研究ではその問題があるために、少なくとも「平均以上」と「平均以下」
という基準を設けた上で政策満足度とガバナンス要因、ソーシャル・キャピタル要因の違
いを整理している。 
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表 5-1 自治会の政策満足度、ガバナンス、ソーシャル・キャピタルの関係整理 
  
  
政策満
足度 
協働 
ネットワーク 
管理 
自治体 
信頼 
つきあい 
結束型自
治会活動 
地域社会運営類型 仮説・経路 
全体平均 28.9 48.0 17.0 91.4 90.5 12.5     
地域
社会 
運営 
良好
型 
目黒区 50.0 55.6 25.0 100.0 100.0 11.1 
ガバナンス良好・SC 高水準型 
仮説 1,2,3,4,6 
支持 大田区 36.4 48.8 21.4 95.0 90.7 9.8 
江東区 33.3 51.2 23.1 94.6 90.2 19.0 ガバナンス良好・高信頼型 
仮説 1,2,3,5,6 
支持 
板橋区 38.1 56.0 8.3 76.9 85.2 11.5 協働・自治会活動型 仮説 1,5,6 支持 
杉並区 35.0 47.6 14.3 90.5 95.2 10.5 つきあい高水準型 仮説外経路（※） 
中間 
世田谷区 25.0 53.1 22.2 93.8 90.6 16.1 
ガバナンス良好・SC 高水準型 仮説 1,2,3,4,5,6 
北区 26.7 68.4 25.0 100.0 94.7 21.1 
地域
社会
運営 
停滞
型 
文京区 21.1 34.6 18.2 88.0 88.9 11.5 協働不足・SC 低水準型 仮説 1,2,4,6 支持 
中野区 22.2 41.7 10.0 100.0 91.7 0.0 協働不足・団体活動不足型 仮説 1,5,6 支持（※） 
墨田区 15.4 33.3 8.0 82.8 83.3 17.2 
ガバナンス停滞・SC 低水準型 
仮説 1,2,3,4,6 
支持 
足立区 20.4 38.6 15.6 87.0 87.7 13.0 
葛飾区 22.6 47.1 12.5 88.2 88.2 9.4 
出所）筆者作成 
注）全体平均（江戸川区、葛飾区の値を外して計算）、集計分析に用いた指標を利用、網掛けは「平均以上」を示す。 
表 5-2 非営利組織の政策満足度、ガバナンス、ソーシャル・キャピタルの関係整理 
政策満足度 
類型 
区分 政策満足度 協働 
ネットワーク
管理 
自治体
信頼 
橋渡型
団体活
動 
地域社会運営類型 仮説・経路 
全体平均 6.3 13.8 11.7 6.5 2.5 
地域社会運営
良好型 
葛飾区 25.0 33.3 21.0 33.3 22.2 
ガバナンス良好・SC 高水準型 仮説 1,2,3,5,6 支持 世田谷区 8.3 17.2 12.0 9.1 6.9 
台東区 8.0 18.2 15.0 4.3 3.3 
豊島区 15.0 16.7 3.0 20.0 10.0 
協働・SC 高水準型 仮説 1,2,5,6 支持 
中野区 9.1 21.4 11.0 7.7 7.7 
目黒区 11.1 26.7 8.0 10.0 0.0 協働・自治体信頼型 仮説 1,5,6 支持 
江戸川区 23.1 7.7 17.0 8.3 0.0 ネットワーク管理・自治体信頼型 仮説 1,3,6 支持 
杉並区 15.0 7.7 26.0 4.8 4.2 
ネットワーク管理・団体活動型 仮説外効果（※） 
板橋区 10.0 7.1 26.0 0.0 7.7 
墨田区 12.5 5.0 9.0 7.1 5.0 SC 高水準型 仮説外効果（※） 
練馬区 7.1 6.5   4.2 0.0   仮説外効果（※） 
地域社会運営 
停滞型 
千代田区 3.8 15.2 9.0 5.9 3.3 
ネットワーク管理不足・自治体信頼不足型 仮説 1,3,6 支持 港区 2.9 21.7 － 3.1 0.0 
文京区 0.0 23.1 11.0 0.0 0.0 
品川区 5.6 19.2 2.0 20.0 0.0 ネットワーク管理不足・団体活動不足型 仮説外効果（※） 
北区 0.0 10.0 18.0 0.0 0.0 協働不足・SC 低水準型 仮説 1,2,5,6 支持 
足立区 5.3 12.5 10.0 15.0 0.0 
ガバナンス停滞・団体活動停滞型 仮説 1,3,5,6 支持 
荒川区 0.0 0.0 － 8.3 0.0 
大田区 4.8 13.6 － 4.5 4.5 ガバナンス停滞・自治体信頼不足型 仮説 1,2,3,6 支持 
江東区 6.3 10.0 7.0 0.0 0.0 
ガバナンス停滞・SC 低水準型 仮説 1,2,3,5,6 支持 
中央区 5.3 12.2 － 5.4 0.0 
新宿区 2.6 13.3 9.0 2.9 0.0 
渋谷区 0.0 11.5 － 5.0 0.0 
出所）筆者作成        
注）値：集計分析に用いた変数を表記している。網掛けは各変数の「平均以上」を示す。  
  平均を算出するに当たっては外れ値に当る葛飾区・江戸川区を除いた２１の特別区によって計算している。  
本研究で用いたガバナンス指標ではその媒介経路としての説明が出来ない。定性的研究
を通して住民同士付き合いの水準が高いことがどのようにして政策満足度を高めているの
かという点について研究する必要があるだろう。なお、世田谷区、北区は政策満足度が平
均水準以下の特別区の中で比較的上位にあるため、自治会にとってある程度（中間）上手
くいっている地域と評価され、仮説を支持している可能性があるに留まる。中でもソーシ
ャル・キャピタルのどの要素が協働とネットワーク管理に対してどのくらい影響を与えて
いるのか詳細に分析してみる必要があろう。 
一方で、文京区、中野区、墨田区、足立区、葛飾区は自治会の政策満足度に対して「地
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域社会運営停滞型」である。文京区は「協働不足・SC 水準型」、中野区は「協働不足・団
体活動型」の地域社会運営をしているために、政策満足度が低いと考えられる。文京区は
ソーシャル・キャピタル水準が低迷していることに起因して協働水準が低い、中野区は結
束型自治会活動が低迷し協働水準が低いから政策満足度が低い可能性がある。一方で、文
京区は自治体信頼や付き合いの水準が低く、中野区では逆に自治体信頼やつきあいが高い
のにネットワーク管理の水準が低いという傾向も示されており、ガバナンスとソーシャ
ル・キャピタルの観点では中野区と文京区をさらに比較して研究する必要がある。一方で、
足立区、葛飾区、墨田区が自治会にとって政策満足度が低い理由はローカル・ガバナンス
の研究結果によれば「ガバナンス停滞・SC 低水準型」の地域社会運営に起因している。つ
まり、目黒区、大田区、江東区ではソーシャル・キャピタルが醸成されてローカル・ガバ
ナンスが促進されるから板橋区と墨田区、足立区、葛飾区に比べて政策満足度が高いと考
えられよう。 
次に非営利組織の政策満足度の違いは以下の様に説明できる。葛飾区、世田谷区、台東
区、豊島区、中野区、目黒区、江戸川区、杉並区、板橋区、墨田区、練馬区は非営利組織
から見て「地域社会運営良好型」である。中でも葛飾区、世田谷区、台東区は「ガバナン
ス良好・SC 高水準型」の地域社会運営を行っているために政策満足度が高い。次いで、豊
島区、中野区、目黒区では「協働・SC 高水準型」の地域社会運営をしている。非営利組織
から信頼されており、橋渡し型団体活動が活発であるために協働水準が高いことに起因し
て政策満足度が高い。一方で、江戸川区は「ネットワーク管理・自治体信頼型」、杉並区、
板橋区は「ネットワーク管理・団体活動型」の地域社会運営に分類される。江戸川区では
特に自治体信頼の水準が高いので、ネットワーク管理に効いて政策満足度が高いといえる。 
一方で、杉並区や板橋区は橋渡し型団体活動が高いこととネットワーク管理の水準が高
いことに起因して政策満足度が高い。非営利組織にとって杉並区や板橋区でどうして自治
体信頼が低くともネットワーク管理が高いのかという知見は定性的に研究する必要がある。
他方で団体活動の影響を強く受けて、政策満足度を押し上げている可能性がある。これは
墨田区も同様の知見が伺える。なお、練馬区に関してはどうして政策満足度が非営利組織
にとって高水準であるかという問題に対して本研究の知見が適用されない可能性がある。 
そして、千代田区、港区、文京区、品川区、北区、足立区、荒川区、大田区、江東区、
中央区、新宿区、渋谷区は「地域社会運営停滞型」であるから政策満足度が低いといえる。
その中でも千代田区、港区、文京区は「ネットワーク管理不足・自治体信頼不足型」に起
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因している。これは仮説通りの自治体信頼が不足してネットワーク管理としての対応が難
しいために政策満足度が後退している地域と考えられる。一方で、品川区では「ネットワ
ーク管理不足・団体活動不足型」に起因しており、政策満足度はネットワーク管理の水準
が低いことから説明が出来る。しかし、何故ネットワーク管理が低いのかということは自
治体信頼から説明が出来ないため、詳しくデータ状況を再確認や定性的事例を集めて検証
する必要がある。他方で、北区はソーシャル・キャピタルの水準が低迷しているので協働
水準が低いという「協働不足・SC 低水準型」となっている。つまり、協働水準が低いこと
はソーシャル・キャピタルの水準が低いからと考えられる。なお、ネットワーク管理の水
準が高いのに政策満足度の水準は低いため、政策満足度に対する協働が与える影響が大き
い可能性がある。さらに、足立区、荒川区では自治体信頼平均より上の水準であるが、ガ
バナンスが停滞し政策満足度が大きく減少している「ガバナンス・停滞・団体活動停滞型」、
大田区は自治体信頼の影響を強く受けて「ガバナンス停滞・自治体信頼不足型」の地域社
会運営に起因して政策満足度が低い。江東区、中央区、新宿区、渋谷区は表の通り「ガバ
ナンス停滞・SC 低水準型」の地域社会運営が政策満足度の水準を低迷させている。以上よ
り東京・特別区の政策満足度の差異を地域社会運営の違いから十分に説明できる一方で、
仮説の再構築をして更なる検証が求められよう。 
最後に筆者が問題として設定した図 1-1 の地域差の問題に関して答えることにしたい。
非営利組織と自治会の政策満足度の差異について 12 の特別区に関してデータが揃ってい
るので、考察することができる。上記分析結果に依拠すると非営利組織にとって望ましく
自治会にとって望ましい地域社会運営ではない葛飾区、墨田区の理由について考察できる。
それは葛飾区では非営利組織と自治体のガバナンスや自治体信頼と橋渡し型団体活動に富
んでいるから、非営利組織の政策満足度が高い。一方で、地域コミュニティの住民同士つ
きあいや自治会との関係が薄く自治体信頼が低迷しガバナンスが促進されていないから自
治会の政策満足度が低い。また、墨田区はガバナンスが低迷しているが、ソーシャル・キ
ャピタルが高水準であるから非営利組織の政策満足度が高い一方で、自治会とのガバナン
スはソーシャル・キャピタルの集計基準を厳しくしたコミュニティのソーシャル・キャピ
タルが低迷しているから上手くいっていないから政策満足度が低い。つまり、葛飾区や墨
田区では自治体に対する信頼が自治会よりも非営利組織の方が高いことが関係し、その含
意とは自治会よりも非営利組織と自治体の関係性が密で協力的である可能性がある。また、
墨田区と葛飾区の非営利組織の政策満足度の違いとは自治会と自治体のガバナンスよりも
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非営利組織と自治体のガバナンスが促進しているから葛飾区は最も非営利組織の政策満足
度が高いと考えられる。 
そして、江東区と大田区に共通している非営利組織の政策満足度が低く、自治会の政策
満足度が高い背景としては非営利組織の自治体信頼が低く橋渡し型団体活動が低水準であ
るから非営利組織と自治体のガバナンスが低迷している。一方で自治会が評価する自治体
信頼が篤く住民同士つきあいが良好でまとまりが良いので、自治体と自治会のガバナンス
が進んでおり、自治会の政策満足度が高いのである。大田区と江東区には共通して非営利
組織よりも自治会のガバナンスが進みコミュニティのまとまりの良さと自治体と密接な関
係を築いていることがこの様な地域配置をしていると考えられる。そして、足立区、文京
区よりも板橋区、目黒区では自治会が評価するコミュニティのソーシャル・キャピタルと
自治体信頼が高い。そして、非営利組織は橋渡し型団体活動が活発であるから、市民社会
組織のガバナンス要因（協働、ネットワーク管理）の水準が比較的高く市民社会組織にと
って望ましい地域社会運営ができていると結論付けられる。なお、何故、江東区と大田区
や葛飾区と墨田区に対する非営利組織と自治会の評価が異なるのかという問題に関しては
本研究だけで答えを出すことは難しい。定性的研究を通して今後の検討課題としたい。 
 
5.3 本研究の展望と応用可能性 
本節では結語として本研究の展望と応用可能性について述べさせていただきたい。ロー
カル・ガバナンス研究では、地域の諸問題に対する地方政府－市民社会組織関係のガバナ
ンスに関する取り組みに関して定性研究を通じて多くの研究成果を上げている。佐藤・前
田編（2017）はローカル・ガバナンスの特徴を明らかにし、各自治体における協働やまち
づくり、地域包括ケアの政策プログラムに基づく公共サービス供給の実態について分析し
ている。そして、ローカル・ガバナンスがどのように形成されるのかを検討するべく地理
的条件に踏み込んで議論を展開している。一方で、山本編（2008）はローカル・ガバナン
スの理論枠組みを官民パートナーシップの協働のガバナンスから捉え、地方分権や電子自
治体、またリスクに対する条例をめぐるアクター関係を考察するなど自治体研究に関わる
諸問題に対してローカル・ガバナンスの枠組みを援用した定性的研究が展開されている。
また、真山編（2012）はローカル・ガバナンスが叫ばれる中で、地方政府の役割を強調し
て、地方行政のマネジメントや市民社会組織とのガバナンスに対応する地方政府の制度設
計の展望やさらに地方政府間関係にまで言及しガバナンスにおけるガバメント論を展開し
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ている。このようにローカル・ガバナンス研究の射程は自治体をとりまく政策課題全般に
まで広がっている。地方政府－市民社会組織関係をどのようにみるかによって成果に対す
る方策を導き出し得る仮説が異なる。このような中で、本研究は定性的研究から得られた
知見を定量分析によって明確にさせ、アクターがどのような役割を有してローカル・ガバ
ナンスの成果に影響を及ぼすのかを明らかにしているので本研究の知見はローカル・ガバ
ナンス研究に対して学術的意義があろう。一方で、本研究は自治体職員の違いについて十
分に着目されていない。特別区だけでなく政府のネットワーク管理がどのような職員でも
一貫しているのか、ミクロなレベルでの研究は定性的研究によってこれから検証する必要
があるだろう。 
他方で、本研究は東京・大都市研究に対しても学術的意義がある。東京・大都市研究に
ついては様々な学問領域から研究されている。制度論では、特区制度の変遷から自治権拡
充運動の歴史的発展に関する研究から、歴史学では東京・大都市の近代都市の発展の歴史
を江戸時代から遡り、富国強兵と殖産興業によって推し進められた明示維新と大正デモク
ラシーの政治の中心の場として、また現代までに至る本社機能を有した巨大都市東京とし
ての発展の歴史について多くの研究成果が挙げられている。また、東京の歴史的発展に伴
う人口学的な社会変動に関する問題や建築学から住宅問題に関する問題が取り上げられ、
東京・大都市に山積した政策課題に対する分析アプローチは大変魅力的で、東京・大都市
をどのように全体を俯瞰して記述描写するということは容易ではない。 
それぞれの各論から導き出された仮説は散りばめられているので、どのように全体像を
示すのか、という問題は東京・大都市研究において重要な作業といえる。 
また、筆者は、生まれながら東京の墨田区に居住し、都心部である本所周辺部と、また
向島の様な工業周辺地域の風土の中で育ち、言い換えれば東京の下町を生活圏としていた
ので、23 区の中で、違いがあることは肌で感じていた。歴史を振り返るならば、15 区の特
別区から 23 区の特別区へ自治権を拡充した歴史を東京は持っており、類似した特別区であ
ったとしても社会経済状況が大きく違うことは認識していた。この様な中で、本研究では
何故、東京・特別区の政策満足度に地域差が生じるのかという問題について、比較研究を
通してローカル・ガバナンスとソーシャル・キャピタルの違いから明らかにしたことは東
京研究、都市行政学の研究に対しても意義があろう。本研究の都市比較研究というアプロ
ーチから東京・特別区の大都市の地方政治を研究することは、大都市である東京を俯瞰し
た議論を展開することが可能であることを示している。何故ならば、「何故、東京という中
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で各区の状況が異なるのか」という問題に対して比較研究は有効な手法だからである。そ
れを踏まえれば、本研究は、その問題の一つとして政策満足度の地域差に取り組んでいる
と考えられよう。 
また、東京・特別区の間に生じる格差は社会的に大きな問題となっている。これまで 23
区内の格差の問題は様々な観点から議論されてきた。特に学問領域の垣根を越えて学際的
に特別区内に生じる格差の問題が指摘されている。例えば、最近では池田（2015）による
『23 区格差』、昼間・鈴木（2016）による『東京 23 区の教育格差』、そして、岡島（2017）
による『東京 23 区の健康格差』など、東京 23 区における教育や健康、そして社会経済的
背景など、23 区内に生じる地域偏差の問題は大きなテーマとなっている。 
このような教育や健康の分野で生じる地域格差は一例であるが、これは十分に公共政策
の課題であり、上位政府としての東京が解決に努めなければならない大きな問題といえる。
中等教育における学業成績の問題は、公共政策の観点からすれば義務教育の間に生じる教
育格差を意味している。同様の政策を講じているのにも関わらず、なぜ、教育水準に差異
が生じるのかという問題は検証されなければならない。また、地域差という問題はコミュ
ニティの問題、学校内、また行政の支援など大変多岐にわたった複合的な問題である。健
康においては、日本ではようやく「健康日本 21（第二次）」として健康問題がアジェンダ
として設定化された。国家が取り組むべき地域格差の是正プログラムがコミュニティの問
題から議論され始め、格差は既に個人の問題ではなくコミュニティ単位の問題として学際
的に議論されている172、公衆衛生の分野では現実に生じる格差是正を目的としてコミュニ
ティから議論を展開している。 
東京 23 区の中で生じる地域差問題は、上記の議論を整理し直せば、類似した特別区制
度の下に生じる格差であり、本研究で明らかとなった政策満足度のメカニズムは上記の既
存研究の問いかけに対して一定の貢献ができるだろう。教育や健康などの、政府でもない
市場でもないガバナンスが要請される問題に対してはローカル・ガバナンスの枠組みと、
その非制度的要因として作用するソーシャル・キャピタルの議論が有効と考えられる。そ
して、既に東京・特別区の間の差として生じている問題に対しては都市比較研究のアプロ
ーチによって導き出された本研究の知見が有用であろう。以上より、東京・大都市研究は
                                                        
172 健康日本 21（第二次）では、社会疫学の視点から重要視されるソーシャル・キャピタ
ルに関して 4 頁にわたって言及されている（厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会次
期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会 2012：10、16、84‐85）。 
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各論から展開されており、全体像を俯瞰するためには比較的実証研究の視座が東京・大都
市研究の発展にはなお一層求められる。そして、東京研究は国際的な都市比較研究として
の研究へ応用可能といえる。さらに首都・東京の分析視角は、JIGS 研究としても「世界都
市」比較研究への応用可能性が考えられ、JIGS 調査研究の更なる発展が考えられよう。 
さらに、本研究の知見は、日本のソーシャル・キャピタル研究に対しても一定の貢献が
考えられる。本節では、パットナムのソーシャル・キャピタル論に対する本研究の貢献を
述べさせていただきたい。パットナムのソーシャル・キャピタル論はイタリア州政府の統
治パフォーマンス成否に与えるソーシャル・キャピタルの効果を実証している。 
パットナムのソーシャル・キャピタル論の意義は坂本（2011：37）によれば、「政府の統
治行為の成否を説明する上で、社会的要因は無視できない重要な変数であることを再発見
した点である」としている。つまり、統治パフォーマンスに影響を与える社会的決定要因
としてソーシャル・キャピタルは主因であるとする考えがパットナムのソーシャル・キャ
ピタル論では論じられている。 
しかしながら、Halpern(2005:174)はパットナムのソーシャル・キャピタル論はイタリア
による実証のみに限定されているので、理論の一般性に欠けることを指摘している。これ
はソーシャル・キャピタル研究でしばしば指摘される批判である。他方で、既存の先行研
究を整理してみれば、欧米の研究ではソーシャル・キャピタルの正の外部性が概ね支持さ
れており、ソーシャル・キャピタルの効果は一般化されつつある。 
また 2000 年代以降の初めに政治学の領域で日本の地方政府レベルで官公庁や様々な集
計データからソーシャル・キャピタルを代理変数として実証研究を行った坂本（2010）の
研究がある。それによれば、統治パフォーマンスに与えるソーシャル・キャピタルの効果
は認められない。シビック・パワー概念が統治パフォーマンスに影響を与えると結論づけ
た。これはソーシャル・キャピタル研究が日本で適用され始め、その指標を代理変数で測
って行われた実証研究であったからといえる。そのため、ソーシャル・キャピタルの効果
の有意性を見つけ出すには困難な研究デザインが関係している可能性がある。そのため、
ソーシャル・キャピタルが与える地方政府の統治への影響は日本の実証研究では支持され
ていなかったのである。 
しかしながら、JIGS2 の全国規模の社会調査を通じてソーシャル・キャピタルは政府の
政策パフォーマンスに一定の影響を与えている要因に位置づけることが出来る。本研究の
知見は既存の研究蓄積が成された政治学分野におけるソーシャル・キャピタル研究に一定
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の貢献を与えるであろう。ソーシャル・キャピタルに関する指標と政策パフォーマンスの
間には日本の首都・大都市の地域比較でも一定の関係性がある。政策満足度の地域分布を
説明する要因としてソーシャル・キャピタルは位置付けることが可能と東京・特別区の分
析結果は示している。そして、ソーシャル・キャピタルはローカル・ガバナンスを促進さ
せる非制度的要因として重要である。地方政府は市民社会組織から自発的な協力を得るた
めに、ソーシャル・キャピタルを考慮した政策を見つめなおす必要があろう。地方政府に
は政策を展開する上で、既存のソーシャル・キャピタルを毀損させないソフトな解決方法
によって今後緊要となる問題に取り組むことが求められる。この点に関してはより詳細に
東京・特別区の状況を様々なレベルから分析することによって、その仮説の妥当性を検討
することが必要であろう。 
また、第 4 章で指摘したように政治学の文脈においては水平的ネットワークの中で醸成
される橋渡し型ないし結束型ソーシャル・キャピタルだけでなく結合型ソーシャル・キャ
ピタルの役割を考える必要がある。その視点を本研究は自治体信頼から明らかにした点で
パットナムの研究とは一線を画しており、ソーシャル・キャピタルの政治学的分析に対し
て一定の貢献が出来よう。 
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付表 1 統合作業の変数一覧 
設問表 変数項目 
社会団体調査 NPO 調査 統合作業
備考 
非営利組織データ 
設問 値名 設問 値名 
団
体
の
概
要 
 設立年 Q2 西暦記入 Q2 西暦記入 なし 西暦記入 
個人会員数（設立時） Q4-1 人数 Q5-1 人数 なし 人数 
 団体会員数（設立時） Q4-2 人数 Q5-2 人数 なし 人数 
 団体会員所属者数（設立時） Q4-3 人数 Q5-3 人数 なし 人数 
 個人会員数（現在） Q4-4 人数 Q5-4 人数 なし 人数 
 団体会員数（現在） Q4-5 人数 Q5-5 人数 なし 人数 
 団体会員所属者数（現在） Q4-6 人数 Q5-6 人数 なし 人数 
 常勤スタッフ数 Q6-1 人数 Q6-1 人数 なし 人数 
 非常勤スタッフ数 Q6-2 人数 Q6-2 人数 なし 人数 
 ボランティアスタッフ数 Q6-3 人数 Q6-3 人数 なし 人数 
関心政策 Q8-1 
1.財政、2.金融、3.通商、4.業界の産
業振興、5.土木・建設・公共事業、 
6.運輸・交通、7.通信・情報、 
8.科学技術、9.地域開発、10.外交、 
11.平和・安全、12.治安、 
13.司法・人権、14.教育、15.女性、 
16.地方行政、17.労働、 
18.農業・林業、産業、19.消費者、 
20.環境、21.厚生・福祉・医療、 
22.国際交流、23.文教・学術・スポー
ツ、24.団体支援、25.その他 
Q12-1 
1.財政、2.金融、3.通商、4.業界の
産業振興、5.土木・建設・公共事
業、 
6.運輸・交通、7.通信・情報、 
8.科学技術、9.地域開発、10.外交、 
11.平和・安全、12.治安、 
13.司法・人権、14.教育、15.女性、 
16.地方行政、17.労働、 
18.農業・林業、産業、19.消費者、 
20.環境、21.厚生・福祉・医療、 
22.国際交流、23.文教・学術・スポ
ーツ、24.団体支援、25.その他 
各カテゴリ
のダミー変
数作成（1=
該当、0＝
非該当） 
1～24 について、1=該当、0＝非該
当 
 最も関心のある政策 Q8-2 上記 1～25 のいずれか選択 Q12-2 上記 1～25 のいずれか選択   関心政策記入（1～25） 
活動目的 Q9 
1.情報提供、2.経済利益追求、3.生
活権利防衛、4.教育・訓練・研修、5.
補助金斡旋、6.行政上の便宜、7.行
政に主張要求、8.一般人に情報提
供、9.専門知識提言、10.啓蒙活動、
11.資金助成、12.一般向けサービス
提供（有償）、13.一般向けサービス
提供（無償）、14.その他 
Q13 
1.情報提供、2.生活権利防衛、3.教
育・訓練・研修、4.補助金斡旋、5.行
政上の便宜、6.行政に主張要求、7.
一般人に情報提供、8.専門知識提
言、9.啓蒙活動、10.資金助成、11.
一般向けサービス提供（有償）、12.
一般向けサービス提供（無償）、13.
その他 
【社団】2 を
除外、3～4
の整序を
【NPO】に整
頓 
1.情報提供、2.生活権利防衛、3.教
育・訓練・研修、4.補助金斡旋、5.行
政上の便宜、6.行政に主張要求、7.
一般人に情報提供、8.専門知識提
言、9.啓蒙活動、10.資金助成、11.
一般向けサービス提供（有償）、12.
一般向けサービス提供（無償）、13.
その他 
活動範囲 Q11 
1．市町村、2．都道府県、3．広域
圏、4．日本全国、5．世界 
Q9 
1．市町村、2．都道府県、3．広域
圏、4．日本全国、5．世界 
  
1．市町村、2．都道府県、3．広域
圏、4．日本全国、5．世界 
自己影響力 Q12 
1．まったくない、2．あまりない、3．
ある程度強い、4．かなり強い、5．非
常に強い 
Q10 
1．まったくない、2．あまりない、3．
ある程度強い、4．かなり強い、5．
非常に強い 
  
1．まったくない、2．あまりない、3．
ある程度強い、4．かなり強い、5．
非常に強い 
意見：A 評価基準としての政策の効率性 Q13-1 
5．賛成、4．どちらかといえば賛成、
3．どちらともいえない、2．どちらか
といえば反対、1．反対 
Q14-1 
5．賛成、4．どちらかといえば賛
成、3．どちらともいえない、2．どち
らかといえば反対、1．反対 
  
5．賛成、4．どちらかといえば賛
成、3．どちらともいえない、2．どち
らかといえば反対、1．反対 
意見：B.行政は能率より調整 Q13-2 同上 Q14-2 同上   同上 
意見：C.主要課題は所得格差の是正 Q13-3 同上 Q14-3 同上   同上 
意見：D.国の経済への関与の縮小 Q13-4 同上 Q14-4 同上   同上 
意見：E..非効率部分の過剰保護 Q13-5 同上 Q14-5 同上   同上 
意見：F.主要課題は地域間格差の是正 Q13-6 同上 Q14-6 同上   同上 
意見：G.経済成長より環境保護の政治 Q13-7 同上 Q14-7 同上   同上 
意見：H.国民の政治参加拡大 Q13-8 同上 Q14-8 同上   同上 
意見：I.安全のための自由制限 Q13-9 同上 Q14-9 同上   同上 
意見：J.権限の自治体への委譲 Q13-10 同上 Q14-10 同上   同上 
意見：K.国や自治体への国民の意見の反映 Q13-11 同上 Q14-11 同上   同上 
意見：L.企業の社会貢献 Q13-12 同上 Q14-12 同上   同上 
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他
団
体
関
係 
設立支援 Q14 
1．設立援助を受けた、2．受けて
いない 
Q15 
1．国、2．自治体、3．企業、4．専門
家、5．NPO 中間支援施設、6．他の
NPO、7．その他 
【社団】の1
を【NPO】
の 1～7 を
統合、【社
団の 2 を
【NPO の
「非該当」
に統合 
0＝受けない、1=受けた 
情報源（1 位～3 位） Q15 
1．中央省庁、2．政党、3．自治
体、4．地方議員、5．学者・専門
家、6．企業、7．マスメディア関係
者、8．専門誌・業界紙関係者、9．
系列団体、10．協力団体、11．自
団体会員、12．NPO 
Q16 
1．中央省庁、2．政党、3．自治体、
4．地方議員、5．学者・専門家、6．
企業、7．マスメディア関係者、8．専
門誌・業界紙関係者、9．系列団
体、10．協力団体、11．自団体会
員、12．NPO、13．町内会・自治会、
14．その他 
  
1 中央省庁、2 政党、3 自治体、4 
地方議員、5 学者・専門家、6 企
業、7 マスメディア関係者、8 専
門・業界紙関係者、9 系列団体、10 
協力団体、11 自団体の役員、12 
NPO、13 町内会・自治会、14 その
他について、1=該当、0＝非該当の
ダミー変数作成 
接触：1.国会議員 Q16-1 1=該当、0＝非該当 Q17-1 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：2.中央省庁課長以上 Q16-2 1=該当、0＝非該当 Q17-2 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：3.地方議員 Q16-3 1=該当、0＝非該当 Q17-3 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：4.自治体幹部 Q16-4 1=該当、0＝非該当 Q17-4 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：5.自治体課長以上 Q16-5 1=該当、0＝非該当 Q17-5 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：6.新聞記者 Q16-6 1=該当、0＝非該当 Q17-6 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
接触：7.テレビ記者 Q16-7 1=該当、0＝非該当 Q17-7 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：許認可 Q17-1 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：法的規制 Q17-2 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：行政指導受ける Q17-3 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：意見交換 Q17-5 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：ポスト提供 Q17-9 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
国との関係：政策提言   - Q18-1 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：有償委託業務   - Q18-2 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：フォーラムイベント共同運営   - Q18-3 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：政策決定・予算活動への支持・協力 Q17-4 1=該当、0＝非該当 Q18-4 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：無償で行政支援   - Q18-6 1=該当、0＝非該当 除外 除外 
国との関係：政策執行への協力 Q17-6 1=該当、0＝非該当 Q18-5 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：委員の派遣 Q17-7 1=該当、0＝非該当 Q18-7 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
国との関係：モニタリング Q17-8 1=該当、0＝非該当 Q18-8 1=該当、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：許認可 Q17-10 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：法的規制 Q17-11 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：行政指導受ける Q17-12 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：意見交換 Q17-14 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：ポスト提供 Q17-18 1=該当、0＝非該当   - 除外 除外 
自治体との関係：政策提言   - Q18-9+17 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：有償委託業務   - Q18-10+18 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：フォーラムイベント共同運営   - Q18-11+19 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：政策決定・予算活動への支持・協力 Q17-13 1=該当、0＝非該当 Q18-12+20 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 なし 1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：無償で行政支援   - Q18-14+22 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 除外 除外 
自治体との関係：政策執行への協力 Q17-15 1=該当、0＝非該当 Q18-13+21 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 【社団】自
治体関係
＝【NPO】
市区町村
＋都道府
県 
1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：委員の派遣 Q17-16 1=該当、0＝非該当 Q18-15+23 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 1=該当、0＝非該当 
自治体との関係：モニタリング Q17-17 1=該当、0＝非該当 Q18-16+24 1=該当（どちらか一方）、0＝非該当 1=該当、0＝非該当 
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他
団
体
関
係 
中央省庁幹部への直接的働きかけ（現在） Q18-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q21-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
中央省庁課長クラスへの直接的働きかけ（現在） Q18-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q21-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
首長など自治体幹部（知事など都道府県幹部＋市長
など市町村への幹部）への直接的働きかけ（現在） 
Q18-3 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q21-3+5 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
【社団】自
治体＝
【NPO】市
区町村＋
都道府県 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
自治体課長クラス（都道府県の課長クラス＋市町村の
課長クラス）への直接的働きかけ（現在） 
Q18-4 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q21-4+6 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
自民党接触（現在） Q20-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
民主党接触（現在） Q20-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
共産党接触（現在） Q20-3 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-3 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
社民党接触（現在） Q20-4 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-4 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
公明党接触（現在） Q20-5 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-5 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
地域政党接触（現在） Q20-6 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q23-6 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
国会議員からの相談（現在） Q21-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q20-1 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
中央省庁からの相談（現在） Q21-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q20-2 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
地方議員からの相談（現在） Q21-3 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q20-3 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
自治体からの相談（現在） Q21-4 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
Q20-4 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある程
度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
なし 
1=まったくない、2=あまりない、3=ある
程度、4=かなり頻繁、5=非常に頻繁 
国会議員・政党信頼性（現在） Q22-1 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-1 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
中央省庁信頼性（現在） Q22-2 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-2 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
地方議員・政党信頼性（現在） Q22-3 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-3 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
首長信頼性（現在） Q22-4 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-4 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
自治体信頼性（現在） Q22-5 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-5 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
裁判所信頼性（現在） Q22-6 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-6 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
マスメディア信頼性（現在） Q22-7 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-7 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
世論信頼性（現在） Q22-8 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-8 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
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国際機関信頼性（現在） Q22-9 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼で
きる、3=ある程度、2=あまり信頼できな
い、1=全く信頼できない 
Q24-9 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼でき
る、3=ある程度、2=あまり信頼できない、
1=全く信頼できない 
なし 
5=非常に信頼できる、4=かなり信頼
できる、3=ある程度、2=あまり信頼で
きない、1=全く信頼できない 
国政全般満足度 Q23-1 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
Q25-1 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
なし 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程
度、2=不満、1=非常に不満 
自治体政策全般満足度 Q23-2 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
Q25-2 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
なし 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程
度、2=不満、1=非常に不満 
国政関心政策満足度 Q23-3 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
Q25-3 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
なし 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程
度、2=不満、1=非常に不満 
自治体関心政策満足度 Q23-4 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
Q25-4 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程度、
2=不満、1=非常に不満 
なし 
5＝非常に満足、4=満足、3=ある程
度、2=不満、1=非常に不満 
政治全般影響力：農林水産業団体 Q26-1 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-1 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：経済・業界団体 Q26-2 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-2 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：労働団体 Q26-3 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-3 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：教育団体 Q26-4 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-4 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：行政関係団体 Q26-5 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-5 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：福祉団体 Q26-6 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-6 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：専門家団体 Q26-7 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-7 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：政治団体 Q26-8 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-8 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：市民団体 Q26-9 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-9 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：学術・文化団体 Q26-10 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-10 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：趣味・スポーツ団体 Q26-11 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-11 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：宗教団体 Q26-12 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-12 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：町内会・自治会 Q26-13 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-13 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：首相官邸 Q26-14 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-14 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：与党 Q26-15 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-15 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：野党 Q26-16 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-16 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：都道府県 Q26-17 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-17 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：市町村 Q26-18 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-18 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：裁判所 Q26-19 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-19 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：警察 Q26-20 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非
常に影響力あり 
Q27-20 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常
に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
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政治全般影響力：大企業 Q26-21 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-21 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：マスメディア Q26-22 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-22 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：暴力団 Q26-23 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-23 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：外国政府 Q26-24 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-24 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：国際機関 Q26-25 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-25 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政治全般影響力：外国の団体 Q26-26 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-26 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：農林水産業団体 Q26-27 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-27 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：経済・業界団体 Q26-28 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-28 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：労働団体 Q26-29 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-29 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：教育団体 Q26-30 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-30 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
政策影響力：行政関係団体 Q26-31 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-31 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：福祉団体 Q26-32 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-32 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：専門家団体 Q26-33 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-33 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：政治団体 Q26-34 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-34 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：市民団体 Q26-35 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-35 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：学術・文化団体 Q26-36 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-36 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：趣味・スポーツ団体 Q26-37 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-37 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：宗教団体 Q26-38 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-38 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：町内会・自治会 Q26-39 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-39 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：首相官邸 Q26-40 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-40 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：与党 Q26-41 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-41 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：野党 Q26-42 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-42 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：都道府県 Q26-43 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-43 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：市町村 Q26-44 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-44 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：裁判所 Q26-45 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-45 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
関心政策影響力：警察 Q26-46 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
Q27-46 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=
非常に影響力あり 
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関心政策影響力：大企業 Q26-47 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-47 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
他
団
体
関
係 
関心政策影響力：マスメディア Q26-48 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-48 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
関心政策影響力：暴力団 Q26-49 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-49 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
関心政策影響力：外国政府 Q26-50 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-50 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
関心政策影響力：国際機関 Q26-51 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-51 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
関心政策影響力：外国の団体 Q26-52 1=ほとんど影響力なし、4=中間、7=非常に影響力あり Q27-52 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり なし 
1=ほとんど影響力なし、4=中
間、7=非常に影響力あり 
協調－対立関係：A.農林水産業団体 Q27-1 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-1 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：B.経済・業界団体 Q27-2 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-2 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：C.労働団体 Q27-3 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-3 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：D.教育団体 Q27-4 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-4 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：E.行政関係団体 Q27-5 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-5 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：F.福祉団体 Q27-6 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-6 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：G.専門家団体 Q27-7 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-7 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：H.政治団体 Q27-8 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-8 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：I.市民団体 Q27-9 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-9 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：J.学術・文化団体 Q27-10 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-10 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：K.趣味・スポーツ団体 Q27-11 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-11 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：L.宗教団体 Q27-12 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-12 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：M.町内会・自治会 Q27-13 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-13 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：N.首相官邸 Q27-14 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-14 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：O.与党 Q27-15 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-15 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：P.野党 Q27-16 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-16 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：Q.都道府県 Q27-17 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-17 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：R.市町村 Q27-18 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-18 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：S.裁判所 Q27-19 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-19 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：T.警察 Q27-20 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-20 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
協調－対立関係：U.大企業 Q27-21 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に影響力あり Q28-21 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=
非常に影響力あり 
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団
体
の
活
動 
マスメディアに取り上げられた回数 Q28 回数 Q31 回数 なし 回数 
一般の人々向けの活動：懇談会・勉強会 Q29-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q32-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
一般の人々向けの活動：シンポジウム・イベント Q29-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q32-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
一般の人々向けの活動：広報誌・ミニコミ誌 Q29-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q32-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
一般の人々向けの活動：HP Q29-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q32-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
A.与党と接触 Q34-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
野党と接触 Q34-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
中央省庁と接触 Q34-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
自治体と接触 Q34-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
発言力をもつ人と接触 Q34-5 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-5 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
法案作成の支援 Q34-6 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-6 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
専門知識等の提供 Q34-7 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-7 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
パブリック・コメント Q34-8 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-8 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
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団
体
の
活
動 
会員による働きかけ Q34-9 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-9 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
請願 Q34-10 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-10 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
集会 Q34-11 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-11 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
直接的行動 Q34-12 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-12 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
マスメディアへの情報提供 Q34-13 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-13 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
記者会見 Q34-14 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-14 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
意見広告 Q34-15 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-15 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
他団体との連合 Q34-16 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q33-16 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
政策実施・阻止の経験 Q35-1 1=経験あり、2=経験なし Q34-1 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
国政実施の成功 Q35-2 1=経験あり、2=経験なし Q34-2 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
国政阻止の成功 Q35-3 1=経験あり、2=経験なし Q34-3 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
自治体政策実施の成功 Q35-4 1=経験あり、2=経験なし Q34-4 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
自治体政策阻止の成功 Q35-5 1=経験あり、2=経験なし Q34-5 1=経験あり、2=経験なし なし 1=経験あり、2=経験なし 
団
体
の
内
部 
一般会員の運営・意思決定への関与 Q36-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q39-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
一般会員のイベント参加 Q36-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q39-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
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団
体
の
内
部 
一般会員の会費・寄付金払い Q36-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q39-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
役員と一般会員が顔を合わせる Q37-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q41-1 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
一般会員同士が顔を合わせる Q37-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q41-2 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
メーリングリストの活用 Q37-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q41-3 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
HP 掲示板の活用 Q37-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
Q41-4 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
なし 
5=非常に頻繁、4=かなり頻繁、
3=ある程度、2=あまりない、1＝
まったくない 
規定をもとに団体運営 Q38-1 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-1 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
方針を会員全体で決める Q38-2 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-2 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
活動には専門的知識・技能が必要 Q38-3 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-3 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
運営方針は創設者の理念と不可分 Q38-4 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-4 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
運営責任者は問題解決法を提示 Q38-5 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-5 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
会員同士の意見対立には話し合う Q38-6 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-6 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
運営方針は会員に浸透している Q38-7 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-7 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
情報は会員間で共有されている Q38-8 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あまり
あてはまらない、1=まったくあて
はまらない 
Q42-8 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
なし 
5=非常によくあてはまる、4=あ
てはまる、3=ある程度、2=あま
りあてはまらない、1=まったくあ
てはまらない 
農林漁業従事者割合 Q40-1 ％記入 Q43-1 ％記入 なし ％記入 
会社経営者・自営業者割合 Q40-2 ％記入 Q43-2 ％記入 なし ％記入 
常勤被雇用者割合 Q40-3 ％記入 Q43-3 ％記入 なし ％記入 
専門職割合 Q40-4 ％記入 Q43-4 ％記入 なし ％記入 
退職者割合 Q40-5 ％記入 Q43-5 ％記入 なし ％記入 
主婦割合 Q40-6 ％記入 Q43-6 ％記入 なし ％記入 
学生割合 Q40-7 ％記入 Q43-7 ％記入 なし ％記入 
その他割合 Q40-8 ％記入 Q43-8 ％記入 なし ％記入 
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団
体
の
内
部 
収入内訳：会費・入会金（単位：万円） Q41-1 数値 Q45-1 数値 なし 数値 
収入内訳：事業収入（単位：万円） Q41-2 数値 Q45-2 数値 なし 数値 
収入内訳：委託手数料（単位：万円） Q41-3 数値 Q45-3 数値 なし 数値 
収入内訳：行政の補助金（単位：万円） Q41-4 数値 Q45-4 数値 なし 数値 
収入内訳：募金・補助金（単位：万円） Q41-5 数値 Q45-5 数値 なし 数値 
収入内訳：その他（単位：万円） Q41-6 数値 Q45-6 数値 なし 数値 
収入合計（単位：万円） Q41-7 数値 Q45-7 数値 なし 数値 
回
答
者
属
性 
回答者学歴 Q42 1=中学校、2=高等学校、3=短大・高専、4=大学、5=大学院 Q46 
1=中学校、2=高等学校、3=短大・高
専、4=大学、5=大学院 なし 
1=中学校、2=高等学校、3=短大・高
専、4=大学、5=大学院 
回答者交際 Q43 
1=町内会・自治会役員、2=協同組合
理事、3=同業者組合の役員、4=NPO
や市市民活動団体の役員、5=政治
団体の役員、6=県や市町村の課長
以上、7=国会議員、8=地方議員、9＝
マスメディア関係者、10＝学者・専門
家 
Q47 
1=町内会・自治会役員、2=協同組合
理事、3=同業者組合の役員、
4=NPO や市市民活動団体の役員、
5=政治団体の役員、6=県や市町村
の課長以上、7=国会議員、8=地方
議員、9＝マスメディア関係者、10＝
学者・専門家 
なし 
1=町内会・自治会役員、2=協同組合
理事、3=同業者組合の役員、
4=NPO や市市民活動団体の役員、
5=政治団体の役員、6=県や市町村
の課長以上、7=国会議員、8=地方
議員、9＝マスメディア関係者、10＝
学者・専門家に該当する者（複数回
答）の 1=該当、0＝非該当 
回答者イデオロギー Q44 1=非常に対立的、4=中間、7=非常に協調的 Q48 
1=非常に対立的、4=中間、7=非常に
協調的 なし 
1=非常に対立的、4=中間、7=非常に
協調的 
 
